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私たち三井化学グループは、2016年に策定した長期経営計画「VISION2025」の目標に向かって、「経済」「環境」
「社会」から成る3軸経営を深化させ、社会課題解決に向けた取り組み、ポートフォリオ変革を進めており、まもな
く折り返しの時期を迎えようとしています。
この4年の間にも当社グループを取り巻く社会環境は大きく変化しました。プラスチック問題やCO 削減などサステ
ナビリティに対する意識はさらに高まり、また、デジタルやバイオなどの技術革新も予想を超えるスピードで進展し
ています。
そして今、世界は新型コロナウイルス感染症拡大というかつてない危機に直面しています。
私は、このような事態の最中、2020年4月に社長に就きました。事業環境は厳しい局面を迎えていますが、私はむし
ろ、この状況をアグレッシブに捉えています。長期経営計画の折り返しにあたり、改めて、事業や組織のあり方を探
りつつ、持続的に発展するために何をすべきかを見つめ直す機会であると考えています。今後、「グローバルに存在
感のあるサステナブルな企業グループ」となるために、私たち自身を再定義していきます。

経済軸ではポートフォリオの変革に取り組み、財務基盤も整ってきました。環境・社会軸においても、新しい視点を
取り込んでいく必要はあるものの、多くの成果を生み出しています。2019年度は、世界的な景気の停滞などの影響も
あり営業利益は前年度を下回る結果となりましたが、長期経営計画は着実に進んでいると考えています。
当社グループは、長期経営計画に基づき3つの成長領域「モビリティ」「ヘルスケア」「フード&パッケージング」を
掲げ、これらの分野で積極的な投資を行っています。

CEOメッセージ

新たな船出に向けて
私たちの未来の「ありたい姿」を深く考える機会。
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長期経営計画の進捗
ポートフォリオ変革により、
着実に成果に結びつきつつある長期経営計画。
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「モビリティ」では、2019年度は世界的な自動車減産を受け需要が停滞し、2020年度においてもコロナ禍の影響に
より、厳しい事業環境は続くと見込んでいます。しかし、自動車分野における軽量化や電動化といったニーズは中長
期的には拡大すると予想され、多種多様な機能樹脂のラインアップに加え、グループトータルでのソリューション提
案力を武器に、顧客ニーズに応えていきます。また、ICT用途に強みを持つ機能性ポリマー製品についても、能力増
強を既に意思決定しており、立ち上げ・収益化を急ぎます。
「ヘルスケア」では、技術力や顧客基盤に強みを持つメガネレンズモノマーは堅調な成長を見込んでおり、次の能力
増強について意思決定を進めていきます。不織布については、衛生材料用途に加え、5G、自動車向けの需要増加を見
込み、産業材用途への拡大を進めます。歯科材料については、デジタル化の急加速を視野に入れ、グループリソース
を挙げての連携強化により、日本・アジアでのプレゼンス拡大を図ります。
「フード&パッケージング」では、5Gの普及などにより産業用フィルムの需要が拡大しています。当社グループは、
台湾に新工場を完成させ供給能力を1.5倍とするなど積極的な対応を図っており、今後は投資の回収を進めていきま
す。また、農薬新規原体テネベナール は多角的な分野で需要が期待でき、さらなる増産を検討中です。
一方、収益の安定化を目指している「基盤素材」は、これまで継続して取り組んできた構造改革により、課題である
ボラティリティは確実に低下していますが、収益性の低さは否めず、もう一段の構造改革に取り組みます。地産地消
やダウンフローなど、さらにテコ入れすることで再構築を果たせるものと考えており、広い視点から2020年度中に方
策を探り、即効性のあるものと、じっくり取り組むものに分けて施策を講じていきます。

冒頭お話ししたように、長期経営計画策定時と比べて、社会環境は大きく変化しています。そこで、折り返し地点を
迎えるこのタイミングで長期経営計画の見直しを進めています。計画の着地点を2030年頃に改め、自分たちの会社と
しての「ありたい姿」を議論しているところです。一度視線を高くして2050年頃の社会を想像し、そこからバック
キャストで目標を再設定していきます。
これまでの4年間を振り返ったとき、反省点の一つとして実行力の不足が挙げられると考えています。長期経営計画
では新規事業や研究開発への積極的な投資を戦略に掲げていますが、計画どおりに進んでいない分野がいくつかあり
ます。新しいプランを立てるまではよいのですが、それを実行する力が足りていないのです。
それはポートフォリオの変革でも同じようなことがいえると思います。これまでは、化学材料を起点とするB to Bビ
ジネスに重心を置いてきましたが、長期経営計画では、そこからさらに踏み込み、B to Cビジネスへの拡大を目指し
ています。分かりやすく言うならば、野球のルールに慣れ親しんできたプレイヤーがサッカーのフィールドに立とう
としているわけです。これだけの大きな変革には、実行に向けた強い意志が必要です。実行に移せない要因がどこに
あるのか、現在検証を進めています。

®

長期経営計画の見直し
長期経営計画の折り返し地点を迎え、
改めて未来の「ありたい姿」を議論する。
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この「ありたい姿」の検討は、30代後半から40代の中堅社員が中心となって進めています。なぜなら、着地点とな
る2030年頃には、彼らが当社グループの中核となって実行する立場にあるからです。多少尖ってごつごつしていて不
器用な絵だとしても、実行する当事者たちが描くことが大事だと私は思っています。
最終的には、このような演繹的なアプローチと、各事業に根ざした帰納的な視点を合体させて策定します。2020年度
末には方向性を打ち出し、2021年度前半には具体的な施策をまとめたいと考えています。現在の長期経営計画で掲げ
ている数値目標の再設定も議論の対象にしています。さらに社員たちの実行力やモチベーションを高めていくための
企業文化や組織づくりなど、無形資産の最大化に向けた議論にまで深めていきたいと考えています。

現在まさに進行中のコロナ禍やその後の社会変化については見通せないことが多く、私たちの事業にどのような影響
が及ぶのか、明確な答えを導き出すのは難しいと思います。2020年度は厳しい目線で計画を立てていますが、さらな
るダウンサイドリスクに備えてキャッシュ・フローの確保には万全を期しています。一方、「ヘルスケア」や「フー
ド&パッケージング」の領域では需要の拡大が見込まれる分野もあり、このようなビジネスチャンスを速やかに掴ん
でいきます。
ポストコロナ社会におけるキーワードとしては、やはりまっ先にデジタライゼーションが挙げられるでしょう。当社
グループでもテレワークを拡大し、それなりの成果をあげています。しかし、製造の現場など対応しきれない職場も
多く、今後はDX（デジタルトランスフォーメーション）の推進など新しい働き方やその評価の仕組みなど改革が必
要になると考えています。
また、サプライチェーンにおける課題も世界的なコロナ禍によって浮上してきています。グローバル化の推進によっ
て、当社グループのサプライチェーンも多様化・複雑化しています。ブロック経済の台頭や米中貿易摩擦の拡大など
を踏まえ、私たちが進めてきた地産地消体制のあり方などについて検証を加え、必要に応じて再構築を検討していき
ます。

新型コロナウイルス感染症への取り組み

（2020年6月末までの情報に基づいて作成）

ポストコロナ社会を見据えて
安定した事業基盤を整えるとともに、
新しいビジネスチャンスを速やかに掴んでいく。
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アイソレーションガウン

財務基盤の強化については長期経営計画でも継続して取り組んでおり、社会の急激な変化に対応できる充実した基盤
を整えています。現在のコロナ禍の経済環境はリーマンショック時とよく比較されますが、当社グループは当時と比
べても収益力は大幅に改善されており、Net D/Eや手元流動性比率などにおいても高い水準を保持しています。
これら充実した財務基盤をバックボーンに、将来への投資も継続して進めていきます。投融資については、2020年度
は緊急対策として厳選、繰延により一部削減するものの、これまでの攻めの姿勢を変えることはありません。ICTや
ヘルスケアなど成長領域への積極的な投資を推し進めていきます。
M&Aにおいても引き続き、チャンスは窺っていきたいと考えています。しかし、私は、単に規模の拡大だけを目指す
といった経済軸だけで考えたM&Aを進めるつもりはありません。そこに必ず環境・社会軸の視点を加え、すべてのス
テークホルダーに受け入れられるように、企業価値を持続的に高めていくM&Aを推し進めていきます。

当社グループでは2020年4月、いくつかの組織改革を行いました。その狙いは、成長3領域におけるビジネス体制の強
化と次世代事業の加速にあります。
注力する成長3領域は、トータルなビジネスが成功の鍵を握る分野であり、そのためには人や技術といったアセット
を有機的に結びつけて価値を最大化しなければなりません。そのため、「モビリティ」および「フード&パッケージ

充実した財務基盤と積極的な成長投資
大幅に強化された財務基盤。
成長投資とM&Aにおける攻めの姿勢は変わらない。

組織風土の変革
人と技術を有機的に結びつけ、
風通しのよい風土をつくるための組織改革に着手。
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ング」において組織横断的なCoE の部署を設立しました。「ヘルスケア」においても、新事業の開発や探
索、M&Aを推進する医療事業戦略グループを新設しています。さらに、ICTからロボット、エネルギーまで全領域を
対象に、次世代事業の探索・創出を担う新事業開発センターを発足させました。
当社グループでは、ビジネスの推進において事業部制をベースとしており、その仕組みもあって縦軸のラインが強い
傾向があります。その結果、グループリソースを有効に活用しきれていないと感じることがあります。今回の改革
は、このような組織の風通しをよくする狙いもあります。今後は、企業文化や組織風土の変革を目指した取り組みに
さらに力を注いでいきます。

＊ CoE：Center of Excellence

ここ数年でESGやSDGsへの意識が急速に高まり、社会の価値観が大きく変化しています。このような中で、企業は
社会の公器としての役割を認識し、社会と企業のサステナビリティを追求していかなければなりません。そういった
意味で、3軸経営の考え方はとても明快であると思っています。環境・社会を大切にしながら経済成長とのバランス
を重視した経営に取り組んでいきます。
この3軸経営の結果を見える化してステークホルダーと共有するコミュニケーション手段として、Blue Value 、Rose
Value を導入しています。長期経営計画のKPIにも設定し、環境・社会課題解決に貢献するBlue Value 、Rose
Value 製品を着実に拡大していきます。またこの指標は、社員たちが仕事に取り組む上での価値基準としても非常に
有効であると考え、活用していきます。
私たちが真摯に取り組むべき社会課題として気候変動とプラスチック問題が挙げられます。これまでは製品を製造す
るという動脈系のビジネスにフォーカスしてきましたが、これからはリサイクルやリユースといった静脈系のビジネ
スもセットでなければ、企業価値のさらなる向上は難しい時代となります。循環経済への転換という高い視点に立
ち、気候変動とプラスチック問題を切り離せない一体の課題として捉えて解決を図っていこうと考えています。
社会課題は、私たちにとってリスクであるとともにビジネスチャンスでもあります。しかし、チャンスを掴むには社
外との協働が欠かせません。今後は、異業種との協働や国・地域を超えた連携など、バリューチェーン全体を捉える
広い視野を持って取り組みを進めていきます。

＊

サステナビリティマネジメント
バリューチェーン全体を見据えた
幅広い視野による取り組みが重要。

®

® ®

®

詳細は担当役員メッセージへ
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企業にとって「人」がなによりも重要な資産であることはいつの時代においても変わりありません。その「人」を育
てるために、経営人材やグローバル人材の育成制度など様々な仕組みを導入しています。それらに加えて、社員たち
の前向きなマインドを支えるために、働き方改革やモチベーションアップのための環境づくりなどベースになる部分
にも注力していきたいと私は考えています。
最近の大きな変化の一つに、若い人たちの働き方や企業に対する考え方が変わりつつあることが挙げられます。企業
が持続的成長を果たしていくためには、このような新しい世代の人たちにとっても魅力的な存在でなければなりませ
ん。製造や販売、研究開発などあらゆる分野のあらゆる世代の人材にとって働きがいがある企業グループを目指して
いきます。現在進めている長期経営計画の見直しプロジェクトでも、このような風土づくりを含めて将来の「ありた
い姿」を議論しています。その議論を踏まえて、新しい改革に踏み出していきます。

「安全」もまた、当社グループの経営において極めて重大な命題です。この「安全」を守っていくために、私たちが
忘れてはならないのが2012年の岩国大竹工場レゾルシン製造施設での爆発火災事故です。以来、製造現場と一体と
なって改善を積み重ねてきました。しかし、近年においてもトラブルが継続して発生しており、「安全」への意識の
徹底が図れていないという課題があります。
このような重大な課題を解決していくために、改めて根本的な視点に立って取り組みを進めていきます。制度の改革
や新技術の導入はもちろん、さらに踏み込んで製造の現場で安全を担う社員たちが、意欲を持って前向きに仕事に向
き合えるような環境づくりにも取り組みます。
私たちが直面するコロナ禍は、企業における「安全」のあり方を見つめ直す貴重な機会であると感じています。社員
たちの健康を守るという「安全」の重要さについても改めて気づかされました。社会的責任を果たし、社会とともに
歩んでいく企業グループとして、今一度「安全」に対する意識を徹底していきます。

企業に求められる価値が、経済軸に優れた「強さ」だけで評価される時代は過ぎ去ったように思います。とはいえ、

前向きな意欲を育てる環境づくり
社員一人ひとりがモチベーション高く、やりがいを持って仕事に向き合える
組織づくりに取り組む。

「安全」への意識の徹底
コロナ禍という初めての経験を通じ、
「安全」の大切さを再認識。

ステークホルダーの皆様へ
社員一人ひとりの力を一つにして、
目標を達成できる“実行力”を備えた、“強く、いい会社”を目指す。

詳細は三井化学グループのサステナビリティへ

詳細は人材マネジメントへ

詳細は安全・保安へ

12



環境や社会にばかり軸足を置いていたのでは、十分な利益をあげることは難しく、株主や社員といったステークホル
ダーの期待に応えることはできません。だからこそ、経済・環境・社会のバランスがとれた3軸経営が大切になるの
です。
世界は今、コロナ禍というかつて経験したことのない嵐のただ中にあります。私たちは、まさにその荒天の海を航海
しているような状況といえるでしょう。しかし、必ず嵐は過ぎ去り逆風が止む時がやってきます。その時にベストコ
ンディションで全力疾走できるような態勢をつくり上げておくことが、当社グループの舵を握る私に課せられた役割
だと思っています。このような時代だからこそ視線を高くして未来を見据え、社員一人ひとりの力を一つにして、自
ら立てた目標を確実に達成し、社会とともに持続的な成長を果たす「強く、いい会社」を目指していきます。
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サステナビリティ経営には社会価値と企業価値、両方の創出が不可欠です。そのためには、ESG視点で機会とリスク
を的確に捉え、経営に反映させていくことが重要です。当社グループは2018年にESG推進室を設立し、ESGを中核に
据えたサステナビリティ経営に舵を切りました。ESG要素の経営/戦略への組み込みと、ステークホルダーの皆様へ
の情報開示強化を通じて、２つの価値を創造していきます。

サステナビリティマネジメント

三井化学グループのサステナビリティ

SDGs等で示されているグローバルなESG課題に対し、下記を通じて、社会および当社グループの持続可能な発
展を目指します。

ビジネス機会を探索し、事業活動を通じた課題解決を図ること

当社グループの将来リスクを認識し、企業として社会的責任を果たすこと

課題

ESG要素の経営/戦略への組み込み

取締役会・全社戦略会議・ESG推進委員会にお
ける戦略討議と経営への反映

事業・R&Dを巻き込んだ事業創出とイノベー
ション促進

ESG情報開示の強化

投資機関・顧客・ESG評価機関への訴求力向上

ESG対話の強化

担当役員メッセージ
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Blue
Value /Rose
Value は、社会課題に対する当社グループの取り組みを「見える化」するものです。認定製品の
売上高は社会価値と企業価値の両立が実現できているかを測る指標であると考え、拡大を図っています。
拡大に向けた積極投資につなげるため、2019年度から、大型投融資の申請時にBlue
Value /Rose
Value の貢献要素
やSDGsのターゲットなどの社会課題視点で機会・リスクを記載することを義務化しました。ESG要素を投資判断に
反映していくための仕組みです。社員にとっては、社会課題解決にどう貢献するかを熟慮するきっかけにもなりま
す。2020年度からは、認定製品の売上高を事業部門の管理指標としました。各部門が中長期的な拡大施策を事業戦略
に盛り込み、予算にまで落とし込むことで、各々が責任を持って取り組むように促しています。また、研究テーマ創
出の段階からBlue
Value /Rose
Value 視点を組み込み、ステージ管理システムと組み合わせて、将来の認定候補と
なる研究開発に力を入れています。

Blue
Value /Rose
Value

投融資計画書のイメージ




2020年度大型投融資案件

※ 提携・M&A・財務支援などを除く。決裁年
度：2020－2022年度。

循環経済の実現に向けて、当社グループは気候変動とプラスチック問題を一体の課題として捉えて取り組むべきと考
えています。2020年6月、ESG推進室内に「気候変動・プラスチック戦略グループ」を新設したのは、この考えを具
現化するためです。この組織が中心となり、グローバルな最新動向・情報を集約・分析するとともに、全社戦略に反
映して気候変動対応方針やプラスチック戦略の推進を加速していきます。
取締役会やESG推進委員会ではESG推進について様々な討議を行ってきました。その中で、「資源循環や環境負荷低
減に関する事業は、リターンが短期では見えにくく、各部門の判断では進まない。全社枠で予算化してスピードアッ
プを図るべき。」「完全に全社枠にすると、各部門の責任意識が希薄になる。」といった議論がありました。それら
を踏まえ、プラスチック戦略においては、関連プロジェクトを一括で掌握できる推進体制を構築しました。各部門の
プロジェクトと部門横断で推進するプロジェクトの双方の進捗を把握し、資源投入などの意思決定の迅速化と責任部
門の明確化を図っています。
気候変動については、ESG推進委員会で2050年以降を見据えた長期的な方針を議論し、TCFDに対応した開示を着実
に進めています。また2020年度から、全部門において、将来の機会・リスクと想定される気候変動課題の抽出、目標

Blue Value /Rose Value で社会価値と企業価値を創造® ®

® ®

® ®

® ®

® ®

※

循環経済への転換を目指した、気候変動・プラスチック問題対応
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設定を開始しました。気候変動対応は当社グループの重要課題（マテリアリティ）です。特定の部門だけでなく、全
部門各々が課題との関わりを考えることが大事だと考えています。

気候変動・プラスチック問題

図に示す通り、当社グループは22個の重要課題を選定しています。2016年の2025長期経営計画策定時に見直して以
来、気候変動・プラスチック問題に関する社会要請の急激な高まりや、コロナウイルス感染症拡大など大きな環境変
化が生じています。また、2020年度は長期経営計画の見直しを行う年でもあります。現在、この4年を振り返り、
「変えるべきものと変えないもの」や、2050年を見据えた2030年のありたい姿についての議論を進めています。こ
のような社内外の状況を反映して重要課題の改訂を行い、長期経営計画と併せた発表を予定しています。選定した重
要課題は事業戦略に統合し、取り組んでいきたいと考えています。

重要課題（マテリアリティ）

２年に渡って経営層から重点的にESG推進の浸透を図り、着実な成果を得ています。トップダウンによる浸透を継続
するとともに、今年度は中堅、現場層への浸透にも注力します。社員ひとりひとりが日常業務の中でESGを意識し、
自然と行動に結びついているような状態を目指します。

重要課題（マテリアリティ）の見直しに向けて

ESG推進の社内浸透に向けて
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マネジメントシステム

ステークホルダー

イニシアティブの支持

重要課題の特定プロセス

重要課題と取り組み

マネジメントシステム

プラスチック戦略

気候変動対応方針

TCFD提言への対応

環境・社会貢献の見える化

環境貢献価値「Blue
Value 」

QOL向上貢献価値「Rose
Value 」

Blue
Value 
/
Rose
Value 製品

三井化学グループのサステナビリティ

サステナビリティマネジメント 2025長期経営計画　環境・社会軸目標

重要課題（マテリアリティ） 気候変動・プラスチック問題

Blue Value  / Rose Value® ®

®

®

® ®
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マネジメントシステム

SDGsをはじめとする社会課題解決への取り組みが加速し、企業への要請が高まっています。その中で化学産業は社
会の基盤と革新を担う存在であり、社会課題の解決に向けて大きな責任を持っていると認識しています。持続可能な
社会の実現には、ソリューション提供を通じて、企業自身が成長しながら継続的に社会価値を創造していくことが不
可欠です。そのため、企業はESGの視点で機会とリスクを的確に捉え、経営に反映させていくことがより重要になっ
ています。

当社グループは、これまで進めてきた経済・環境・社会の3軸経営を深化させ、ESGを中核に据えた経営を行ってい
くことを表明し、2018年4月にESG推進室を設置しました。課題であるESG要素の経営/戦略への組み込みを具体化す
るとともに、ステークホルダーの皆様に向けた情報開示強化に取り組んでいます。

ESG要素の経営/戦略への組み込みの進捗についてはこちらをご覧ください。

三井化学グループのサステナビリティ

SDGs等で示されているグローバルなESG課題に対し、下記を通じて、社
会および当社グループの持続可能な発展を目指します。

課題

ESG要素の経営/戦略への組み込み

ESG情報開示力の強化

サステナビリティマネジメント

マネジメントシステム ステークホルダー イニシアティブの支持

方針・基本的な考え方

ビジネス機会を探索し、事業活動を通じた課題解決を図ること

当社グループの将来リスクを認識し、企業として社会的責任を果たす
こと

取締役会・全社戦略会議・ESG推進委員会における戦略討議と経営への
反映

事業・R&Dを巻き込んだ事業創出とイノベーション促進

投資機関・顧客・ESG評価機関への訴求力向上

ESG対話の強化
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責任者はESG推進委員会担当役員です。
ESGを経営の中核的なテーマとして、取締役会やESG推進委員会等で方向性を討議し、各部門の戦略への落とし込み
を進めています。また、2025長期経営計画の環境・社会軸目標や、重要課題（マテリアリティ）の進捗管理もこの体
制の中で行っています。

サステナビリティマネジメント体制

当社は社会的要請にこたえ、ESGに関する取り組みをよりいっそう高めるため、2018年6月、CSR委員会をESG推進
委員会に改組しました。本委員会の役割は、次のとおりです。

体制・責任者

＊クリックすると各ページにリン
クします。

ESG推進委員会

19



当社グループのESG推進に関する方針・戦略・計画・施策の審議
各個別委員会（レスポンシブル・ケア委員会、リスク・コンプライアンス委員会）の重点課題、強化・改善の方向
性の明確化
当社グループにおけるESG推進の実績評価および社内周知
その他ESG推進に関する重要事項の検討

本委員会は、原則として毎年2回開催することとしています。
なお、ESG推進に関する新たな重要項目の検討や施策立案等が必要となった場合は、本委員会の委員長が当該項目を
担当する分科会を設置することとしています。

本委員会の審議結果および活動実績は経営会議に報告しています。また、特に重要な事項については、経営会議の承
認を得ています。

ESG推進委員会の構成

委員長 社長

副委員長 ESG推進委員会担当役員

委員 役付執行役員、各事業本部長、研究開発本部長、生産・技術本部長、経営企画部長、人
事部長、RC・品質保証部長、総務・法務部長、コーポレートコミュニケーション部
長、ESG推進室長、委員長が指名する者

事務局 ESG推進室

＊ 常勤監査役は、必要に応じ本委員会に出席し、意見を述べることができる。

＊ 委員長は、審議内容に関係のある執行役員や部長を出席させ、その説明または意見を求めることができる。
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ステークホルダー

三井化学グループは、企業グループ理念において「広く社会に貢献する」ことを掲げ、社会貢献５項目を定めていま
す。この理念を実現し、当社グループが社会とともに持続的に発展していくためには、社会から何を求められている
のか、何を期待されているのかを敏感にとらえるよう努めなければならないと考えています。この考えのもと、当社
グループが事業活動を行う上で影響を与えるステークホルダーの皆様とのコミュニケーションを深めるよう努めてい
ます。

地球環境との調和の中で、材料・物質の革新と創出を通して
高品質の製品とサービスを顧客に提供し、もって広く社会に貢献する

株主・投資家の皆様との建設的な対話、公正で透明性の高い情報の適時適切な発信を行い、説明責任を果たします。
また、いただいたご意見を真摯に受け止め、経営への反映や情報開示の改善に努めていきます。そしてそれらを通じ
て、企業価値の向上を図ります。

サステナビリティマネジメント

マネジメントシステム ステークホルダー イニシアティブの支持

企業グループ理念

株主・投資家
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重要な項目、課題

建設的な対話
公正で透明性の高い情報の適時適切な発信
株主・投資家からのご意見の経営への反映


 主なアプローチ方法

株主総会（1回/年）
決算説明会（4回/年）
経営概況説明会（2回/年）
スモールミーティング（2回/年）
個別ミーティング（約400回/年）
ESG等などの分野別説明会
工場見学会（2～4回/年）
三井化学レポ―ト、ESGレポート（各1回/年）
ウェブサイト（随時更新）
問い合わせ窓口

グループの総合力を駆使し、すべての技術、製品、サービスでお客様にとっての最適なソリューションを提供すべく
努めています。また、製品・サービスの品質マネジメントを通じて、お客様の信頼に応えます。

重要な項目、課題

最適なソリューションの提供
高品質な製品とサービスの提供
適切な製品・サービス情報の提供


 主なアプローチ方法

ウェブサイト（随時更新）
製品、技術説明会
展示会への出展
問い合わせ窓口

調達においてグローバルな視点でサプライチェーン全体における環境・社会的責任を果たすことが重要です。そのた
めには、お取引先との強いパートナーシップ構築が重要であると考えています。また、この取り組みは、お取引先と
当社グループ相互の持続可能な発展に寄与すると認識しています。

重要な項目、課題

公正で誠実な取引
お互いの持続可能な発展を目指したパートナーシッ
プ


 主なアプローチ方法

取引先のサステナビリティ評価と改善支援

各事業所において事業を正常かつ安定的に運営し、地域の持続的な発展に貢献したいと考えています。そのために
は、地域の皆様との信頼関係が重要です。このような考えから、地域の皆様とのコミュニケーションの機会を設けて
います。

お客様

お取引先

地域社会
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重要な項目、課題

社会的責任の遂行
地域社会の信頼獲得
NGO/NPOとの連携


 主なアプローチ方法

意見交換会
事業所見学会
地域広報誌
科学実験教室「ふしぎ探検隊」
災害支援
ウェブサイト（随時更新）

事業活動を行う各地域における法令・ルールを遵守し、グローバルに事業を展開します。
また、社会と当社グループの持続可能な発展に向けて、産官学界と連携し、リーダーシップを発揮すべく努めます。

重要な項目、課題

適切な納税
法令の遵守
規制の動向把握
業界団体や政府の方針への提言
産官学界とのオープンイノベーション


 主なアプローチ方法

産官学界への報告
産官学協働プロジェクトへの参画
各種業界団体や学会への参画
共同研究

三井化学グループは、「従業員の幸福と自己実現」と「当社の持続的成長」の両方を実現することを目指していま
す。そのために、多様な人材が生き生きと働き、能力が発揮できる職場環境の提供に努めています。

重要な項目、課題

人材育成
適正な評価・報酬
働きやすい職場環境
ダイバーシティ
安全・保安
労働衛生


 主なアプローチ方法

イントラネット（随時更新）
社内報（4回/年）
研修
従業員エンゲージメント調査（1回/2-3年）
労使協議
安全衛生委員会

産官学界

従業員
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イニシアティブの支持

当社は、2008年1月に国連グローバル・コンパクト
に署名しました。これは、責任あ
る企業市民としてグローバルな課題を解決し持続可能な成長を実現するという趣旨に
賛同したためです。また、当社は国連グローバル・コンパクト・ネットワーク・ジャ
パンの各分科会に参加し、情報収集に努めています。
当社グループは、国連グローバル・コンパクトが定める10の原則に配慮しながら、事
業を通じて世界が直面する課題の解決に貢献していきます。




国連グローバル・コンパクト10原則と三井化学グループの取り組み

人権

原則1 
国際的に宣言されている人権の保護を支持、尊重し、

原則2 
自らが人権侵害に加担しないよう確保すべきである。


人権の尊重
持続可能な調達
人材マネジメント

労働

原則3 
組合結成の自由と団体交渉の権利の実効的な承認を支持
し、

原則4 
あらゆる形態の強制労働の撤廃を支持し、

原則5 
児童労働の実効的な廃止を支持し、

原則6 
雇用と職業における差別の撤廃を支持すべきである。


人権の尊重
持続可能な調達
人材マネジメント

環境

原則7 
環境上の課題に対する予防原則的アプローチを支持し、

原則8 
環境に関するより大きな責任を率先して引き受け、

原則9 
環境に優しい技術の開発と普及を奨励すべきである。


Blue
Value 
/
Rose
Value
レスポンシブル・ケア
マネジメント
環境保全
プロダクトスチュワードシップ
持続可能な調達

腐敗防止

原則10 
強要と贈収賄を含むあらゆる形態の腐敗の防止に取り組む
べきである。


行動指針
リスク・コンプライアンス

サステナビリティマネジメント

マネジメントシステム ステークホルダー イニシアティブの支持

国連グローバル･コンパクト

® ®
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当社は、気候関連財務情報開示タスクフォース
(TCFD)
の提言への支持を表明しました。事業に影響する機会・リス
クについての理解を深め、取り組みの積極的な開示に努めていきます。

三井化学、気候関連財務情報開示タスクフォース提言への支持を表明

TCFD提言への対応

当社は、2019年1月に設立されたAlliance
to
End
Plastic
Waste
(AEPW)
に設立メンバーとして参加しまし
た。AEPWは、プラスチックごみ削減に対して、設立から5年間で総額15億米ドルを投じ、持続可能な社会への貢献
を目指すことを掲げています。

三井化学、Alliance
to
End
Plastic
Wasteに参加

プラスチック戦略

当社グループは、他社と協働し、2040年までにマラリアを撲滅するための革新的な製品の研究、開発、供給を支援す
る共同声明を発表しました。

三井化学は“2040マラリア撲滅活動“を支援します。

当社は、2020年9月に世界経済フォーラム（WEF）に加入しました。WEFは官民の協力を通じ世界情勢の改善に取り
組むために設立された国際機関（非営利財団）です。当社はWEFへの加入を通じ、グローバルリーダーと共に社会課
題解決に取り組むことで、「グローバルに存在感のあるサステナブルな企業グループの実現」に向け邁進します。

TCFD「気候関連財務情報開示タスクフォース」

Alliance to End Plastic Waste (AEPW)

2040年までにマラリア被害ゼロを目指す「ZERO by 40」

世界経済フォーラム（World Economic Forum）に参画
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当社グループは、国際化学工業協会協議会
(ICCA)および各国・地域の化学工業協会 においてリーダーシップを発揮
しています。

ICCAにおいて、当社社長（当時）が2014年から6年に渡って理事を務めました。また、当社参与が2016年から4年
間、「レスポンシブル・ケア」リーダーシップ・グループ（RC－LG）の副議長とアジア太平洋レスポンシブル・ケ
ア機構（APRO）の議長を務めました。さらに、当社社員が2015年から5年間、各リーダーシップ・グループ合同の
「キャパシティ・ビルディング」タスクフォースの共同議長を、2018年から2年間、「エネルギーと気候変動」リー
ダーシップ・グループの議長を務めました。

日本化学工業協会（日化協）においては、RC・品質保証部長が2010年のレスポンシブル・ケア委員会設置時から幹
事会委員および2010年から化学品管理委員会の委員を務めています。
また日化協はじめ化学業界5団体は、海洋プラ
スチック問題対応協議会（JaIME）を2018年9月に設立し、当社も参画しています。

※ 各国・地域の化学工業協会：
日本化学工業協会、中国国際化学製造商協会（AICM）、台湾レスポンシブル・ケア協会（TRCA）、シンガポール化学工業協会
（SCIC）、タイ工業連盟（FTI）、アメリカ化学工業協会（ACC）、欧州化学品工業連盟（CEFIC）

日本経済団体連合会（経団連）

石油化学工業協会（石化協）

国際化学工業協会協議会（ICCA）および各国の化学工業協会

※

その他の支持する主なイニシアティブ、会員資格がある主な団体
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2025長期経営計画は、社会と当社グループの持続可能な成長を実現するという、私たちの意志そのものです。事業活
動を通じた社会課題解決への貢献を目指し、「経済軸」だけではなく、「環境軸」、「社会軸」の3軸のバランスを
重視した経営に取り組みます。

2025長期経営計画策定においては、メガトレンドや持続可能な開発目標（SDGs）等の社会からの要請をふまえた上
で、企業グループ理念や目指すべき企業グループ像に立ち返り、目指す未来社会の姿を定めました。その上で、事業
を通じた社会貢献、社会に与える影響への十分な配慮という観点から3つの環境・社会軸目標を設定しました。
また、2025長期経営計画策定に伴い、当社グループの重要課題（マテリアリティ）を再検討しました。重要課題（マ
テリアリティ）を推進していくことが社会課題解決と2025長期経営目標の達成に結びつくとの認識のもと、引き続き
重要課題（マテリアリティ）に取り組みます。
今後、社会からの要請やSDGsとの関連を継続的に確認し、2025長期経営計画の効果的な推進を図っていきます。

2025長期経営目標（環境・社会軸）

原料から加工・使用・廃棄まで、ライフサイクルを通してイノベーションを起こし、地球環境の保全
と経済成長を両立します。

健康・安心な社会を実現し、さらに、あらゆる人が豊かさと便利さを実感できるスマート社会の実現
に貢献します。

サプライチェーン全体を通じて、ポートフォリオ変革、グローバルな拡大に対応した安全確保・高品
質・公正を追求します。

2025長期経営計画　環境・社会軸目標

企業グループ理念

地球環境との調和の中で、材料・物質の革新と創出を通して高品質の製品とサービスを顧客に提供し、
もって広く社会に貢献する

目指す未来社会の姿

低炭素・循環型・自然共生社会の実現に貢献できる製品・サービスの最大化

QOL向上、スマート社会の実現に貢献できる製品・サービスの最大化

サプライチェーン全体を通じた安全確保・高品質・公正の追求
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低炭素・循環型・自然共生社会の実現に貢献できる製品・サービスの最大化

環境貢献製品・サービスの売上高拡大

バリューチェーン全体で、低炭素・循環型・自然共生社会の実現に貢献し得る製品・サービスを拡大する

2025年目標
Blue Value  製品 売上高比率：30％以上
環境貢献価値「Blue Value 」

2019年度実績 18％

2020年度目標
Blue Value 、Rose Value  新規認定件数　計15件以上
上市前Blue Value 、Rose Value  候補製品発掘 計15件以上

生産・物流活動における環境負荷の低減

グループ全体で、GHG・環境負荷物質の排出を削減し、資源を効率的に活用する

2025年目標
GHG排出量削減率 ：2005年度比 25.4％以上 (2030年)
環境保全

2019年度実績 27.7％

2020年度目標 GHG排出削減量 前年度比5万t以上

2025年目標
エネルギー原単位低減率 ：5年平均1％以上を継続
環境保全

2019年度実績 ▲ 0.4％

2020年度目標 エネルギー原単位5年平均低減率 1％以上 または2009年度を基準として年平均1％以上削減

※1 本体および国内連結子会社
※2 本体のみ

®

®

® ®

® ®

※1

※2
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関連するSDGs

    

    

 関連する重要課題

気候変動対応（GHG削減）

大気環境の保全

水資源の保護と管理

生物多様性

産業廃棄物の管理

資源利用効率の向上

低環境負荷な製品・サービス

再生可能エネルギーの開発

QOL向上・スマート社会の実現に貢献できる製品・サービスの最大化

健康・安心な社会への貢献製品・サービスの売上高拡大

少子高齢化・健康寿命の延長・食料問題への対応等によりQOLの向上が図れる製品・サービスを拡大する

2025年目標
Rose Value 製品 売上高比率：30％以上
QOL向上貢献価値「Rose Value 」

2019年度実績 16％

2020年度目標
Blue Value 、Rose Value  新規認定件数 計15件以上
上市前Blue Value 、Rose Value  候補製品発掘 計15件以上

関連するSDGs

    

   

 関連する重要課題

都市化･スマートシティ化

少子高齢化

医薬･医療の高度化

食料問題への対応

®

®

® ®

® ®
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サプライチェーン全体を通じた安全確保・高品質・公正の追求

安全確保

グローバル拡大・事業ポートフォリオ変革に伴い、人・設備・技術が多様化しても、高レベルな安全を維持している

2025年目標
重大事故発生数：ゼロを継続
安全・保安

2019年度実績 0件

2020年度目標 0件

2025年目標
重視する労働災害の度数率：0.15以下を継続
安全・保安

2019年度実績 0.31

2020年度目標 0.15以下

高品質な製品・サービスの提供

顧客要求に適合し、高水準で満足される製品を安定供給している

2025年目標
顧客不適合品発生率：10ppm以下
製品とサービスの品質

2019年度実績 当社責の苦情発生件数 増加 （2017年度比）

2020年度目標 当社責の苦情発生件数  10％以上削減（2017年度比）

※2 本体のみ

プロダクトスチュワードシップ（健全な化学品管理）

製品リスク評価および顧客を始めとするステークホルダーへの情報提供により、サプライチェーンを通じたリスク管
理をしている

2025年目標
製品のリスク評価実施率 ：99％以上（2020年）
プロダクトスチュワードシップ

2019年度実績 99％以上

2020年度目標 99％以上、新たな評価指標の策定

※2

※2

※2
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2025年目標
最新の安全性情報提供 ：100％を継続
プロダクトスチュワードシップ

2019年度実績 100％

2020年度目標 100％

※2 本体のみ

公正で社会から信頼される企業

グローバルなすべての事業活動において法令・ルール遵守、不正防止を徹底している

2025年目標
重大な法令・ルール違反数：ゼロを継続
リスク・コンプライアンス

2019年度実績 1件

2020年度目標 0件

ビジネスパートナーのサステナビリティにも働きかけている

2025年目標
サプライヤーのサステナビリティ評価と改善支援（持続可能な調達率）：70％以上
持続可能な調達

2019年度実績 44％ 

2020年度目標 2021年度持続可能な調達調査の準備完了

※2 本体のみ

グループ従業員が生き生きと働き、能力が発揮できている

2025年目標
女性管理職（課長級以上）比率 ：10％以上
人材マネジメント

2019年度実績 3.0％

2020年度目標 4.0％

2025年目標
従業員エンゲージメント向上
人材マネジメント

2019年度実績 アクションプラン登録率96％

2020年度目標 アクションプランの実行

※3 本体籍従業員

※2

※2

※3

31



関連するSDGs

    

    

 関連する重要課題

安全・保安

プロダクトスチュワードシップ

製品とサービスの品質

雇用・人材

労働環境

持続可能な調達

コンプライアンス

＊ 各目標の進捗は、各リンク先をご覧ください。
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重要課題の特定プロセス

三井化学グループは、化学には環境や社会の課題に対して果たすべき重要な役割があると考えています。当社グルー
プは、「地球環境との調和」の企業理念のもと、経済軸、環境軸、社会軸が結びついた課題解決へ取り組んできまし
た。2025長期経営計画策定にあたり、パリ協定 やSDGs、近年の社会動向を鑑み、環境・社会軸に関して、より自
社の取り組みを明確化しました。そしてサプライチェーンや様々なステークホルダーから要請される課題に対応して
いきます。
これをふまえ、長期経営計画における環境・社会軸での目標達成に向け、当社グループの事業活動が及ぼす様々な影
響要因について各種国際的なガイドライン等を参考に、事業の特徴や活動する地域を考慮し、ステークホルダーのご
意見も参考にしながら、重要課題の見直しを行いました。今後、社会や当社事業活動の変化とともに、必要に応じて
見直しを行います。

※ パリ協定：
2015年12月に開催された「気候変動枠組条約第21回締結国会議」（COP21）で採択。世界の平均気温上昇を産業革命前から2度
未満に抑え、さらに1.5度未満とすることを努力目標に掲げている。実行に向け先進国、新興国が一致して取り組むことが合意さ
れた。

ISO26000、GRIなどの国際的なガイドラインの要請事項、様々なステークホルダーエンゲージメントを通じて、課題
を抽出。事業活動を通じて社会貢献をするという視点に立ち、化学産業が貢献すべき環境や社会の課題を特定。

ステークホルダーにとっての重要度と三井化学グループにとっての重要度の視点から評価。ステークホルダーの視点
は、当社グループの重要度と掛け合わせができるように共通項目化し、当社グループに対して求められている取り組
みについて考慮。
当社グループにとっての重要度は、企業グループ理念、行動指針、事業戦略からの視点で評価。優先付けについて
は、定量評価を行い、重要課題を特定。

社外の専門家からのコメントをいただくとともに、ESG推進委員会で特定項目の網羅性と妥当性を確認。

ESG推進委員会にて、重要課題特定プロセスのレビューを定期的に実施。

重要課題（マテリアリティ）

重要課題の特定プロセス 重要課題と取り組み

※

ステップ 1：特定

ステップ 2：優先順位付け

ステップ 3：妥当性の確認

ステップ 4：レビュー
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重要課題と取り組み

選定した重要課題は、「当社グループが事業を遂行する上で社会に影響を与える課題」「当社グループが事業を通じ
て社会に貢献する課題」「基盤となる課題」として整理しました。

重要課題（マテリアリティ）

重要課題の特定プロセス 重要課題と取り組み

当社グループが事業を通じて
社会に貢献する課題

低環境負荷な製品・サービス

再生可能エネルギーの開発

都市化･スマートシティ化

少子高齢化

医薬･医療の高度化

食料問題への対応

当社グループが事業を遂行する上
で

社会に影響を与える課題

気候変動対応（GHG削減）

大気環境の保全

水資源の保護と管理

生物多様性

産業廃棄物の管理

資源利用効率の向上

産業素材の安定供給

生産の最適化

安全・保安

労働環境

プロダクトスチュワードシップ

製品とサービスの品質

雇用・人材

ステークホルダー・エンゲージ
メント

基盤となる課題

持続可能な調達

コンプライアンス
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当社グループが事業を通じて社会に貢献する課題

低環境負荷な製品・サービス

目指す姿

気候変動への対応をはじめとする環境負荷低減に対し、バリューチェーン全体を通して環境負荷を極力抑えた
長期的な低炭素・循環型・自然共生社会の実現

取り組み

気候変動・プラスチック問題
Blue
Value 
/
Rose
Value
2025長期経営計画　環境・社会軸目標

再生可能エネルギーの開発

目指す姿

途上国・新興国の経済発展に伴うエネルギー需要の増大に対応し、その取得・利用に関わる環境負荷を低減す
るとともに再生可能エネルギーの使用を拡大した社会の実現

取り組み

気候変動対応方針
再生可能エネルギー関連事業
Blue
Value 
/
Rose
Value

都市化･スマートシティ化

目指す姿

都市化による社会インフラ集約の利点を活かし、人と様々なモノが共生するスマート社会、都市機能を高度化

取り組み

使用する原材料の削減
非化石資源やより環境負荷の低い物質への代替
製造プロセスや加工工程における省エネ等の負荷低減
自動車などに使用される軽量化材料の開発

® ®

再生可能エネルギー利用促進のための発電施設・蓄電池などの部材開発
太陽光発電所の運用効率向上や投資判断の支援

® ®

自動運転やロボットなどの普及に貢献する技術や製品の開発、ソリューションの提供
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2025長期経営計画　環境・社会軸目標
Blue
Value 
/
Rose
Value

少子高齢化

目指す姿

人口動態の変化において、子どもや高齢者一人ひとりが質の高い豊かな生活を送る社会の実現

取り組み

Blue
Value 
/
Rose
Value
2025長期経営計画　環境・社会軸目標

医薬･医療の高度化

目指す姿

医療の質向上による、健康で快適に住み続けられる長寿社会の実現

取り組み

Blue
Value 
/
Rose
Value
2025長期経営計画　環境・社会軸目標

食料問題への対応

目指す姿

食の生産性向上・フードロスや食品廃棄物の低減により、すべての人に十分な栄養がいきわたり、社会におい
て食生活の質を向上

取り組み

® ®

紙おむつやパンツ原料など、「快適なくらし」に寄与する製品の開発・提供
食べやすくなる工夫をした包装材など「快適なくらし」に寄与する製品の開発・提供
充実した介護をサポートする製品の開発・提供

® ®

五体（頭・首・胸・手・足）および五感（目・耳・鼻・口・手）の働きをサポートする製品の開発・提供
医薬用包装材料や輸液バッグなど、健康寿命の延長に貢献する製品の開発・提供
感染の予防・対策に資する製品の開発・提供
化学的知見を活かした診断技術の開発

® ®

食料増産につながる製品の開発・提供
消費期限を延ばし、フードロスを低減する製品の開発・提供
食品廃棄物の発生を抑制し、安定した流通に貢献する製品の開発・提供

36



Blue
Value 
/
Rose
Value
2025長期経営計画　環境・社会軸目標

当社グループが事業を遂行する上で社会に影響を与える課題

気候変動対応（GHG削減）

目指す姿

気候変動による影響をふまえ、自社事業活動を通じた温室効果ガス排出量の大幅な低減・緩和

取り組み

気候変動・プラスチック問題
レスポンシブル･ケア基本方針
環境保全
マネジメントシステム
環境保全
GHG・エネルギー
2025長期経営計画　環境・社会軸目標

大気環境の保全

目指す姿

各国法規制の遵守はもちろん、大気への排出管理の実現および化学物質の大気環境への影響低減

取り組み

レスポンシブル･ケア基本方針
環境保全
マネジメントシステム
環境負荷物質

水資源の保護と管理

目指す姿

各国法規制の遵守、リサイクルや水質汚濁物質の適正な管理と改善による効率的な水利用環境の実現

取り組み

® ®

気候変動対応

PRTR法対象物質の管理
大気環境の保全

水環境の保全
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気候変動対応方針
レスポンシブル･ケア基本方針
環境保全
マネジメントシステム
水
環境負荷物質

生物多様性

目指す姿

事業活動に伴うバリューチェーン全体において生物多様性に配慮し、持続可能な環境保全を推進

取り組み

レスポンシブル･ケア基本方針
環境保全
マネジメントシステム
生物多様性

産業廃棄物の管理

目指す姿

国内外の生産拠点での産業廃棄物において、発生量のミニマム化を継続し、さらなる最終処分品、処分量を削
減

取り組み

レスポンシブル･ケア基本方針
環境保全
マネジメントシステム
産業廃棄物

資源利用効率の向上

目指す姿

国内外の生産拠点での燃料利用、製品原材料など資源利用効率を向上し、さらなるプロセスの技術革新を実施

取り組み

気候変動・プラスチック問題
レスポンシブル･ケア基本方針

生物多様性の保全

産業廃棄物の削減

環境にやさしい生産技術
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環境保全
マネジメントシステム
環境保全
GHG・エネルギー

産業素材の安定供給

目指す姿

継続的な経済成長、豊かな社会の実現に向けて、すそ野の広いグローバルなサプライチェーンにおいて産業素
材を安定的に提供

取り組み

安全・保安
持続可能な調達

生産の最適化

目指す姿

グローバルなサプライチェーンにおいて、ナレッジ化された生産体制・施設の最適化により、地域の持続可能
な発展に貢献

取り組み

安全・保安
人材育成

安全・保安

目指す姿

「最も安全にすぐれた会社」であると社会の皆様から認知されること

取り組み

レスポンシブル･ケア基本方針
安全・保安
2025長期経営計画　環境・社会軸目標

労働環境

安定調達・供給のための構造改革

「現場力」に基づいた最適生産体制の確立

安全・保安
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目指す姿

従業員が持続的に事業を継続できる職場環境、設備改善などのハード面と、健康管理・健康づくりのソフト面
を充実させ、健康経営を推進

取り組み

人材マネジメント
マネジメントシステム
働きやすい職場環境
レスポンシブル･ケア基本方針
労働衛生

プロダクトスチュワードシップ

目指す姿

サプライチェーン全体を通じて、法規制に加え自主基準を徹底
予防原則に基づいて、2020年までに化学物質による人の健康と環境への悪影響をプロダクトスチュワードシッ
プとして最小化

取り組み

レスポンシブル･ケア基本方針
プロダクトスチュワードシップ
2025長期経営計画　環境・社会軸目標

製品とサービスの品質

目指す姿

サプライチェーン全体を通じて、上流域を含めた品質管理と、品質面での信頼獲得により、お客様の満足を向
上

取り組み

レスポンシブル･ケア基本方針
製品とサービスの品質
2025長期経営計画　環境・社会軸目標

雇用・人材

働きやすい職場環境づくり

プロダクトスチュワードシップ

品質マネジメント
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目指す姿

個々の従業員が生きがい・働きがいを実感しながら、公平・公正、多様性、人権、生活賃金について考慮され
イノベーションを起こし続ける組織を構築

取り組み

人権の尊重
人材マネジメント
2025長期経営計画　環境・社会軸目標

ステークホルダー・エンゲージメント

目指す姿

社会の一員としてステークホルダーからの期待に応え、社会的課題解決に向けたパートナーとの協力や操業地
域での協業によって地域の持続可能な発展に寄与する

取り組み

人権の尊重
投資家情報
研究・開発
社会活動

基盤となる課題

持続可能な調達

目指す姿

サプライチェーン全体を通じて、社会・環境面への影響、公正・誠実な取引、人権尊重、環境への配慮がなさ
れた調達を継続

取り組み

人材の育成
ダイバーシティの推進

株主・投資家との対話
産官学界との対話
地域社会との共生
社会活動

紛争鉱物への対応
持続可能な調達SAQ 41



人権の尊重
持続可能な調達
2025長期経営計画　環境・社会軸目標

コンプライアンス

目指す姿

社員一人ひとりが各国の法令・ルールを遵守し、透明性のある適切な対応を行い、倫理的な判断・行動を促す
企業風土・文化の醸成

取り組み

行動指針
リスク･コンプライアンス
2025長期経営計画　環境・社会軸目標

法令順守

42



マネジメントシステム

三井化学グループは、気候変動とプラスチック問題は、真摯に取り組むべき重要な社会課題と捉えています。当社グ
ループはフードロス削減やエネルギー効率の改善など、生活の利便性向上や社会課題の解決に対して、化学製品や高
機能プラスチックの提供を通じて貢献してきました。一方、その事業活動においては、多くの化石資源・エネルギー
を使用し、GHGを排出しています。また、近年問題となっている海洋プラスチックごみも看過できない課題です。
これらの課題解決には、資源を消費して廃棄するという一方通行の経済から、資源を回収して再生・再利用する循環
経済への転換が必須です。そのためには、気候変動とプラスチック問題を一体の課題として捉えることが重要である
と考えています。2020年6月には、対応を強化するためESG推進室内に「気候変動・プラスチック戦略グループ」を
新設しました。
当社グループは、LCA（ライフサイクルアセスメント）の観点を導入し、気候変動とプラスチック問題の両面から循
環経済の実現に取り組んでいきます。

ESG推進委員会担当役員が責任者です。
気候変動およびプラスチック問題への対応に関する方針・戦略・計画・施策は、ESG推進委員会にて審議します。審
議結果は、経営会議に報告しています。また、必要に応じて全社戦略会議や経営会議での討議・審議を経て、取締役
会にて決定、監督されます。なお、気候変動とプラスチック問題各々についてESG推進委員会の配下に分科会を設置
し、詳細な議論を行っています。

サステナビリティマネジメント＞体制・責任者

気候変動・プラスチック問題

マネジメントシステム プラスチック戦略 気候変動対応方針

TCFD提言への対応

基本的な考え方

体制・責任者
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プラスチック戦略

三井化学グループは、プラスチックを巡る課題に対し、バリューチェーン全体を視野に入れた、①リサイクル戦略、
②バイオマス戦略に注力しています。この戦略と海洋プラスチックごみ問題への対応を通して資源循環を促進し、循
環経済モデルを推進していきます。

プラスチック戦略の推進を加速するため、ワーキンググループとステアリングコミッティからなる全社横断的な体制
を構築しました。この体制のもとで、ワーキンググループがプラスチック戦略に合致するプロジェクト候補を全社か
ら集約し、内容の具体化および個別部門だけでは実施が困難な案件の社内調整を実施します。ステアリングコミッ
ティは、ワーキンググループの提案の中からプロジェクトを選定、承認し、資源投入の決定も行うことで、迅速な意
思決定を実現しています。

気候変動・プラスチック問題

マネジメントシステム プラスチック戦略 気候変動対応方針

TCFD提言への対応

全社横断的なプラスチック戦略の推進体制を構築
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近い将来、再生プラスチックを使用した製品の優遇措置や消費者意識の変化により、バージンプラスチックの販売機
会が減少する可能性が示唆されています。当社グループは事業に再生材料を取り込んでいく方針です。廃プラスチッ
クのケミカルリサイクルやマテリアルリサイクル、包装材料のモノマテリアル化に加え、スタートアップ企業の支援
など、幅広く可能性を検討していきます。

フィルム加工・印刷工程で発生する廃プラスチックを軟包材用のフィルムとして再利用する実証試験を開始し
ました。印刷済みフィルムを洗浄・印刷除去する技術を検証し、印刷工程以降の廃プラスチックも対象とする
ことを見据えています。

UNEP主催の「The
Asia
Pacific
Low
Carbon
Lifestyles
Challenge」に参画し、革新的なアジアのスタートアップ企
業3社を選出しました。この3社に対し、助成金の提供およ
び、UNEPと共同した技術指導・運営支援に取り組んでいきま
す。

日本では自動車リサイクル法に基づき、廃自動車から金属が回収され、その後の残渣（シュレッダーダスト）
からは廃プラスチックが回収されています。廃プラスチックはシュレッダーダストの約30%を占め、そのほと
んどは燃料として利用されています。当社は、自動車会社などと共同で、シュレッダーダスト中の廃プラス
チックを分解して化学原料に変換（原料油化）するケミカルリサイクル技術の開発を進めています。

① リサイクル戦略：プラスチック資源リサイクル

軟包材のマテリアルリサイクル実証試験を開始

国連環境計画 (UNEP)と、廃プラスチック削減に貢献するスタートアップ企業を支援

廃自動車由来プラスチックの油化技術で Car to Car リサイクル
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食品包装フィルムは、特性の異なる複数の素材を貼り合わせるこ
とで、長期保存性や破れにくさ等の高機能化を実現しているた
め、リサイクルしにくいという課題があります。　当社は、リサ
イクルのしやすさを追求した単一素材（モノマテリアル）の包材
を開発し、提案しています。

二酸化炭素を吸収し成長した植物を原料とするバイオマスプラスチックは、今後、経済的にも受け入れられていくこ
とが想定されます。当社グループは、バイオマス原料への転換は資源循環を促進すると同時に、新たな化石資源の使
用を抑制し、気候変動の緩和策となると考え、バイオマスプラスチック製品群の拡充を図っています。これに加え、
当社独自の発酵をキー反応とする技術を用いた、世界初のバイオポリプロピレン製造技術の確立に挑戦し、実用化を
目指しています。

ポリプロピレンは、バイオマス原料化の難易度が高く、工業化レベルでの技術確立に至っていません。当社は
発酵をキー反応とする独自の新技術により、世界で初めてバイオポリプロピレン製造の実証試験に挑戦してい
ます。
非可食植物を主体とするバイオマス原料を使用し、原料残渣も電気に変換して有効活用する持続可能な技術の
確立を目指します。

ポリプロピレン
✔世界のプラスチック生産量の約20%。需要は今後も拡大。
✔自動車部品、家電、医療、住宅、食品包装など幅広い用途で使用。

包装材料のモノマテリアル化でリサイクルしやすさを追求

② バイオマス戦略 バイオマスプラスチック製品群の拡充

世界初のバイオポリプロピレン実用化を目指す
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海洋プラスチックごみ問題は、不適切な廃棄物管理によりプラスチックが資源循環から外れ、海洋に流出してしまう
ことに起因しています。最も大切なことは、河川や海に流出させないことです。流出を抑止するには、プラスチック
に関わるバリューチェーンが一体となって対策を実施することが必要です。国際的なアライアンスであるAlliance
to
End
Plastic
Waste（AEPW）や、海洋プラスチック問題対応協議会（JaIME）、クリーンオーシャンマテリアルアラ
イアンス（CLOMA）等の国内アライアンスに参画して、取り組みを進めていきます。

化学、プラスチック加工、小売り、廃棄物管理など、プラスチックのバ
リューチェーンに携わるグローバル企業が参加しています。プラスチックご
み削減に対して、廃棄物管理のインフラ整備、イノベーションの促進、教
育・啓発活動、清掃活動の4つの分野において、2024年までに総額15億米ド
ルを投じ、持続可能な社会への貢献を目指すことを掲げています。（参加企
業は、2020年6月時点で47社）

三井化学、Alliance
to
End
Plastic
Wasteに参加

日本の化学企業・団体が参画し、各種リサイクル手法の環境負荷をLCA（ライフ
サイクルアセスメント）の手法で評価した結果を国内外に発信していま
す。2020年2月には、アジア新興国におけるプラスチック廃棄物管理能力向上支
援を目的として、日本の知見や経験を紹介する研修セミナーを開催するなど、活
動しています。

業種を超えた幅広い関係者の連携を強め、イノベーションを加速するためのプ
ラットフォームとして2019年に設立されました。これまで、会員間の技術情報共
有や、マッチング機会の提供といった活動を実施し、2020年5月には「CLOMAア
クションプラン」として、2030年に容器包装リサイクル率60％、2050年にはプラ
スチック製品リサイクル率100％という目標を掲げ、具体的な方策の検討、実証テ
ストの計画などを示しています。

海洋プラスチックごみ問題

Alliance to End Plastic Waste（AEPW）

海洋プラスチック問題対応協議会（JaIME）

クリーン・オーシャン・マテリアル・アライアンス（CLOMA）
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気候変動対応方針

目指す未来社会の実現には、気候変動関連の課題解決が優先すべき事項であると考えています。
当社グループは、2050年を見据えた長期的な視点で予測される機会とリスクを考慮し、緩和と適応の両面から気候変
動に取り組みます。この考えのもと、グローバルバリューチェーン全体を対象とする気候変動対応方針を策定してい
ます。

三井化学グループは、気候変動対応を最優先課題と考え、グローバルバリューチェーンでの協働・共創を推進
してまいります。

GHG削減推進による
低炭素社会の実現

機会・リスク

製造における低炭素化

省エネ、再生エネルギー
原料・燃料転換

製品によるGHG削減

Blue
Value 
製品

リサイクル技術向上

素材・デザインの革新

バリューチェーンによる貢献最大化

気候変動リスクに強い
健康・安心な社会の実現

機会・リスク

水セキュリティ強化

生産拠点のリスク対応
水資源の有効活用

適応製品群の拡大

Rose
Value 
製品

バリューチェーンのレジリエンス強化

気候変動・プラスチック問題

マネジメントシステム プラスチック戦略 気候変動対応方針

TCFD提言への対応

三井化学グループ 気候変動対応方針

緩和

®

適応

®
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GHG削減推進による低炭素社会の実現

製造における低炭素化

化学製品は化石由来原料を使用しています。また、化石由来の燃料を蒸気・電気に変換し、多くの工程を経て製造し
ています。そのため、化学産業は他の産業よりも多くのGHGを排出しています。これからの化学製品の製造において
は、低炭素な原料・燃料への転換、高性能触媒の使用や省エネ機器の導入等による製造エネルギー削減、再生可能エ
ネルギーの積極利用などの様々な施策により、大幅なGHG排出削減に貢献できると考えています。

製品によるGHG削減

化学製品は、様々な最終製品に使用されており、製品ライフサイクルの各々のステージでGHG削減に貢献することが
できます。当社グループでは、環境貢献価値を有する製品をBlue
Value 
製品として認定しています。その貢献要素
のひとつとして「CO を減らす」を設定し、各ライフサイクルステージでのGHG削減を評価しています。
ま
た、Blue
Value 
製品の売上高比率を、2025長期経営計画のKPIに設定しています。今後、Blue
Value 
視点を反映さ
せた製品開発を加速していきます。

リサイクル技術向上

リサイクルによる資源循環の促進は、化石原燃料の削減、GHG排出量削減の観点からも重要な事項と考えています。
プラスチック戦略に掲げている通り、リサイクルしやすい製品設計に取り組みます。

化学製品のライフサイクルでのGHG削減貢献の例

気候変動リスクに強い健康・安心な社会の実現

水セキュリティ強化

温暖化の進行により気象現象が大きく変化し、風水害および旱害が増加すると予測されています。また、人口増加や
経済発展により大規模な水不足が発生するとも予測されています。化学製品の製造では、加熱・冷却や製品の精製な
どに多くの水を必要とするため、利用可能な水量、水質の変化が事業活動に悪影響を及ぼす可能性があります。当社
グループは世界各地域に生産拠点を有しており、地域に即したリスク評価および対策を行う必要があると考えていま
す。

適応製品群の拡大

気候変動に伴う温暖化は、健康や衣食住、農作物や生態系に大きな影響を与えることが予想されています。当社グ
ループでは、健康寿命の延長、食料問題への対応などのQOL向上貢献価値を有する製品をRose
Value 
製品として認
定しています。その中で、感染症の予防やフードロス低減等への貢献について評価しています。また、Rose
Value
製品の売上高比率を、2025長期経営計画のKPIに設定しています。今後、Rose
Value 
視点を反映させた開発を加速
し、適応製品群を拡大していきます。

®

2
® ®

®

®

®
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TCFD提言への対応

当社グループは、2019年1月にTCFD の提言への賛同を表明しました。化学企業として気候
変動に真摯に向き合い、事業に影響する機会・リスクへの理解を深化させ、その取り組みの
積極的な開示に努めていきます。

※ TCFD：
金融安定理事会によって設立された気候関連財務情報開示タスクフォース。2017年6月、気候変動の影響を金融機関や企業、政
府などの財務報告において開示することを求める提言を公表した。世界中の1,027の機関が提言への賛同を表明している。
（2020年2月時点。TCFD公表）

TCFD提言では、気候変動に関するガバナンス、経営戦略、リスク管理、指標と目標の各項目に関する情報開示が求
められています。当社グループは、TCFD提言に沿って次のように対応を進めていきます。

1. 気候関連リスクの重要性評価
気候変動に伴う当社重要事業のリスク・機会の定性分析

2. シナリオの範囲の特定および決定
気候変動に伴う当社事業環境変化(シナリオ)を予想して影響を検討

3. 事業影響の定量化
当社シナリオから将来の事業戦略と財務への影響を定量化し、戦略に反映

4. 潜在的な対策の特定
気候変動戦略の対策決定、マネジメント管理指標の選定

ファーストステップとして、当社グループ事業の気候変動による影響評価を行いました。

気候変動・プラスチック問題

マネジメントシステム プラスチック戦略 気候変動対応方針

TCFD提言への対応

※

1. 気候関連リスクの重要性評価
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1）評価対象

当社グループ主要事業のうち、気候変動の影響を受けやすい事業分野を選定。

①
モビリティ、②
石化原料、③
農業、④
ヘルスケア、⑤
電気電子、⑥
包装、⑦
エネルギーソリューショ
ン

2）評価実施方法

①
気候変動リスク・機会の洗い出し
TCFD最終報告書に示されている情報開示のフレームワークに基づき、移行リスク・物理的リスクおよび機会を
洗い出し。

②
重要なリスク・機会の抽出
上記から、発生の可能性、事業へのインパクト（人的損失、財務的インパクトなど）をふまえ、特に重要なリ
スク・機会を抽出。その際、国際的な議論の動向、展開地域、他社事例なども考慮。

3）評価結果（●リスク、●機会）

評価項目 共通 事業分野別

物理的
リスク/機会

急性 ●
風水災（洪水・暴風雨）によるリスクの上昇 


慢性
●
潮位上昇（高潮）によるリスクの上昇
●
利用可能な淡水不足によるリスクの上昇

●●
農作適地変化と新たな農業技術開発
③
●●
害虫、雑草、細菌類の分布拡大
③
●●
気候変動による感染症の流行拡大
④

低炭素社会移行
リスク/機会

政策および
法規制

●
炭素価格導入、上昇によるリスク
●
訴訟リスクの増加

●●
EVシフトによる事業への影響
①⑤
●
合成化学肥料の使用規制
③

技術

●●
再生可能エネルギーの普及
●●
CCU技術、高度化リサイクル技術の開発加
速

●●
バイオマスプラスチックの普及
①②⑥
●
低GHG排出技術への移行加速
②⑤⑥

市場

●●
サーキュラー・エコノミーの普及
●●
再生可能原材料への転換
●
再生可能エネルギー使用へのメーカー要請
●
EVシフト、水素社会の低炭素移行による希少
資源価格上昇

●
ライドシェア、カーシェアの増加などによる
自動車製造・販売量の減少
①
●
石油生産量の低下によるナフサの不足
②
●●
再生可能エネルギーの需要増加
⑦

評判 ●
投資家によるアプローチ増加 


＊ 外部情報として、　IPCC_RCP2.6、RCP8.5、IEA_B2DS、SDS等を活用。

重要性評価をもとにシナリオ分析を開始しました。今後、重要項目候補
のインパクト評価を行って重要項目を選定
し、長期戦略等に反映していく予定です。

1）三井化学グループが想定するシナリオ

「3～4℃の世界」と「2℃の世界」を選定。（2100年の世界平均地上気温が1986年～2005年平均と比較し
て、3～4℃および2℃上昇した場合を想定。）

2. シナリオの範囲の特定および決定
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世界平均地上気温変化

出典：IPCC
ARS
SYR
Fig.6

対象事業分野 全事業分野（ただし、財務、GHG排出に大きく影響する下記分野を優先）

モビリティ事業

✔将来の売上高・営業利益に大きく寄与
✔製品のライフサイクル全体において気候変動に大きく影響

石化原料事業

✔製品製造に欠かせない原燃料、エネルギー（電力）に関わる
✔自社でのエネルギー生成、製品製造が当社GHG排出量の約70%を占め
る

対象期間 現在から2050年まで（物理的リスク・機会については2100年までの情報も考慮）

※ 外部情報として下記を活用
低炭素移行情報　IEA
SDS、2DS、B2DS、The
Future
of
Petrochemicals
物理的情報　IPCC
RCP2.6、RCP8.5

シナリオ分析の対象範囲
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3～4℃の世界

経済活動優先で脱炭素移行は消極的

◆ 現時点での気候変動政策のみ実施

炭素税導入

◆ 化石エネルギー、原料の需要拡大

石炭、ガス、石油価格上昇
化石燃料由来電力価格上昇

◆ 異常気象による自然災害が激甚化

◆ GHG排出量が約1.3倍に増加（2050年）

2℃の世界

脱炭素社会の実現が最優先

◆ 野心的な気候変動政策を実施施

炭素税率大幅アップ
ICE販売中止、EV化

◆ エネルギー、原料の脱炭素化

再生可能エネルギーの主流化
リサイクルによる化学品節約
バイオ、CO 原料からの化学品製造

◆ 自然災害は徐々に甚大化

◆ GHG排出量が約50%低減（2050年）

2）重要事項

外部情報の環境分析により、想定される世界における重要項目候補を抽出。

想定される世界

2
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環境・社会貢献の見える化

目指す未来社会の姿「環境と調和した共生社会」「健康・安心な長寿社会」の実現のため、当社グループが提供する
製品・サービスの環境や社会への貢献を見える化し、その価値をステークホルダーの皆様と共有できるようにしたの
が、Blue
Value 
とRose
Value 
です。独自指標である環境影響評価指標「Blue
Value 
Index」と、QOL向上評価指
標「Rose
Value 
Index」を用いて、製品・サービスを用途別に評価し、環境貢献価値、QOL向上貢献価値の高いも
のをそれぞれBlue
Value 
製品、Rose
Value 
製品として認定しています。

事業活動を通じた環境・社会への貢献を見える化
製品ライフサイクルの各ステージにおいて用途別に貢献要素をチェック
貢献価値の高い製品・サービスを開発・提供し、ステークホルダーと共有
“Blue
Value 
&
Rose
Value チェーン”を構築することで、目指す未来社会の実現を目指す

Blue Value  & Rose Value チェーンを通じた価値の提供

Blue Value  / Rose Value® ®

環境・社会貢献の見える化 環境貢献価値「Blue
Value 」® QOL向上貢献価値「Rose
Value 」®

Blue
Value 
/
Rose
Value 製品® ®

® ® ®

®

® ®

特長

® ®

® ®
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事業担当者は、Blue
Value 、Rose
Value 
候補製品・サービスについて、それぞれのIndexにて事前評価を実施し、
事務局に相談・申請します。審査会では、貢献性があると考える項目の判定根拠について審議を行い、基準を満たす
ものを認定します。審議では、製品のコンセプトやセールスポイントが貢献項目と合致しているかや、貢献のレベル
を確認します。正当性、客観性重視の認定を行うため、有識者からアドバイスを受けて評価方法や審査基準を設計し
ています。また、審査会の前にも、有識者の視点から候補製品の貢献度に対してご意見をいただいています。

※ LCA（Life
Cycle
Assessment）：製品の開発、製造、輸送、使用、廃棄などすべての段階を通して、環境影響を定量的に評価す
る手法。

環境問題、社会問題、技術変化など、我々は未経験の大転換時代に突入していま
す。不明瞭であるほど複数シナリオを持ち、将来を描ける企業が真の持続可能社
会に適応し、社会を牽引すると考えます。Blue
Value とRose
Value は、これら
の問題を考慮しビジネスの基軸に位置付けるものであり、現代の課題解決に積極
的に貢献し、ESGを先導する画期的な取り組みと言えます。今後も更に先鋭化し
進化させ、新しい日本企業の在り方を示していくことを期待します。

東京都市大学
環境学部教授
大学院環境情報学研究科長
伊坪 徳宏 氏

審査・認定プロセス

® ®

Blue Value  アドバイザーからの期待®

® ®
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これまでは、技術を育み、モノづくりを実践していけば、それはそのまま世の中
の役に立っていると考えてよい時代でした。しかし、いま、様々な業界で、百年
に一度ともいえる震度の劇的なパラダイムチェンジが起こっています。専らB
to
Bビジネスに携わっている企業には、人々の暮らしという視点で、自らの技術、
製品、サービスがどんなニーズに呼応しているのか見つめ直していただきたいと
考えます。社会に関して抜群の感度を有していることが競争力の源泉になりま
す。QOL向上貢献価値「Rose
Value 」評価は、有力な手掛かりになると確信し
ています。

株式会社
日本総合研究所
理事
足達 英一郎 氏

2025長期経営計画では、Blue
Value 製品、Rose
Value 製品の売上高比率をKPIのひとつとして定めています。認定
製品の売上高比率の拡大は、当社グループが目指す未来社会の実現に向かって着実に進んでいることを示します。こ
の拡大のための施策として、長期的視点での事業戦略や投融資計画への反映を進めています。
2020年度からは、各事業部門でBlue
Value 
/
Rose
Value 製品の売上高を管理指標とし、拡大施策を年度目標として
設定しているほか、全社目標として上市前の候補製品発掘
計15件以上を掲げています。開発段階の製品から認定候
補を選定してモニタリングし、着実な認定製品拡大を目指します。

担当役員メッセージ

Blue Value®製品／Rose Value®製品売上高比率

Rose Value  アドバイザーからの期待®

®

KPIの設定

® ®

® ®
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環境貢献価値「Blue
Value 」

自然やエコに直結するGreenではなく、もっと大きな地球を意味するBlue
地球環境との調和や社会への貢献を意味するコーポレートカラーでもある

化学製品の多くは、製造、加工により最終製品となり、さらに使用して廃棄されるまで様々なライフステージを経て
いきます。各ステージにおいて、どのような環境負荷低減ができるのかをプロダクトスチュワードシップの視点で
「見える化」し、様々なステークホルダーと共有することで、さらなる環境貢献につなげることができると考えてい
ます。この考えに基づき、目指す未来社会「環境と調和した共生社会」の実現に向けて、2015年に環境貢献価値Blue
Value 
を設定しました。
LCAをベースとした独自の環境影響評価指標Blue
Value 
Indexにより、製品・サービスを用途別に評価し、「CO を
減らす」「資源を守る」「自然と共生する」の3要素で環境への貢献度を判定、Blue
Value 
を認定しています。
Blue
Value 
は、市場標準品や自社従来品を比較対象とした相対評価を行い、判定項目のいずれかで勝っているだけ
ではなく、各ライフステージにおいてすべての判定項目で劣っている点がないことが、認定の条件となっています。
また、定性評価や半定量評価も取り入れ、簡易に評価できるシステムをとっていますが、必要に応じて、LCA担当部
門が専門的、定量的に環境貢献の優位性を評価できる体制となっています。

製品のライフサイクルステージでのBlue
Value 
製品の貢献例


※ LIME2（Life-cycle
Impact
assessment
Method
based
on
Endpoint
modeling）：日本の環境条件を基礎とした被害算定型ライ
フサイクル環境影響評価手法。

Blue Value  / Rose Value® ®

環境・社会貢献の見える化 環境貢献価値「Blue
Value 」® QOL向上貢献価値「Rose
Value 」®

Blue
Value 
/
Rose
Value 製品® ®

®

地球の青

®

® 2
®

®

®
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貢献要素
Blue Value  Index

判定項目 関連評価項目

CO を減らす


 

GHG削減
省エネ・節電・省燃費

軽量化・減容化
長寿命
自然エネルギー
非化石原料
環境浄化

資源を守る


 
 

3R・分別しやすさ・省資源

自然と共生する


 
 
 生態系保全
(ヒト)
生態系保全
(ヒト以外)
環境汚染防止

＊ 関連評価項目は、判定項目のいずれかに貢献する項目として評価を行う。
＊ GHG排出に関係する地球温暖化物質や生態毒性を有する有害化学物質、環境汚染物質は、LIME2において特性化係数を算定済み

の物質を対象とする。

原料の取得および製造・加工段階、最終製品の使用・廃棄でのGHG排出量の削減。

原料の取得および製造・加工段階、最終製品の使用・廃棄での電力・燃料等のエネルギーの削減。
最終製品の省エネルギー分野での利用。

製品およびその加工品や最終製品の製造・加工段階でのリユース、リサイクル原材料の使用、原材料使用量の削
減(リデュース)。
製品およびその加工品や最終製品のリユース・リサイクル。
廃棄での分別の可能性。

製品のライフサイクルにわたる化学物質による生態系に対する影響削減。具体的には生態毒性を有する有害化学物
質の添加の低減、生成の抑制、毒性の少ない化学物質の使用。

環境影響評価指標 Blue Value  Index®

®

2

GHG削減

省エネ・節電・省燃費

3R・分別しやすさ・省資源

生態系保全 (ヒト)
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製品のライフサイクルにわたる化学物質による生態系に対する影響削減。具体的には生態毒性を有する有害化学物
質の添加の低減、生成の抑制、毒性の少ない化学物質の使用。

製品のライフサイクルにわたる環境汚染物質によるヒト・生物を除く地球環境への影響削減。具体的には環境汚染
物質の添加の低減、生成の抑制、環境を汚染しない物質の使用。

生態系保全 (ヒト以外)

環境汚染防止
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製品名 用途
貢献要素

CO2 資源 自然
Blue Value® 認定理由

ライフ

ステージ

バンパー

ウェザーストリップスポンジ

自動車用潤滑油添加剤

バンパー、

インスツルメントパネル

燃料タンク用接着性樹脂

ABSピストン

ターボシール

自動車用耐油部品

タフマー ®

三井 EPTTM

ルーカント ®

PPコンパウンド

アドマー ®

アーレン ®

オーラム ®

ミラストマー ®

製造・加工

製造

使用

加工

使用

使用

使用

使用

◯

◯

◯

◯　　　　◯

◯

◯

◯

◯

高い生産性を有する触媒を使用することでポリマーの製造エネル

ギーを削減。

高い生産性を有する触媒を使用することでポリマーの製造エネル

ギーを削減。

粘度の温度依存性を小さくし、適切な粘度を維持することで省燃

費に貢献。

塗装工程が不要で13％のGHGを削減。

金属製タンクの樹脂化によって10～30％軽量化。

金属部品からの代替により60％軽量化。

金属代替による燃費効率向上。

市場標準品より10〜15％低比重（軽量）で、省燃費。

製品のライフサイクルステージでの Blue Value® 製品の貢献例

モビリティ

製品名 用途
貢献要素

CO2 資源 自然
Blue Value® 認定理由

ライフ

ステージ

塗料用硬化剤

シーラントフィルム

食品包装材

感熱ラベル用コート材

グランド材

食品包装材

電子材料用テープ

太陽電池用封止シート

スタビオ ®

T.U.X ®

エコネージュ ®

バリアスター®

ハイプレン®

スパッシュ®、

パルフレッシュTM

イクロステープ TM

ソーラーエース TM

原料・加工

加工

加工

加工

使用

使用

加工

使用

◯ 　◯

◯　　　　◯

◯　　　　◯

◯　　　　◯

◯

◯　　　　

◯ ◯ 　◯

◯　　　　◯

バイオ原料の使用で化石資源使用量を低減し、塗装での溶剤使用

量も削減。

ヒートシール温度の低温化でエネルギーを削減、フィルム強度向

上により樹脂使用量も削減。

空気層に光を乱反射させて白色性を発現。白色印刷が不要で、

樹脂使用量も20～30％削減。

感熱紙の3層(トップコート層、感熱層、アンダーコート層 )一体

塗工による乾燥工程削減。

溶剤不使用でテープ製造工程において空気汚染物質・生態毒

性物質を発生させない。

溶媒を含有しないため、施工時の安全性向上、環境汚染防止。

鮮度保持により食品廃棄物の量を軽減し、G H Gを削減。

高湿、絶縁耐久性の向上により発電ロスを削減。

フード＆パッケージング

製品名 用途
貢献要素

CO2 資源 自然
Blue Value® 認定理由

ライフ

ステージ

メガネレンズ材料

高分子凝集剤

紙おむつ

Do GreenTM MR-174TM

アクリルアマイド

エアリファ®

原料

製造

使用

◯ 　◯

◯　　　

◯ 　◯

ヘルスケア

Mitsui Chemicals Group ESG Report 2019

バイオ原料使用で化石資源使用量を低減。

バイオ触媒(酵素)使用により製造温度の低温化等で製造エネ

ルギーを削減。

「柔らかさ」と「強さ」を共存させた繊維構造で廃棄物量を削減。
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Mitsui Chemicals Group ESG Report 2019

製品名 用途
貢献要素

CO2 資源 自然
Blue Value® 認定理由

ライフ

ステージ

シート

バックドア

押出しラミネート

排ガス低減剤

エコニコール ®

モストロン®

エボリュー ®

アドブルー ®

原料

加工

加工

使用

◯　　　　◯

◯

◯　　　　◯

◯　　　　　　　　◯

高剛性により金属部品からの代替が可能。約30％の軽量化。

触媒による製造プロセスの省エネ化およびシール性向上による加

工時の樹脂使用量を削減。

NOx排出量を削減。省燃費にも貢献。

バイオ原料の使用で化石資源使用量を低減。

基盤素材

製品名 用途
貢献要素

CO2 資源 自然
Blue Value® 認定理由

ライフ

ステージ

―
太陽光発電の診断・コンサルティン

グサービス
使用

太陽光パネルの品質確認により発電所の発電能力低下を抑制し、

GHG削減。

次世代事業

◯
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QOL向上貢献価値「Rose Value 」

あらゆる人が幸福や希望に満ちたばら色の人生を送れるようにという思いを込めたRose
ラヴィアンローズ La Vie en rose

目指す未来社会「健康・安心な長寿社会」に向けて、当社グループがどのような価値を提供できるのかを示すた

を延ばす」「食を守る」に当てはまる製品・サービスをRose Value と認定しています。
Rose Value は、ユニバーサルデザイン＆アメニティ、レジリエンス＆スマート、ユニバーサルヘルスカバレッジ、
フードセキュリティー等の視点で定性的に分かりやすい判定基準を設定し、候補製品・サービスの機能やコンセプト
により提供される価値が、QOLの向上の判定項目に貢献しているかを精査しています。

Blue Value  / Rose Value® ®

環境・社会貢献の見える化 環境貢献価値「Blue Value 」® QOL向上貢献価値「Rose Value 」®

Blue Value  / Rose Value 製品® ®

®

人生ばら色

®め、2016年にQOL向上貢献価値Rose Value を設定しました。2019年には、社会課題やニーズの変化に対応し、防
災減災やインフラの長寿命化など、まちの持続性に貢献する要素を加えて改訂を行いました。
持続可能な開発目標ターゲット（SDG Targets）等の社会ニーズをふまえた独自のQOL向上評価指標Rose Value® 

Indexを用いて評価を行い、持続可能な調達を考慮して、3つの貢献要素「くらしと社会を豊かにする」「健康寿命
®

®
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貢献要素 Rose Value Index 判定項目

くらしと社会を豊かにす
る

あらゆる人の快適なくらしと持続可能なまちづくりに貢献すること

くらしの快適性向上
あらゆる人に配慮され、利用可能な製品、建物、空間を提供する。

介護・看護の充実
「くらしの快適性向上」の中で、介護・看護に特化したもの。

まちの持続可能性確保
まちの防災減災対応、インフラの長寿命化・ICT化を推進する。

健康寿命を延ばす

医療の質向上や身体への負担軽減、栄養補給など、健康で快適に生活できる社会の実現
に貢献すること

身体機能のサポート
五体の機能を直接的もしくは間接的に補助・改善・向上できる。

医療・医薬の高度化
健康・未病・病気のフェーズにおける、医療技術・サービスを向上できる。もしくは医
薬を機能・品質・製造面で向上できる。

感染の予防・対策
感染の予防・対策に利用できる。

栄養・水へのアクセシビリティ向上
栄養・水を作る、届けることを容易にする、あるいは改善できる。

食を守る

食料の生産性を向上させ、無駄なく消費し、安心・安全・安定な供給に貢献すること

食料の生産性向上
食料の収量・作業の効率・機械装置類の性能を向上する。

食品流通における安全・安定の確保
食品流通において、安全性・安定性を確保・向上できる。

フードロス・食品廃棄物の低減
鮮度保持・賞味期限延長・内容物の分離性・小分け個包装・輸送時損傷などの視点か
ら、無駄を低減できる。

QOL向上評価指標 Rose Value  Index®

®
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Blue
Value 
/
Rose
Value 製品

当社グループのBlue
Value 製品、Rose
Value 製品の一部をご紹介します。

CO を減らす 資源を守る 自然と共生する

くらしと社会を豊かにする 健康寿命を延ばす 食を守る

Blue Value  / Rose Value® ®

環境・社会貢献の見える化 環境貢献価値「Blue
Value 」® QOL向上貢献価値「Rose
Value 」®

Blue
Value 
/
Rose
Value 製品® ®

® ®

® ®

2

CO を減らす 資源を守る

自動車バンパー・インパネ
用材料

PPコンパウンド

塗装工程が不要
で13%のGHGを削減。

CO を減らす

燃料タンク用接着性樹脂

アドマー

金属製タンクの樹脂化に
よって10～30%
軽量化。

CO を減らす 自然と共生する

排ガス低減剤

アドブルー

NOx排出量を削減。省燃費
にも貢献。

＊ アドブルーはドイツ自動車工業会の登録商標です。

CO を減らす 資源を守る

シート用材料

エコニコール

バイオ原料の使用で化石資
源使用量を低減。

CO を減らす 資源を守る

食品包装用白色フィルム

エコネージュ

空気層に光を乱反射させて
白色性を発現。
白色印刷が不要で、樹脂使
用量も20～30%削減。

CO を減らす 資源を守る

食を守る

シーラントフィルム

T.U.X

ヒートシール温度の低温化
でエネルギーを削減、フィ
ルム強度向上により樹脂使

2 2

®

2

®

2

®

2

®

2

®
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用量も削減。
優れたシール性と耐衝撃性
で食品の製造・流通工程に
おけるフードロスを低減。

CO を減らす

太陽電池用封止シート

ソーラーエース

高湿、絶縁耐久性の向上に
より発電ロスを削減。





CO を減らす

太陽光発電の診断・コ
ンサルティングサービ
ス

太陽光パネルの品質確認に
より発電所の発電能力低下
を抑制し、GHG削減。





 健康寿命を延ばす

メガネレンズ用材料

MR

視力矯正に加えて、目の健
康・快適さにも貢献。




 くらしと社会を豊かにする

紙おむつ用不織布

シンテックス

もれない・むれない・かぶ
れないという基本性能に加
え、快適性・フィット性と
いった高機能を追求。

CO を減らす 資源を守る

くらしと社会を豊かにする

紙おむつ用不織布

エアリファ

「柔らかさ」と「強さ」を
共存させた繊維構造で廃棄
物量を削減。
紙おむつを通して赤ちゃん
や保育者の快適なくらしを
支える。





くらしと社会を豊かにする

食品包装材

CMPS

イージーオープンフィルム
で子どもや高齢者でも開け
やすい。





 食を守る

殺虫剤

トレボン

農作物の安定生産、食料増
産に貢献。




 食を守る

ハイブリッドライス

みつひかり

多収穫かつ収穫時期をずら
すこともでき、食料の生産
性向上に貢献。品質、食味
にもすぐれる。

2

™

2

™ ®

2

®

®

®
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健康寿命を延ばす

殺虫剤

ベクトロン

マラリアなどの感染症を媒
介する蚊を防除。マラリア
の撲滅に貢献。





食を守る CO を減らす

鮮度保持フィルム

スパッシュ 、パルフ
レッシュ

青果物のしおれや変色を抑
え、フードロスの低減に貢
献。
廃棄物の量を減らすこと
でGHGを削減。





 CO を減らす 資源を守る

健康寿命を延ばす

メガネレンズ材料

Do Green  MR-174

バイオ原料使用で化石資源
使用量を低減。




 健康寿命を延ばす

Pre-filled
Syringe（薬液充
填済注射器）

アペル

ガラスと比べ低溶出により
薬剤への品質影響が少な
く、かつ割れにくく安全に
利用できる。
医療・医薬の高度化に貢
献。

健康寿命を延ばす

医薬包装材

アペル

低透湿性により、水分に溶
けやすい薬を守る。
医薬品の品質を維持し、医
薬の高度化に貢献。





健康寿命を延ばす

義肢材

ハイゼックスミリオン

高い耐衝撃性や賦形加工性
により、部位に合った装着
感の義肢を提供。身体の機
能サポートに貢献。





 くらしと社会を豊かにする

調理器具

TPX

優れた離形性で汚れが付き
にくく落としやすい。くら
しの快適性向上に貢献。




 くらしと社会を豊かにする

耐熱食品保存容器

TPX

ガラスのような透明性を持
ち、高い耐熱性で電子レン
ジでの調理ができ、くらし
の快適性向上に貢献。

®

2

®

™

2

™ ™ ®

® ®

® ®
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くらしと社会を豊かにする

歯ブラシなど各種グリップ

ミラストマー

良好な成形性と滑りにくさ
で小さな力で安全に握れ
る。くらしの快適性向上に
貢献。





CO を減らす 自然と共生する

くらしと社会を豊かにする

健康寿命を延ばす

自動車シートクッション用
材料

Nextyol

軽量化による燃費向上
やVOCや臭気の大幅低減に
より、気候変動の緩和、快
適な環境の提供に貢献。





 健康寿命を延ばす

浄水フィルター用合成パル
プ

SWP

重金属等有害物の捕捉・除
去により安心・安全な水を
提供。




 くらしと社会を豊かにする

セメント建材用合成パルプ

SWP

割れにくく、脆化しにくい
セメント建材を提供。イン
フラの長寿命化につなが
り、まちの持続可能性確保
に貢献。

食を守る

ティーバッグ用合成パルプ

SWP

ヒートシール性により金属
ステープルを必要としな
い。生産時・食品自体・消
費時における安全の確保に
貢献。





くらしと社会を豊かにする

コンクリート表面強化剤

タフネスコート

コンクリート構造物の表面
に樹脂膜を形成して耐久
性・衝撃耐性を向上。イン
フラの長寿命化、防災・減
災に貢献。





 くらしと社会を豊かにする

三井ガス導管システム

ポリエチレン管のしなやか
に曲がる「可とう性」で地
盤変動でもガスが漏れな
い。防災減災に貢献。




 くらしと社会を豊かにする

雨水貯留槽浸透層

ジオプール

駐車場の地下などに設置。
雨水を一次的に貯留するこ
とで表面流出を抑制し、集
中豪雨などによる水害発生
の防止に貢献。




®

2

™

®

®

® ®
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くらしと社会を豊かにする

地盤強化薬液注入材

グランドエース

液状化した地面でも建造物
を移設せずに地盤を補強。
災害時の速やかな復旧に貢
献。


 くらしと社会を豊かにする

有害物吸着材

タフネル ・オイルブ
ロッター

水は吸わずに油を良く吸着
し、水に沈まない。タン
カー座礁や漏洩事故などで
海や河川に流出した油の拡
散を防止。





 くらしと社会を豊かにする

衛生タオル

FASTAID ウイルス・
スウィーパータオル

次亜塩素酸ナトリウム水溶
液が浸透したタオルが手軽
に作れる。備蓄しやすく、
災害発生時や避難時のくら
しに貢献。

® ®

®

™
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マネジメントシステム

リスク防止対策

コンプライアンス教育

リスク･コンプライアンス

リスク・コンプライアンス マネジメント 贈収賄防止　

税務

情報管理
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マネジメントシステム

株主の皆様、お客様、地域の方々など当社を取り巻くすべてのステークホルダーの皆様から信頼を得て、企業の社会
的責任を全うするためには、リスク管理、コンプライアンス推進の体制がしっかりと整備され、確実に運営されてい
ることが不可欠です。事業ポートフォリオの変更や事業拡大、外部環境の変化に応じて生じる新規リスクの抽出およ
びそのリスク顕在化の未然防止に努めます。
三井化学グループは、2006年2月に役員、社員一人ひとりの行動のよりどころになる三井化学グループ行動指針を定
め、その中の2つの柱として「誠実な行動」と「人と社会を大切に」という指針を打ち出しました。この行動指針お
よびリスク管理規則（社則）に従い行動することにより、ステークホルダーの皆様からの信頼を確保し、企業の社会
的責任を果たすため、経営活動の脅威となり得るすべての事象についてリスク管理の徹底を図ります。

リスク管理体制

リスク・コンプライアンス マネジメント

マネジメントシステム リスク防止対策 コンプライアンス教育

方針・基本的な考え方

体制・責任者
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取締役会が、当社グループのすべてのリスク管理について責任を負います。

各部門（本社各部・工場・研究所・支店・関係会社）は、年度予算の中で、リスクモデル 
や
手順書 
に基づき
リスク評価を行い、適切にリスクを認識したうえで、それらのリスクに対応するために組織のコントロールを設計し
遂行します。リスクを特定し管理する責任者は、各部門の担当役員です。（第1ディフェンスライン）

各部門のリスク管理を確実にするため、専門知識を持つリスク管理支援部が各組織を支援、場合によっては監査、指
導します。（第2ディフェンスライン）

各部門は、リスクの種類および重要度に応じて、全社戦略会議、ESG推進委員会、リスク・コンプライアンス委員
会、レスポンシブル・ケア委員会にリスク情報を報告します。各会議体ではリスク対応について討議を行い、各部門
に対して方針の周知あるいは助言を行います。経営会議には、経営判断の材料となる全社のリスクが集約され、対応
方針が討議決定されます。

内部統制室は、第1と第2のディフェンスライン両方の業務を独立的立場から監査し、経営者と取締役会に対して、ア
シュアランスを提供します。内部統制室では、業務監査やレスポンシブル・ケアに関する監査を実施し、三井化学グ
ループ全体の内部統制水準を維持・強化し、現存する業務上のリスクが許容レベル以下に保たれるように図るととも
に、法定監査の一環であるJ-SOX評価において金融商品取引法で要求される三井化学グループ全体の財務報告に係る
内部統制の整備・運用状況を継続的に確認・評価して、業務の適正かつ効率的な遂行を確保すべく努めています。

業務監査では、コンプライアンス確認書を使用した内部統制の自己評価に基づいた内部監査プロセスを導入していま
す。コンプライアンス確認書には、独占禁止法・下請法・労働者派遣法の遵守、贈収賄・インサイダー取引・ハラス
メント防止、安全保障輸出規制の遵守、会社情報および個人情報の適切な取り扱い、人権、情報システムセキュリ
ティ、リスク管理、与信管理、適正な会計及び税務処理、適正な内部牽制体制および運用などの項目が含まれ、毎年
見直しを行っています。また、リスク管理支援部に対して行う上記各項目のプロセスオーナーとしての業務実施状況
の監査や、社内外のリスク状況を考慮して年度ごとに設定するテーマ監査も実施しています。

レスポンシブル・ケアに関する監査（環境安全監査、労働衛生監査、品質監査、化学品安全監査）のうち、環境安全
監査および労働衛生監査は内部統制室が実施しています。リスク管理支援部が実施する品質監査、化学品安全監査に
ついては、適正に実施されているかを内部統制室が監査しています。

リスク管理とコンプライアンス遵守の懸念に対処する特定の個別方針・戦略・計画を立案し、実行するために、リス
ク・コンプライアンス委員会を設置しています。
外部リスクのうち、自然災害・テロ・暴動・政情不安等のリスク、内部リスクのうち、法令・ルール違反、財務報告
の信頼性喪失、環境汚染、プラント事故、重大労災、PL訴訟、取引先信用不安、メンタルヘルス問題、労使関係の悪
化、情報漏洩、情報通信システムの破壊等のオペレーショナルリスクを主な対象として、情報収集および評価、関係
各部への実行指示、全社リスク管理方針の策定、個別リスクの対策検討、内部通報（リスクホットライン）制度の運
用などを実行しています。本委員会で決定された重要な方針・戦略・計画等については経営会議の承認を得ていま
す。

第1、第2ディフェンスライン

第3ディフェンスライン

リスク・コンプライアンス委員会およびリスク・コンプライアンス委員会担当役員の役割
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リスク・コンプライアンス委員会の構成

委員長 リスク・コンプライアンス委員会担当役員

委員 ESG推進委員会担当役員、総務・法務部担当役員、内部統制室長、各事業本部企画管理
部長、生産・技術企画部長、コーポレートコミュニケーション部長、ESG推進室
長、RC・品質保証部長、総務・法務部長、人事部長、関係会社支援部長、情報システ
ム統括部長、委員長が指名する者

オブザーバー 常勤監査役

事務局 総務・法務部

また、当社グループまたは社会に重大な影響を及ぼす可能性のある緊急事態 が発生し、組織的対応が必要である場
合、リスク・コンプライアンス委員会担当役員は関係する担当役員と連携、協力のもと、状況把握を実施します。そ
してその結果を踏まえて、全社的立場から当社の採るべき対応および対策本部設置の要否について社長に具申しま
す。社長決定に基づいて対策本部を設置することにより、事態収束に向けた対応の進言・指導を行います。
最近の例として、新型コロナウイルス対策本部を設置しました。リスク・コンプライアンス委員会担当役員が本部長
に就き、従業員の安全確保等の施策を決定、指示しています。

※ 緊急事態の例：

当社グループで発生した事故・事件により、人の生命、身体、財産、生活に被害が発生した場合、または周辺地域の環境に対す
る影響が惹起される場合
何らかの事象の発生により、当社グループの人的・物的資産もしくは信用に重大な損失を生じ、業績が著しく悪化、または重大
な損害賠償が発生する場合

KPI 集計範囲
2019年度 2020年度 中長期

目標 実績 達成度 目標 目標

重大な法令・ルール違反
数

三井化学
グループ

0件 1件 × 0件
0件

(2025年)

2025長期経営計画の環境・社会軸目標のKPIとして、当社グループの社会的信用、事業運営、収益等に重大な影響を
及ぼす重大な法令・ルール違反数を挙げています。2019年度は、当社子会社である下関三井化学株式会社が高圧ガス
製造設備で発生させた複数の漏洩事案に関し、2019年8月5日付で山口県より高圧ガス保安法に基づく行政処分を受け
ました。関係者の皆様にご迷惑をお掛けしましたことを深くお詫び申し上げます。当社では今回の事案を極めて重く
厳粛に受け止め、下関三井化学株式会社をはじめ三井化学グループ全体における法令遵守の強化および内部管理態勢
に関する改善計画の実行、再発防止を徹底していきます。

※

目標・実績
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リスクモデル（想定される具体的リスク事例） 

 

分類 リスク事例 

事業 

・競合参入による材料市場の崩壊 

・原料高騰、為替変動による営業利益目標未達 

・市場の回復遅れによるスプレッド低迷と収益悪化 

・輸入品攻勢による減販と市況下落、減販による製品在庫増 

・社会情勢変化に伴う需要減衰による事業の大幅悪化 

販売 ・独占禁止法違反の発生 

製品安全 ・輸出用製品に関する不適正な管理 

コンプライアンス 

・契約関係のトラブル、苦情 

・知的財産に関するコンプライアンス違反の発生 

・法令違反の発生 

・経理処理に関わる税法等違反、不正確な処理 

安全・衛生 

・重大事故の発生 

・重大労働災害の発生 

・環境・労働安全関連法令の不遵守 

・事故・トラブルによる社会的信用の失墜 

品質 

・高リスク用途管理の不徹底 

・クレーム・コンプレインの発生、増大 

・重篤な品質問題の発生 

・品質偽装による信用失墜 

生産・設備 

・プラントトラブル等による減産 

・稼働率向上に伴う生産トラブルの発生 

・社外設備使用時の重大トラブルの発生 

資金 ・回収不可債権の発生 

人事 
・メンタルヘルス不調者の増大 

・ハラスメント事案の発生、未解決 

情報管理 

・Ｍ＆Ａに関連する内部情報の管理の不徹底 

・社内機密情報、個人情報の漏えい、流出 

・顧客情報の流出 

・情報システムセキュリティリスクへの対応の遅れ 

・インサイダー情報の漏えい 

 

 

ESG 側面、サプライチェーンを考慮したリスク事例 

 

環境 

サプライチェーン 

課題 
リスク事例 

上流-下流 

環境法規制 

・環境法規制対応が間に合わないプラントの停止 

・環境法規制運用厳格化に伴う原料調達ストップ、顧客喪失 

・環境法規制対応に伴う委託費用増加 

上流-下流 

気候変動 

・自然災害(豪雨、洪水、大型台風等)による操業停止 

・温暖化対策によるエネルギーシフトに伴う価格高騰、委託国の税制改正によるコスト増 
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上流 

自然破壊 

・パームオイル生産のための開墾による森林破壊への加担として NGO等からのバッシング 

・大気、水、土壌への排出管理不足、廃棄物管理不足等によるコミュニティからの反発、操

業継続困難（法規制違反もあり） 

上流-下流 

自然災害 

・自然災害(地震、津波等)による操業停止 

上流 

原料・エネルギー調達 

・顧客ポリシーに基づく環境調達の結果、高い原料を購入 

・サプライヤーの環境対応による副生物原料の生産量減少により原料調達困難 

・電力・水等の物理的不足、または政治的判断での供給停止による工場操業停止 

下流 

リサイクルの進展 

・製品リサイクルの急激な進展による市場縮小 

・顧客からのリサイクルコストの負担要請による収益圧迫 

・リサイクルに適さない添加剤の使用停止により、事業継続困難 

 

社会 

サプライチェーン 

課題 
リスク事例 

上流-下流 

人権侵害 

・委託先での強制・児童労働問題発生による顧客製品の不買運動、それに伴う賠償 

・取引先での労働者への差別的発言や人権無視等の問題発生による製品不買運動 

・外国人労働者に対する雇用条件の非明示、差別待遇等により、労使間トラブル発生や NGO

等からのバッシング 

・取引先現地企業よる先住民居住区侵害が発覚し、加担として NGO 等からのバッシング 

・地元国での労働組合結成、団体交渉の拒否によるストライキ発生、操業停止 

上流-下流 

劣悪な労働条件 

・製造現場等での労働環境悪化による健康被害 

・協力会社従業員の長時間労働による事故、過労死の発生 

・最低賃金、生活賃金を支払わず、労働争議、NGO等からのバッシング 

上流 

紛争鉱物 

・紛争鉱物購入による非人道的活動への加担として NGO 等からのバッシング 

上流-下流 

バッシング 

・特定の物質、あるいは化学物質・プラスチック全般に対する NGO 等からのバッシング 

・世論の高まりに伴う法規制への反映・規制強化による事業影響 

・世論やバッシングの高まりを背景とする顧客からの取引解除 

 

ガバナンス 

サプライチェーン 

課題 
リスク事例 

上流-下流 

地域性・地政学的 

・地域紛争やテロによる操業停止 

・NAFTA 交渉難航に伴うメキシコ経済の停滞・不確実性増大 

・中東情勢悪化に伴う原油急騰・調達困難 

・制裁対象国との取り引きにより投資家からの投資引上げ、事業継続困難 

上流 

汚職、賄賂 

・現地コンサルタントと現地公務員との贈収賄発覚による信用喪失 

 

以上 
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リスクの洗い出しおよび最重点リスクの特定等管理手順 

 

１．リスクの洗い出し 

各部等において、各々の担当業務、関係法令・ルールを総点検し、前年度の最重

点リスク管理の達成状況も考慮し、リスクを洗い出す。 

 

２．リスクの分類 

洗出したリスクを「インパクト」「発生可能性」で評価し、下表のマトリクスによ

りⅠ～Ⅳに分類する。 

＜基準＞ 

◆「インパクト 高」 

・金額的影響度（損害、収益低下）が大きい 

・死傷者が出る 

・組織の存続、戦略目標に大きな影響を与える 

・当社のイメージ、評判が大きく損なわれる 

・地域社会に大きな影響を与える 

◆「発生可能性 高」 

・年度中に１回以上発生する可能性が高い 

・過去３年間で発生した実績がある 

（ただし、各部等の状況により、独自の判断基準設定も可） 

高 
 

イ
ン
パ
ク
ト 

 
 

低

Ⅱ Ⅰ 

Ⅳ Ⅲ 

低     発生可能性     高

 

３．最重点リスクの特定 

上記分類により、「Ⅰ」に分類されたリスクから（Ⅰがない場合はⅡから、Ⅰ、Ⅱ

共にない場合はⅢから）、最重点リスクを１つ以上選ぶ。 

 

４．リスク対策、管理項目及び管理目標値の設定 

最重点リスクに対するリスク対策及びその対策実施のための管理項目、管理目標

値を設定する（管理項目・目標値は、可能な限り定量的な内容が望ましいが、定量

化が困難な場合は定性的な内容（目標とする状態）も可。 
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リスク防止対策

リスクホットラインは、当社グループで違法行為が行われているなどのリスク情報を入手した場合、直接リスク・コ
ンプライアンス委員会または社外の弁護士に報告・相談できる制度です。当社グループの役員、社員のみならず、社
員の家族、工場協力会社やサプライヤーを含む取引先の方など、当社の事業活動に関係があるすべての方が利用でき
ます。本制度を通じて報告されたリスク情報は、即時または適宜、当社監査役にも報告されます。
なお、リスクホットラインとは別に、ハラスメント相談窓口を当社の各事業所人事部門に設置し運営しています。

[ 当社リスク･コンプライアンス委員会への報告・相談 ]

〒105-7122　東京都港区東新橋一丁目5番2号
汐留シティセンター
三井化学株式会社
総務･法務部内
リスク･コンプライアンス委員会
事務局
宛

E-mail：Risk＠mitsuichemicals.com

[ 社外窓口（弁護士）への報告・相談 ]

〒100-6012　東京都千代田区霞が関三丁目2番5号
霞が関ビルディング12階
第一芙蓉法律事務所
「三井化学ホットライン」宛

E-mail：risk-MCI@daiichifuyo.gr.jp

当社は、リスク・コンプライアンス委員会または社外窓口で受け付けたE-mail・手紙の閲覧可能者を委員会の一部
のメンバーのみに制限しており、また、閲覧可能者は報告・相談者の氏名、所属、報告内容について秘密を厳守
し、調査のために必要最小限の役員、社員または弁護士等以外に開示、漏えい（報告・相談者の氏名、所属および
報告内容を容易に推測される行為を含む）してはならないことを、社内規則に定めています。

当社は、調査のために協力いただいた方に関する情報および調査において得た情報についても、関係者以外には秘

リスク・コンプライアンス マネジメント

マネジメントシステム リスク防止対策 コンプライアンス教育

リスクホットライン

報告･相談窓口

対象とする事案例

腐敗 不正 人権 雇用環境 環境汚染 法規制遵守 事業法関連手続き その他

リスクホットラインの運用
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密を保持します。

報告･相談を行ったことを理由として、報告･相談された方が不利益を受けることはありません。ただし、報告・相
談者が故意に誤った情報を伝えるなど他人を陥れることを目的として行った場合や、脅迫・恐喝など違法行為を目
的として行われた場合はこの限りではありません。

手紙、E-mailによる報告・相談をお願いしており、匿名でも受け付けます。ただし、当社より連絡がとれない場合
には、十分な実態把握ができず、適切な調査・対応等の措置がとれない場合があります。

リスクホットライン運用実績

当社は、大規模な震災、新型インフルエンザ、工場大規模事故等のリスクの顕在化により、当社グループに重大な影
響を及ぼす可能性のある危機が発生した場合に備えて、本社、工場、サプライチェーン等の各機能が迅速かつ的確な
対応を図るための体制を整え、顧客に対して供給責任を果たせるよう、事業継続計画（BCP）を策定しています。
首都圏大震災に備えた事業継続計画（BCP）としては、本社機能が麻痺した場合、大阪工場などの主要拠点にその機
能を移管し、指揮命令系統を早期に確立するための「緊急対策本部」や、顧客対応を迅速・適切に行うための「緊急
顧客対応センター」の設置について定め、体制を確立しています。また、新型インフルエンザの流行や工場大規模事
故に備えたBCPも策定しています。
事業の運営面では、サプライチェーンの確保を行うために、一部の重要な原材料などについては、複数購買先からの
購入や代替品購入先の確保、当社グループにおける主要な生産品の複数事業所での生産体制構築や一定水準の在庫の
確保などの対策をとっています。
現在、世界で猛威を振るっている新型コロナウイルス感染症に対しては、都道府県をまたぐ移動が禁止された場合や
社内で感染者が発生した場合など、あらゆるシチュエーションを前提に各部でBCPを策定しています。また、東京本
社で立ち上げた「新型コロナウイルス対策本部」と中国を始めとする各海外拠点との連携を強化することによって、
感染拡大の早期から、社員の安全確保と事業運営継続のため迅速な対応を図っています。

BCPの整備
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コンプライアンス教育

三井化学グループは、2006年2月に制定した三井化学グループ行動指針の1番目に「法令・ルールの遵守」を掲げ、
「いかなる利益の追求よりも、法令・ルールの遵守を優先します」と宣言しました。当社グループでは、リスク・コ
ンプライアンス委員会やリスクホットラインといったリスク管理体制の仕組みづくりに加えて、その仕組みを動かす
社員一人ひとりに徹底することが大切であると考えています。そのため、コンプライアンスの基本をまとめた「コン
プライアンスガイドブック」、意識面の「法令・ルール違反事例
職場ディスカッション」「コンプライアンス意識教
育」、知識面の「法令・ルール遵守教育」という、4つの手段でコンプライアンスの推進を図っています。

コンプライアンスガイドブック（2006年制定）は、三井化学グループ行動指針のうち「法令・ルールの遵守」という
考えを実践するため、当社グループの役員、社員が業務を遂行する上での基本的なポイントをまとめたものです。ま
た、各国法規制や国内報道等で問題視されている贈収賄やデータ偽装などの違反事例を具体的に掲載するといった、
時機に応じた改訂を実施し、グループ全体に周知しています。近年は、SNSの利用における会社情報や個人情報の留
意事項について追加しました。
日本語版・英語版に加え、中国の法令やリスクなども加味した中国向け、独禁法や贈収賄防止をテーマとしたアジ
ア・パシフィック向けガイドブックも作成しています。

コンプライアンスガイドブック（抜粋）（PDF：257KB）

当社および国内関係会社では、2008年度より、「法令・ルール違反事例
職場ディスカッション」を実施していま
す。これは、自社や他社で起こったコンプライアンス違反事例を題材に、その発生原因、再発防止策、自職場でも同
じ問題が生じないかなどを職場ごとに話し合うものです。この取り組みは、法令・ルール遵守意識の向上および上司
と双方向のコミュニケーション強化を目的としていますが、自主的にディスカッションの回数を増やしたり、自職場
で起こりやすい他社違反事例を取り上げたりするなど、前向きな姿勢が多くみられました。2019年度は、当社の57部
署、関係会社23社にて実施しました。

コンプライアンスの徹底には、何よりも役員、社員一人ひとりの意識が重要です。一方で、各人の職務によって必要
な意識も異なると考えます。そこで、新入社員、新任管理社員、新任ライン長、経営層など、層ごとに内容を変えた
コンプライアンス意識教育を実施しています。2019年度は、新入社員研修、即戦力採用社員研修、新任ライン長研修
でコンプライアンス意識教育を実施し、社内外の法令・ルール違反事例のケーススタディやディスカッションを通し
て、「法令・ルールの遵守」を啓発しました。

リスク・コンプライアンス マネジメント

マネジメントシステム リスク防止対策 コンプライアンス教育

コンプライアンスガイドブック

法令・ルール違反事例職場ディスカッション

コンプライアンス意識教育
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各層の各自が率先垂範することで、グループ全体にコンプライアンス意識が浸透し、風通しの良い企業となることを
目指しています。

主な階層別育成研修の実績

知識面の教育として、当社グループでは「法令・ルール遵守教育」を実施しています。業務遂行にあたり社員が知っ
ておくべき重要な個別法令や社内ルールを取り上げ、e－ラーニング、集合教育を実施しています。また、各部署・
各関係会社向けにカスタマイズした個別の教育も実施しています。
各社員には、自己の業務内容に応じて受講すべき科目が決められています。さらに、受講済みの科目についても定期
的に再受講することをルールとし、最新の知識を有するようにしています。また、内部統制室が行う業務監査では、
受講状況の確認を行い、受講の徹底を促しています。

2015年度より、アジアパシフィック地域統括会社であるMitsui
Chemicals
Asia
Pacific,
Ltd.（シンガポール）が中心
となり、積極的な教育を実施しています。
独禁法や贈収賄防止をテーマとしたアジアパシフィック向けコンプライアンスガイドブックを作成し、周知していま
す。また、2016年度以降はシンガポール、タイ、マレーシア、インド、インドネシアにおいて贈収賄規則や独禁法、
契約に関するセミナーや、世界のコンプライアンス違反事例を元にしたディスカッション教育を定期的に開催してい
ます。

法令・ルール遵守教育

e－ラーニング・教育のテーマ

安全衛生法令 保安法令 環境法令 品質管理 ハラスメント 知的財産 財務税務
情報管理 契約 独禁法 与信管理 輸出管理 購買

アジアパシフィック地域のコンプライアンス教育
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～法令・ルール遵守のために～ 

コンプライアンスガイドブック
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～法令・ルール遵守のために～ 

コンプライアンスガイドブック 
 

  

2003 年 12 月 1 日 初版第 1 刷発行 

2006 年 5 月 30 日 第 2 版第 1 刷発行 

2012 年 9 月 5 日 第 3 版発行（電子発行） 

2016 年 2 月 1 日 第 4 版発行（電子発行） 

2016 年 11 月 1 日 第 5 版発行（電子発行） 

2017 年 7 月 1 日 第 6 版発行（電子発行） 

 

三井化学株式会社 総務・法務部 
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信頼される三井化学グループであるために 

 

当社は、2006 年 2 月、CSR（社会貢献）推進の一環として「三井化学グループ行動指針」を制定

しました。この「行動指針」は、当社グループが広く社会に貢献を続け、あらゆるステークホルダー

から信頼される存在となるために、グループの役員、社員一人ひとりが何を大切に考え行動しな

ければならないか、すなわち、「行動のよりどころ」とするために制定したものです。そして、当社グ

ループがこの「行動指針」の１番目に掲げているのが、「法令・ルールの遵守」（コンプライアンス）

です。 

 

当社グループは、「行動指針」の冒頭で「いかなる利益の追求よりも、法令・ルールの遵守を優

先します。」と宣言しました。利益か法令・ルール遵守かという究極の選択を迫られる場面があれ

ば、躊躇なく法令・ルール遵守を優先してください。過去、当社において発生した高圧ガス保安法

違反やカルテル（PP・ガスパイプ等）等を決して繰り返してはなりません。 

 

近年、我国では上場企業による製品データ偽装や不正会計、海外においては世界展開してい

る有力自動車メーカーによる排気ガス不正といった法令・ルールへの違反事件が連日のように報

道されています。これら違反企業に対する社会の目は従来に増して厳しいものとなっており、一つ

の法令・ルール違反により長年築いてきた社会的信頼を大きく損ない、会社の存立基盤そのもの

を揺るがしかねない状況となっています。「法令・ルールの遵守」が会社存続の大前提であり、そ

れなくして永続的に発展することも、社会的責任を果たすこともできないということを強く認識しな

ければなりません。 

 

加えて、年々拡大を続ける事業のグローバル展開に鑑みれば、日本国内の法令・ルールに留

まらず、日本国外におけるコンプライアンスの意識も非常に重要になります。海外における様々

な規制を正確に理解し、自分の行動が適切なものかどうかを常に考えることが要求されます。特

に、外国公務員贈賄を含む不正・腐敗問題に関する関心は、急速に世界的な高まりを見せており、

当社においてもグローバルな事業活動を更に進めるためにも三井化学グループ全体で真剣に取

り組むべき課題です。 

 

すべての役員、社員が法令・ルール遵守の姿勢をもって誠実な行動を積み重ねていくことによ

って、三井化学グループが広く社会から信頼され、永続的発展の礎を築くことができるものと確信

しています。 

2020 年 4 月 

 
社長 橋本 修
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～法令・ルール遵守のために～ 

コンプライアンスガイドブック 
 

Ⅰ はじめに 

 １．本ガイドブックの目的 1 

２．三井化学グループ行動指針 2 

３．当社のリスク管理体制 3 

４．リスクホットライン（報告・相談窓口） 4 

 

 

 

Ⅱ 社会の一員として 

 １．各種業法の遵守 5 

２．環境保全、安全確保 7 

３．反社会的勢力の排除 9 

４．公務員との健全な関係 11 

 

 

 

Ⅲ お客様、取引先に対して 

 １．過剰な贈答・接待、癒着の禁止 14 

２．製品の品質・安全性確保、お客様への誠実な対応 16 

３．輸出入に関する規制の遵守 18 

 

 

Ⅳ 同業者との関係において 

 １．独占禁止法の遵守 20 

２．知的財産権の尊重、不正競争防止法の遵守 22  

Ⅴ 株主・投資家に対して 

 １．インサイダー取引の禁止 24 

２．適正な経理処理、取引記録の適正な保持、税法の遵守 26  

Ⅵ 三井化学グループ社員として 

 １．社則等の遵守 28 

２．守秘義務、会社情報管理、個人情報保護 30 

３．会社財産の尊重／旅費・交際費等に関する正直・正確な報告 32 

４．差別禁止、パワハラ禁止、セクハラ禁止 34 

５．利益相反行為の禁止／社内での政治・宗教活動等の禁止 35 
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方針

年々拡大を続ける事業のグローバル展開及び近年の贈収賄行為に対する世界的な関心の高まりに鑑み、国際的な贈収
賄防止体制の更なる整備・強化は、三井化学グループ全体で取り組むべき重要課題です。当社グループは、日本の不
正競争防止法、米国の海外腐敗行為防止法（Foreign Corrupt Practices Act）、英国の贈収賄禁止法（Bribery Act）
をはじめとする、当社グループが事業を展開するあらゆる国・地域における贈収賄規制を全て遵守します。利益か法
令・ルール遵守かの選択を迫られた場合には、躊躇なく法令・ルール遵守を優先します。当社グループは、当社グ
ループの贈収賄防止に関する基本的な考え方や役員および社員が遵守すべきルールを明確にし、贈収賄を未然に防止
することを目的として、贈収賄防止基本方針を策定しました。本基本方針は、三井化学グループの全ての役員および
社員に適用されます。

贈収賄防止基本方針や、贈収賄に関する内容が含まれるコンプライアンスガイドブックはグループ全体に周知してい
ます。リスクが高い地域については、マニュアルを作成して従業員に配布するとともに、集合教育を行うなど、贈収
賄防止に向けた取り組みを重点的に実施しています。また、内部統制室が実施する監査には、贈収賄に関する内容が
含まれています。

コンプライアンス教育

1. 贈収賄の禁止

三井化学グループの役員及び社員は、いかなる者との間でも、贈賄行為及び収賄行為を一切行いません。

2. 贈収賄防止体制の整備

三井化学グループは、コンプライアンス担当部署や内部通報窓口の公平かつ公正な運用に努め、贈収賄行為
を防止するための組織体制を維持・運営します。

3. 教育・研修の実施

三井化学グループは、贈収賄行為の防止に向けた倫理意識の更なる徹底、贈収賄防止体制の運用の担保のた
め、役員及び社員に対する定期的な教育・研修を継続します。

4. 監査及び制度の見直し

三井化学グループは、定期的な監査により、贈収賄防止体制が実際に機能しているか否かを確認するととも
に、当該監査結果を基に、本基本方針を含む三井化学グループの贈収賄防止体制の有効性を継続的に見直
し、必要に応じて改善を行います。

5. 取引内容の記録及び保管

三井化学グループは、各国の贈収賄規制及び本基本方針の遵守を裏付けるべく、適切な内部統制システムの
もと、支出に関する承認書面、会計帳簿等を事実に基づき正確に記録し、関連帳票を適正に保管します。

贈収賄防止

三井化学グループ贈収賄防止基本方針
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6. 懲戒

三井化学グループは、その役員及び社員が本基本方針に違反した場合、就業規則等に従い、適切かつ迅速に
処罰を行います。

用語の定義

「贈賄行為」とは、公務員等に対し、営業上の不正の利益を得るために、その職務に関する行為をさせ若
しくはさせないこと、又は、その地位を利用して、他の公務員等にその職務に関する行為をさせ若しくは
させないようにあっせんをさせることを目的として、直接又は間接を問わず、金銭その他の利益を供与す
ること、又は供与の申込み・約束をすることをいいます。
例えば、国公立大学の教職員、国公立病院の医師・職員等に対する供応接待や贈答も、贈賄行為に該当し
得ます。

(1)

「収賄行為」とは、自己又は第三者の利益を図ることを目的として、自らの職務に関する行為に関連し
て、金銭その他の利益の提供を受けること並びにその要求及び約束をいいます。

(2)

「贈収賄行為」とは、贈賄行為及び収賄行為をいいます。(3)

「公務員等」には、以下の者が含まれます。

（i） 政府が議決権のある株式又は出資金額の過半数を直接又は間接に所有する企業等
（ii） 政府が役員の過半数を任命又は指名する企業等
（iii） その他政府が実質的に支配する企業等

(4)

日本及び外国の政府又は地方公共団体（以下「政府」といいます。）の公務に従事する者1

公共の利益に関する特定の事務を行うために特別の法令によって設立された組織の事務に従事する
者

2

政府から特に権益を付与された次に掲げる公的な企業又は団体（以下「企業等」といいます。）の
職員

3

政党及びその職員4

公職の候補者5

公的機関の公務に従事する者6

政府又は公的機関から権限の委任を受けてその事務を行う者7

その他、上記①ないし⑦に準じる者8

「役員及び社員」とは、三井化学グループで働く全ての役員並びに社員、嘱託及び臨時雇用等、三井化学
グループ各社と雇用契約を締結している者をいいます。

(5)
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三井化学グループは、経営ビジョン（企業グループ理念および目指すべき企業グループ像）の実現に向けた事業活動
を行う中で、実効的なコーポレート・ガバナンスの実現のための取り組みを行うことにより、持続可能な成長と中長
期的な企業価値向上が実現できるものと認識しています。

当社グループが行う事業活動では、様々な場面において各国・地域の税制が関与しますが、これを遵守することは、
企業が果たすべき重要な役割の一つです。当社グループは、この役割を十分に果たすため、税務方針を策定し、税務
訴訟や追徴課税のみならず、これらを契機として当社グループや様々なステークホルダーに悪影響が及ぶことを回避
し、企業グループ理念の達成を目指します。

1. コンプライアンス

当社グループは、各国・地域の税務関連法令等を遵守し、各国税法で認められる優遇税制などの恩典を適切に
活用した上で、過不足の無い適正な金額による申告・納税を履行します。
また、当社グループは、税務の正確性を期するために、関連する法令ルールに準拠した適正な経理業務を行い
ます。

2. 税務プランニング

当社グループは、事業活動を反映した公正、適正な税務プランニングを行います。また、税務に関する国際
ルール、事業活動を行う各国・地域における法令を遵守し、税務リスクを最小限に抑えるように努めます。
当社グループは、タックスヘイブンを利用した租税回避行為や事業実態に合致しない税務プランニングは行い
ません。

3. 税務リスクの最小化に向けた対応

当社グループでは、各国税法に従った処理を行うよう努めておりますが、当社グループにおいて妥当と判断し
た処理が各国税務当局の理解を得られない可能性も一定程度は存在するものと考えております。
当社グループでは、必要と認められる場合に外部の税務専門家によるアドバイスを求め、複数の選択肢に関し
て十分な調査、評価、検討を行い、適切な判断を実施します。これにより、税務訴訟や追徴課税が生じるリス
クを最小化出来るものと考えております。

4. 国際税務

（1）移転価格

当社グループは、グループ各社の貢献に応じた国際的な所得配分を行うことにより、各国・地域での適正な
納税が実施されると考えております。この認識の下、当社グループは、OECD 移転価格ガイドライン等の国
際関連規則に準拠し、機能リスク分析に基づいた移転価格算定方法を適用し、国外関連者との取引価格を決
定しています。
当社グループは、移転価格に関する税務リスクを低減するため、外部専門家のアドバイスを受けるととも
に、税務当局への事前確認制度等を利用します。

税務

方針・基本的な考え方

三井化学グループ　税務方針
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（2）二重課税の排除

当社グループは、同一の経済的利益に対して複数の国・地域で二重課税が生じた場合、各国間の租税条約や
相互協議を適用し、これを排除するよう努力します。

5. 税務当局との関係性

当社グループは、税務当局からの問い合わせや情報提供要請について適時対応し、税務当局と良好な関係性を
維持します。
また、当社グループは、税務業務に伴う不確実性の低減及び税の透明性を確保するため、合理的な説明が可能
な税務処理を行うとともに、各国税務当局との見解相違が生じた場合にはこれを速やかに解消するように努め
ます。
また、過去に税務当局から指導を受けた項目については、再発防止策を講じます。

当社グループの税務ガバナンス体制構築の責任は、当社CFOが負っています。

当社経理部は、当該体制が適正に機能するよう、グループ各社経理部門と共に以下のとおり実務運営を行っていま
す。

税務調査対応や移転価格税制等、グローバルベースでの対応が必要な項目については、各社経理部門の協力を得な
がら、グループレベルでの管理の向上を図っています。
各社経理部門で一定程度完結する項目については、各社自らが税務的に適正に業務遂行出来るよう、必要な支援を
行っています。

当社経理部は、各社からの情報に基づきグループ全体の観点から各社・各税目の税務ガバナンス状況を確認し、必要
に応じて改善に向けた施策を講じ、当社CFOに管理状況を適時報告しています。

体制・責任者
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基本的な考え方

三井化学グループは、企業活動において取り扱うお客様や当社に関する情報を適切に取り扱います。法令や社内規則
を遵守するとともに、従業員と情報管理の重要性と責任を共有し、適切な管理を行います。

当社グループは、より良い商品やサービスの提供を行うためにはITによるお客様情報の活用、また当社の保有する情
報を活用していくことが欠かせないものと考えています。情報システムセキュリティの構築は重要な課題と認識して
おり、以下のような取り組みを継続的に行っています。

秘密情報への不正アクセスの防止、情報の不正持ち出しを防止する仕組みの構築

関係会社へのセキュリティリスクに対する教育・啓発および対応レベルのチェック

情報システムを利用するすべての従業員に年1回の情報システムセキュリティに関わる教育の受講の義務

今後さらに増加するサイバー攻撃によるリスクの増加への対応も重要な経営課題として体制の強化を実施していきま
す。

当社グループは、個人情報を適切に取り扱い、保護することが重要な社会的責務であると認識し、「個人情報及び特
定個人情報の保護方針に関する宣言」、「個人情報保護管理規則」を定め、定期的な監査および従業員の社内教育等
を実施しています。また、欧州一般データ保護規則（General Data Protection Regulation：GDPR）に対応したグ
ローバルな個人情報保護体制を整備し、保有する個人情報を適切に管理しています。

個人情報及び特定個人情報の保護について

情報管理

情報システムセキュリティに関する取り組み

個人情報の保護
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マネジメントシステム

グローバル展開




マネジメントシステム

重大事故防止

事故・労働災害

研修

訓練

マネジメントシステム

GHG・エネルギー

産業廃棄物

環境負荷物質

水

生物多様性

環境会計・コンプライアンス




マネジメントシステム

法令遵守と情報伝達

安全な製品の提供

教育

マネジメントシステム

取り組み




マネジメントシステム

安全・品質

安定輸送

レスポンシブル・ケア

レスポンシブル・ケア マネジメント 安全・保安

環境保全 プロダクトスチュワードシップ

製品とサービスの品質 物流
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マネジメントシステム

健康経営

有害物質ばく露防止

労働衛生
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マネジメントシステム

レスポンシブル・ケアとは、化学製品によって生活の質を改善し、社会の持続的発展に貢献
するために、世界の化学産業が統合的に推進している活動のことです。各企業は、化学製品
の全ライフサイクルにわたって安全、健康、環境および品質を確保する活動を自主的に実施
し、活動の成果を公表するとともに、地域社会と対話を行います。レスポンシブル・ケアの
活動は全ライフサイクルにわたるため、この活動の理念は化学製品を製造する化学産業だけ
なく、化学製品を使用するすべての産業にも適用できるものと考えています。

三井化学グループは、当社グループで実施するレスポンシブル・ケアに関し、レスポンシブル・ケア基本方針によっ
て基本的事項を定めています。この方針に従って、安全・保安、環境保全、労働衛生、プロダクトスチュワードシッ
プ、製品とサービスの品質、物流におけるレスポンシブル・ケア活動を推進しています。その取り組みを通じて地域
と社会の期待と信頼に応え、社会と化学産業の持続可能な発展に貢献していきます。

レスポンシブル・ケア基本方針は、三井化学グループの「保安の確保に関する理念、基本方針」に位置付けられてい
ます。国際化学工業協会協議会（ICCA）が策定したレスポンシブル・ケア世界憲章の理念をふまえて策定しました。

レスポンシブル・ケア世界憲章署名企業

三井化学グループは、企業理念及び行動指針に基づき、法令遵守はもとより安全、健康、環境及び品質の継続
的改善により地域と社会の期待と信頼に応え、社会の持続可能な発展に貢献することが私たちの務めと認識
し、関係する人々や企業との良好なコミュニケーションを図り、事業活動を展開していきます。

「安全はすべてに優先する」を私たち全員が心に刻み、無事故・無災害の実現を徹底して追求します。
製品のライフサイクルにわたる人と環境へのリスクを評価し、人々の健康の確保と環境負荷の低減を図りま
す。
技術・製品の開発等の事業活動を通じて人々の生活の質の向上と地球環境の保全に貢献します。
お客様が満足する製品とサービスを提供し、お客様の信頼に応えます。
従業員の心と身体の健康増進に積極的に取り組みます。

1997年10月1日制定
2015年9月1日改正

レスポンシブル・ケア マネジメント

マネジメントシステム グローバル展開

方針・基本的な考え方

レスポンシブル・ケア基本方針
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また、レスポンシブル・ケア基本方針を三井化学グループ全体に浸透させるためガイダンス 
を作成しました。レ
スポンシブル・ケア基本方針とガイダンスは、英語、中国語、韓国語、マレー語など8カ国語に翻訳し、グループ全
体に展開しています。

そのほか、関係会社におけるレスポンシブル・ケア活動をより推進するため、レスポンシブル・ケア世界憲章の各条
項を基に、当社の基本方針や関係会社のレスポンシブル・ケアの体制等を考慮した宣言書として汐留マニフェスト

を作成しました（日本語版、英語版、中国語版）。このマニフェストには、化学物質の製造や販売等に関わる関

係会社（本体工場構内関係会社などは除く）の社長が署名しています。

責任者はレスポンシブル・ケア委員会担当役員です。
レスポンシブル・ケア委員会担当役員が委員長を務めるレスポンシブル・ケア委員会を年3回開催し、レスポンシブ
ル・ケア活動に関する方針・戦略および計画の策定、実績評価、レスポンシブル・ケアに関するシステムの見直しを
行っています。常任委員である各部長（RC・品質保証部長、安全・環境技術部長、生産・技術企画部長、物流部長、
人事部長）は、それぞれの所管のレスポンシブル・ケア活動に関してレスポンシブル・ケア委員会で報告します。レ
スポンシブル・ケア委員会での審議および討議内容は、レスポンシブル・ケア委員会担当役員が責任を持ち、経営会
議へ報告され、経営層のレスポンシブル・ケアへのコミットメントを確実にしています。

レスポンシブル・ケア マネジメント体制

体制・責任者
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レスポンシブル・ケア委員会の役割

レスポンシブル・ケア活動に関する全社横断的な方針・戦略・計画・施策の立案
全社における通年および四半期ごとのレスポンシブル・ケア活動の実績評価
レスポンシブル・ケアの社内広報および周知
レスポンシブル・ケア監査実施結果の評価
レスポンシブル・ケア
システムの見直し等の重要事項の検討

レスポンシブル・ケア委員会の構成

委員長 レスポンシブル・ケア委員会担当役員

常任委員 生産・技術本部長、各事業本部企画管理部長、研究開発企画管理部長、生産・技術企画
部長、安全・環境技術部長、RC・品質保証部長、購買部長、物流部長、人事部長、経
営企画部長、関係会社支援部長、ESG推進室長、内部統制室長、委員長が指名する者

オブザーバー 常勤監査役、労組中央執行委員長、委員長が指名する者

事務局 RC・品質保証部

レスポンシブル・ケアの担当部署は常に情報交換を行って、全社に関わるレスポンシブル・ケア活動の推進を図って
います。各部署の代表者による定例会議を月1回開催しています。また、事業部など部署ごとにRC担当者（レスポン
シブル・ケアの担当者）を選任し、RC担当者会議（年2回）を通じて、レスポンシブル・ケア活動に関する方針・戦
略を全社に展開しています。これらの方針、戦略に基づき、工場、事業部などの各部署で具体的な活動を実施してい
ます。

国内、海外関係会社に対しても、各所管部署が具体的な活動を支援するなど、三井化学グループ全体でレスポンシブ
ル・ケア活動の推進に取り組んでいます。国内関係会社と情報交換会を年2回開催し、レスポンシブル・ケア活動に
関する方針や活動実績の共有を図っています。海外関係会社においては、地域ごとにSHE（Safety,
Health,
Environment）会議を開催し、レスポンシブル・ケアに関する方針・戦略を共有して、当社グループ全体でのレスポ
ンシブル・ケアを推進しています。

工場、事業部、研究所および国内外の関係会社に対して、レスポンシブル・ケア活動が適切に実行されていることを
客観的に評価するため、環境安全監査（環境保全、安全・保安）、労働衛生監査、品質監査、化学品安全監査を実施
しています。環境安全監査および労働衛生監査は内部統制室が実施しています。リスク管理支援部が実施する品質監

内部監査

93



査、化学品安全監査については、適正に実施されているかを内部統制室が監査しています。監査結果は経営会議、レ
スポンシブル・ケア委員会に報告しています。

リスク管理体制

三井化学グループは、各事業所において環境マネジメントシステム、労働安全衛生マネジメントシステム、品質マネ
ジメントシステムの外部認証を取得しています。

外部認証の取得状況

各協会へレスポンシブル・ケア活動実績を報告し、化学産業の社会に対する透明性確保に努めています。
報告先：日本化学工業協会、中国国際化学製造商協会（AICM）、台湾レスポンシブル・ケア協会（TRCA）、シンガ
ポール化学工業協会（SCIC）、タイ工業連盟（FTI）、アメリカ化学工業協会（ACC）、欧州化学品工業連盟
（CEFIC）
また、各協会での活動を通して得た情報から、経営課題となる可能性がある課題を経営層へ報告しています。

イニシアティブの支持

外部認証

各国・各地域の化学工業協会への参画
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レスポンシブル・ケア基本方針のガイダンス 

三井化学グループは、「地球環境との調和の中で、材料・物質の革新と創出を通して高品

質の製品とサービスを顧客に提供し、もって広く社会に貢献する。」との企業理念のもとに

事業活動を展開しています。 

また、三井化学グループの役員、社員一人ひとりの自覚ある行動の積み重ねがお客様や

社会からの信頼につながるものであり、ステークホルダーへの貢献を通じて社会と企業の

持続可能な発展の実現を目指すために、私たちは「誠実に行動」、「人と社会を大切に」、「夢

のあるものづくり」との行動指針に沿って行動します。 

レスポンシブル・ケアは、化学物質の取り扱いにおける安全、健康、環境の継続的改善

を基盤とした化学産業独自の活動として始まりました。この活動の理念は化学産業固有の

ものではなく、すべての産業に共通するものです。そこで、三井化学グループでは、レス

ポンシブル・ケアを化学物質や化学品に限らず、すべての取り扱い製品について、開発か

ら製造、物流、使用、最終消費を経て廃棄に至る全ライフサイクルにわたって、安全、健

康、環境及び品質に関する対策を実行し改善を図る自主管理活動と位置付けています。 

そして、これらの企業理念と行動指針に従い、法令遵守はもとより安全、健康、環境及

び品質の継続的改善により地域と社会の期待と信頼に応え、社会の持続可能な発展に貢献

することが私たちの重要な務めと認識し、その遂行のために、関係する人々や企業との良

好なコミュニケーションを図り、事業活動を展開していきます。なお、この基本方針は、

三井化学グループの「保安の確保に関する理念、基本方針」に位置付けられています。 

 

 

 「安全はすべてに優先する」を私たち全員が心に刻み、無事故・無災害の実現を徹底

して追求します。 

三井化学は、2012 年 4 月 22 日、爆発・火災事故を起こし、かけがえのない

仲間を失い、社会からの信頼を失ってしまいました。「このような事故を二度と

起こさない」との思いを実現するために、抜本的安全活動の徹底に取り組んで

います。しかしながら、安全文化の確立は一朝一夕にできるものではありませ

ん。安全活動を愚直に継続していくことで、「最も安全に優れた企業グループ」

となるよう、一歩一歩着実に取り組んでいきます。 

また、地震や津波、台風などの自然災害に対しても日常的な対応訓練や緊急

停止などの設備対策の備えにより、安全・安定な操業を目指します。 

これらにより、「地域に調和した産業基盤の実現」と社会からの信頼確保を目

指します。 
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 製品のライフサイクルにわたる人と環境へのリスクを評価し、人々の健康の確保と環

境負荷の低減を図ります。 

 

三井化学グループは、持続可能な開発に関する世界首脳会議（通称 WSSD）の

国際公約である、「2020 年までに化学物質の人や環境への悪影響を最小化する」

という目標（WSSD 目標）に向けて、確実な化学物質管理を推進します。そのた

めに、製品のライフサイクルにわたり、化学物質による人と環境へのリスクを

評価し、人々の健康の確保と環境負荷の低減を図ります。評価結果は情報とし

てステークホルダーに提供し、安心な社会づくりに貢献します。 

 

 技術・製品の開発等の事業活動を通じて人々の生活の質の向上と地球環境の保全に貢

献します。 

三井化学グループは、「環境と調和した共生社会の実現」、「健康・安心な長寿

社会の実現」といった社会課題に対して、事業を通じた貢献を目指しています。

そのために、人々の生活の質の向上と地球環境の保全に貢献する技術・製品を

積極的に開発し、社会に提供します。 

 

 お客様が満足する製品とサービスを提供し、お客様の信頼に応えます。 

製品とサービスの提供においては、お客様の視点で品質を確保し、信頼に応

えていくことが重要です。そのために、お客様における製品の用途を把握し、

満足して使用していただける製品を提供していきます。 

 

 従業員の心と身体の健康増進に積極的に取り組みます。 

「社員の健康は会社の健康に直結する」、「社員の健康を増進することは社会へ

の貢献である」との理念のもと、三井化学グループで働くすべての人々の健康

増進に積極的に取り組みます。身体の健康だけではなく、心の健康も重要な課

題です。そのために、社員の自主的な健康確保の支援を図り、活気ある職場環

境の形成を促進します。 

 

2015 年 9 月 1 日 
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レスポンシブル・ケア汐留マニフェスト 

 

三井化学グループは、「地球環境との調和の中で、材料・物質の革新と創出を通して高品質

の製品とサービスを顧客に提供し、もって広く社会に貢献する。」との企業理念のもとに事

業活動を展開しています。 

 

そのために、三井化学グループは、化学製品の開発から製造、物流、使用、最終消費を経

て廃棄に至る全ライフサイクルにわたって環境・安全・労働衛生・品質が確保されている

という社会からの信頼を得るための自主管理活動である、レスポンシブル・ケア活動を推

進します。 

 

私たちは、三井化学グループの一員として、次の取組みを行います。 

 

１．レスポンシブル・ケア活動の推進においてリーダーシップを発揮するとともに、すべ

ての従業員が積極的にレスポンシブル・ケア活動に関与する文化を醸成します。 

 

２．環境保全、保安防災、労働安全・衛生、化学品安全、品質マネジメント及び物流安全

に関する自社の仕組みとパフォーマンスを継続的に改善し、人々の安全と環境を守り

ます。 

 

３．化学製品に関する安全法規の遵守に留まらず、より高いパフォーマンスを目指して、

化学製品の健全な安全管理に努めます。 

 

４．化学製品の安全管理のより一層の向上のため、製品を取り扱う物流業者及び製品の使

用者へ製品の安全性情報等を提供し、適切な安全管理の実施を働きかけます。 

 

５．安全操業に関する取組みと製品安全に関する情報を、自治体をはじめとする地域社会

と共有し、地域社会からの信頼確保に努めます。 

 

６．レスポンシブル・ケア活動の着実な実施を通して、三井化学グループの持続的な成長

ひいては社会の持続的な発展に貢献します。 

 

 

 社長署名                    

 会社名  見本  

 日付      年   月   日 
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市原工場

茂原分工場

名古屋工場

大阪工場

岩国大竹工場

大牟田工場

工場

工場

工場

工場

清水工場

工場

大阪工場

本社

工場

宇都宮工場

船岡工場

新城工場

鳥栖工場

本社・清水工場

柏原工場

工場

埼玉事業所

大竹事業所

本社

勝田工場

茨城工場

浜松工場

安城工場

工場

徳山工場

本社・八尾工場

大牟田工場

天津工場

蘇州工場

工場

工場

工場

工場

工場

工場

工場

作新工業（株）

サンメディカル（株）

サンレックス工業（株）

下関三井化学（株）

ジャパンコンポジット（株）

（株）東洋ビューティサプライ

日本アルキルアルミ（株）

（株）プライムポリマー

北海道三井化学（株）

国

地域

日本

中国

会社 事業所
外部認証

環境 労働安全衛生 品質

国

地域
会社 事業所

外部認証

環境 労働安全衛生 品質

外部認証の取得状況（2020年6月時点）

Mitsui Chemicals Group  ESG Report Appendix

三井化学（株）

宇都宮化成工業（株）

三井化学産資（株）

三井化学東セロ（株）

四国トーセロ（株）

三井化学SKCポリウレタン（株）

山本化成（株）

天津天寰ポリウレタン有限公司

三井化学不織布（天津）有限公司

三井化学功能複合塑料（上海）有限公司

三井化学複合塑料（中山）有限公司

張家港保税区三井允拓複合材料有限公司

佛山三井化学SKCポリウレタン有限公司

三井化学エムシー（株）

三井化学サンアロイ（株）

※ 三井化学事業所内にあり、三井化学事業所の認証範囲に含まれる。

韓国 KOC Solution CO.,Ltd

東南

アジア

Mitsui Elastomers Singapore Pte. Ltd.

Mitsui Phenols Singapore Pte. Ltd

Prime Evolue Singapore Pte. Ltd.

ISO14001

ISO14001

ISO14001

ISO14001

ISO14001

ISO14001

ISO14001

ISO14001

ISO14001

ISO14001

※ ※

ISO14001

ISO14001

ISO14001

ISO14001

ISO14001

ISO14001

ISO14001

ISO14001

ISO14001

ISO14001

ISO14001

ISO14001

ISO14001

ISO14001

ISO14001

OHSAS18001

OHSAS18001

OHSAS18001

OHSAS18001

OHSAS18001

OHSAS18001

ISO9001

ISO9001

ISO9001

IATF16949

(電解液事業)

ISO9001

ISO9001

ISO9001

ISO9001

ISO13485

ISO9001

ISO9001

ISO9001

ISO9001

ISO9001

ISO9001

ISO9001

ISO9001

ISO9001

ISO9001

ISO9001

ISO9001

ISO9001

ISO9001

ISO9001

ISO9001

ISO9001

ISO9001

ISO9001

ISO9001

ISO9001

ISO9001

ISO9001

ISO9001

ISO9001

ISO9001

ISO9001

ISO9001

ISO14001 ISO9001

ISO14001

ISO14001

OHSAS18001

OHSAS18001

ISO9001

ISO9001

ISO9001

ISO14001 OHSAS18001 ISO9001

工場 ISO14001

IATF16949

ISO9001

工場 ISO14001 ISO9001

QC080000

ISO9001

※ ※

※ ※
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東南

アジア

米州

欧州

＊ ISO14001認証は製造拠点59カ所のうち、44か所（75％）で取得。

＊ OHSAS18001またはISO45001認証は製造拠点59カ所のうち、19か所（32％）で取得。

Mitsui Chemicals Group  ESG Report Appendix

SDC Technologies Asia Pacific, Pte. Ltd.

Grand Siam Composites Co., Ltd.

Mitsui Hygiene Materials (Thailand) Co., Ltd.

Siam Tohcello Co., Ltd.

Thai Mitsui Specialty Chemicals Co., Ltd.

P.T. PETnesia Resindo

Mitsui Chemicals Scientex SDN. BHD.

MCNS Polyurethanes Malaysia SDN. BHD.

PT. MCNS Polyurethanes Indonesia

Mitsui Prime Advanced Composites India, Pvt.Ltd.

Advanced Composites, Inc.

Advanced Composites Mexicana, S.A. de C.V.

Anderson Development Company

Mitsui Prime Advanced Composites do Brasil
Indústria e Comércio de Compostos Plásticos S.A.

Acomon S.R.L.

ISO9001工場

ISO14001 ISO45001

ISO14001 OHSAS18001工場 ISO9001

IATF16949

ISO9001工場

ISO50001

ISO14001 OHSAS18001 ISO9001工場

ISO14001

ISO14001

SMK3

OHSAS18001

OHSAS18001

ISO9001

ISO9001

工場

工場

ISO14001

ISO14001

OHSAS18001 ISO9001

ISO9001

工場

工場

ISO14001 OHSAS18001 ISO9001工場

ISO14001 ISO9001工場

ISO14001 ISO45001 ISO9001

IATF16949

オハイオ工場

ISO14001 OHSAS18001 ISO9001テネシー工場

ISO14001

Clean Industry

ISO9001工場

ISO14001

RC14001

ISO9001工場

ISO9001工場

ISO14001 ISO9001工場

SDC Technologies, Inc. ISO9001工場

国

地域
会社 事業所

外部認証

環境 労働安全衛生 品質

SMK3

IATF16949
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グローバル展開

当社グループ全体でレスポンシブル・ケアを推進するため、国内・海外の関係会社へ活動を展開しています。

日本を中心とし、関係会社の進出地域である中国・アジア・欧州・米州からなる5つの地域で情報ネットワークを構
築しています。各地域内ではレスポンシブル・ケアに関わる情報を各国の業界団体などから収集し、本社で集約、解
析を行い、三井化学グループでの共有化を図っています。
また、各地域のレスポンシブル・ケア活動のプログラムとして、関係会社のレスポンシブル・ケアの担当者が集ま
るSHE（Safety,
Health,
Environment）会議を開催しています。事故・労働災害などの事例分析を通した関係会社間
の相互学習やベストプラクティスを習得する場となっています。

2019年7月に上海で開催した「中国域内関係会社SHE会議」に、中国域の関係会社9社が参加しました。今回は、安
全・環境について各社の取り組みを情報共有、意見交換しました。また、HAZOP（Hazard
and
Operability
Studies）手法などの研修も実施しました。

2019年11月にカリフォルニア州で開催した「米州RC会議」に、米州の5社が参加し、安全のための種々の取り組みや
プロダクトスチュワードシップなどの活動を共有しました。また、三井化学グループ内で発生した事故の解析事例を
紹介しました。

2019年3月にタイ・バンコクで開催した「アジアパシフィック域RC会議」に、アジアパシフィック域の15社が参加
し、環境・安全活動について情報共有をしました。

当社グループのレスポンシブル・ケアに関する活動は、社外から高い評価を得ています。

レスポンシブル・ケア マネジメント

マネジメントシステム グローバル展開

グローバルなネットワーク

中国

米州

アジアパシフィック

三井化学グループのレスポンシブル・ケアに対する評価
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名古屋工場が日本化学工業協会より「レスポンシブル・ケア優秀賞」を受賞
しました。当工場は名古屋市という都市部に位置していることから、特に環
境の分野においては工場全体で環境負荷の低減を継続的に推進してきまし
た。今回の受賞は、地道な活動によるGHG削減や、排水・産業廃棄物の削減
など工場環境保全の幅広い活動であること、事業再編による工場再構築と並
行して工場一丸となって取り組んでいること、都市型立地工場において行政
の協力や地域住民の理解を得るために働きかけていること、などが評価され
たものです。

三井化学
名古屋工場、日本化学工業協会より「レスポンシブル・ケア優秀
賞」を受賞
都市型立地工場における幅広い環境負荷低減活動が評価




また、当社の研究開発拠点である袖ケ浦センターが日本化学工業協会より
「安全優秀特別賞」を受賞しました。これは研究開発に従事する従業員が全
員参加で、安全意識向上、安全活動に取り組んだ結果、無災害を継続してい
ることが評価されたもので、日本化学工業協会・安全表彰のうち研究所を対
象とした賞としては最高賞となります。

日本化学工業協会より
三井化学の袖ケ浦センターが「安全優秀特別賞(研究
所)」を受賞～
継続的かつ優れた安全活動が評価
～




三井化学は、2019年4月に国際化学品製造商協会（AICM）より、2019
RC
C
hairman’s
Awardを受賞しました。この賞は、レスポンシブル・ケアに関わ
る様々な活動において卓越した実績があり、長年にわたり中国化学産業の持
続的発展と市民社会に貢献した企業に与えられ、隔年で受賞企業が発表され
ます。今回の受賞は、中国における関係会社の危険予知活動の強化や作業環
境の改善等、安全に関わる地道な活動を実施してきたこと、その実績である
安全・環境データを継続して報告していることに加え、安寧省希望小学校で
の科学実験教室の開催が評価されたものです。

日本企業で初めて、中国国際化学品製造商協会より「RC
Chairman’s
Award
」を受賞～
中国化学産業の持続的発展と社会への貢献が評価
～




RC・品質保証部長　松江
香織（上段、
右から６番目）

P.T.
PETNESIA
RESINDOは、2019年3月に、インドネシア労働省（Ministry
of
Manpower）から、Zero
Accident
Awardを受賞しました。

MITSUI
PHENOLS
SINGAPORE
PTE.
LTD.は、2019年3月に、Singapore
Chemical
Industry
Council
(SCIC)か
らSCIC
Responsible
Care
Awardsを受賞しました。“Community
Awareness
and
Emergency
Response
Code”カテ
ゴリーのExcellenceなどを受賞しました。さらに、the
SCIC-SCDF
(the
Singapore
Civil
Defense
Force)

日本

中国

インドネシア

シンガポール
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Responsible
Care
Collaboration
and
Recognition
Scheme
2018の認定も受けました。MITSUI
ELASTOMERS
SINGAPORE
PTE
LTDも、SCIC
Responsible
Care
Awardsを受賞しました。４カテゴリーでAchievementsを受賞し
ました。
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マネジメントシステム

安全は三井化学グループの持続可能な成長に向けて大前提となる課題であると認識しています。安全は、社会からの
信頼の礎であると同時に、安全確保に取り組むことは、ものづくりの質を高め、経済軸における企業価値向上にもつ
ながると考えています。
この考え方のもと、「安全はすべてに優先する」という経営方針を掲げ、レスポンシブル・ケア基本方針において、
「安全はすべてに優先する」を私たち全員が心に刻み、無事故・無災害の実現を徹底して追求します』と記載してい
ます。また、経営トップは当社グループの全従業員に対して、期首講話、工場訪問時や安全の日の訓示、社内報で社
長メッセージなどとして繰り返し発信しています。

当社グループは、グローバル拡大・事業ポートフォリオ変革に伴い、人・設備・技術が多様化しても、高レベルの安
全を維持していることが、安全・保安の目指す姿と定め、本質安全を実践できる人材育成、安全文化のグローバル展
開、高度な安全技術の導入・展開に取り組んでいきます。

請負業者を含む三井化学グループで働くすべての従業員ひとりひとりが「安全は、自分自身のため、家族のため、同
僚のため、社会のため」という認識を絶えず持ち、地道に安全文化の醸成に取り組みます。

安全・保安

マネジメントシステム 重大事故防止 事故・労働災害

研修 訓練

方針・基本的な考え方
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社長を最高責任者、生産・技術本部担当役員を責任者とし、生産・技術本部　安全・環境技術部が安全・保安の戦略
を策定、展開・推進しています。レスポンシブル・ケア委員会では、戦略の進捗状況などを報告し、委員会でのレ
ビューおよび社内外の環境分析から導かれる課題を受けて、年次計画・中長期計画を策定しています。

各拠点との会合を定期的に開催するなど、各事業部、生産拠点、関係会社と連携して、安全・保安を推進していま
す。安全・環境技術部は、国内拠点における安全・保安に関する重点課題目標の達成状況を定期的に確認し、その進
捗を把握しています。また、グループ全体の重大事故発生情報や労働災害情報は、安全・環境技術部が集約・解析し
た情報をグループ全体で共有しています。
また、本社では経営と労働組合が、労使協議会を定期的に開催し、安全、衛生に関する前向きな議論を重ねていま
す。さらに、各拠点の責任者と労働組合員が参加する安全衛生委員会を拠点ごとに開催し、労働災害を含む労働安全
衛生に関する事項の報告および討議を行っています。

内部統制室は三井化学グループの工場、研究所に対して環境安全監査（環境保全および安全・保安）を行っていま
す。

環境安全監査(安全・保安) 「安全はすべてに優先する」が徹底され、事故・労働災害撲滅に向けた取り組
みがなされているか、また関係法令を遵守しているかなどを確認。是正や改善
が必要な不備ついて指摘。

対象：本体およびグループ関係会社の工場と研究所。

現地監査の頻度：1年から3年の周期（監査先の規模や業態および管理レベル等
を考慮。）

事故

KPI 集計範囲
2019年度 2020年度 中長期

目標 実績 達成度 目標 目標

重大事故 の件数 三井化学
グループ

0件 0件 ○ 0件
0件継

続(2025年)

異常現象・事故 の件数 三井化学
グループ

5件以下 18件 × 7件以下 ─

※1 重大事故：
石化協の事故評価基準（CCPS
評価法）が定める強度レベルが18ポイント以上の事故。

※2 異常現象・事故：
石化協の事故評価基準の強度レベルが18ポイント未満であるが、関係法令を考慮した当社基準でモニタリングすべきと判断した
現象・事故。

体制・責任者

内部監査

目標・実績

※1

※2
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労働災害

KPI 集計範囲
2019年度 2020年度 中長期

目標 実績 達成度 目標 目標

重大労働災害 の件数 三井化学
グループ

─ 0件 ─ 0件 ─

重視する労働災害 の度数
率

三井化学
グループ

0.15以下 0.31 × ─
0.15以

下(2025年)

三井化
学

─ 0.00 ─ 0.15以下 ─

国内関係
会社

─ 0.83 ─ 0.15以下 ─

海外関係
会社

─ 0.62 ─ 0.15以下 ─

工事協力
会社

─ 0.25 ─ 0.23以下 ─

※1 重大労働災害：
死亡、負傷または疾病により障害等級1～7級に該当した労働災害。

※2 重視する労働災害：
業務に直接関わるもので、休業・死亡に至った労働災害または、不休業または微傷災害のうち、原因が重大で死亡または休業に
至る恐れのあった労働災害。

※3 ：構内運転協力会社含む。

※1

※2

※3
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重大事故防止

三井化学グループでは、「安全はすべてに優先する」という経営方針のもと、全グループを挙げて様々な安全活動に
取り組んできました。しかしながら、2012年岩国大竹工場でレゾルシン製造施設爆発火災事故が発生しました。二
度とこのような事故を起こさないよう抜本的安全対策をはじめとした再発防止に努めていきます。

当社社長は、「安全の日」、「全国安全週間」等にて、「安全はすべてに優先する」という経営方針を三井化学グ
ループ全社員に繰り返し発信しています。2019年度の実績は以下のとおりです。また、副社長、専務、生産・技術
本部長等会社幹部も本体および国内外関係会社の生産拠点を訪問し、現場への積極関与を行っています。

新年挨拶会、期首講話で本社社員に安全最優先の直接訓示（国内拠点に同時中継）
安全の日に関連して、社長の安全訓話をグループ全体に発信、社内報で「安全最優先」を発
信安全の日に本社で社員に直接訓示（国内生産拠点に同時中継）
全国安全週間に関連して、社長メッセージをグループ全体に発信
工場訪問時に安全に関して直接訓示（計器室、講堂等）
社内報に、横浜国立大学教授・安全工学会副会長の三宅淳巳氏と社長との安全対話を掲載

抜本的安全対策は、2013年の開始以降、下図に示す全体像を構築し、全社を挙げて取り組んでいます。

安全・保安

マネジメントシステム 重大事故防止 事故・労働災害

研修 訓練

経営トップの安全・保安に対する強いコミットメント

抜本的安全対策

三井化学は、2012年4月22日に発生した当社岩国大竹工場レゾルシン製造施設爆発火災事故を厳粛に受け止め、全社
の安全・保安の確保に関わる問題点を徹底的に見直し改善するために、抜本的安全対策への取り組みを開始し7年が
経過しました。多くの議論を重ねて展開してきた諸施策は日常的活動に落とし込まれ、日常課題としてPDCAをまわ
しながら活動を継続しています。抜本的安全対策は、安全レベルのさらなる底上げにつなげるべく、メリハリをつけ
ながら今後も継続して推進していきます。

抜本的安全対策推進の全体像
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※1 ステアリングコミッティ：
「抜本的安全」を速やかに進行させるために、図に示すメンバーが一同に会し、全体課題を議論し、活動の方向付けを行う場の
こと。

※2 安全アドバイザー：
日々の活動に入り込み、意見交換を通じて工場全体の安全レベル向上を担うベテラン社員。

抜本的安全対策は3つの重点課題を11項目の方策に展開し、全社で具体的な取り組みを進めています。多くの方策は
日常的な課題に位置付けるところまで進んでいます。2019年度は、2017年に発生した茂原分工場での火災事故の対
策として、2018年に引き続き安全技術が伝承されるシステムの構築に取り組みました。また2018年に大阪工場の定
期修理期間の工事中に発生した煙突火災に関しては、工事管理体制の見直しを進めています。また、ライン管理者
への教育は、これらの教訓を取り入れた研修内容に改訂して取り進めています。

抜本的安全対策のポイント

社長以下で構成するステアリングコミッティ※1 で全社課題を議論し活動を方向付
け経営層を筆頭に本社組織の工場訪問機会を増やし、積極対話で安全に関与
社外有識者の方々等の第三者によるご指摘を工場運営に反映
工場長による安全対話や安全アドバイザー※2 による工場横断的な安全活動点検課
長主催の班長会議等の場で意思疎通強化

抜本的安全対策の進捗
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重点3課題、11方策
実行スケジュール（年度）

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

(１) ライン管理者が現場に集中し、しっかりとマネジメントができること

① ライン管理者の業務負荷軽減 継続

② ライン管理者の育成 (責任と権限の明確化) 継続 強化

(２) 技術力の向上と、技術伝承を確実に行えること

③ 現場感覚を有するエンジニアの育成 継続

④ 安全技術が伝承されるシステムの構築 継続 強化

⑤ 技術評価システムと体制の見直し 継続 強化 継続

(３) 安全最優先の徹底とプロ意識の醸成、業務達成感が得られること

⑥ 安全・環境部の組織変更・機能強化 継続 強化

⑦ 「安全はすべてに優先する」の徹底 (基本徹底、診断)

⑧ プロ意識の醸成と強化 (マニュアル全面改訂追加) 継続

⑨ チーム力・職場内コミュニケーションの強化 継続

⑩ 魅力ある上位職の設定 (人材委員会等) 継続

⑪ 安全成績や業務での達成感獲得 継続

HAZOPは解析のリーダーであるHAZOPリーダーの役割が重要になります。当社ではHAZOPリーダーを育成するた
め、2013年度から製造部スタッフなどを対象に、全工場で解析手法や検討の考え方を演習形式で学ぶ研修会を実施
しています。今後も研修会を計画的に実施し、HAZOPリーダーの育成とHAZOPのレベル向上を図っていきます。

リスクアセスメントの徹底

三井化学では、設備の新設・増設・改造時における安全性評価や、プラントの危険摘出にHAZOP※1 を実施し、事故
の未然防止に取り組んでいます。さらに、岩国大竹工場で発生したレゾルシン製造施設爆発火災事故の反省を受け
て、非定常作業まで検討範囲を広げています。非定常リスクアセスメントの取り組みは、継続的かつ発展的なもの
へとなっています。当社は、引き続きリスクアセスメントの徹底を推進します。

HAZOPリーダーの育成
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※1 HAZOP：
Hazard and Operability Studies。正常からのずれを網羅的に想定し、ずれの原因、起こりうる影響を解析し、安全対策を検討

する手法。

※2 What-if：
「もし ... であるのであれば」という質問を繰り返すことにより、起こりうる影響を解析し、安全対策を検討する手法。

三井化学グループは、慶應義塾大学大学院システムデザイン・マネジメント研究科および新潟大学と連携して安全
文化診断を実施しています。この安全文化診断を通じて、職場の強み・弱みの見える化が可能です。また、階層別
のあらゆるギャップについて職場内討議を重ねることで、職場のコミュニケーション向上ツールとしても活用して
います。
2019年度は、大阪工場、大牟田工場で診断を実施し、本体5工場全てが2回目の受診を終えました。前回診断から約4
年経過しているので、これまでの職場活性化活動の効果、職場を取り巻く環境変化の影響等を知ることができまし
た。また関係会社1社が2回目の診断を受けました。
この診断は、職場の安全文化を自己認識する上で有効であると判断しており、今後も継続して活用していきます。

大牟田工場での説明会

安全文化診断の展開状況

三井化学

～2018年度 2019年度

非定常リスクアセスメントの取り組み

2013年度から2014年度にかけて、各工場のモデルプラントでの試行により確立した緊急停止時の点検方法に基づ
き、工場ごとに編成した点検グループが、各プラントの緊急停止に関して点検を実施、最終的には本社メンバーが
各工場の点検結果のフォローアップを行いました。

2014年度からは、複数のモデルプラントでWhat-if※2 とバッチHAZOPを併用した評価方法の検証を行いまし
た。2015年度に大阪工場と市原工場で非定常作業「スタートアップ」のリスクアセスメントを開始、2016年度より
全工場に適用し2020年度も継続しています。

安全文化診断
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市原工場 ●●

茂原分工場 ● ●

名古屋工場 ●●

大阪工場 ● ●

岩国大竹工場 ●●

大牟田工場 ● ●

※ 本体工場の工場長がレスポンシブル・ケア運営の責任を持つ工場構内関係会社を含む。

関係会社

～ 2018年度 2019年度

国内

（株) 東洋ビューティサプライ
サンアロイ（株）
サンレックス工業（株）
三井化学SKCポリウレタン（株）徳山工場宇
都宮化成工業（株）宇都宮工場、船岡工場、新
城工場、鳥栖工場
下関三井化学（株）
山本化成（株）八尾工場、大牟田工場
三井化学産資（株）埼玉事業所
本州化学工業（株）和歌山工場

三井化学サンアロイ（株）

海外
Mitsui Hygiene Materials (Thailand) Co., 
Ltd.
三井化学不織布（天津）有限公司

当社グループは、継続して保安力向上センターの保安力評価を受診しています。これは、主に石油・石油化学品を取
り扱う製造業を対象に、安全基盤と安全文化の観点から保安力を評価するもので、保安力に関する強みや弱みが数値
で見える化できます。保安力向上センターは、保安力センター評価を通じて、日本の化学産業の安全レベルの引き上
げを目指しており、当社はその趣旨に賛同しています。
大阪工場、市原工場に続き、2018年4月に岩国大竹工場においても、保安力の自己評価を実施した後に、保安力向上
センターの評価を受診しました。今後は、大阪工場が受診する見込みです。
保安力向上センターという第三者からのアドバイスを今後の安全・保安活動に活かしていきます。

※

※

※

※

※

※

保安力の第三者評価受診
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結果報告会の様子（岩国大竹工場）

当社は、2014年5月の経済産業省の通知を受けて、既存の高圧ガス設備についての耐震評価を概ね終了しました。評
価結果に基づき改修計画を策定し、計画的に耐震補強工事を実施中です。

既存の高圧ガス設備の耐震性向上対策
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事故・労働災害

三井化学グループは、重大事故や異常現象・事故の発生件数、労働災害の度数率をKPIとして設定し、モニタリング
しています。

2019年度、当社グループにおける重大事故 
は目標0件に対し、0件でした。また、異常現象・事故 
は目標5件以
下に対し18件で増加傾向にあります。そのうち13件が設備起因であることから、その発生防止対策が課題となってい
ます。これについては、再発防止のための施策として、①
適切なメンテナンス計画の策定、②
変更管理（リスクア
セスメント）の強化、③
工事品質の向上を掲げて進めていきます。

※1 重大事故：
石化協の事故評価基準（CCPS
評価法）が定める強度レベルが18ポイント以上の事故。

※2 異常現象・事故：
石化協の事故評価基準の強度レベルが18ポイント未満であるが、関係法令を考慮した当社基準でモニタリングすべきと判断した
現象・事故。

重大事故および異常現象・事故の件数

※ 本体工場の工場長がレスポンシブル・ケア運営の責任を持つ工場構内関係会社を含む。

安全・保安

マネジメントシステム 重大事故防止 事故・労働災害

研修 訓練

重大事故および異常現象・事故

※1 ※2
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当社の労働災害度数率は、日本全産業平均や化学品産業平均の度数率と比較して、レベルの高い状況に維持されてい
ますが、世界最高水準の安全を目指し、「重視する労働災害 の度数率0.15以下」を目標としています。
2019年度、三井化学グループ全体の重視する労働災害の度数率は0.31となり、目標未達が続いています。引き続き、
危険に対する感性を持つ人材育成やグループ全体への安全文化の浸透が長期的な課題となっています。型別で見る
と、「挟まれ・巻き込まれ」は重篤な労働災害につながる可能性が高いため、ここ数年重点課題として取り組んでい
ます。しかしながら国内関係会社での発生が収束していないという状況を受けて、2020年度は特に、国内関係会社の
挟まれ・巻き込まれ防止対策の支援に注力する予定です。

また、2020年度以降の目標の見直しを行いました。一つは、グループ全体として絶対に守るべき目標として重大労働
災害 の発生ゼロを掲げました。次に、重視する労働災害の度数率については、発生区分毎に目標を設定しました。
三井化学、国内関係会社、海外関係会社および工事協力会社に分け、管理の明確化を行います。特に、工事協力会社
の目標については、実績の直近３年平均を下回るように見直しています。これは近年、一時的に工場に入構する方の
労働災害事例が増えており、当社は工事発注者としての安全管理に努めているという背景があります。このように、
発生区分別の課題への対策を個々に実行することで、労働災害の発生防止に努めていきます。

※1 重視する労働災害：
業務に直接関わるもので、休業・死亡に至った労働災害または、不休業または微傷災害のうち、原因が重大で死亡または休業に
至る恐れのあった労働災害。

※2 重大労働災害：
死亡、負傷または疾病により障害等級1～7級に該当した労働災害。

三井化学と日本全産業・日本化学業界の労働災害度数率の比較

＊ 度数率とは、100万延実労働時間当たりの労働災害による死傷者数で、災害発生の頻度を表します。
度数率
=
災害被災者数×100万時間
/
全従業員の合計労働時間
日本全産業平均、日本化学業界平均は、休業災害度数率を示します。
三井化学のデータは、2012年度上期までは休業災害度数率、2012年度下期以降は重視する労働災害の度数率を集計しました。

【出典】

※1 厚生労働省白書労働災害動向調査

※2 中央労働災害防止協会
安全の指標

労働災害

※1

※2
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重視する労働災害の度数率

※ 構内運転協力会社含む。

不休業以上の労働災害の型別件数

＊ 三井化学の運転・工事協力会社を含む。
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研修

三井化学グループは危険に対する高い感性を持つ人材の育成やグループ全体への安全文化の浸透に向けて、研修など
様々な取り組みを実施しています。

三井化学はレゾルシン製造施設爆発火災事故を風化させないために、4月22日を「安全の日」に制定し、例年「安全
を誓う式」や講演会を開催しています。2020年度は新型コロナウイルスの感染予防のため、行事内容を縮小しました
が、社長訓話を三井化学グループ全体に向けて発信し、「安全はすべてに優先することを、心に刻んで行動する」こ
とを全員で誓い合いました。また拠点ごとに構内一斉放送システムやWeb会議システムを活用して、社長や工場長の
訓話を伝達する等、安全第一を改めて発信しました。

本社「安全を誓う式」（2019年4月）




岩国大竹工場「安全を誓う式」（2019年4月）

三井化学グループでは、事故・労働災害の撲滅のため、本体工場および国内外の関係会社で危険予知（KY）・指差し
呼称の定着化と活性化に向けた取り組みを行っています。

本体工場では、工場ごとに計画、実施、評価、改善を行いレベルアップにつなげています。そのなかでも、危険なこ
とを危険と認識し、それを防ぐ安全行動ができる人材の育成が重要であるとの考えから、各工場においてKY教育を継
続して実施しています。また、KY活動の推進役として各工場にはKY指導員が選任されており、年1回の全体会議を開
催しています。会議では各工場の取り組み状況の報告やKY活動を進める上での悩みや疑問に関する意見交換等を行
い、自工場のKY活動の参考にしています。

国内外関係会社のKY・指差し呼称についても、安全・環境技術部が継続して研修支援を行っています。関係会社すべ

安全・保安

マネジメントシステム 重大事故防止 事故・労働災害

研修 訓練

安全の日

危険予知（KY）・指差し呼称
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てがKY活動、指差し呼称の意義や必要性を理解しており、それらを実際の作業に活かし、定着化できるよう支援して
います。研修は実作業に即した演習、発表やチーム討議を取り入れ、自分たちの日常の作業を振り返り、より安全行
動が取れるよう意識付けをしています。KY・指差し呼称の定着にはキーマンが必要であり、研修を通じて育成を進め
ています。

KY研修実績

 
受講者数（総研修時間）

2017年度 2018年度 2019年度

三井化学 608（2,128hr） 963（3,659.4hr） 1,010（2,424hr）

国内関係会社 411（1,233hr） 357（821.1hr） 259（725.2hr）

海外関係会社 122（488hr） 68（340hr） 37（222hr）

計 1,141（3,849hr） 1,388（4,820.5hr） 1,306（3,371.2hr）

三井化学グループの各生産拠点では、作業に伴い各人がヒヤッとしたこと、ハッとしたこと（ヒヤリハット）を摘出
し、組織内でそれらの情報を共有する活動を継続して実施しています。
各生産拠点の労働安全衛生マネジメントシス
テムに則り、ヒヤリハットの発生原因や予防対策を組織で決めて、関係者に周知啓発し、実作業におけるハード／ソ
フト対策を立案し実行しています。それら予防対策の実施に際し、必要な資源を継続して確保しています。具体的活
動例は以下のとおりです。

大竹製造課では、他職場や他工場の事故・労働災害を参考に、①
階段、床の腐食や踏み抜き懸念箇所、②
窒素雰囲
気のまま開放点検等を実施する機器、③
アルキルアルミの取り扱いに由来する火災リスクという化学プラントに特有
のヒヤリハット個所やヒヤリハット作業の摘出を課員全員で手分けして行いました。職場の安全衛生委員が、提出さ
れたヒヤリハットの中から危険と考えられる設備や作業を選択し、月次で班員に周知して災害の未然防止を図ってい
ます。また、改善案を提案し現場の安全・安定化につなげています。

農医薬課では、課員および運転協力会社社員が、特定のプラントを対象に不安全箇所や不安全行動につながる設備や
作業の不具合について、班会や協力会社の安全懇談会等で議論・抽出を行いました。作業をなくせないか、作業方法
を変えられないか、設備改造で改善できないかという視点で、抽出したひとつひとつの案件を検討し改善を進めてい
ます。

大竹事業所では、過去3年で最もヒヤリハット提出件数が多かった交通事故予防・転倒防止に絞り込み、大竹事業所
内に留まらず三井化学大竹工場全体にまで展開した交通危険マップを作成しました。また、ヒヤリ発生箇所の安全対
策実施に加え、標識・表示類を更新する事で、事業所内の危険箇所の削減と安全意識の向上を推進しています。

ヒヤリハット活動

岩国大竹工場

大牟田工場

三井化学産資（株）

116



三井化学の各工場では、工場の特性を鑑み、生産現場力強化、意識改革・人材育成、職場活性化、業務改善などの課
題や困っていることに対して、少人数のグループ単位で活動を行う小集団活動を実施しています。この活動を通じ
て、一致団結し、工場活性化のボトムアップを図っています。
活動の成果は発表会を通じて工場全体で共有化し、好事例を表彰することでモチベーションアップにつなげていま
す。また、職場活動の参考にするなど水平展開し、職場および工場全体の活性化とレベルアップを推進しています。
代表的な活動例は以下のとおりです。

エラストマー1課では、自職場で製造する製品の特定銘柄において規格外品が比較的多いことに着目しました。規格
外品の低減に向けて、運転員と常勤者が互いに協力し合いながらその原因究明、対策立案、企画検討に取り組み、製
造条件の見直しに至りました。その結果、規格外品を大幅に低減させることに成功し、当初目標としていた年間1千
万円以上のコストダウン・収益向上を達成することができました。

ポリプロピレン課では、運転員の目線（気づき）によるコスト削減活動を展開しています。例えば、特定箇所におけ
る蒸気配管のドレントラップ不具合と修理が複数回続いたことを運転員が問題と捉え、その原因究明と改善策を検討
しました。関係部署の協力を得て、ドレントラップの型式を変更することで不具合の発生が収まり、その結果、蒸気
使用量の削減につなげることができました。

2019年6月19日に岩国大竹工場で第13回MCOS全社小集団発表会を開催しました。MCOSは、三井化学の生産支援の
機能分社関係会社であり、主に本体工場構内で防災警備、充填包装、運転・運転補助業務を担当しています。三井化
学から生産・技術本部長、岩国大竹工場長他関係者が出席し、全国各事業所から選抜された代表12チームが想いのこ
もった成果発表を実施しました。生産・技術本部長は「分かりやすい発表、真に本気で取り組む活動は感動を呼びま
す。三井化学グループ全体として現場競争力を鍛え上げていきましょう。」と激励しています。今後の各工場の生産
現場力強化、コスト競争力強化へのますますの貢献が期待されます。

MCOS小集団活動発表会

製造課表彰は、安全、環境、品質および生産技術に関する活動で優秀な製造課を表彰することで現場を活性化させる

小集団活動

市原工場

大阪工場

（株）三井化学オペレーションサービス（MCOS）

製造課表彰
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ことを目的としています。この制度は2004年度に開始し、2013年度からは安全成績等以外に、安全への取り組みプ
ロセスにも着目し、製造課の努力、苦労等も評価することにしました。
2019年度は国内外の生産拠点から13件の応募があり、その中から社長賞1件、生産・技術本部長賞5件を選定しまし
た。本体だけでなく、国内外の関係会社も受賞するなどグローバル展開が進んでいます。なお、上記の表彰に合わ
せ、工場長賞、本社部長賞も同時に表彰しています。

2019年度　製造課表彰

社長賞

三井化学サンアロイ（株）

生産・技術本部長賞

（株）プライムポリマー
市原工場
ポリプロピレン課

三井化学東セロ（株）
名古屋工場
ソーラーマテリアル課

大阪工場
製造１部
フェノール課

三井化学功能複合塑料（上海）有限公司
製造部（中国）

張家港保税区三井允拓複合材料有限公司（中国）




社長賞受賞式（三井化学サンアロ
イ(株)）

また、製造課表彰社長賞受賞職場のすぐれたところを見学し、情報交換を行う交流会を行っています。自職場や工場
内では得られにくい気付きを得て改善に活かすこと、ライン管理者としての悩みを共有・切磋琢磨し、三井化学グル
－プの安全文化を向上させることを目的としており、2015年度から始めています。
2020年度の交流会は、2018年度の社長賞受賞部署（岩国大竹工場　製造2部　大竹製造課）、2019年度の社長賞受賞
部署（(株)三井化学サンアロイ）において開催し、情報共有と意見交換を行う予定です。また、表彰職場の優れた活
動を三井化学グループ全体に展開するため、活動事例をグッドプラクティス集として社内ネットワーク上に掲載して
います。日本語に加えて英語版、中国語版も掲載しています。

当社は、生産現場オペレーターの人材育成を目的として2006年茂原に、2007年名古屋に三井化学技術研修センター
を設立しました。茂原では主にケミカル系のオペレーター、名古屋では加工系のオペレーター向けの研修を実施して
います。本体工場だけでなく研究部門や管理間接部門、さらには三井化学グループ国内外関係会社の従業員を対象と
し、体験・体感型研修を通じて「安全を中心に運転・設備に強い人材」の育成に努めています。


三井化学技術研修センター（茂原および名古屋）

三井化学技術研修センター
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三井化学技術研修センター（茂原および名古屋）の当社グループ従業員向け研修実績

三井化学従業員向け

 
受講者数（総研修時間）

2017年度 2018年度 2019年度

工場オペレーター

入社時 122 174 90（765hr）

フォローアッ
プ(入社半年後)

142 166 134（3,752hr）

昇格者(入
社3～4年後)

80 56 95（2,660hr）

職場リー
ダー(入社8年
以降)

57 43 42（588hr）

エンジニア
入社時 23 44 32（336hr）

入社3～5年後 18 29 28（588hr）

研究者 78 59 60（630hr）

その他 609 201 92（414hr）

関係会社従業員向け

 
受講者数（総研修時間）

2017年度 2018年度 2019年度

国内関係会社 212 263 353（2,824hr）

海外関係会社 54 88 45（630hr）

計

 
受講者数（総研修時間）

2017年度 2018年度 2019年度

1,395 1,123 971（13,187hr）

2018年度からはグループ・グローバル経営を支える基盤となる人材育成に積極的に取り組んでいます。当社単体だけ
でなく、国内外関係会社各社固有のニーズに対して、より現場に寄り添った教育や人材育成支援を行っています。
国内関係会社に対しては、センタースタッフが現地に出向いて行う出前研修を積極的に展開しました。また、2018年
度に導入したVR（バーチャルリアリティ）技術を活用した研修を多くの従業員に提供し、労働災害防止に大いに役立
つ教材となっています。東南アジア地区関係会社については、タイのSiamグループの技術研修センター（Operation
Excellence
Training
Center,
OETC）を活用し、タイ語および英語による研修を実施しました。Siamグループには、
当社の研修設備一式をライセンスしています。さらに、シンガポール地区の関係会社が行っている研修の支援や、現
地ニーズに応えて火災・静電気に関する出前研修も行いました。 119



センタースタッフの出前研修実績

当社グループ従業員向け

 
受講者数（総研修時間）

2018年度 2019年度

出前研修 239 1,255（10,040hr）

海外関係会社向け研修




VR技術を活用した研修（墜落）

タイのOETCでの研修




シンガポールでの出前研修

2015年度からは、社内で行ってきた体験・体感型研修を社外の皆様にも提供しています。各業界からの生産現場にお
ける人材育成・安全教育に対するニーズは極めて高く、多くの皆様に受講していただいています。受講者の皆様から
は「自社でも活用できる多くの気付きがあった」、「事故・災害事例に基づく体験型研修は理解しやすかった」な
ど、高い評価をいただいています。2019年度は、センターを見学した中国化学工業協会（CPCIF）にも研修の価値を
高く評価していただいたことから、2020年度より中国の化学会社に対して研修を提供する計画が進行しています。

社外向け研修（茂原） ・見学対応（茂原および名古屋）実績

  2017年度 2018年度 2019年度

研修受講者数 344 317 274

見学者数 695 630 456
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中国化学工業会（CPCIF）のセンター見学

121




 





訓練

三井化学では、大規模地震・津波に備えた緊急停止訓練、避難訓練および工場緊急時対応としての消火・緊急呼び出
し・通報などの各種防災訓練を実施しています。今後も計画的かつ継続的に各種訓練を実施し、関係官庁、地域との
連携を図っていきます。

三井化学では緊急時の対応として、消火・緊急呼び出し・通報などの各種防災訓練や、公設消防隊、警察署などとの
合同訓練を積み重ね、緊急時対応の検証と不具合の改善を行い、関係行政と連携することで自衛防災力の向上を図っ
ています。各工場では職場ごとに年間計画を作成し、それぞれの職場環境に応じた内容の訓練を実施しています。ほ
かにも工場全体での総合防災訓練も定期的に企画し、公設消防隊と自衛消防隊が連携した訓練や、警察署も参加した
訓練を実施しています。また、企業間の相互援助訓練として、公設消防隊や近隣企業を交えた共同防災訓練も実施し
ています。以下に事例を紹介します。

万一の事故・災害に備え、工場総合防災訓練を年2回実施しています。訓練は地震災害を想定し、自衛消防組織に加
え、公設消防、近隣企業の共同防災隊の方々に参加していただきました。今後も関連官庁等との連携を強化し、安全
に対して高い意識を持って各種防災訓練を継続します。


防災指揮所、自衛消防隊消火活動（市原工場）

平日昼間、高圧ガスボンベの圧力計グランド部より毒性ガスが漏れ、ボンベ保管倉庫内にガスが充満した事を想定
し、公設消防本部と連携した工場総合防災訓練を実施しました。訓練では防災本部・防災指揮所間の情報伝達、避
難、消火活動および各種環境測定を行うことで、災害発生時における初動体制や、各班・各人の役割を確認し、保安

安全・保安

マネジメントシステム 重大事故防止 事故・労働災害

研修 訓練

保安防災訓練など

市原工場

茂原分工場
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防災体制のレベルアップを図っています。 


防災指揮所、自衛消防隊消火活動（茂原分工場）

大規模地震発生を想定し、プラントの緊急停止等の初動対応訓練、避難訓練および配管損傷による危険物の漏えいを
想定した総合防災訓練を実施しました。訓練は、漏えい物質および漏えい箇所をブラインドとし、各防災組織班の行
動要領をもとに、班員一人ひとりが自分の役割について「自ら考え」「自ら行動」することで、班全体の初動対応の
強化を図りました。今後も、全従業員参加訓練により災害防災の意識およびスキルの向上に努めます。


防災指揮所、漏えい物回収活動（名古屋工場）

平日昼間、危険物設備の送液ポンプメカシール部より危険物が漏えいし火災が発生したことを想定した総合防災訓練
を実施しました。自衛防災組織の連携がとれた非常に有意義な訓練となりました。今後も、緊急時の初動対応、各役
割との連携に重点をおいた様々な災害想定の訓練を重ねて工場の安全確保に努めていきます。


防災指揮所、自衛消防隊消火活動（大阪工場）

平日昼間、震度5強の地震が発生、運転中のプラントにおいて、地震によりタンク側板に亀裂が発生。側板亀裂部よ

名古屋工場

大阪工場

岩国大竹工場
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り漏えいした危険物が静電気により着火し火災が発生したことを想定し、総合非常訓練を公設消防、陸上共同防災組
織と合同で実施しました。訓練では、各隊の行動要領に従って自発的に行動できているか、共同で連携した円滑な防
災活動ができているか、また、災害発生時の迅速な関係機関への通報と地域広報ができているかなど検証し、防災力
の強化を図っています。 


化学消防車による消火活動（岩国大竹工場）

平日昼間、高層建築物内の危険物施設において、移送配管より危険物が漏えいし着火火災が発生したことを想定し、
公設消防、市防災対策室及び警察署にも参加いただき、総合防災訓練を実施しました。訓練では、緊急時の保安体制
や消火戦術、近隣地域への広報活動について関係官庁との連携を検証しました。今後も工場の緊急時対応が迅速かつ
的確に実行できるよう、レベルアップに努めていきます。


防災指揮所、自衛消防隊消火活動（大牟田工場）

三井化学では、各事業所で想定される大規模地震・津波に備えた緊急停止訓練や避難場所への避難訓練などを実施し
ています。以下に事例を紹介します。

平日昼間、地震の発生により東京湾内湾に大津波警報発令されたことを想定し、プラント緊急停止操作等の初期行
動、所定の避難先への避難および人員確認・報告に関し訓練しました。訓練を重ねることで避難時間の短縮が図れ、
スムーズに避難ができていることを確認しました。 


大牟田工場

地震・津波対応訓練

市原工場
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避難場所への避難、人員確認（市原工場）

震度6強の南海トラフ地震発生に伴う大津波警報発令を想定した避難訓練を実施しました。工場で定めた津波避難場
所、避難方法、避難状況を検証するとともに防災意識の高揚を図りました。訓練を繰り返すことで、決められた避難
所へ迅速に避難できることを確認できています。一方、訓練で摘出された課題については計画的に改善を進め、更な
る防災体制の強化につなげていきます。 


避難場所への避難、人員確認（大阪工場）

平日昼間、震度5の地震が発生した影響で、プラントから有害ガスが漏えいしたことを想定した避難訓練を実施しま
した。訓練は各職場で避難ルートおよび指定避難場所を選定して避難する内容としました。今回、訓練で抽出された
課題は、整理して検討を行います。万一の重大災害発生時のリスクに備えて、ひとつひとつ確実に改善を進めて、さ
らなる工場防災体制の強化に努めていきます。 


避難場所への避難、人員確認（大牟田工場）

大阪工場

大牟田工場
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総務省消防庁主催の2019年度「石油コンビナート等における自衛防災組織の技能コンテスト」において、市原工場、
大阪工場および岩国大竹工場の自衛防災組織が各々消防庁長官賞（奨励賞）を受賞しました。
この技能コンテストは、防災要員の技能および士気の向上を図ることを目的として、2014年度から実施されており、
大型化学高所放水車および泡原液搬送車を使用した隊員等の安全管理や消防車両および消防用資機材等の確実な操作
等を競うものです。
今回の受賞では、3工場の自衛消防隊の消防操作技術や規律について評価をいただいたものと認識しています。当社
としては、当コンテスト開始以来6年連続の受賞となりました。今後も日々の訓練を積み重ねて防災技術の向上を図
り、工場のさらなる安全・安定運転に貢献していきます。


消防庁長官賞　市原工場自衛消防隊


消防庁長官賞　大阪工場自衛消防隊


消防庁長官賞　岩国大竹工場自衛消防隊

自衛消防隊の社外からの評価 ～消防庁長官賞受賞～
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マネジメントシステム

三井化学グループの事業活動における電気・熱等のエネルギー消費によるGHG排出、加熱・冷却・洗浄工程等におけ
る水資源消費、化学物質の大気・水・土壌へ排出等は、地球環境に影響を与える可能性があります。当社グループ
は、提供する製品のライフサイクル全体における地球環境への悪影響の最小化を目指し、事業活動にともなう環境負
荷の低減と化学物質の適正管理の両面から環境保全に取り組んでいます。また、環境会計の公表や環境負荷と経済活
動との関係等を評価することで、活動の効果を把握し持続可能な発展を目指しています。

当社グループは、レスポンシブル・ケア基本方針において、「製品のライフサイクルにわたる人と環境へのリスクを
評価し、人々の健康の確保と環境負荷の低減を図ります」と記載しています。さらに環境保全に関する基本事項を定
めた、環境安全管理に関する社則に従い、環境保全を推進しています。

※ 気候変動対応方針についてはこちらをご覧ください。

※ 製品・サービスを通じた環境負荷の低減についてはこちらをご覧ください。

※ プロダクトスチュワードシップについてはこちらをご覧ください。

生産・技術本部担当役員が責任者です。生産・技術本部　生産・技術企画部および安全・環境技術部が環境保全の戦
略を策定、展開・推進しています。また、各事業部、生産拠点、関係会社と連携して、環境保全を推進しています。

生産・技術企画部および安全・環境技術部は、国内拠点における環境保全に関する重点課題目標の達成状況を定期的
に確認し、その進捗を把握しています。また、各拠点のGHG排出量などの環境保全に関連するデータを年に1回収集
し、収集・解析したデータ類はグループ全体で情報共有しています。

内部統制室は三井化学グループの工場、研究所に対して環境安全監査（環境保全および安全・保安）を行っていま
す。

環境保全

マネジメントシステム GHG・エネルギー 産業廃棄物

環境負荷物質 水 生物多様性

環境会計・コンプライアンス

方針・基本的な考え方

体制・責任者

内部監査
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環境安全監査（環境保全） 環境保全状況および関係法令を遵守しているかなどを確認。是正や改善が必要
な不備について指摘。

対象：本体およびグループ関係会社の工場と研究所。

現地監査の頻度：1年から3年の周期（監査先の規模や業態および管理レベル等
を考慮。）

GHG / エネルギー

KPI 集計範囲
2019年度 2020年度 中長期

目標 実績 達成度 目標 目標

GHG排出量 削減率
（対2005年度）

国内 ─ 27.7% ─ ─
25.4％以
上(2030年
度)

GHG排出量 の削減量
（対前年度）

国内
3万t以
上

4万t ◯ 5万t以上 ─

エネルギー原単位5年平
均低減率

三井化学 1％以上 -0.4% × 1％以上
1％以

上(2025年
度)

エネルギー原単位指数
（2009年度：100）

三井化学
90.4以
下

94.9 ×
年平均1％以
上削減

─

※1 フル稼働ベースの排出量・削減量で、「GHG・エネルギー」のページのグラフで開示している実績値とは異なる。

※2 どちらか一方の達成を目標とする。

PRTR法対象物質

KPI 集計範囲
2019年度 2020年度 中長期

目標 実績 達成度 目標 目標

PRTR法対象物
質の排出量

三井化学
450t/yに
向けた方
策策定

予定通
り(768t)

〇
450t/yに向け
た方策策定ま
とめ

2020年度450t/y以
下に向けた対応開
始

目標・実績

※1

※1

※2

※2
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産業廃棄物

KPI 集計範囲
2019年度 2020年度 中長期

目標 実績 達成度 目標 目標

産業廃棄物
最終処分
率

国内 1%以下 0.4% 〇 1%以下 1%以下

海外 1%以下 0.5% 〇 1%以下 1%以下

大気

KPI 集計範囲
2019年度 2020年度 中長期

目標 実績 達成度 目標 目標

揮発性有機化合物
(VOC)
排
出量

三井化学
3,000t以
下

1,579t 〇 3,000t以下
さらなる
削減案検
討

上記を除く環境保全全般

KPI 集計範囲
2019年度 2020年度 中長期

目標 実績 達成度 目標 目標

環境事故件数
三井化学
グループ

0件 0件 〇 0件 0件

環境法令違反件数
三井化学
グループ

0件 0件 〇 0件 0件
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GHG・エネルギー

当社グループは、気候変動対応方針において製造における低炭素化を掲げ、GHG排出量およびエネルギー消費量の削
減に努めています。

※ 気候変動に関する情報はこちらにも掲載しています。

気候変動に関する情報(CDP)（PDF
:
586KB）

気候変動に関する第三者検証報告書（PDF
:
231KB）

当社グループは、2016年度に「国内のGHG排出量（フル稼働ベース）を2005年度対比で2030年度までに25.4%削減
する」という長期目標を掲げました。この目標達成に向け、省エネルギーの推進、燃料転換、プロセス革新技術の創
出等に積極的に取り組み、低炭素社会の実現に努めています。
2019年度は省エネ・燃料転換等の自助努力などで、「2018年度比で3万t以上を削減する（フル稼働ベース）」という
目標を設定しました。これに対して、熱回収の強化や精製工程の効率化等工場の徹底した省エネ活動による削減と合
わせて4万tの削減を達成しました。これによりGHG排出量（フル稼動ベース）削減率は、対2005年度比27.7％となり
ました。

GHG排出量の削減率（フル稼働ベース、2005年度比）（国内）

＊ 関係会社の集計範囲：国内連結子会社

環境保全

マネジメントシステム GHG・エネルギー 産業廃棄物

環境負荷物質 水 生物多様性

環境会計・コンプライアンス

GHG排出量、エネルギー消費量
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三井化学グループの2019年度のGHG排出量（Scope1,
2）は、2018年度比で16万t削減となりました。エネルギー消
費については2025長期経営計画において、エネルギー原単位5年平均低減率1%以上を目標としていますが、2019年度
は0.4％の増加となりました。今後も、5年平均低減率1%以上の達成を目指しますが、2018年度からは、5年平均低減
率
1%以上または2009年度を基準とした原単位削減率年平均1％以上のどちらかを達成することを目標としました。
これは、5年平均低減率では基準年が移動し、長期的な低減努力を評価することが難しいためです。
さらに、原材料購入から顧客での使用、廃棄までのサプライチェーン全体でのGHG排出量を把握するため、自社の事
業・生産活動に伴う排出Scope1、2とあわせて、間接的な排出であるScope3についても算出しています。

GHG排出量（Scope1、2）

エネルギー消費量

＊ 国内外関係会社の集計範囲：連結子会社

＊ 海外連結子会社に関しては、エネルギー消費量より日本の「地球温暖化対策の推進に関する法律」に準拠してGHG
排出量を算
定。

＊ GHG排出量の計算に用いたガスは、CO 、CH 、N O、HFC、PFC、SF 、NF 
。2 4 2 6 3
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エネルギー原単位（三井化学単体）

＊ エネルギー原単位の分母はエチレン換算生産量。

＊ 一部製品のエネルギー原単位分母（換算生産量への換算係数）見直しのため、過去に遡って数値を修正。

GHG排出量（Scope3）（三井化学単体）

GHG排出量（Scope3）の内訳（2018年度、三井化学単体）

カテゴリー 排出量 (千t CO eq / 年)

01：購入した製品・サービス 4,381

02：資本財 76

03：Scope1,2に含まれない燃料及びエネルギー関連活動 205

04：輸送・配送（上流） 54

2
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05：事業から出る廃棄物 38

06：出張 5

07：雇用者の通勤 5

08：リース資産（上流） 1

11：販売した製品の使用 3,621

12：販売した製品の廃棄 2,455

15：投資 854

計 11,694

【算定方法】

環境省・経産省「サプライチェーンを通じた温室効果ガス排出量算定に関する基本ガイドライン
Ver2.3」および環境
省・経産省「サプライチェーンを通じた組織の温室効果ガス排出等の算定のための排出原単位データベース
Ver2.4」
に基づき、IDEA、温対法算定・報告・公表制度における排出係数、環境省作成排出原単位等を使用しました。

三井化学および関係会社の大阪石油化学（OPC）は、大阪ガス株式会社と共同で、エチレンプラントにおいてLNG冷
熱を利用した省エネプロセスを導入しています。このプロセスは、エチレンプラントにおいて世界で初めて大規模
にLNG冷熱を利用した省エネルギープロセスとして2010年10月から運用しています。

LNG（液化天然ガス）は、輸送、保管のために、気体である天然ガスを超低温（-160℃）に冷却することによって液
体にしたもので、蒸発させて天然ガスに戻る際に周囲から熱を奪うことで冷却する能力（冷熱）を有しています。三
井化学大阪工場内にあるOPCのエチレンプラントでは、ナフサ（粗製ガソリン）等を高温で熱分解した後、分解ガス
を冷却することによりエチレン、プロピレンなどの基礎原料を分離精製しています。三井化学大阪工場に隣接する大
阪ガス泉北製造所より、-160℃のLNGをOPCエチレンプラントに受け入れ、LNGが保有する冷熱を効率的に回収利用
することにより、大幅なCO 削減を実現しました。

LNG冷熱を利用した省エネルギープロセス

2
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三井化学は、財団法人地球環境産業技術研究機構（RITE）の「CO 固定化プロジェクト（NEDO委託事業）」に参画
し、共同研究成果としてメタノール合成の高活性触媒を開発しました。高活性触媒の改良を進め、2009年に三井化学
の大阪工場内で、CO 固定化技術のパイロット実証検証を行いました。これはメタノール換算100t/年の規模で、工場
内から排出されたCO を水素によりメタノールに変換する実証検証です。メタノールへの転換率および触媒ライフに
ついて確認を行い、プロセスデータを含む各種データを取得し、技術パッケージ化も実施しました。水素源の確保や
コストに課題があり実用化に至っていませんが、世界が目指す低炭素社会の実現に大きく貢献する技術であると考え
ています。

CO 固定化技術2

2

2

2
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産業廃棄物

当社グループは、産業廃棄物最終処分率1％以下（産業廃棄物ミニマム化）を目標に掲げています。燃焼によるエネ
ルギー回収、セメント原料や道路路盤材への利用等、減量化や再資源化を推進し、最終処分量削減に取り組んでいま
す。2019年度も国内、海外ともに目標を達成し、各々9年連続、11年連続でミニマム化を継続しています。

※ データの集計範囲についてはこちらをご覧ください。

なお、廃棄物の不適正処理への対応強化を目的とした、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（以下廃掃法）の一部改
正により、2020年度から特別管理産業廃棄物を50t以上排出する事業者は、電子マニフェストの使用が義務付けられ
ることとなります。当社においても廃掃法改正の趣旨を鑑み、電子マニフェストの運用を開始しています。

産業廃棄物処理の流れ（2019年度）

国内

環境保全

マネジメントシステム GHG・エネルギー 産業廃棄物

環境負荷物質 水 生物多様性

環境会計・コンプライアンス
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海外

＊ 単位：千t

＊ 四捨五入により、％数値に若干の誤差があります。

※1 廃棄物等発生量：汚泥、廃プラスチック、ばいじんなど。（ただし、汚泥は脱水後の値）
※2 再資源化量：廃プラスチックのリサイクルのほか、廃油の燃料使用を含めた値。
※3 減量化量：廃プラスチックの焼却や廃酸を中和処理することによる減量。

産業廃棄物最終処分率

再資源化率

＊ 産業廃棄物最終処分率
=（工場内埋立処分量＋外部埋立処分量）/
廃棄物等発生量

＊ 再資源化率
=
外部再資源化量
/
工場排出廃棄物量
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環境負荷物質

三井化学グループは、揮発性有機化合物（VOC）、NOx、SOx、ばいじん、有害大気汚染物質、PRTR法対象物質の
排出量をモニタリングし、環境負荷低減に努めています。

※ データの集計範囲についてはこちらをご覧ください。

大気汚染防止法で規定された有害大気汚染物質のなかでも、健康に対するリスクが高いと考えられる優先取り組み物
質について排出量の削減を図っています。

揮発性有機化合物（VOC）排出量については、日本政府は「2010年度までに固定排出源からのVOC排出量を2000年
度比で30％削減する」という目標を掲げました。当社の場合、2000年度の排出量が8,523tであるため5,966t/年が目
標になりますが、さらに厳しい3,000t/年以下という目標を掲げて2010年度までに大幅に削減し達成し、この水準を
維持しています。当社グループは様々な化学製品を製造しているため、製造で使用する溶剤、樹脂成型で副生する分
解物等、種々のVOCが除去対象となります。例えば、活性炭等の吸着剤による吸着、酸・アルカリ水による中和、燃
焼による分解、PSA（Pressure.
Swing
Adsorption）による回収などの手法で大気への排出量を削減しています。

また、化学品の製造過程において燃料を燃焼させる際などに、SOx、NOx、ばいじんが発生します。これらに対して
も集塵機・洗浄塔の導入や触媒の使用による除去、窒素や硫黄を含まない燃料の選定等を行い、大気への排出を抑制
する対策を行っています。

環境保全

マネジメントシステム GHG・エネルギー 産業廃棄物

環境負荷物質 水 生物多様性

環境会計・コンプライアンス

大気
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揮発性有機化合物（VOC）排出量

＊ 三井化学単体では、1,579tで、目標の3,000t以下を達成
（2019年度）。

NOx排出量

SOx排出量 ばいじん排出量

有害大気汚染物質排出量（三井化学単体）

＊ 上記以前の排出量。
771t（1995年度）、445t（2000年度）、110t（2005年度）
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当社は、「特定化学物質の環境への排出量の把握等および管理の改善の促進に関する法律（PRTR 法）」に基づ
き、毎年、製造あるいは使用した指定化学物質について、環境への排出量および移動量を国に届け出ています。
排出量の管理を継続してより強化するとともに、年間の排出量450t以下に向けて、方策の策定を行っています。

※ PRTR：Pollutant
Release
and
Transfer
Register。

事業所別PRTRデータ（PDF
:
235KB）

PRTR法対象物質の排出量（三井化学単体）

＊ 三井化学単体の集計範囲：本体生産拠点および袖ケ浦センター。

PRTR法対象物質

※
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事業所別PRTRデータ(2019年度)
三井化学として届出をした年間取扱量1t以上の物質において、

排出量の多かった上位１０物質とダイオキシン類の数値データを事業所別にまとめました。

(単位：t/年、ただしダイオキシン類のみmg-TEQ /年 )

Mitsui Chemicals Group  ESG Report Appendix

物質名称
排出量

大気 水質 土壌 合計 下水道  事業所外

移動量

岩国大竹工場

政令
指定番号

n - ヘキサン

トルエン

キシレン

1，4 - ジオキサン

ブロモメタン

ベンゼン

アセトアルデヒド

クメン

エチルベンゼン

フェノール

ダイオキシン類

392

300

80

150

386

400

12

83

53

349

243

124.63

22.99

21.78

0.00

4.68

2.83

0.91

0.45

0.24

0.01

0.0000

124.63

23.01

21.78

6.32

4.68

2.83

0.91

0.45

0.24

0.20

0.0750

0.00

0.03

0.00

6.32

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.19

0.0750

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.0000

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.0000

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.0020 

物質名称
排出量 移動量

市原工場

政令
指定番号

n- ヘキサン

トルエン

キシレン

クメン

エチルベンゼン

エピクロロヒドリン

ベンゼン

亜鉛の水溶性化合物

ふっ化水素及びその水溶性塩

スチレン

392

300

80

83

53

65

400

1

374

240

182.82

17.21

6.61

5.34

5.25

2.39

1.48

0.00

0.00

0.44

182.82

17.21

6.62

5.35

5.25

2.39

1.49

1.49

0.77

0.44

0.00

0.01

0.01

0.01

0.00

0.00

0.01

1.49

0.77

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

4.09

25.57

1.78

0.00

2.17

0.00

7.64

0.00

0.00

0.13

大気  水質  土壌  合計 下水道  事業所外

物質名称
排出量 移動量

茂原分工場

政令
指定番号

スチレン

メタクリル酸メチル

アクリル酸 n - ブチル

アクリル酸

キシレン

メタクリル酸 n - ブチル

240

420

7

4

80

419

0.15 

0.06 

0.04 

0.02 

0.01 

0.01 

0.15 

0.06 

0.04 

0.02 

0.01 

0.01 

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

大気 水質 土壌 合計 下水道 事業所外

物質名称
排出量 移動量

袖ケ浦センター

政令
指定番号

ジクロロメタン

n -ヘキサン

ジクロロベンゼン

キシレン

メチレンビス（4，1-フェニレン）＝ジイソシアネート

186

392

181

80

448

0.34

0.22

0.13

0.06

0.01

0.00

0.01

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.01

0.00

0.00

0.00

1.33

1.87

1.44

5.78

1.09

0.34

0.23

0.13

0.06

0.01

大気 水質 土壌 合計 下水道 事業所外

物質名称
排出量 移動量

大阪工場

政令
指定番号

クメン

ベンゼン

ジシクロペンタジエン

亜鉛の水溶性化合物

トルエン

メタクリル酸メチル

トリクロロフルオロメタン

アクリロニトリル

α－メチルスチレン

1，4- ジオキサン

ダイオキシン類

83 

400

190

1

300

420

288

9

436

150

243

17.42

6.31

3.98

0.00

3.34

2.06

1.76

1.46

1.28

1.11

0.0600

17.42

6.32

3.98

3.96

3.35

2.06

1.76

1.46

1.28

1.14

0.0810

0.00

0.01

0.00

3.96

0.01

0.00

0.00

0.00

0.00

0.03

0.0210

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.0000

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.0000

0.06

0.00

0.00

0.45

0.23

11.03

0.00

2.68

0.50

0.00

0.1360

大気 水質 土壌 合計 下水道 事業所外

物質名称
排出量 移動量

名古屋工場

政令
指定番号

アクリロニトリル

スチレン

1,2 -エポキシプロパン

エチレンオキシド

トルエン

Ｎ，Ｎ-ジメチルホルムアミド

フェノール

9

240

68

56

300

232

349

0.01

0.29

1.27

0.16

0.19

0.01

0.00

33.04

3.15

2.94

0.30

0.19

0.01

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

33.03

2.86

1.67

0.14

0.00

0.00

0.00

146.38

8.78

0.22

0.04

0.00

1.63

0.00

33.03

2.86

1.67

0.14

0.00

0.00

0.00

大気 水質 土壌 合計 下水道 事業所外

物質名称
排出量 移動量

大牟田工場

政令
指定番号

トルエン

ジクロロベンゼン

トルエン（四つ山地区）

ジシクロペンタジエン

エピクロロヒドリン

Ｎ，Ｎ-ジメチルホルムアミド

ホルムアルデヒド

フェノール

アセトニトリル

ジニトロトルエン

ダイオキシン類

300

181

300

190

65

232

411

349

13

200

243

238.82

43.34

19.86

9.61

6.56

0.14

0.00

1.74

0.00

0.00

0.0000

239.08

47.95

19.86

9.61

6.56

4.70

4.52

1.74

0.60

0.32

0.0900

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.0000

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.0000

493.77

281.74

0.00

7.94

0.01

0.04

0.84

0.90

0.08

0.00

0.0000

0.26

0.52

0.00

0.00

0.00

4.56

4.52

0.00

0.60

0.32

0.0900

大気 水質 土壌 合計 下水道 事業所外
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水

三井化学グループは様々な化学製品を製造しており、水はその製造過程において必要不可欠です。例えば、製造プロ
セスでの加熱や冷却、製品の洗浄、製造工程で生じる化学物質の除害設備、排水設備等で水を使用します。
当社グループは水資源に関する基本的な考え方を制定し、水資源の利用や水環境の保全の適正管理に努めています。
また、持続可能な調達ガイドライン 
に記載している通り、サプライヤーにも排水管理や水の効率的な利用を求め
ています。

※ データの集計範囲についてはこちらをご覧ください。

気候変動対応方針

水に関する情報(CDP)（PDF
:
453KB）


1.
 水資源が限られた大切な資源であり、その保全が世界的な重要課題であると認識しています。

2.
良質な水資源の利用は操業には不可欠であり、効率的水利用促進に努めてまいります。

3.
水資源は、地域的、時間的に遍在するという特性のもと、各国・地域において個別に適正な管理を実施し
てまいります。

当社グループはCOD、窒素、リンなどの水質汚濁物質の排出量をモニタリングし、水環境の保全に努めています。
各々の排出量は、法や条例などの基準を大きく下回るレベルで管理できています。

水を多く使用する国内の生産拠点では、各プラントの排水を集約し、中和や油分分離、固形物除去などを行っていま
す。また、微生物を利用して排水中の有機物を削減する活性汚泥処理を行っています。微生物の有機物分解を阻害す
る物質や難分解性の有機物を含む排水については、活性汚泥処理が難しいため、オゾン処理、燃焼処理、アナモック
ス処理 等を行ってから、通常の排水処理を実施しています。

※ アナモックス処理：
アナモックス菌を使用して、アンモニア濃度が高い排水から窒素分を除去する処理。

環境保全

マネジメントシステム GHG・エネルギー 産業廃棄物

環境負荷物質 水 生物多様性

環境会計・コンプライアンス

水資源に関する基本的な考え方

水質汚濁物質の削減

※
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全窒素排出量（三井化学単体）




全リン排出量（三井化学単体）

COD、BOD排出量

当社グループは、取水量、放流水量、消費量やリサイクル量をモニタリングし、効率的な水利用に努めています。特
に水を多く使用する生産拠点では、水のリサイクルを積極的に行っています。

取水量（上水道水、地下水、工業用水、海水）




取水量の内訳（2019年度）

効率的な水利用
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放流水量




水消費量

※ 水消費量
=
取水量－放流水量

リサイクル量およびリサイクル率

※ リサイクル率
＝リサイクル量
/（取水量＋リサイクル量）

当社グループは国内外の各生産拠点について、現在から2040年までの水リスク評価を行っています。評価ツールとし
て、WRI（世界資源研究所）のAQUEDUCT
Water
Risk
Atlasを使用しています。さらに2018年度からは、WWF（世
界自然保護基金）のWater
Risk
Filterも追加して評価しています。評価ツールで水ストレスが高い地域を特定し、さ
らに製造製品の水原単位、水使用量、現地情報等から詳細な評価を行い、各生産拠点の水リスクが高くないことを確
認しています。新規プラント導入時についても同様の評価を実施しています。
また、生物多様性リスクも水リスクの一部として、IBATを使用し、生産拠点での保護地域、保護優先地域、絶滅危惧
種、淡水域の絶滅危惧種を評価項目として、生物多様性リスクの情報を収集、検討しています。

※

※

水リスク評価
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TCFD提言への賛同に付随して、気候変動による各生産拠点の物理的リスク（洪水、干ばつ、気温変化）について
もIPCC
RCP2.6および8.5シナリオ情報等をもとに評価を実施しています。評価対象として、グローバルにおける8エ
リア（日本、中国、東南アジア、インド、アメリカ、欧州、ブラジル、メキシコ）において重要度が高い47拠点を抽
出し、洪水・干ばつ、気温変化について分析・評価しています。水災に関しては日本、中国、東南アジア、インドに
おいてリスクが高い傾向にあり、将来的には多くのエリアで発生頻度が増加すると予測されています。また、干ばつ
に関してはインド、メキシコにおいて水供給がひっ迫傾向にあり、将来的にはシンガポール、タイでも同様の傾向と
なることが予想されています。これらの結果から生産拠点でのインパクト評価を行い、対応の要否を判定し、シナリ
オ分析に反映していく予定です。
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生物多様性

三井化学グループは、製造・提供する製品のライフサイクル全体における、地球環境および生態系への悪影響の最小
化を目指しています。
化学製品の製造では、電気・熱等のエネルギー消費によるGHG排出、製造での加熱・冷却・洗浄による水資源消費、
排水からの水質汚染により、大気・水・土壌を介して生物多様性に影響を与える可能性があります。また、化学製品
のライフサイクルの製造・使用・廃棄ステージでは、有害性のある化学物質および分解物の環境排出により、生物種
の減少につながる可能性があります。
三井化学グループは、生物多様性の損失を防ぐため、気候変動の緩和、資源循環の推進、化学物質管理、環境負荷物
質の低減をはじめ、下記の取り組みを行い、「環境と調和した共生社会」の実現を目指します。

当社グループの生産活動と事業活動における環境負荷を減らすことが、生物多様性の保全につながると考え、化学物
質管理、GHG排出削減、水資源管理などに取り組んでいます。
2017年度に、当社グループ生産拠点周辺の生態系の調査を実施しました。調査にはIBAT を使用し、各生産拠点から
半径3km以内に自然保護地域（世界自然遺産、IUCNカテゴリーI,
II,
III、ラムサール条約湿地）がないことを確認しま
した。

環境保全

マネジメントシステム GHG・エネルギー 産業廃棄物

環境負荷物質 水 生物多様性

環境会計・コンプライアンス

生物多様性の保全に関する基本的な考え方

自然と生物多様性の恵みに感謝し、環境保全が世界的に重要な課題であることを認識し、事業活動を行い
ます。

1

環境に配慮した材、製品、サービスの提供を通じて生物多様性保全に配慮し、広く社会に貢献します。2

生物多様性に関する国際的な取り決めを遵守します。3

国内外の地域、社内外の関係者と連携してサプライチェーンにおける影響に配慮し、生物多様性の保全に
努めます。

4

生物多様性の保全に向けて、ステークホルダーからも信頼される、社員による社会貢献活動を推進してま
いります。

5

生物多様性リスクの評価

※
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※ IBAT：
Integrated
Biodiversity
Assessment
Tool。バードライフ・インターナショナル、コンサベーション・インターナショナ
ル、IUCN（国際自然保護連合）、UNEP（国連環境計画）、WCMC（国際自然保全モニタリングセンター）との連盟で開発され
た、自然保護に関する基礎データや最新情報にアクセスできるツール。

当社グループは、環境負荷低減に貢献する製品・サービスの開発に取り組んでいます。環境貢献価値を示すBlue
Val
ue 
を設定し、「CO を減らす」「資源を守る」「自然と共生する」ことに貢献する製品をBlue
Value 
製品として
認定しています。2025長期経営計画では、KPIのひとつとしてBlue
Value 
製品の売上高比率を掲げ、生物多様性の
保全につながる製品の拡大を目指しています。

原材料の調達では購買方針に則り、環境負荷の少ない原材料、取引先の選定に努めています。また、持続可能な調達
ガイドライン 
に記載している通り、取引先に生物多様性の保全に取り組むことを要請しています。物流工程で
は、モーダルシフトや共同物流など、環境負荷低減に取り組んでいます。また、顧客に対しては、製品の安全性情報
を提供することで、顧客が製品を適切に取り扱い、環境への影響が最小限となるように努めています。

当社は経団連生物多様性宣言
の趣旨に賛同し、生物多様性民間参画パートナーシップ
に参加しています。経団連生
物多様性宣言イニシアティブ 
にて当社の方針と取り組みが紹介されています。

当社グループの各事業所において、生物多様性の保全に向けた環境づくりに取り組んでいます。

※ 主な活動についてはこちらに掲載しています。

当社関係会社の三井化学アグロ（MCAG）は自社製品を使用した「田んぼの生きもの調査」を2012年から実施してい
ます。農薬などを製造・販売しているMCAGは、顧客とともに推進している「田んぼの生きもの調査」で、田んぼに
は多くの生きものが生息していることを確認しながら、農薬の水田の生きものに及ぼす影響を調査し、製品の改善や
開発につなげています。また、調査結果をまとめた「鑑定書」を発行することで、自然豊かな水田で作られた米であ
ることを証明し、地域の米の評判にも一役買っています。

製品・サービスを通じた貢献

® 2 ®

®

サプライチェーンにおける貢献

イニシアティブへの参加

生物多様性保全に繋がる社会活動

田んぼの生きもの調査
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調査で観察された生物種（抜粋）

当社大牟田工場（福岡県）はその広大な敷地に東京ドーム1.2倍（約5.4ヘクタール）の保存樹林を持ち、持続性のあ
る保全活動に取り組んでいます。2009年には自然環境の保全を重要な課題のひとつと位置づける大牟田市からの要請
により、敷地内（高取山南側）の樹木森林の自然環境調査に協力しました。大牟田市自然環境調査研究会による調査
では、当工場管理の樹木森林に、希少植物・生物などが生息していることが判明し、『大牟田市自然環境調査報告
書』としてまとめられました。

調査で確認された希少野生生物（一例）

植物 ハクチョウゲ

イヌカタヒバ

両生類 ニホンアカガエル

昆虫類 ベニツチカメムシ




大牟田工場の保全活動
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当社従業員の寄付基金「ちびっとワンコイン」から、海や川の環境保全活動を実施している環境NGO一般社団法人JE
AN
への寄付を2015年度より毎年行っています。

環境保全団体への寄付
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環境会計・コンプライアンス

三井化学グループは、各国・地域における環境関連の法規制遵守や地域住民の皆様からの意見・苦情の対応が環境コ
ンプライアンス上重要であると考えています。
環境関連の法規制については各拠点での監査実施や、従業員への教育などを通して環境法令違反ゼロを目指していま
す。また、各事業所では、近隣住民の皆様に各事業所の運営をご理解いただくため、定期的に意見交換会を実施して
います。近隣住民の皆様の苦情・意見は各事業所のほか、リスクホットラインでも受け付けています。
このような取り組みの結果、2019年度、環境法令違反はありませんでした。環境コンプライアンスに関して社会から
の信頼を得るように引き続き努めていきます。

三井化学では、環境対策や労働安全衛生などレスポンシブル・ケアに関する必要な投資を行い、その「環境会計」を
環境省「環境会計ガイドライン2005年版」に準拠して集計し、公表しています。

環境会計（三井化学単体）

環境保全

マネジメントシステム GHG・エネルギー 産業廃棄物

環境負荷物質 水 生物多様性

環境会計・コンプライアンス

環境コンプライアンス

環境会計
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環境会計 投資額・費用額の内訳（2019年度、三井化学単体） 
 単位：百万円

分類 主な取り組み 投資額 費用額

1.
事業エリア内コスト
(生産・サービス活動により事業エリア内で生じる環境負荷を抑制するための環境保全コス
ト)

1,879 14,369

1-1　公害防止コスト 大気放出VOC対策、臭気対策、排水汚泥削減等 (771) (12,256)

1-2　地球環境保全コスト 省エネルギー設備 (1,094) (156)

1-3　資源循環コスト 廃プラスチックの産業廃棄物再資源化
等 (13) (1,957)

2.
上・下流コスト
(生産・サービス活動にともなって上流または下流で生じる環境負荷を抑制するためのコス
ト)

0 0

3.
管理活動コスト
(管理活動における環境保全コスト)

環境マネジメントシステム維持、社員教育
等 0 611

4.
研究開発コスト
(研究開発活動における環境保全コス
ト)

環境保全・負荷抑制に係る製品・プロセスの開
発等

0 6,308

5.
社会活動コスト
(社会活動における環境保全コスト)

緑化、汚染負担分担金
等 0 210

6.
環境損傷コスト
(環境損傷に関するコスト)

環境汚染の修復
等 2 717

計 1,879 22,215

環境会計　効果額内訳（2019年度、三井化学単体） 
 単位：百万円

分類 効果 効果額

1.
リサイクルにより得られた収入額 廃棄物の再資源化、リサイクル 417

2.
省エネルギーにより得られた収入額 省エネルギー 517

3.
省資源により得られた収入額 原料原単位向上 207

計 1,141

＊ 三井化学単体の集計範囲：本体生産拠点および袖ヶ浦センター。
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マネジメントシステム

製品の開発から廃棄にいたるまでの化学物質の安全管理（プロダクトスチュワードシップ）において、化学産業はサ
プライチェーンの一員として責任を担っています。三井化学グループは、各国の規制要求の遵守に加え、プロダクト
スチュワードシップ推進のため、自主的な化学物質管理に取り組んでいます。

製品ライフサイクル全体にわたる人々の健康と環境へのリスクを最小化するには、サプライチェーン上のステークホ
ルダーとの協力が欠かせません。三井化学グループは、サプライヤーからの情報収集に努め、当社製品のリスク評価
を実施し、製品の危険有害性と安全な取り扱いについて、顧客との相互コミュニケーションを推進します。

三井化学グループは、レスポンシブル・ケア基本方針において、「製品のライフサイクルにわたる人と環境へのリス
クを評価し、人々の健康の確保と環境負荷の低減を図ります。」を掲げています。三井化学グループとしての基本的
な意識の統一のため、2019年度に「三井化学グループ　化学品マネジメント原則」を定め、グループ全体に展開して
います。

三井化学グループは、人々の健康の確保と環境負荷の低減を図るため、以下の原則に示す化学品管理に努め、
安心で持続可能な社会の発展に貢献します。

1.化学品管理の方針・ルールを定め、それに従い行動します。

2.自社の化学品管理システムを適切に管理します。

3.ビジネスパートナーとのリスクコミュニケーションにより、バリューチェーンにわたる化学製品の安全な
取り扱いを推進します。

4.ステークホルダーの要求を理解し、適切な製品情報を提供します。

上記の方針および原則を柱とし、世界の化学物質管理の動向・グループの事業動向を考慮して、5年毎に中期目標・
重点課題を定め、実行しています。重点課題は毎年、見直します。

プロダクトスチュワードシップ

マネジメントシステム 法令遵守と情報伝達 安全な製品の提供

教育

方針・基本的な考え方

三井化学グループ　化学品マネジメント原則
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三井化学グループ全体で、化学品マネジメント原則が定着し、持続可能な発展・成長を加速し、製品価値を高
めるとともに、ステークホルダーに評価されている。

1.化学品マネジメント原則の定着及び関係会社各社のレベルに応じた化学品管理の強化・維持

2.新法制定・法改正による新たなリスクへの確実な対応

3.循環経済に対応できる化学品情報伝達体制の整備

4.国際目標に基づく製品リスクの最小化に向けた製品リスクマネジメント強化（新しい用途、廃棄・リサイ
クルに対応した製品リスクマネジメント）

三井化学グループの化学品マネジメントの理念

三井化学グループ全体の方針・基本的な考え方、中期目標・重点課題の進捗は、レスポンシブル・ケアの一部とし
て、レスポンシブル・ケア委員会の審議を受けます。

製品についての責任は、製品を所管する事業部長、事業部を統括する事業本部担当役員が担います。RC品質保証部担
当役員は、化学品マネジメントに関する全社基本方針を検討、立案し、全社に周知・徹底するとともに、事業本部担
当役員等に助言、指導および勧告を行います。

中期目標（2025年近傍のあるべき姿）

重点課題

体制・責任者
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研究所長は、安全と環境に配慮した新製品の設計を行います。当社工場で取り扱う化学品の管理は工場長、原材料調
達時の管理は購買部長が行います。RC・品質保証部長は、化学品安全政策や法規制の最新動向を把握して、具体的な
実行方針を策定し、全社の対応を推進します。
RC・品質保証部長の下、化学品安全センターが具体的な実施事項
（製品情報調査、製品リスクアセスメント、化学品規制対応および規格適合性対応、SDSおよび製品ラベル作成な
ど）を支援します。

化学品マネジメント体制（三井化学）

RC・品質保証部は、三井化学グループの各部署に対して化学品安全監査を行っています。また、これらが適正に実施
されているかを内部統制室が独立的な立場で監査しています。

化学品安全監査 化学品管理の体制・運営状況および関連する法令対応状況などを確認。

対象：本体の事業部、支店、研究所、関係会社のうち、化学品を販売する部署・会社。
（サンプル提供も対象とするので研究所が監査の対象となる。）

頻度：原則として３年の周期。

内部監査
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KPI 集計範囲
2019年度 2020年度 中長期

目標 実績 達成度 目標 目標

法違反発生件
数

三井化学 0件 0件 ◯ 0件 ─

製品のリスク
評価実施率

三井化学
新たな中長
期目標の策
定

・2025年近傍の
あるべき姿の策
定
・99％以上

◯
・新たな評価
指標の策定
・99％以上

─

最新の安全性
情報提供率 三井化学 100% 100% ◯ 100%

100%を
継続
(2025年)

※ 最新のSDS提供率。

目標・実績

※
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法令遵守と情報伝達

WSSD目標、SDGs達成のため、世界各国は化学物質管理の新法制定や法改正を進めています。法令遵守は企業存続
の基盤です。三井化学はこれらへの対応を着実に実行しています。また、サプライチェーンにおける情報伝達は、製
品の開発から廃棄にいたるまでの化学物質の安全管理（プロダクトスチュワードシップ）に欠かせません。三井化学
は、法令に定められたSDS・ラベルの配布だけでなく、当社製品を安全に扱っていただくための情報伝達に努めてい
ます。

化学物質管理制度のあり方を大きく変えた欧州REACH規則を始め、多くの国々が規制強化に動いています。既存化学
物質への法改正も数多く実施されます。三井化学では、事業部およびコーポレートの各部門が参画する「グローバル
化学品規制対応チーム」が中心となり、社内横断的に全社の対応策を検討し、迅速に実行しています。今後も、各国
の新法制定や法改正に際しては、計画的に確実な対応を進めます。

2019年初に、「化学物質の登録及び評価に関する法律」（化評法）の改正法が施行され、年間1トン以上の規模で製
造・輸入される既存化学物質を広く登録の対象とする、欧州REACH規則類似の制度が新たに導入されました。当社
は2019年6月を期限とする予備的登録手続きである「事前申告」を完了しました。2020年1月から全面施行された
「産業安全保健法」（産安法）にも確実に対応します。

2020年4月から始まった登録物質の年次数量報告制度に対して、確実な対応を進めています。

「有害化学物質規制法」（TSCA）の下、「インベントリ届出規則」が2017年8月から施行されました。当社は、既存
化学物質リスト（インベントリ）に収載されており且つ過去10年間に製造・輸入された化学物質の届出を行いまし
た。2020年はCDR（Chemical
Data
Reporting）の届出を確実に実施します。

欧州REACH規則類似の新法が制定されました。2020年12月末期限の予備登録を計画的に実施しています。

プロダクトスチュワードシップ

マネジメントシステム 法令遵守と情報伝達 安全な製品の提供

教育

新法制定・法改正への対応

韓国

台湾

米国

トルコ
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「化学物質審査規制法」（化審法）が改正され、2019年1月から少量物質の届出基準が変更されました。これまでの
製造・輸入量から環境排出量に変更されたため必要となった顧客からの用途情報の入手を計画的に実施し、所定の届
出を完了しました。

三井化学は、業界活動を通して世界の化学物質規制に関する最新情報を収集すると共に、化学産業のプロダクトス
チュワードシップ推進に貢献しています。国際化学工業協会協議会（ICCA）等の活動に参画し、世界の化学産業各社
と共に化学物質を取り巻く課題に取り組んでいます。日本においても、日本化学工業協会（日化協）等を通して迅速
に最新規制情報を得るとともに、化学物質管理の専門家として重要な役割を担っています。化審法改正にあたって
は、日化協の法改正対応委員会で、より確実で効率的な管理ができる改正に協力しました。

国際化学工業協会協議会（ICCA）および各国の化学工業協会

国ごとに異なる規制に適切に対応するには、現地での情報収集が必要不可欠です。三井化学では、アメリカ、ドイ
ツ、中国、台湾、タイの関係会社に「Regulatory
Expert」という担当者を配置し、規制に対する現地当局の運用や、
現地の化学業界団体の方針などの情報を収集しています。各国のメンバーは年に1
度、「Regulatory
Expert
Meeting」で一堂に会し、課題について議論します。

法令遵守等の化学物質管理には、徹底した情報管理が重要です。三井化学は、取り扱うすべての製品、原料などの化
学物質情報を、化学品安全情報システム（MiCSIS）で一元管理しています。
MiCSISを用いて、国内外法規制への適
合確認、製造・輸入数量の管理、多言語SDS・製品ラベル・chemSHERPA 作成等を、迅速・確実に行っていま
す。2019年度から、MiCSISの国内関係会社への展開を開始、グループ全体で情報管理の強化を図っています。
各国法規において、製品や化学物質の登録は「始まり」であり、上市後も化学物質管理に終わりはありませ
ん。MiCSISを用いて情報を確実に管理し、上市後の様々な変化にも対応します。

※ chemSHERPA：
Chemical
infomation
SHaring
and
Exchange
under
Reporting
PArtnership
in
supply
chain。
製品含有化学物質の情報伝達スキーム。グローバルで活用することを目指して経済産業省が開発、普及を進めている。

三井化学では、法要求や有害化学物質の含有の有無に関係なく、全製品にSDSを添付し(一部、成形品を除く)、正確
な安全性情報をお伝えしています。また、SDSを補足する技術情報を提供する製品もあります。
各国の法規制情報や有害性情報をMiCSISで一元管理し、お客様に最新の情報をお伝えするために、SDSの品質向上
に継続的に取り組んでいます。当社では、MiCSISを用いて、日本、欧州、米国、韓国、台湾、中国向けのSDSを社
内で作成しています。2019年度は、主要な輸出先国であるタイ向けSDSの社内作成に取り組みました。

日本

グローバル・ネットワーク構築

化学品安全情報管理システム

※

最新の安全性情報提供
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安全な製品の提供

人の健康および環境の保護と持続可能な開発のために、ライフサイクルを考慮した化学物質と有害廃棄物の健全な管
理（Sound
Chemicals
and
Waste
Management）が提唱され、ICCA（国際化学工業協会協議会）でも展開されてい
ます。三井化学グループは持続可能な発展を目指すサプライチェーンの一員として、この健全な化学品管理の視点を
取り込んだ事業展開と製品開発を進めています。

三井化学は、すべての新規製品のリスク評価を行います。また、既存製品に対しても、原料・製造法の変更時、用途
拡大時、法規制・基準の見直し時、新たな科学的知見が得られた場合に、繰り返しリスク評価を行っています。今後
は新規製品、既存製品に関わらず、事業分野の多様化に合わせて、新しい用途、廃棄・リサイクルに対応したリスク
評価も行っていきます。

※ 工場内および物流のリスクアセスメント・リスク管理措置については、労働衛生、安全・保安、環境保全、物流をご覧くださ
い。

新製品・新銘柄の開発時は、5つのステージごとに定めたリスク評価を、研究所、事業部、工場、RC・品質保証部、
安全・環境技術部でそれぞれ分担して実施しています。原材料、製造工程で使用する触媒や添加剤、製造工程で発生
する副生成物についても評価対象としています。

プロダクトスチュワードシップ

マネジメントシステム 法令遵守と情報伝達 安全な製品の提供

教育

製品リスク評価

新規製品のリスク評価
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開発ガイドライン

ステージ 役割 実施事項

Ⅰ 製品コンセプトの仮説設定 安全性に関する情報収集、調査の実施

Ⅱ
仮説製品コンセプトの市場機会の評
価

プロトタイプ提供時に顧客に安全性情報を提供

Ⅲ 限定顧客による予備的市場開発 安全性情報の社内関係者への周知
安全性情報の限定顧客への提供
↓

製品リスクアセスメントの実施
↓

製品安全会議の開催 
→
開発変更 ／中止
↓

リスク管理措置 の実施
許認可申請の実施

Ⅳ 本格的市場開発

Ⅴ 事業化、上市
変更管理の実施
既存製品のリスクアセスメントの実施

※1 リスクが十分に低いことが確認できない場合等、社内基準に抵触した場合に開催。

※2 例：原料、製造法、仕様等の変更。

※3 例：用途・使用条件制限、SDSに加え技術資料等での情報伝達。

三井化学では、WSSD2020目標達成に貢献するため、既存製品のリスク評価を順次実施してきました。2016年度は、
作業者リスク評価をコントロールバンディング手法 により実施し、当社の全製品約2,500の中から優先度の高い製
品約1,000を絞り込みました。2017年度は、絞り込んだ約1,000の製品のうち、高優先製品に対して、欧州REACH規
則のリスク評価に使用されるECETOC
TRA 等の手法も活用し、各製品の想定される全ての用途でのリスクレベルを
算出しました。2018年度は評価対象を低優先製品に拡大し、全製品のリスク評価を完了しました。

※1 コントロールバンディング手法：
化学物質から労働者を守ることを目的として、国際労働機関（ILO）が作成した化学物質の管理手法。

※2 ECETOC
TRA：
ECETOC（欧州化学物質生態毒性および毒性センター）が開発したリスクアセスメントツール。

化学物質は、人の健康や環境に対して危険性や有害性を持つ場合があります。三井化学は、体系立てて懸念物質の削
減に取り組んでいます。

当社は、(1)
から
(7)
リストの物質を「禁止物質」と定め、使用・製造・販売しないことを決めています。また、使
用制限や情報開示が求められる物質について、購買・研究・製造の各段階において管理を徹底しています。特に、(8)
から
(16)
リストの物質は、製品用途ごとに使用可否を判断します。

※1 ※2

※3

既存製品のリスク評価

※1

※2

含有化学物質に対する自主的取り組み
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1.
 労働安全衛生法　　　製造等禁止物質

2.
労働安全衛生法　　　特定化学物質障害予防規則（特化則）第一類物質

3.
化学物質審査規制法　　　第一種特定化学物質

4.
毒物及び劇物取締法　特定毒物

5.
オゾン層保護法　　　附属書A、B特定物質

6.
化学兵器禁止法　　　特定物質（化学兵器禁止条約上の表1剤）

7.
残留性有機汚染物質に関するストックホルム条約（POPs条約）附属書A、B、C物質

8.
（米国)
有害物質規制法（TSCA）
使用禁止または制限物質（第6
条）

9.
（EU)
ELV指令

10.
 （EU)
RoHS指令　AnnexⅡ

11.
 （EU)
POPs規則　AnnexⅠ

12.
 （EU)
REACH規則
Candidate
List
of
SVHC
for
Authorisation（認可対象候補物質）およびAnnex
XIV（認可対象物質）

13.
（EU)
REACH規則　Annex
XVII（制限対象物質）

14.
（EU)
医療機器規則（MDR）Annex
I
10.4
化学物質

15.
 Global
Automotive
Declarable
Substance
List（GADSL）

16.
 IEC
62474
DB
Declarable
substance
groups
and
declarable
substances

化学製品の開発および化学物質管理のためには法規制等の求める安全性試験データが必要です。動物実験の実施が必
要となる場合もあります。三井化学は、法規制および厚労省の基本指針が求める3Rの原則（Replacement：代替法の
活用、Reduction：使用数の削減、Refinement：苦痛の軽減）を宣言した動物実験方針および動物実験施設において
機関内規程を定めています。機関内規程に基づき、動物実験委員会が、外部委託試験を含む全ての動物実験に対し
て3Rの観点で事前審査を実施しています。2019年度、ヒューマンサイエンス振興財団によって厚労省の基本指針に
適合していることが認証されました。

安全性評価と動物実験管理体制
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安全性評価体制

リスク評価の世界的な潮流として、既存データ、“in
silico”（化学物質の構造から有害性を予測する技術）および“in
vitro”（実験動物を用いない代替試験法）の試験データを統合して評価し、避けられない場合に限って最終手段とし
て動物実験を実施するリスク評価手法（IATA）が普及しています。この考え方は、OECDの刺激性／腐食性、感作性
等のテストガイドライン等に取り入れられ、各国の規制にも導入されるようになりました。三井化学は、このような
先進的な技術を積極的に導入しています。
2018年度では、動物実験代替法の技術確立貢献への取り組みとして、OECD
QSAR 
ツールボックス（in
silicoのひ
とつ）での刺激性予測の精度を高め、より客観的な評価が行える評価フローの開発を行い、欧州毒性学会で発表し、
科学雑誌にも掲載されました 。また、当社も参加したプロジェクトで開発されたADRA法 
が2019年にOECDテス
トガイドラインに収載されました。

※1 QSAR：Quantitative
Structure－Activity
Relationships。定量的構造活性相関。

※2 Atsutoshi
Abe,
Takuhito
Sezaki,
Katsutoshi
Kinoshita,
Development
of
a
read-across
workflow
for
skin
irritation
and
corrosio
n
predictions,
SAR
AND
QSAR
IN
ENVIRONMENTAL
RESEARCH
30
(2019),
pp.279–298

※3 ADRA：Amino
acid
Derivative
Reactivity
Assay。感作性の有害性転帰経路（AOP）キーイベント第1階層を評価する試験法。

新たな評価技術の獲得

※1

※2 ※3
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教育

製品の開発から廃棄にいたるまでの化学物質の安全管理（プロダクトスチュワードシップ）には、社員一人ひとりの
意識向上が欠かせません。三井化学は、社員教育を通じて、法令遵守と正しく製品を取り扱う知識を身につけ、サプ
ライチェーンを通じて共有することによって、人の健康と環境を守る企業文化を確立します。

三井化学の化学品安全管理の教育は、主にe-ラーニング、基礎セミナーコース、アドバンスコースで構成されていま
す。

e-ラーニング 化学品安全管理の基礎知識を身に着け、当社製品の安全とコンプライアンスを確保す
る。受講実績は社内システムにより管理している。

対象 事業部・研究所の全社員、工場・間接部門の全ライン管理者

教育項目
①
化学品安全の法律の基礎

②
三井化学の化学品安全管理の基本
三井化学レスポンシブル・ケア基本方針
化学品安全管理の社則に基づいた基本事項

基礎セミナーコース 対象 事具体的な実施事項を学ぶ必要がある実務者

教育項目
製品含有化学物質の特定/製品情報調査
上市前、上市後の法対応
製品リスクアセスメント
安全性情報（SDS・ラベル）の提供
製品設計段階からの製品含有化学物質への配慮
国内外の法規制を調査するための情報調査ツール

アドバンスコース 例えば、食品包装材のように製品や用途ごとに特有な知識を学ぶ。

対象 特定の製品や用途に関わる担当者。

これらとは別に、化学品安全センターは、購買・調達部門、事業部門、研究開発部門、システム部門等のRC担当者を
対象に、月例ミーティングで以下の内容を周知し、レベル合わせと実施の確認と支援を行っています。RC担当者は各
自の部署でその内容を展開し、化学品安全センターに対応状況を報告しています。

化学品安全管理に関わる世界的な規制強化の情報と当社としてのそれへの対応計画

定期的に必要となる届出の当社としての方針や日程など

プロダクトスチュワードシップ

マネジメントシステム 法令遵守と情報伝達 安全な製品の提供

教育
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マネジメントシステム

三井化学グループは、品質管理と品質保証を品質マネジメントの両輪とし、サプライチェーン全体でのマネジメント
レベルの向上に努めています。品質コンプライアンス強化、品質リスク低減、品質マネジメントの基盤となる人材育
成などを通じて、お客様に満足していただける製品とサービスを提供し、お客様の信頼に応えます。

当社グループは、レスポンシブル・ケア基本方針に基づき、品質マネジメントに関する基本的事項として、体
制・PDCAを回す手順等を社則に定めています。また、事業がグローバルに拡大する中で、三井化学グループとして
の基本的な品質意識の統一のため「グローバル品質マネジメントの原則」を定め、グループ全体に展開しています。

三井化学グループは、「品質のつくり込み活動 」である品質管理と「お客様から信頼を得る活動 」である
品質保証を品質マネジメントの両輪とし、以下の原則を定め、お客様の満足の向上に努めます。

1. 顧客本位の製品とサービス

顧客要求事項の明確化とその品質の保証
1つ先の顧客も意識した製品設計・提供
顧客ニーズに応える新製品・新サービスの提案・提供

2. 客観的で透明性のある品質保証

いかなる利益の追求よりも法令・ルールの遵守を優先
問題発生時に迅速に対応する仕組みの構築
品質保証部門の独立性の確保

3. 安定した製品を提供するつくり込み

原材料から顧客への届込までの品質管理
変更管理・不適合品管理の徹底

4. 風通しの良い企業風土の形成

関係部署間の報・連・相の徹底、情報の共有化
グループ内での品質情報・技術の交流・水平展開の実施

製品とサービスの品質

マネジメントシステム 取り組み

方針・基本的な考え方

三井化学グループ グローバル品質マネジメントの原則

※1 ※2
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※1 品質のつくり込み活動：
製造のみならず、購買、設計、物流、営業などの各部署が、いつも同じ
“製品・サービス”
を提供できるよう、ばらつきの最小化
を目指した活動。

※2 お客様から信頼を得る活動：
営業部門、製造部門から独立した品質保証部門が主体となって、お客様の問題を解決できるよう、お客様の視点に立った活動。

品質マネジメントの理念

社長を品質マネジメントの最高責任者とし、RC・品質保証部が、国内外の三井化学グループ全体の品質マネジメント
を統括し、全部門で製品・サービスの品質向上とお客様満足のさらなる向上に取り組んでいます。
事業部・物流部・購買部・工場・研究所が「品質管理」を、RC・品質保証部が「品質保証」を担っており、各部の長
が責任者として各部署の品質マネジメントを推進しています。
また、お客様からの苦情をシステムに集約し、苦情内容・原因およびお客様の反応をモニタリングしています。月ご
とに解析結果をまとめ、グループ内で共有化しています。年間での苦情の状況をレビューし、次年度の品質目標を設
定しています。

体制・責任者
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品質マネジメント体制

RC・品質保証部は、三井化学グループの各部署（本社、工場、国内外の関係会社）に対して品質監査を行っていま
す。また、これらが適正に実施されているかを内部統制室が独立的な立場で監査しています。

品質監査 顧客の要求に適う製品・サービスを確実に提供するための責任所掌が明確で、適切な品
質マネジメントシステムが構築されており、顧客満足度の向上に対して有効に運用され
ているかを確認。前年度の監査指摘事項のレビューや社内外のリスク状況から、次年度
の監査のプログラムを作成。2019年度は、製品検査の健全性確認についても監査に織り
込んで実施。

対象：本体の工場、事業部、物流部、購買部、連結子会社のうち製造部門がある関係会
社（委託製造する関係会社を含む）。必要に応じてその他の関係会社へも監査。

頻度：1年から3年の周期（監査先の規模や業態および管理レベル等を考慮。）

PL事故・重大法令違反

KPI 集計範囲
2019年度 2020年度 中長期

目標 実績 達成度 目標 目標

PL事故件数
三井化学
グループ

0件 0件 ◯ 0件
0件

(2025年)

品質に関わる重大な法令
違反件数

三井化学
グループ

0件 0件 ◯ 0件
0件

(2025年)

内部監査

目標・実績
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苦情

KPI 集計範囲
2019年度 2020年度 中長期

目標 実績 達成度 目標 目標

顧客不適合品発生率
三井化
学グルー
プ

─ ─ ─ ─
10ppm以下
(2025年)

当社責の苦情発生件数 三井化学
10％以上削減
(対2017年度)

増加 ×
2019年度
目標継続

0件とみなせ
るレベル
(2025年)

うち、高リスクの苦情
件数

三井化学
全体

の20%以下
全体の6% ◯

全体
の10%以下

0件とみなせ
るレベル
(2025年)

PL事故や品質に関わる重大な法令違反は2019年度も発生していません。また、当社基準でお客様にご迷惑をお掛け
するリスクの高い苦情の件数も目標を達成しました。しかしながら、2019年度の苦情総数は目標を達成できませんで
した。これらの苦情については、お客様に速やかに発生原因と再発防止対策を報告し、ご理解をいただきました。
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取り組み

品質マネジメントレベル向上のため、有効性の高い品質監査の実施やと人材育成プログラムの拡充教育を中心として
に取り組んでいます。

新入社員研修にて品質教育を行うなど、種々の品質教育プログラムを策定しています。品質に関するe-ラーニング講
座は19項目を設け、国内のみならず、海外関係会社にも展開しています。特にコンプライアンスについては、品質講
話を実施するとともに、監査などの機会を利用して、直接の教育・注意喚起を実施しました。また、2010年度より品
質トラブルにつながる危険（リスク）の発掘と除去を目的とした、現場での品質トラブルの未然防止活動（QRG活
動）を、本体全工場の自主活動として実行し、関係会社へも展開しています。

さらに2010年から、品質月間である11月に「RC・品質保証部表彰（Award
for
Quality
Management
Activity
in
Mitsui
Chemicals
Group）」を実施しています。三井化学および国内外関係会社における品質マネジメントに関する
自主的な活動を奨励し、品質意識ならびに改善意欲の向上を図るため、様々な現場での品質活動のうち優れたものを
表彰しています。
2019年度は、RC・品質保証部長1件、優秀賞4件、特別賞2件を選定しました。
部長賞を受賞した三井化学名古屋工
場は、製販研一体となって、電解液事業のIATF16949認証を取得したことが評価されました。

製品とサービスの品質

マネジメントシステム 取り組み

品質マネジメントレベルの向上への取り組み

品質教育

RC・品質保証部表彰
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2019年度　RC・品質保証部表彰

RC・品質保証部長賞

名古屋工場

優秀賞

三井化学複合塑料（中山）有限公司（中国）

下関三井化学（株）

大正エム・ティ・シー（株）大牟田工場

市原工場

特別賞

宇都宮化成工業（株）
三井化学アグロ（株）

上海中石化三井化工有限公司（中国）




RC・品質保証部長賞（名古屋工場）

お客様からいただいた製品・サービスに対する不満の声（苦情）については、事業部門、製造部門、物流部門および
品質保証部門が協力し、原因究明と対策を進めることにより、再発防止および水平展開を実施しています。
そのための取り組みのひとつとして、毎週、品質保証部門全員で、各苦情について根本原因の究明と対策の検討およ
び進捗確認を行っています。またお客様へのリスクの大きさ、類似事例の発生の可能性がないか、といった観点で重
要な事例を抽出し、水平展開を実施しています。
人の健康や環境に対する化学物質の影響についての社会的関心の高まりを背景に、化学物質の規制の強化が進んでお
り、製品に含有する化学物質（製品含有化学物質）のより高いレベルの管理が求められています。
このような状況をふまえ、サプライチェーン全体での化学物質管理を徹底しています。当社ではお客様からの製品含
有化学物質についてのお問い合わせに対し、データベースによる情報の整備を行い、調査を行う専門部署を設けて対
応しています。これにより、正確な回答を迅速に行えるよう努めています。

各製品の用途ごとに適用される法令・認証については、適合性を確認し、社内のリスク評価を行った上で上市してい
ます。2015年度から、医療機器等の薬事に関連する法令・認証についての専任グループを設置し、専任グループを中
心に、製品の安全性・有効性を確認するとともに、法規制対応を実践しています。上市後の法令・認証については、
定期的な点検により遵守状況を確認しています。

お客様からの声への取り組み

新規事業への対応
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マネジメントシステム

三井化学グループにとって、安全や環境、品質を確保した物流を行うことは重要な課題です。しかしながら、近年、
気候変動による異常気象や地震などの自然災害をはじめ、深刻な労働力不足といった物流を取り巻く環境が一層厳し
さを増しています。三井化学は、国土交通省・経済産業省・農林水産省が昨年3月に提唱した「ホワイト物流」推進
運動の趣旨に賛同し、同年6月に自主行動宣言を表明し、運送内容の見直しや安全の確保など物流環境の改善に努
め、安定輸送の推進に取り組んでいます。10年、20年先に起こるかもしれない新たな変化の波に備えるべく、サプラ
イチェーンと協働しながら、どのような環境変化にも柔軟に対応できる強靭な物流体制を構築することを目指してい
ます。

なお、当社グループは、レスポンシブル・ケア基本方針およびリスク管理に関する社則に基づき、物流環境・安全・
品質管理に関する細則を制定し、関連法令の遵守や物流事故の措置等を定めています。また、物流協力会社に対して
もこの細則を遵守することを求めています。
さらに、2019年度は、危険品の輸送や保管において必ず遵守しなけれ
ばならないことを三井化学グループのグローバル・ポリシーとして策定し、今後のグローバルな物流管理体制の強化
を図っています。

物流部担当役員が責任者です。物流部が、前年までの実績（事故件数、苦情件数等）をふまえて年度目標を設定しま
す。物流協力会社への監査、教育、現場対話、キャンペーン等の諸施策を年間計画に盛り込み、PDCAを確実に実行
しています。また、物流部は、レスポンシブル・ケア委員会や担当役員との定期的な会議などを通じて、物流の実績
および年間計画の進捗状況を報告するとともに意見交換を実施しています。
物流レスポンシブル・ケア年間計画に関する進捗状況のモニタリングに関しては、具体的なクライテリアを定め、事
前に用意したチェックシートに沿って当社グループの各事業所および物流協力会社に対する物流部レスポンシブル・
ケア監査等を実施しています。これらの監査結果は、物流部関係者に報告され適切な推進を図っています。

安全

KPI 集計範囲
2019年度 2020年度 中長期

目標 実績 達成度 目標 目標

物流における重視する労働災害
件数

三井化学
グループ

0件 0件 ○ 0件 0件

物流における重大事故 
件数 三井化学
グループ

0件 0件 ◯ 0件 0件

物流

マネジメントシステム 安全・品質 安定輸送

方針・基本的な考え方

体制・責任者

目標・実績

※1

※2
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※1 物流における重視する労働災害：
サプライチェーンを含む当社グループの物流活動において発生した重視する労働災害。

※2 物流における重大事故：
サプライチェーンを含む当社グループの物流活動において発生した重大事故。

品質

KPI 集計範囲
2019年度 2020年度 中長期

目標 実績 達成度 目標 目標

顧客流出トラブル 
件数 三井化学
グループ

25件以下 27件 × 22件以下
直近3年平
均90%以下

顧客流出トラブル 
発生率 三井化学
グループ

55ppm以
下

60ppm ×
50ppm以
下

10ppm以
下(2025年)

クレーム・コンプレイン発生
件数

三井化学
グループ

7件以下 7件 ○ 7件以下 ─

※3 顧客流出トラブル：
顧客に影響を与えた品質トラブル（苦情、クレーム・コンプレインを含む）および事故。

顧客流出トラブル件数

コンプライアンス

KPI 集計範囲
2019年度 2020年度 中長期

目標 実績 達成度 目標 目標

法令違反件数
三井化学
グループ

0件 0件 ◯ 0件 0件

※3

※3
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安全・品質

三井化学では、すべての実物流業務を物流協力会社に委託しています。そのため、安全かつ
品質や環境にも配慮した物流を実現するには、「安全はすべてに優先する」という私たちの
思いを物流現場の一人ひとりに伝え理解してもらい、物流現場に浸透させることが重要と考
えています。
各工場物流担当部署は、物流協力会社とおおむね月に1回物流協議会を開催し、物流トラブル
などの情報共有、ヒヤリハットの事例検討、自工場の現場パトロールおよび他工場との相互
訪問現場パトロールや、トラブル事例集を使用した類似トラブル防止教育を行っています。
当社が発行する月報や週報も配布し、物流安全品質に対する意識啓発を図っています。ま
た、物流協力会社のレスポンシブル・ケア監査、現場作業者との安全対話を実施し、事故や
労働災害、誤出荷・誤納入、製品漏えいなど物流トラブルの未然防止に努めています。
3PL（Third
Party
Logistics） 
で管理している製品についても3PL会社が主導し、各工場物
流担当部署が協力する形で上記同様の活動を行っています。

※ 3PL（Third
Party
Logistics）：
物流機能の全体もしくは一部を他の企業に委託して運用する物流業務形態。




物流安全品質月報

当社グループの製品には、国際連合の「危険物輸送に関する勧告 
」や消防法などの国内法
に規定される危険物があります。物流を委託する協力会社に対しては、製品の危険性や有害
性の有無に関わらず、取り扱いや保管上の注意に関する情報として、安全データシート
（SDS：Safety
Data
Sheet）を提供しています。また、製品ごとに、輸送途上での事故発生
時にとるべき措置や関係先への通報内容を記載したイエローカード を作成し、物流協力会
社に製品輸送時のイエローカード携行を義務付けています。

※1 危険物輸送に関する勧告：
国際的な危険物輸送における安全性を確保するために国際連合の危険物輸送/専門家委員会が2年毎に
出す勧告。輸送上の危険性や有害性より次の9つに分類される。1:火薬類、2:高圧ガス、3:引火性液体
類、4:可燃性物質類、5:酸化性物質類、6:毒物類、7:放射性物質類、8:腐食性物質、9:その他の有害性
物質

※2 イエローカード：
化学物質や高圧ガス輸送時の万一の事故に備え、ローリーの運転手や消防・警察などの関係者が取る
べき処置を書いた緊急連絡カード。日本化学工業協会が活用を推進している。




イエローカード

物流

マネジメントシステム 安全・品質 安定輸送

物流協力会社との対話

※

製品輸送の安全対策

製品情報の提供

※1

※2

170



当社グループでは、法令順守はもとより、緊急事態に備えた体制を整備し、安全かつ安心な物流に取り組んでいま
す。ハイリスク製品 については、同業他社と連携して、緊急時の相互応援体制の構築や対応資機材の整備などの安
全対策の強化を推進しています。さらに、ハイリスク製品 の輸送上の安全評価について、第三者機関を活用した見
直しを検討しています。

※ ハイリスク製品：
危険性や有害性、輸送量などを指標に、物流途上での事故による社会的影響の大きさが懸念されるもの。

当社グループでは、製品輸送中に事故が発生した場合に、荷主として迅速的かつ機動的に対応するための「三井化学
グループ　構外物流事故・緊急連絡網及び応援体制（MENET）」を構築しています。MENETでは、日本全国を6つ
に区分けし、それぞれの地区に所在する当社グループの主要工場を応援基地事業所に定め、24時間出動できる体制を
整えています。これらの事業所では、毎年、有事に備えた緊急通報・出動訓練で力量向上を図っています。
2017年には、一般財団法人
海上災害防止センターと「危険物質事故対応サービス（HAZMATers）」契約を締結し、
専門チームや専用の資機材を活用した事故対応体制の強化を図っています。さらに、当社グループ製品の海外での物
流事故や問い合わせに対して、迅速かつ的確に対応するため、英国政府機関により設立されたNCEC社（National
Chemical
Emergency
Centre）の提供する「化学品24時間緊急時対応サービス（Carechem24）」を2019年度に導入
し、グローバル物流のレスポンシブル・ケア管理体制の強化を推進しています。

MENET応援基地およびHAZMATers災害対応拠点

同業他社との連携

※

※

緊急時の対応
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安定輸送

物流環境は、運送会社などが貨物や荷主を選ぶ時代に変化しています。そのため、持続可能な物流の実現には、物流
協力会社や船会社に「選ばれる荷主」にならなければなりません。当社グループは、物流の労働環境の改善やCO の
削減、BCPの観点などを総合的に考慮して、安定輸送の確保に取り組んでいます。

2017年度、当社を含む5社共同の取り組みが、国土交通省より「モーダルシフト等推進事業」に認定されました。認
定された事業は、当社の市原地区（千葉県）と当社の関係会社である三井・ダウ
ポリケミカルの大竹地区（広島県）
間の製品輸送をトラックから鉄道に切り替えるというものです。さらに、2017年8月より日本貨物鉄道株式会社
（JR貨物）提供の大型コンテナを本格導入し、三井化学グループの共同物流によってコンテナラウンドユース を実
現しました。これらにより、安定的な輸送手段の確保、CO 排出量70%削減、トラックドライバーの拘束時間削減を
可能にしました。これは、当社グループとJR貨物、物流協力会社とのパートナーシップよる成果です。

※ コンテナラウンドユース：
輸送に使用した空のコンテナを戻さず、帰り荷を確保して転用すること。

コンテナラウンドユースを実現

市原地区から中国エリアへの製品の輸送については、さらなるモーダルシフトを進めています。従来、この区間の合
成樹脂（500Kgフレコン）の輸送をトラックのみで行っていました。しかし、二段積みができない当該製品の特性
上、12tトラックに8t分の製品を平置きしていたため、トラックの積載率は67％に留まり、積載の効率化が課題でし
た。そこで二段積み用の専用ラック（意匠取得）と、このラックが収まる特殊20フィートハイキューブコンテナ（実
用新案取得）を製作し、積載効率の向上を図ると同時に、コンテナ化によって内航コンテナ船へのモーダルシフトを
可能としました。これらのことから、CO の削減とドライバーの省力化を実現しました。なお、この取り組みは、社
団法人日本物流団体連合会主催の「第20回物流環境大賞」
において、「物流環境負荷軽減技術開発賞」を受賞しま
した。今後は、当該事例の横展開も予定しており、既に九州エリアへの内航船化について、物流協力会社や船会社と
ともに計画策定と協議を始めています。

物流

マネジメントシステム 安全・品質 安定輸送

2

モーダルシフト

※

2

2
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専用ラックの利用により段積みが可能に

また、当社は国土交通省が設置している「エコレール運営・審査委員会」により「エコレールマーク認定企業」とし
て認定されています。

深刻化するドライバー不足と通販需要増などを背景に、化学品の輸送が敬遠され始め、長距離小口化学品の輸送能力
の安定確保は化学系荷主共通の喫緊課題となっています。
当社は2016年から、京葉地区において、近隣メーカーの工場から荷物を集荷し、共通の輸送ルートで各顧客まで配送
を行う共同物流を行っています。従来は路線便会社による一般雑貨との混載輸送で、複数の積替拠点を経由していま
したが、化学品専業会社を利用することで積替拠点も減り、破損等の品質トラブルが削減されました。さらに、積載
率向上によるCO 削減効果も得られました。当初は東北向けのみの取り組みでしたが、輸送先を北陸・甲信越エリア
にも拡大しています。共同物流システムをより強固にするために、物流会社やパートナー荷主とともに参加会社を募
りながら展開を図っていこうとしています。なお、現在は、複数の地域荷主連携スキームと化学系物流スキームが立
ち上がっており、これらをつなげることで、全国路線便網の補完・代替を実現し、小口化学品輸配送網の安定化につ
なげる予定です。

同業他社との小口製品共同物流

2
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共同物流システム

当社は、在庫管理・出荷管理の効率化を目指し、ハンディターミナルを導入しています。これは、荷姿ひとつひとつ
に貼付するラベルにQRコードを印刷し、入庫・出庫時にハンディターミナルで読み取って、在庫管理・出荷管理を
行うシステムです。従来の手書きや表計算ソフトへの入力による在庫管理に比べて、業務量の削減、さらにペーパー
レス化も達成しました。また、これまで目視で銘柄名やロット番号を確認していたため誤読のリスクがありました
が、導入によって誤出荷防止にも効果を発揮しており、現場作業員は照合作業に安心感を増しています。2019年度に
名古屋工場で本格的に運用を開始しており、2020年度は市原工場への導入を予定しています。

在庫管理・出荷管理の効率化
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トライバーの労働環境改善、ひいては物流協力会社の負担軽減を主な目的として積み込みに伴うドライバーの待機時
間軽減に取り組んでいます。大阪工場では、タンクローリーへの積み込み作業に事前予約システムを導入し実績を上
げており、2019年度からは市原工場､岩国大竹工場への横展開も進めています。

三井化学は、国土交通省・経済産業省・農林水産省が提唱する「ホワイト物流」推進運動
に賛同し、自主行動宣言を
行いました。「ホワイト物流」推進運動とは、深刻化が続くトラック運転者不足に対応し、国民生活や産業活動に必
要な物流を安定的に確保するとともに、経済の成長への寄与を目的とする運動です。トラック輸送の生産性の向上・
物流の効率化、女性や60代以上の運転者等も働きやすい労働環境の実現を目指しています。当社が、自主行動宣言の
なかで表明している取り組みは以下の通りです。

取り組み項目 内容、期待される効果

予約受付システムの導入 トラックの予約受付システムを導入。待ち時間短縮に努めます。

パレット等の活用 パレット、通い箱等を活用。荷役時間を削減します。

入出荷情報等の事前提供
荷主からの入出荷情報をよりスピーディーに提供。物流事業者の準備時間
を確保します。

高速道路の利用 高速道路の利用と料金の負担について、真摯に協議に応じます。

船舶や鉄道へのモーダルシフト 長距離輸送について、船や鉄道を積極利用。GHG削減に努めます。

荷役作業時の安全対策
作業手順の明示、安全通路の確保、足場の設置等の対策を講じ、作業者の
安全確保を徹底します。

異常気象時の運行の中止・中断
異常気象が発生した際や、その発生が見込まれる際には、無理な運送依頼
は行いません。

2019年度における製商品の輸送によるエネルギー原単位 
は7.13KL/千tで、2018年度比で3.2％改善しました。

エネルギー原単位 (KL/千t)

2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

7.05 6.65 7.37 7.13

※ 製商品の輸送によるエネルギー原単位：「エネルギー使用量（原油換算KL）」
/
「製品出荷数量（千t）」

ドライバーの待機時間削減プロジェクト

イニシアティブへの参加

製商品の輸送によるエネルギー原単位

※
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マネジメントシステム

労働衛生の主な目的は、職場の有害要因による健康障害を防止するとともに、社員の健康の保持増進を図ることで
す。当社は、労働安全衛生法および関連法令を遵守することはもとより、社員の健康増進を推進することは社員とそ
のご家族の幸福につながり、退職後を含めて社員が元気で地域社会で活動することは企業の社会的責任であると考
え、労働衛生を推進しています。一方、社員が健康で組織が元気であることは、労働生産性の向上にも寄与するもの
と考え、社員の健康増進や組織風土の改善に取り組んでいます。

三井化学グループの基本方針であるレスポンシブル・ケア基本方針では、「従業員の心と身体の健康増進に積極的に
取り組みます」としており、当社グループの社員の健康増進を推進しています。さらに、当社では労働衛生に関する
基本事項を定めた労働衛生管理に関する社則（労働衛生規則）を制定し、「社員の健康は、会社の健康に直結する」
との基本理念に基づき、健康管理を含む労働衛生施策を積極的に展開しています。

人事部担当役員が責任者であり、人事部健康管理室長（統括産業医）が具体的な施策の実行を担っています。

統括産業医が中心となり、当社の産業医が集まる全社産業医会議を定期的に開催して健康管理上の課題や対策を検討
します。これを基に労働衛生中期計画や年間計画の重点課題と方策等（全社労働衛生重点課題）を策定し、レスポン
シブル・ケア委員会の審議を経て決定します。そして、本社と袖ケ浦センターのほか、全5工場の健康管理室が中心
となり各事業所における労働衛生年間計画を策定展開し、各事業所はその進捗状況を産業医会議で報告しています。
各事業所では、健康管理室の専属産業医や看護職、衛生管理者が社員の健康増進や有害物質ばく露防止対策を推進し
ています。また、生活習慣病有所見率、疾病休業日数、メンタルヘルス疾病日数、メンタルヘルス不調者数、作業環
境測定結果や有害物質のリスクアセスメント結果などを、全社統計として集計しています。小規模工場や関係会社の
主要工場にも嘱託産業医・看護職などを配置してグループ社員の健康増進に取り組んでいます。
なお、三井化学は、各拠点の責任者と労働組合員が参加する安全衛生委員会を拠点ごとに開催し、健康の保持増進、
職場環境、長時間労働を含む労働衛生に関する事項の報告および討議を行っています。

労働衛生

マネジメントシステム 健康経営 有害物質ばく露防止

方針・基本的な考え方

体制・責任者

グローバル体制

方針の周知
世界の関係会社に対してレスポンシブル・ケア基本方針を周知し、さらに毎年、日本の全国労働衛生週間に合わ
せて、社長メッセージを発信しています。

(1)

労働衛生状況調査および労働衛生監査の実施
当社は、化学物質を製造または取り扱う関係会社に対して、労働衛生管理点検表を毎年送付して、関係会社の労

(2)
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健康経営

KPI 集計範囲
2019年度 2020年度 中長期

目標 実績 達成度 目標 目標

疾病強度率
三井化学籍社
員

0.69未満 0.87 × 0.78未満 0.5以下

メンタル不調休業強度率
三井化学籍社
員

0.37未満 0.56 × 0.45未満 0.25以下

生活習慣病平均有所見率
三井化学籍
男
性社員

9.4%未満 10.2% × 9.7%未満
8.0%以
下

喫煙率
三井化学籍社
員

23.2%以
下

23.7% ×
23.2%以
下

20%以下

有害物質ばく露防止

KPI 集計範囲
2019年度 2020年度 中長期

目標 実績 達成度 目標 目標

有害物質に関する作業測定
結果

三井化学
管理区分
Ⅰ
100%

100% 〇
管理区分Ⅰ
100%

管理区分
Ⅰ
100%

有害物質リスクアセスメン
ト実施率（新規取扱い物
質・SDS更新物質）

三井化学 100% 100% 〇 100% ─

働衛生実施状況をチェックしています。さらに、内部統制室は、本体およびグループ関係会社の工場と研究所
（ただし、欧米など一部地域を除く）に対して、労働衛生監査を実施し、労働環境が適切に整備され、健康増進
に対する取り組みがなされていることなどを確認しています。現地監査は、監査先の規模や業態および管理レベ
ル等を考慮し、2年から5年の周期で実施しています。監査結果は監査対象会社に通知し、必要に応じて改善を求
めています。改善を求めた場合、1年後にフォローアップ監査を行い改善状況の確認を行っています。
なお、国内関係会社に対しては、半期に一度開催される国内関係会社人事担当者会議において、労働衛生関連法
令の改正とその注意点の説明、当社の労働衛生重点課題の詳細な説明など情報共有を図っています。

労働衛生サービス提供
国内関係会社からは当社と同等の高品位な労働衛生サービスを社員に提供したいとの要望が増えてきています。
当社と一部の関係会社間で労働衛生包括サービス契約を結び、当社健康管理室が当社同等のサービスを関係会社
社員に直接提供し、当社と関係会社が一体となった労働衛生施策の展開を図っています。

(3)

目標・実績
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健康経営

当社では「社員の健康は、会社の健康に直結する」との基本理念に基づき、健康管理を含む労働衛生施策を展開して
います。2016年度以降、関係会社への労働衛生監査の枠組みを明確化し、健康管理を含め労働衛生をグローバルに展
開しています。また最近は、教育や制度の活用、障害者雇用の面から、健康管理室と人事部の連携をいっそう強化し
ています。

健康診断や産業医や保健師などによる保健指導を通じて社員の健康管理のサポートを行っています。

総合健診（定期健康診断に特定健診とがん検診を融合）実施から10年以上が経ち、一定以上の受診率を保っていま
す。（健診：ほぼ100％、肺がん検診：ほぼ100%、大腸がん検診：85％、胃がん検診：60％以上、腹部超音波検
診：70％以上、前立腺がん検診：90％以上、乳がん検診・子宮頚がん検診：50％以上）健診結果は健康管理室で把握
し、必要な精密検査をきちんと受けるよう状態を説明し、専門医への受診を促しています。また、精密検査結果につ
いても、本人もしくは、紹介状の返書にて報告を受けています。そのため、がん発見の90%以上が検診発見
で、75%は根治可能な状態で発見されています。
また、2015年度に行った胃がんリスク検診をきっかけに、ピロリ菌除菌を行った者が多く、除菌後や専門医での判定
がB~D群だった者を主体に、胃内視鏡検査での胃がん検診受診者や専門医にて定期的にフォローしている社員が増え
ました。2020年度は、前回A群もしくは未受験者で希望する者に、胃がんリスク検診を実施予定です。

生活習慣病有所見率は、健康診断の事後指導や保健指導、希望者に対して行った糖尿病遺伝子検査結果に基づく体質
を加味した保健指導と健康づくり活動により、血圧は2008年度の9.1％から4％に減少、糖質は横ばいを保っていま
す。2019年度は、高年齢労働者の身体能力低下への対策、若年層からの健康教育や運動習慣定着化への施策を各事業
所で継続しました。残念ながらBMI25を超える肥満が増えているため、2020年度は、事業所提案の企画を提案事業所
で実施し、効果を検証する予定です。結果が認められた企画については、全社に展開していく予定です。
また、喫煙室の管理と平行して、個人への禁煙サポートも行っており、喫煙率は、10年前と比較すると10%程低下
し、全国の喫煙率より低くなっています。

労働衛生

マネジメントシステム 健康経営 有害物質ばく露防止

健康管理

総合検診

生活習慣病有所見率、喫煙率
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生活習慣病有所見率（三井化学籍男性社員）

＊ 生活習慣病有所見率については、項目によって男性と女性の基準値が異なるので、男女別に集計しています。当社の場合、男性
の比率が高いため、男性の有所見率をKPIとしています。

疾病休業の内訳（三井化学籍社員）

産業医を中心として、仕事と治療の両立支援も継続しています。病気の対応に悩んでいる社員、病名の告知後に主治
医の説明が耳に入らなかった社員、主治医の意図が理解できなかった社員等の相談にのり、必要なアドバイスやサ
ポートを行っています。就業上の配慮が必要な状況であれば、職場、人事部等の関係部署とも相談し、可能な対応
とっています。治療等に使える制度が充実してきたこともあり、がんに限らず治療をしながら働く社員は珍しくあり
ません。また、関係情報をまとめ、具体例等を記載した「仕事と治療の両立支援ガイドブック」を作成し、社員が
困った際にいつでも見られるよう社内掲示板に掲載しました。

海外事業所へは、本社の産業医が海外を毎年巡回し、海外勤務者の全員（希望するご家族を含む）と健康面接を行
い、心身両面から社員を継続的に支援しています。長期に及ぶプロジェクトについては、3ヵ月に1回等、頻度を密に
して社員の健康支援を継続しています。

仕事と治療の両立支援

海外勤務者の健康支援
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メンタルヘルスは社員の健康問題として重要であり、労働生産性に大きな影響を及ぼします。各種研修（新入社員・
管理社員・ライン管理者など対象、セルフケア研修等）、産業医による面接、カウンセリングを実施しているほか、
ストレス度調査を活用して、職場環境の改善をいっそう推進しています。

新入社員（新卒だけでなく、中間採用や嘱託社員も含む）には、研修に加え、コミュニケーションに関するe-ラーニ
ングを入社後一定期間おいて実施しています。さらに、入社後２年間は6ヵ月ごとに産業医が全員と面接し、生活習
慣・体調面・上司や同僚とのコミュニケーション等に関する状況を把握し、必要に応じてアドバイスをしたり、上司
を含めて話し合ったりして、新入社員の会社生活への適応を支援しています。
最近は、様々な個性・特性を持つ人々や病気治療を受けながら働く人を組織に受け入れる風土の醸成を目的としたイ
ンクルージョン勉強会も開催しています。

ストレス調査は、「職業性ストレス簡易調査」だけでなく、職場改善のヒントとなるよう「メンタルヘルス風土調
査」を加えた「新職場ストレス度調査」を2011年より全社で実施しており、ほぼ全社員が回答しています。個人に対
する結果のフィードバック・フォローだけでなく、職場改善に役立つよう組織結果を各所属長に説明しています。ス
トレスが高い職場には、所属長や職場メンバーへのヒアリングの実施や、ストレス低減計画（コミュニケーション向
上計画）を立案・実行してもらっています。また、メンタルヘルス風土が良好あるいは経時的に改善してきている職
場をグッドプラクティス（好事例）としてとりあげ、職場代表者の発表資料や、ヒアリング等で抽出した特徴をイン
トラに掲載し、全社に水平展開しています。2018年度からは専用のシステムを導入し、個人や所属部署の結果
がWeb上で確認できるようにしました。調査結果を積極的に活用する職場も増えてきており、自主的な職場改善の
きっかけになっています。
その結果、「感覚的なストレスが低く、職場の各種機能が良好」と思われる職場が、2015年度22.1%だったのに対
し、2019年度は37.9%で、「感覚的なストレスも高く仕組みが機能しているか心配」と判定された職場も8.7%か
ら4.6%と改善しました。また、人材マネジメントにおいても、リーダーシップ研修等を強化しており、働きやすい職
場づくりや職場環境の改善に好影響を与えていると考えています。2020年度は、テレワークの影響も確認しながら、
各職場のストレス度調査結果の経年推移を見て、職場風土改善に取り組んでいきます。

メンタルヘルスケア対策

研修、面談、カウンセリング

ストレス調査
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2019年度　新職場ストレス度調査結果（三井化学および契約のある関係会社）

＊ グラフ内の各点は、各職場のポイント（本社は部単位、事業所は課単位）

※1 健康総合リスク：
仕事の負担感・コントロール感・上司・同僚の支援感に関する主観的な感覚尺度から算定。
(全国平均を100とした相対評価で、120の職場では不調者発生率が20%高いと推測できる)

※2 メンタルヘルス風土：
指示系統・労務管理・連携協力・研修機会が適切かどうかの尺度から算定。
(全国平均を50とした相対評価で、数値が上がるほど職場の風土がよいと考えられる)

新型コロナウイルス感染症対策として、2020年1月より順次下記を実施しました。また、新型インフルエンザ対策と
して備蓄していたN95タイプのマスク等を事業所近郊の医療機関に寄付しました。

2020年1～2月

・新型インフルエンザ対策として備蓄していた一般マスクを中国関係会社へ送付

2020年2月

・感染防止対策の周知
・社員および同居者に感染確定者・疑似症例・濃厚接触者が発生した場合の、社員および職場の対応マニュア
ルの整備・周知
・工場における感染防止対策の整備・周知
・社員寮における対策マニュアルの整備・周知

感染症対策
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2020年3月

・新型インフルエンザ対策として備蓄していた一般マスクを定期的に社員に配布、各国の駐在社員にも送付
・基礎疾患を有する社員および妊娠中の社員に対する対応の周知
・工場における定修時の感染防止対策の整備・周知

三井化学グループでは、健康管理室や健康保険組合が中心となり、様々な健康づくりプログラムを実施し、社員の健
康管理を支援しています。2019年度も、ヘルシーマイレージ合戦、フィットネス教室、食育教室・栄養教室、ウォー
キングイベント、スポーツ大会、禁煙チャレンジ、社員食堂のヘルシーメニュー、健康測定会、体バランス測定会な
どを実施しました。
ヘルシーマイレージ合戦は、チームもしくは個人で参加し、運動や健康的な生活をポイント（ヘルシーマイル）とし
て貯め、獲得したマイルに応じて賞品を選択できるプログラムです。Webやスマートフォンで実績の入力が可能で、
国内社員の40%程度、海外の社員も参加しています。また、自分自身の現状を認識した上で各自が健康管理を行いや
すいよう、取り組み前に内臓脂肪や体脂肪等の測定を行うだけでなく、取り組んだ後の効果検証の測定も実施しまし
た。
また、海外事業所独自で健康づくり活動を行う事業所も増えてきました。関係会社の張家港保税区三井允拓複合材料
有限公司（中国）では、本社産業医巡回時のアドバイスを参考にVDT作業環境の改善、レイアウト変更による採光改
善、ストレッチ体操などを実施しています。 


フィットネス教室


栄養教室、ヘルシーメニュー

健康管理のための様々な実施プログラム
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中国の関係会社における職場環境改善とストレッチ体操

当社の傷病手当金は、2015年度以降減少傾向にありましたが、2018年度以降はメンタルヘルス不調者が若干増加し
たため、増加に転じました。しかし、2019年度の傷病手当金は、2008年度比62%で、がんおよび循環器疾患の抑制効
果により長期的には減少傾向にあります。
被保険者一人当たりの法定給付費（医療費）を2008年度100とした指標で見た場合、三井化学健康保険組合の増加率
は11.3％で、一般的な健康保険組合に比べ約55％抑制できています。
これらは、健康管理の総合的な効果と考えられ、今後も健康増進施策を強化・継続します。

傷病手当金推移




法定給付費  推移（被保険者一人当たり）

※1 法定給付費：医療費他、傷病手当金、出産育児一時
金、出産手当、埋葬費含む。

※2 健康保険組合連合会：「健保組合予算早期集計結果の
概要」よりデータ使用。

医療費の抑制

※1
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当社は、経済産業省と日本健康会議が共同で実施する「健康経営優良法人2019（大規模法人
部門）ホワイト500」に4年連続で認定されました。「健康経営優良制度～ホワイト500」と
は、地域の健康課題に即した取り組みや日本健康会議が進める健康増進の取り組みをもと
に、特に優良な健康経営を実践している法人を顕彰するものです。

当社は、スポーツ庁より「令和元年度スポーツエールカンパニー」に3年連続して認定され
ました。2017年度から始まったこの制度は、スポーツに対する社会的気運の醸成を図ること
を目的に、従業員の健康増進のため、スポーツの実施に向けた取り組みを積極的に行ってい
る企業を認定するものです。当社は、社内で実施しているヘルシーマイレージ合戦が評価さ
れました。

当社は、東京都（事務局：東京都オリンピック・パラリンピック準備局）の「令和元年度東
京都スポーツ推進企業」に5年連続して認定されました。2015年度からはじまったこの制度
は、従業員のスポーツ活動を推進する優れた取り組みや、スポーツ分野における社会貢献活
動を実施している企業等を認定するものです。当社は、社内で実施しているヘルシーマイ
レージ合戦への取り組みが評価されました。

当社は第2回「がんアライ宣言・アワード」の金賞を昨年に引き続き受賞しました。「がん
アライ宣言・アワード」は、がんを治療しながら働く「がんと就労」問題に取り組む民間プ
ロジェクト「がんアライ部
」が、がん罹患者が治療をしながらいきいきと働ける職場や社会
を目指して創設した新たな表彰制度です。今回の受賞は、当社が、通院によるがん治療をし
やすくするために半日単位で特別休暇を取得できるように制度を拡充したり、既存の在宅制
度をリニューアルしてテレワーク制度にすることで、治療と仕事の両立目的でも取得可能に
したことが高く評価されたものです。

日本政策投資銀行（DBJ）よりDBJ健康経営（ヘルスマネジメント）格付
の最高ランクであ
る「従業員の健康配慮への取り組みが特に優れている（特別表彰）」の格付を2013年3月に
取得し、健康経営のモデル企業として表彰を受けました。この格付は、DBJが従業員の健康
配慮への取り組みにすぐれた企業を評価し、融資条件を設定するものです。

労働衛生に関する社外評価

健康経営優良法人 ～ホワイト500～ に4年連続で選定

スポーツエールカンパニーに3年連続で認定

東京都スポーツ推進企業に5年連続の認定

がんアライ宣言・アワード　金賞を昨年に続き受賞

日本政策投資銀行より「DBJ健康経営（ヘルスマネジメント）格付」特別表彰を受賞
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有害物質ばく露防止

労働安全衛生マネジメントシステム（OHSAS18001 ）や2015年度に構築した化学物質の有害性リスクアセスメン
トシステム（新リスクアセスメントシステム）の活用、産業医・衛生管理者による職場巡視や内部監査などにより、
労働衛生リスクの低減や職場環境の改善に努めています。

労働安全衛生法の改正にともない化学物質の有害性に関するリスクアセスメントや対策の強化が求められています。
これまでのリスクアセスメントをさらに強化した新リスクアセスメントシステムを確立し、2016年度よりこのシステ
ムを使用して有害物質（吸入性化学物質）を取り扱う作業のリスクアセスメントを計画的に実施しています。

2018年度までに、のべ9,415件の定性的なリスクアセスメントを終了しました。このうち3,140件についてはリスクレ
ベルが高いと判断したため、計画的に個人ばく露評価などの定量評価を続け、1,190件に関して定量評価を終了しま
した。また2019年度までに、のべ12,660件の定性的なリスクアセスメントを実施し、定性評価はすべて終了しまし
た。このうち4,297件についてはリスクレベルが高いと判断しており、2,145件に関して定量評価を終了しています。
定量評価においてもリスクが高いと判断された作業は、計画的に作業改善を行いリスクの低減に取り組んでいま
す。2020年度は新規作業に関して定性評価を行います。一方、リスクレベルの高い4,297件のうち定量評価が未実施
の2,152件の対応を行う予定です。

また、有害物質の皮膚吸収による健康障害が社会的問題になったことから、2018年度に新たに化学物質の皮膚吸収性
化学物質による健康障害に特化したリスクアセスメントシステムを構築しました。2019年度以降、3,418件中3,352件
の皮膚吸収性化学物質リスクアセスメントを行い、改善に取り組んでいます。皮膚吸収性化学物質リスクアセスメン
トは2020年度までに完了するとともに、設備対応・作業方法の見直し、又は透過・劣化性能を確保した適切な保護具
の選定を行ってゆく予定です。

労働衛生

マネジメントシステム 健康経営 有害物質ばく露防止

リスクアセスメント
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作業環境改善例① 特定化学物質のサンプリング作業

改善前

サンプリングボックス内でサンプリングを実施して
いたが、扉開放時にばく露リスクがあった。


 


改善後

サンプリングボックスを完全に密閉化し、ボックス
内でサンプリング作業が実施できるようにしたた
め、ばく露リスクが大幅に低減できた。

作業環境改善例② 有機溶剤のサンプリング作業

改善前

ある職場では、サンプリングの際、タンクの配管か
ら直接瓶に採取していたので、被液と吸入ばく露の
リスクがあった。


 


改善後

サンプリング口をボックス化した。また、ねじ山付
きのサンプル瓶をサンプリング口に取り付け、密閉
状態でパージ・共洗い・サンプリングが可能となっ
た。このため、被液と吸入ばく露のリスクを大幅に
低減できた。
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海外関係会社向けの労働衛生リスク低減策として、本社産業医が海外事業所を巡回する際に、計画的に職場巡視を行
い労働衛生の改善点を指導しています。2019年度は、海外事業所6カ所で実施し、現地担当者への教育も行いまし
た。

産業医による海外関係会社に対する労働衛生リスク低減のための職場巡視
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方針

取り組み

マネジメントシステム

取引先評価と改善支援

イニシアティブへの参加

マネジメントシステム

人材育成

評価・報酬

働きやすい職場環境

ダイバーシティ

グローバル人材戦略

マネジメントシステム

科学実験教室「ふしぎ探検隊」

次世代育成

環境

従業員の社会活動参加支援

災害支援

地域社会との共生

社会とのエンゲージメント

人権の尊重 持続可能な調達

人材マネジメント 社会活動
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方針

本方針は、三井化学グループにおける人権の尊重について、具体的な指針を示すものです。

基本的な考え方

人権の尊重は、グローバルな事業活動を行っていく上で基本となる事項です。
私たち三井化学グループは、国連『グローバルコンパクト』に2008年1月に署名し、また、『世界人権宣
言』、国際労働機関（ILO）『労働における基本的原則及び権利に関する宣言』、国連『ビジネスと人権に関す
る指導原則』の趣旨に賛同し、人権の尊重を推進します。
私たちは、『三井化学グループ行動指針』に基づき、社会の一員として、「誠実な行動」「人と社会を大切
に」「夢のあるものづくり」を実践します。そして、サプライチェーン全体における環境・社会的責任を認識
し、本方針の尊重を働きかけ、公正で社会から信頼される企業を実現していきます。

人権の尊重

私たちは、グローバルな事業活動を行っていく上での基本となる事項として、人権を尊重し、『世界人権宣
言』第一条に定める「すべての人間は、生まれながらにして自由であり、かつ、尊厳と権利について平等であ
る」こと、「人間は、理性と良心とを授けられており、互いに同胞の精神をもって行動しなければならない」
ことの自覚に基づいて、公正で社会から信頼される企業を目指します。

差別の禁止

私たちは、いかなる場合においても、人種、出身国、出身地域、社会的出身、出身階級、家系、宗教、障害、
年齢、性別、性的指向、性自認、家庭環境、婚姻の有無、組合加入、政治的見解、その他の差異に基づく、
いっさいの差別を行いません。

労働基本権の尊重

私たちは、労働者の団結権、団体交渉の権利など、労働基本権を尊重します。
また、率直な対話と相互理解を通じて労使の信頼と協力関係を培い、労使間の諸問題を自主的かつ平和裡に解
決します。

強制労働・児童労働の禁止

私たちは、あらゆる国・地域における全ての事業活動において、一切の強制労働、児童労働を行いません。

ハラスメントの禁止

私たちは、いかなる場合においても、セクシャルハラスメント、パワーハラスメント、マタニティハラスメン

人権の尊重

方針 取り組み

三井化学グループ人権方針
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トなど、個人の尊厳を傷つけるようなハラスメント行為を行いません。

プライバシーの尊重

私たちは、個人のプライバシーを尊重すると共に、『プライバシー保護と個人データの国際流通についてのガ
イドラインに関するOECD理事会勧告』の趣旨に賛同し、個人情報を各国の関係法規に則って適正に取扱いま
す。

人権侵害の防止

私たちは、自らの事業活動を通じて人権侵害を引き起こさないこと及び間接的にも人権侵害につながる影響を
及ぼさないことに努めます。
また、事業活動において関係するすべてのステークホルダーを通じて、人権侵害につながる影響を防止または
軽減するように努めます。

人権デュー・デリジェンス・プロセスの考え方に基づく取組み

私たちは、人権侵害や間接的に人権侵害につながる影響またはリスクを把握し、これらを防止または軽減し、
どのように対処するかについて責任を持つ、という人権デュー・デリジェンス・プロセスの考え方に基づき、
行動するよう努めます。

人権侵害が発生した場合の対応

私たちは、私たちの事業活動により人権侵害を引き起こしたこと、または間接的に人権侵害につながる影響を
及ぼしたことが明らかになった場合には、速やかに是正のための対策を講じ、あるいは、他者による対策に協
力します。

以上
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取り組み

三井化学グループは、人権に関する様々な取り組みを通じて2025長期経営計画の目標のひとつに掲げている「サプラ
イチェーン全体を通じた安全確保・高品質・公正の追求」を目指していきます。

当社グループの拠点がある国々では地域の政治、経済、社会の状況を反映した、人権に関する様々な課題がありま
す。また状況の変化により、それらの課題も影響を受けていくこともあります。当社グループの各拠点ではそういっ
た人権に関する課題への配慮を欠かすことはできません。グローバルな各地域における人権に関する課題から当社グ
ループとして考慮すべき課題を把握するために、米国国務省のCountry
Reports
on
Human
Rights
Practices、Trafficking
in
Persons
Reportなどの情報、あるいはHuman
Rights
Watch
World
Report、Transparency
Corruption
Perceptions
Indexといった人権に関わるNGO等の調査資料を参考にして、当社グループの事業拠点が存
在する地域の人権に関する課題の調査を実施しています。これらの資料によれば、各地域では雇用および職業に関す
る差別、不当な労働条件、強制労働や児童労働、外国人労働者への人権侵害、腐敗への関与など、様々な課題が存在
します。これらの課題はサプライチェーン（原材料調達先、協力会社、委託加工先、物流業者など）においても同様
に存在しています。また、新型コロナウイルス感染症の世界的大流行は、グローバルな事業展開を行っている当社グ
ループにとっても大きな課題となっています。グローバルサプライチェーンにおける事業影響にとどまらず、各地に
おいて潜在的な人権課題へも深刻な影響を及ぼしており、当社グループにおいても看過できないものと考えていま
す。今後は重点地域を定めて、優先的に当社グループの事業拠点が考慮すべき人権に関わる課題の特定を進めていき
ます。

各種研修において三井化学グループ行動指針、三井化学グループ人権方針の学びを通じて人権尊重意識を浸透させ、
差別やハラスメント問題などへの啓発を行っています。2019年度には「ビジネスと人権」の基本を分かりやすく学ぶ
ために、一般財団法人アジア・太平洋人権情報センターと公益社団法人アムネスティ・インターナショナル日本によ
る「ビジネスと人権ｅラーニング教材」を導入しました。また、リスクホットラインやハラスメント相談窓口で人権
に関する報告・相談を受け付けています。内部統制室による業務監査では、コンプライアンス確認書を使用した内部
統制の自己評価に基づいた内部監査プロセスを導入しています。コンプライアンス確認書には、関連法規の遵守、贈
収賄・ハラスメント防止、個人情報の適切な取り扱い、差別や強制労働、児童労働など人権に関する項目も含まれ、
毎年見直しを行っています。
当社は、グローバル・コンパクト・ネットワーク・ジャパンの人権に関する分科会に参加し、人権NGOや参加企業と
ともに国際的な人権課題など企業が留意すべき事項についての学びや討議に参加しています。分科会活動を通じて人
権課題への理解を深め当社グループの啓発活動に活かしていきます。

人権の尊重

方針 取り組み

考慮すべき人権課題の調査

社内における人権への配慮
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人材マネジメント

労働衛生

安全・保安

事業展開などで重要な投資案件については、投融資検討会で投資先の人権課題などについて確認をしています。また
法務デューデリジェンスの中で、各国の労働関連法規などもふまえて人権についても配慮を行っています。

当社グループは、サプライチェーン全体における環境・社会的責任の推進を掲げ、事業を遂行する中で結びつきを持
つ様々なステークホルダーの方々についても、常に人権の尊重を念頭において事業活動に取り組んでいます。
例えば、取引先については三井化学グループ購買方針や三井化学グループ持続可能な調達ガイドライン 
に明記し
ているとおり、人権の尊重、公正な労働条件や労働環境、環境負荷の低減、法令および社会規範の遵守、サプライ
チェーンにおけるこれらへの配慮を重視することを求めています。新たに取引を開始するとき、また、継続取引先に
ついては、取引内容に応じて定期的に、持続可能な調達
SAQ 
（Self
Assessment
Questionnaire：セルフ・アセ
スメント質問表）により取り組み状況の確認を行い、その回答結果に基づき、取引先へのフィードバックおよび改善
支援を行っています。また、取引先の方々が利用できるようにリスクホットラインの範囲を拡大しています。

取引先評価と改善支援

当社グループは、企業やNPO/NGO、学識有識者等との対話を通じて、人権問題が発生する文脈、事業活動と人権と
の関連性について理解を深めています。その上で、当社にとって重要な人権課題やこれらに配慮した事業活動の在り
方について考え、企業活動に活かせるよう努めています。
当社は、経済人コー円卓会議日本委員会が主催するステークホルダー・エンゲージメントプログラム
に参加していま
す。これは、企業、NGO/NPO、有識者等が「ビジネスと人権に関する指導原則」で求められている人権デューデリ
ジェンスに向けた議論を行うプログラムです。2019年のプログラムでは、森林保全と持続可能な利用、水・衛生、性
的指向・性自認、プラスチック問題、テクノロジーの進化、データ流通社会のプライバシー、子どもの権利とビジネ
ス、移民労働者などが関わる人権の課題について背景も考慮しながら、国連環境計画・金融イニシアチブが策定した
人権ガイダンスツールを参考に、業界ごとに重要な人権課題の特定をしました。

2019年度　ステークホルダーエンゲージメントプログラム（人権デューディリジェンスワークショップ）

投資における人権への配慮

サプライチェーンにおける人権配慮

ステークホルダー・エンゲージメントプログラムへの参加
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マネジメントシステム

三井化学グループは、「三井化学グループ購買方針」のもと、購買活動を実施しています。この方針には、公正で誠
実な取引を行うことに加えて、持続可能な調達の観点を組み込んでいます。また、購買活動において、グローバルな
視点でサプライチェーン全体における環境・社会的責任を果たすため、取引先に当社グループと共に取り組んでいた
だきたいことを「三井化学グループ持続可能な調達ガイドライン 
」として取りまとめています。
また、三井化学グループのグローバル・ポリシーとして、調達に関する基本的事項を定めています。その実行を通じ
て、適切な品質と価格で安定かつ公正・遵法な調達を確保することで、当社グループの競争力の維持・強化とコンプ
ライアンスの担保を図っています。

三井化学グループは、全てのお取引先を良きパートナーであると認識し、互いの持続可能な発展の実現を目指
して、公正で誠実な取引を行うことを心がけます。

三井化学グループは、グローバルな視点で、サプライチェーン全体に関わる環境・社会・企業統治などの課題
にも取り組み、持続可能な調達の実現を目指します。

三井化学グループは、本「グループ購買方針」に基づき購買活動を行います。

1.コンプライアンスの徹底

購買活動の実行にあたり、それぞれの地域・国における法令・社会規範を遵守します。
また、同等のコンプライアンス徹底をお取引先にも要求します。

2.機会の均等と透明性の確保

お取引先に広く門戸を開放し、対等な立場で公明正大な取引の機会を提供します。

3.「持続可能な調達」の観点からのお取引先選定

より強いパートナーシップ構築のため、お取引先の選定に際しては、特に以下の観点を重視します。

※ 具体的には、当社が定めております「三井化学グループ持続可能な調達ガイドライン」を参照ください。

以上
2019年2月1日改定

持続可能な調達

マネジメントシステム 取引先評価と改善支援 イニシアティブへの参加

方針・基本的な考え方

三井化学グループ購買方針

人権を尊重し、差別を禁止している。人権侵害に加担していない。(1)
公正な労働条件を適用し、労働環境の安全衛生を整備している。
強制労働、児童労働および雇用における差別を禁止している。

(2)

環境上の課題を認識し、解決・対応に取り組んでいる。(3)
健全な経営状態のもとで、公正な企業活動を行っている。(4)
品質・価格・納期などが適正水準であり、その維持・向上に努めている。(5)
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購買部担当役員を責任者として、購買部が当社グループ（購買部購買、本体事業部購買、国内外関係会社購買）の持
続可能な調達に関する計画を策定、実行しています。
購買部では、持続可能な調達の実現のため、「持続可能な調達SAQ」調査や取引先監査によって、定期的に取引先の
状況を確認しています。
それらの活動計画や成果については毎月の部内会議で進捗を把握し、次年度計画に反映します。また、毎年実施され
る監査役監査や購買部内部監査の中でも持続可能な調達の取り組み状況についてチェックを行っています。

KPI 集計範囲
2019年度 中長期

目標 実績 達成度 目標

持続可能な調達
率

三井化学グループ ─ ─ ─ 70%
(2025年)

三井化学
(購買部および事業部調
達)

─ 44% ─ ─

三井化学購買部 ─ 84% ─ ─

※ 持続可能な調達率：
取引先の持続可能な調達SAQ回答率（集計範囲の取引額ベース）。回答結果に基づき、取引先へのフィードバックおよび改善支
援を行っている。

体制・責任者

目標・実績

※
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三井化学グループ持続可能な調達ガイドライン 

 

三井化学グループは、経済軸・環境軸・社会軸から成る3軸経営を深化させ、社会課題の解決に向けた取り組みを行うことで、

社会と共に持続可能な発展を目指しています。当社グループはこの考えに基づき、『三井化学グループ行動指針』に掲げる「誠

実な行動」「人と社会を大切に」「夢のあるものづくり」を実践し、事業活動を行うように努めています。 

調達においては、グローバルな視点でサプライチェーン全体における環境・社会的責任を果たすために、お取引先様との強いパー

トナーシップ構築が重要であると考えています。また、これらの取り組みが、お取引先様と当社グループ相互の持続可能な発展に

寄与すると認識しています。 

このような観点で、お取引先様に当社グループと共に取り組んで頂きたいことを、「三井化学グループ持続可能な調達ガイドライン」

として取りまとめました。お取引先各社様には、本ガイドラインの趣旨をご理解、賛同いただき、下記の内容への取り組みをお願い

します。 

 

 

コーポレート・ガバナンス 

 

1. 健全な企業経営 

企業としての業務の有効性および効率性、財務報告の信頼性、事業活動に関わる法令等の順守、資産の保全を担保す

る管理体制や仕組みを自社内に備え、健全な企業経営のための組織体制を構築する。 

 

2. 説明責任 

社会やステークホルダーへの説明責任を認識し、社内外に向けて、財務情報および非財務情報を適切に発信する。 

 

人権 

 

1. 人権の尊重と差別の禁止 

国際的に宣言されている人権の保護を支持、尊重する。また、いかなる場合においても、人種、出身国、出身地域、社会

的出身、出身階級、家系、宗教、障害、年齢、性別、性的指向、性自認、家庭環境、婚姻の有無、組合加入、政治的

見解、その他の差異に基づく、いっさいの差別を行わない。 

 

2. 人権侵害の防止 

自らの事業活動を通じて人権侵害を引き起こさないこと、間接的にも人権侵害につながる影響を及ぼさないことに努める。ま

た、事業活動において関係するすべてのステークホルダーを通じて、人権侵害につながる影響を防止または軽減するように努

める。 
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労働 

 

1. 平等な機会の提供 

従業員に対して、人材育成やキャリアアップの機会を平等に提供する。また、採用において、意欲と能力ある人材に等しく機  

会を与える。 

 

2. 適正な賃金の支払い 

事業活動を行う国や地域の法定最低賃金を順守する。また、従業員の成長実感と働きがいの向上に配慮した賃金を設定

することに努める。 

 

3. 労働時間、休暇の公正な適用 

事業活動を行う国や地域の法令に定められた労働時間を順守する。また、有給休暇取得の権利を与える。 

 

4. 強制労働の禁止 

すべての労働は自主的なものであり、従業員が自らの意志判断で離職できるように保証する。 

 

5. 児童労働の禁止 

事業活動を行う国・地域における法定就労年齢未満の児童を雇用しない。また児童の健康、安全、道徳を損なうような就

労をさせない。 

 

6. 労働基本権の尊重 

従業員の団結権、団体交渉の権利など、労働基本権を尊重する。 

 

7. 労働安全衛生についての適切な管理 

就労中に発生する事故や、人体に有害な化学物質、騒音、悪臭などの発生リスクを把握し、安全・健康な職場環境を確

保する。また、従業員のメンタルヘルスに配慮した対策を講じる。 

 

環境 

 

1. 化学物質の管理 

法令等で定められた基準に基づき、製品中の化学物質を管理する。 

 

2. 環境負荷の低減 

大気、水、土壌に排出する環境負荷物質（温室効果ガス等を含む）に関して、法令に定められた水準、もしくはそれ以上

の自主的な目標を定め、環境負荷物質の低減に努める。 

 

3. 資源の効率的な利用 

エネルギーや水、原材料などの資源利用に関して、自主的な目標を設定し、効率的な利用に努める。 
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4. 廃棄物の管理 

廃棄物について、自主的な目標を設定し、責任ある廃棄またはリサイクルに取り組む。 

 

5. 生物多様性の保全 

事業が生態系に与える直接・間接的影響について検討を行い、生物多様性の保全に取り組む。 

 

リスク・コンプライアンス 

 

1. 腐敗防止 

腐敗防止のため、事業活動を行う国内外の現地行政や公務員への接遇管理を行うなど、健全な関係を維持する。 

 

2. 顧客や取引先等との不適切な利益の授受の防止 

営業または購買活動等において、顧客や取引先等との間で、過剰な贈答、接待、癒着を行わず、健全な関係を維持する。 

 

3. 競争法違反の防止 

談合やカルテル、優越的地位の乱用など、不公正な取引を行うことを防止する。 

 

4. 反社会的勢力の排除 

暴力団や総会屋等の反社会的勢力との関係を排除し、利益の供与は絶対に行わない。 

 

5. 他者の知的財産の尊重 

他者の特許権、著作権、商標権等の知的財産権を尊重し、無断使用を防止する。 

 

6. 苦情や相談窓口の設置 

重要なリスク情報を知った関係者が、専用部署もしくは社外窓口に直接報告・相談できる体制を整える。また、その際、報

告・相談者の秘密が厳守され、不利益な取り扱いを一切受けることがないようにする。 

 

7. 事業継続計画(BCP)体制の構築 

災害発生時の重要業務や事業の継続あるいは早期復旧の体制を整える。 

 

8. 機密情報の管理、個人情報の保護 

顧客や取引先、自社等の機密情報が漏洩することのないように適切に管理を行う。また、顧客、取引先、・従業員等の個

人情報を適切に管理・保護する。 
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品質・安全性 

 

1. 製品・サービスの品質・安全性の確保 

事業活動を行う国や地域の法令に定められた安全基準および、事前に要求された品質基準を満たす製品・サービスを提供

する。 

 

2. 製品・サービスの不具合発生時の適切な対応 

製品・サービスに関する事故が発生した場合や不良品が流通した場合に、迅速な情報開示、所轄当局への連絡、製品回

収を行い、供給先への安全対策等の体制を整備する。 

 

サプライチェーン 

 

1. サプライチェーンに対する基本姿勢 

自社のみならず、サプライチェーン全体を通じて社会的責任を果たすため、取引先に対する持続可能な調達の意義の周

知・浸透に努める。 

 

2. 責任ある原材料調達 

コンゴ民主共和国およびその周辺国等の現地武装勢力による非人道的行為に関わる紛争鉱物である金（Au）、タンタル

（Ta）、タングステン（W）、錫（Sn）を用いた原材料を購入・使用しない。 

 

地域社会とのコミュニケーション 

 

1. 地域社会への貢献 

事業活動を行う国・地域における文化や習慣を尊重し、地域社会の持続可能な発展に貢献する活動を行う。 

 

 

以上 
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取引先評価と改善支援

新たに取引を開始するとき、また、継続取引先については定期的に、取引内容に応じて、持続可能な社会の実現に向
けた取り組み状況を確認しています。環境保全、労働安全、品質保証に関する項目のほか、企業統治や公正取引、人
権、情報セキュリティなど幅広い内容についての確認を実施しています。また、その結果に基づいて取引先企業の評
価を行い、必要に応じて改善の指導も実施しています。著しい不具合があった取引先には、罰則基準に従い、発注停
止処分等の対応を行っています。なお、2020年4月の民法改正に伴い、原材料や資機材の取引約款を改正しました。

お取引の手順

持続可能な調達

マネジメントシステム 取引先評価と改善支援 イニシアティブへの参加
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当社グループは取引先に回答を依頼する持続可能な調達SAQの様式として、国連グローバル・コンパクト・ネット
ワーク・ジャパン
サプライチェーン分科会作成の
CSR調達セルフ・アセスメント質問表 
 
を採用しています。
これは、国連グローバル・コンパクト10原則をはじめ、ISO26000やGRI等の国際規格との整合性に配慮して作成され
たものです。当社グループは取引先に対して、持続可能な調達ガイドライン 
に記載する事項を要請しています
が、それら内容を具体化したものがこのSAQであると考えています。
取引先にSAQへの回答を求め、その回答結果に基づき、取引先へのフィードバックおよび改善支援を行っています。
また、SAQの回答率（当社グループ全体の取引額ベース）を持続可能な調達率として2025長期経営計画のKPIのひと
つに設定しています。

※ グローバル・コンパクト・ネットワーク・ジャパン事務局発行の「持続可能な世界実現のためのお役立ちシリーズ
CSR調達セル
フ・アセスメント・ツール・セット
」より一部抜粋

2017年度から2019年度にかけて、購買部取引先 へのSAQ調査を実施し、取引額の約９割に当たる307社から回答を
いただきました。
2018年度は、持続可能な調達SAQの解説書を作成し、SAQの得点率が70%未満であった取引先に送付し、SAQ設問内
容の理解を深めていただくための啓発資料としました。また、得点率が40%未満であった取引先への訪問指導では、
この解説書を使いながら、それぞれの取引先の実情に配慮した話し合いを行いました。その結果、取り組み内容
をSAQに反映させる理解が深まり、訪問指導を行った取引先全ての得点率が40％以上に改善しました。また、これら
取引先には、次のステップに向けて活動を継続していただくことをお願いしています。

※ 購買部取引先：
原材料調達先：510社、資機材・間接材調達先：3,028社（2020年5月時点）

2019年度には、事業部や国内関係会社（子会社）へ持続可能な調達について説明のうえ、事業部や子会社の取引先へ
のSAQ調査を開始しました。これは、元々2021年度に計画している次回調査の先行実施であり、持続可能な調達の展
開を加速するとともに、作業を平準化する目的です。

持続可能な調達調査

※

※
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持続可能な調達調査の実績（2017-2019年度)

SAQ得点率区分 社数 改善に向けたアクション

レベル3
(得点率70%以上)

223
全社平均、業界平均と回答企業の得点率のチャートとともにフィードバック実
施

レベル2
(40%以上70%未満)

70 解説付きSAQを送付し、次回（2021年）までの改善を依頼

レベル1
(40%未満)

14 訪問のうえ改善に向けた意見交換と解説付きSAQで説明の上で再度回答依頼

回答取引先計 307（回収率：90%）

持続可能な調達率

  2017年度 2018年度 2019年度 2025年度 (目標)

購買部取引額ベース 73% 84% 84% ─

三井化学取引額ベース 39% 44% 44% ─

三井化学グループベース ─ ─ ─ 70%

2016年度は、購買部の取引先約2,600社に向け、下記の内容の注意喚起文書を送付しました。
2018年度は、各工場の協力会社向けに、これらの項目について説明会を実施し、注意喚起文書を配布しました。ま
た、購買部の全取引先に向け、贈答品辞退の文書を送付しました。

過去発生した不具合事例の紹介

取引先各社への依頼事項
サステナビリティの見地もふまえた、法令および社会規範遵守
購買部が所管する取引において、依頼部署と直接価格交渉等を行わないこと
BCP（事業継続計画）の策定

三井化学グループ購買方針の内容とリスクホットラインの再周知

三井化学グループは、いわゆる紛争鉱物に対して求められる必要な対応について十分認識しており、2015年度には、
購買部において2014年度に取引のあったすべての原料を対象に調査を行いました。その結果、コンゴ民主共和国およ
びその周辺国の現地武装勢力による非人道的行為に関わる紛争鉱物である金（Au）、タンタル（Ta）、タングステ
ン（W）、錫（Sn）を購入・使用していないことを確認しています。今後もし使用が判明した場合は、速やかに紛争
鉱物の調達を停止します。
また、購買部とRC・品質保証部は協働で化学品安全情報システムに登録されている当社製品組成から、錫触媒などを

取引先への注意喚起実施

紛争鉱物に対する考え方
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特定し、取引先への紛争鉱物調査を毎年実施しており、問題が無いことを確認しています。持続可能な調達SAQにお
いても、紛争鉱物への取り組みを確認する項目を設けています。

2016年度は、三井化学の全購買部員に対して持続可能な調達教育を行いました。以後も新任部員への調達教育の必須
要素のひとつとして運用しています。2018年度は、三井化学の全購買部員に対して持続可能な調達SAQの設問内容に
ついての教育を行い、部内の浸透を深めました。2019年度は事業部や国内関係会社（子会社）の購買担当者に対して
も、持続可能な調達SAQについての説明を実施しました。2020年度の購買部員向けe－ラーニング科目に新たに「品
質監査業務」を加え、より的確かつ高度な視点で取引先監査が実施できる体制を目指しています。
購買部員以外の、社内の購買行為を行う社員に対し、調達ルールについてのe－ラーニング受講を義務付けており、
集合教育も毎年定期的に実施しています。2020年度は調達ルールについてのe－ラーニングの内容を更新しました。

社内教育
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イニシアティブへの参加

当社グループは、サプライチェーンにおいて企業の環境的・社会的慣行に関する情報を共有することを通じてそれら
の改善を目指しているプラットフォーム（
Sedex
、EcoVadis
）に参加しています。また当社は、RSPO
(Roundtable
on
Sustainable
Palm
Oil)のサプライチェーンの認証を取得しています。

三井化学
3年連続
EcoVadis社のサステナビリティ評価で「ゴールド」に格付け

RSPO認証


当社は、2013年度より国連グローバル・コンパクト・ネットワーク・ジャパン
サプライチェーン分科会に参画して
います。参加企業と連携しながら、サプライチェーンにおける持続可能な調達の向上に向けた取り組みとして、業界
横断型の共通セルフ・アセスメント質問表（SAQ）の作成やNGO・有識者との意見交換、さらには他団体・企業への
啓発・普及活動に関わっています。
また、国連グローバル・コンパクト・ネットワーク・ジャパン
サプライチェーン分科会は、質問表作成において、下
記のとおり表明しています。
当社グループはこの考えに共感し、率先してこの質問表を採用することで、他の採用企
業とともに、自社サプライチェーンに留まらず、社会全体の持続可能な調達の向上に貢献していきます。

経営資源（人・モノ・金）の大小に関わらず、サプライチェーン上の構成企業が平等の精神で協議し、持続可能な
社会構築に繋がるCSR調達が重要となる。

サプライチェーンを構成するすべての企業が、SAQの回答を通じて互いに「ビジョンの共有・相互理解・相互成
長」し、グローバルレベルでのCSR調達が実践できるよう、簡便性・分かりやすさ・使いやすさ・オープン性を兼
ね備え、ベースラインとなるSAQをめざす。

サプライヤー・バイヤー間でSAQを共通・共有化し両者の作業負荷低減を図ることで、自身およびサプライチェー
ンのCSR調達向上の実践に経営資源を投入しやすくするものとする。

持続可能な調達

マネジメントシステム 取引先評価と改善支援 イニシアティブへの参加

ESG情報共有プラットフォームへの参加およびサプライチェーン認証取得

国連グローバル・コンパクト・ネットワーク・ジャパン　サプライチェーン分科会への参画

203



CERT/FICA TE 

CU-RSPO SCC-842870 
Based on an audit according to the requirements stated in the RSPO Supply Chain Certification Systems, version November 
2014 and a signed contract, Control Union Certifications herewith certifies that the facility(s) listed below are found to be in 

compliance with the RSPO Supply Chain Certification Systems, version November 2014. This guarantees that the criteria for 
processing RSPO certified palm oil products through one or more of the supply chain models as stated in the RSPO Supply 

Chain Certification Systems have been met. 

Name of certified company 

Full address certified company 

RSPO Number (if applicable) 

Other sites certified (see annex 1) 

RSPO registered parent company (if applicable) 

RSPO member number parent company 

Mitsui Chemicals, Inc 

Shiodome City Center, 1-5-2 Higashi-shinbashi 
105-7122 Minato-ku
Tokyo JAPAN

4-0664-15-000-00

図

Scope of assessment Procurement and processing of Fatty Acid Methyl Ester, including storage and selling as nonionic 
surfactant. 

Start date certificate 

Expiration date certificate 

Date of first RSPO certification 

Certificate number 

Supply chain model 

Authorised signatory name 

Ms. N Atiqah 
Date of issue: 21-12-2015 
On behalf of the Managing Director 

Authorised signature 

21-12-2015 

20-12-2020 

21-12-2015

CU-RSPO SCC-842870 蘭 ldeoUty P,eser,ed (IP) 

Mass Balance (MB) 

Segregation (SG) 

c�:、゚々
l'"1F\� 

Issued by 
Control Union Certifications 
Meeuwenlaan 4-6, P.O. Box 161, 
8000 AD ZWOLLE 
The Netherlands 
tel.: +31(0)38 426 01 00 
http://www.controlunion.com 
certifications@controlunion.com 

Control Union Certifications is accredited to provide RSPO Supply Chain Certification on 06/06/2014 (RSPO-ACC-014) 

This certificate including the annex remains the property of Control Union Certifications and can be withd『awn in case of terminations as mentioned in the 
licensee contract, or in case changes or deviations of the above-mentioned data occur. The licensee is obliged to inform CUC immediately of any changes 

in the above mentioned data. 

Certificate version: C842870CU-RSPO SCC-01.2015 

、 CONTROLUNION
ヽ�

Only an original and signed certificate is valid. 
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マネジメントシステム

＊ 従業員の生活習慣病およびメンタルヘルス対策については、こちらをご覧ください。

近年ますますグローバル化が進展し、海外で活躍する社員が全体で4割を超えています。持続可能な社会実現への貢
献のあり方が問われるなか、社会が求める価値を三井化学グループが創造し続けるためのカギは「人材」にありま
す。グローバル人材開発における課題は大きく２つあり、ひとつ目は戦略実行を担う人材の確保、ふたつ目はエン
ゲージメントの向上であると考えています。当社グループは、それら課題に対する様々な施策を講じています。

従業員および当社グループへの就職を検討いただいている方を含む社会の皆さんに対して、三井化学グループの人材
に関する考え方を示すため、三井化学グループ人材マネジメント方針を制定しています。会社と従業員が互いに刺激
しあい、より良い方向へと高めあえる関係をつくりあげることを目指し、行動指針で掲げている「人を大切にするこ
と」を根本に据えた方針となっています。私たちはこの方針を、世界各地の関係会社人事施策の根幹に位置づけ、
「三井化学グループの持続的成長」と「従業員の幸福と自己実現」の両方を実現することを目指します。なお、本方
針は、日本語、英語、中国語で開示し、大多数の従業員の使用言語をカバーしています。

人材マネジメント

マネジメントシステム 人材育成 評価・報酬

働きやすい職場環境 ダイバーシティ グローバル人材戦略

方針・基本的な考え方
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1.「誠実な行動」に向けて

1.
 従業員に対し、「行動指針」に定めた「誠実な行動」を求め、そうした行動をとる人を高く評価し、その
力が十分発揮できる環境を整備します。

2.
事業地区の労働に関するあらゆる法規及びルールを遵守します。
3.
従業員の採用・配置・育成・評価・処遇は、性別・人種・国籍・年齢・宗教・障害などに基づく差別をす
ることなく、ルールを開示し、ルールに則り公正・公平に行います。

2.「人と社会を大切に」に向けて

1.
 従業員に対し、「行動指針」に定めた「人と社会を大切に」する行動を求め、そうした行動をとる人を高
く評価し、その力が十分発揮できる環境を整備します。

2.
従業員の職場における安全と健康を守ります。
3.
あらゆるハラスメントを許さず、人権擁護を支持し、尊重します。

3.「夢のあるものづくり」に向けて

1.
 従業員に対し、「行動指針」に定めた「夢のあるものづくり」に向けた以下の行動を求め、そうした行動
をとる人を高く評価し、その力が十分発揮できる環境を整備します。

自らの可能性を信じ、失敗を恐れず、果敢に挑戦する。
感性を豊かにし、たぐいない新たな価値をつくり出す。
自分の目で確かめ、自ら考え、行動する。
グローバルな視点に立ち、世界に通じるプロフェッショナルを目指す。
これまで培った経験や技術を伝承し、次世代の人材育成に努める。
活発なコミュニケーションを通じ、一人ひとりの力を組織の力に結集する。

さらに、当社は、世界各地の拠点で働く当社グループの人々の心をひとつにまとめ、同じ目標の達成に向けて
ともに努力し続けるための求心力となる中核的な価値観と3つのコア・バリューを制定しています。「行動指
針」に定めた「チャレンジ精神」、「多様性の尊重」、「チームワーク」は、コア・バリューであ

三井化学グループ人材マネジメント方針
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る、Challenge、Diversity、One
Teamにそれぞれ通じています。

4. 上記各項目に立脚し、次の考え方で人事施策を行います。

 「三井化学グループの持続的成長」に向けた考え方

組織編成 戦略に沿った組織を編成し、その実現に最適の職務を編成します。

採用 企業の成長に貢献し得る人材を採用します。

配置 成果を挙げうる人材を積極的に登用します。

育成 世界に通じるプロを長期視点に立って育成します。

評価 実現した成果を適切に評価します。

処遇(報酬) 事業コストの点で、十分競争力ある報酬水準を目指します。

 「従業員の幸福と自己実現」に向けた考え方

組織編成 人材の意欲と能力を活かす職務編成を行います。

採用 採用においては、意欲と能力ある人材に等しく機会を与えます。

配置 人材が持てる意欲と能力を十分に発揮できるような配置を行います。

育成 世界に通じるプロに向けて自己研鑽することを支援します。

評価 公正で意欲と能力の向上に結びつく評価を行います。

処遇(報酬) 意欲と能力ある人材を確保する点で、十分競争力ある報酬水準を目指します。

なお、各国・地域の定める法令に基づく最低賃金規定や労働時間規制に抵触することのないよう努めます。

以上

人事部・グローバル人材部担当役員が責任者です。
人事部が主体となって、人材マネジメントに関わる中期計画、年度計画を策定し、これを各事業所、国内外関係会社
の人事部門と共有の上、実行します。各事業所人事責任者、国内関係会社人事責任者、海外地域統括会社人事マネー
ジャーと定期的に進捗状況を確認・議論し、関係施策の立案・実行につなげています。年度計画の重点課題について
四半期ごとに担当役員に対して報告を行っています。また、経営上重要な施策については、経営会議や人材育成委員
会等に諮っています。
さらに、グローバルな人事施策の立案・実行のため、グローバル人材部長の下に日本、欧州、米州、アジアの人事責
任者を組み込んだ「Global
Human
Resources
Development
Advisory
Committee（HRDAC）」を編成し、①グロー
バルHuman
Resources（HR）マーケティング
②グローバル人材開発
③グローバルモビリティ
④グローバル報酬・
評価制度等の課題項目に取り組んでいます。

体制・責任者
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人材マネジメント体制

対象 モニタリングの場 頻度

三井化学各事業所 事業所人事グループリーダー会議 約1回
/
月

国内関係会社 国内関係会社人事担当者会議 2回
/
年

海外関係会社 海外統括会社（米・欧・中・アジア太平
洋）人事責任者会議（HRDAC）

2回
/
年
(四半期報告での情報収集も実施)

※ HRBP：
Human
Resources
Business
Partner。各部門におけるキータレントマネジメント、人材育成委員会運営および人員の異動・配置
等をサポートする担当者。人事部およびグローバル人材部に所属するメンバーから15名を選抜。

なお、各事業所、各関係会社における人材マネジメントに関する法令遵守状況は、内部統制室が実施する内部監査に
より定期的にチェックを行っています。
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KPI 集計範囲
2019年度 2020年度 中長期

目標 実績 達成度 目標 目標

定期採用の女性比
率

事務系総合職
三井化学籍
社員

40% 52% ◯ 40% 40%

技術系総合職
三井化学籍
社員

20% 16% × 20% 20%

一般職
三井化学籍
社員

5% 11.4% ◯ 7% 7%

女性管理職（課長級以上）比率
三井化学籍
社員

4.0% 3.0% × 4.0%
10％
(2025年)

障害者雇用比率
三井化学籍
社員

2.2% 2.3% ○ 2.3% ─

＊ 本サイトに掲載している定期採用実績は、その年度に入社した社員を集計したものです。よって、次年度の入社予定の社員数を
集計している「第二期女性活躍推進に関する行動計画」で示すデータとは数値が異なります。

KPI 集計範囲
2019年度 2020年度 中長期

目標 実績 達成度 目標 目標

従業員エンゲージメント向上
三井化学グ
ループ

アクションプラン
策定

アクションプ
ラン登録
率96%

○
アクションプ
ラン実行

調査およびアク
ションプランの
定期的な実施

目標・実績

ダイバーシティ

従業員エンゲージメント
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人材育成

当社グループは、三井化学グループ人材マネジメント方針に基づき、世界で活躍できる人材を長期視点に立って育成
しています。
「世界の市場や仲間と日々対話を繰り返し、いま、そして未来の社会が求める価値を生み出すことので
きる人材を育成するため、主体的・自律的に成長を目指す社員を積極的に支援すること」、これが当社グループの人
材育成の基本的な考え方です。

階層別研修プログラムは、上位階層への円滑な転換を目指し、各階層に求められるスキル・職務意識に基づいて設計
しています。知識の詰め込み型研修を極力排し、社員本人が経験と内省のサイクルを自ら回しながら、上位レベルの
職務要件に基づいて主体的に行動し、成果を挙げ得る行動変容を生み出すことを目指しています。

育成体系概要

※1 対象者に一律実施。その他は希望者や選抜者が対象。

※2 関係会社の社員も対象。

人材マネジメント

マネジメントシステム 人材育成 評価・報酬

働きやすい職場環境 ダイバーシティ グローバル人材戦略

リーダーシップパイプラインに基づく育成段階に沿ったプログラム（三井化学）
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主な階層別育成研修の実績（2019年度、三井化学籍社員）

新入社員研修

内容 企業グループ理念、コアバリュー、サステナビリティ、コンプライアンス、ダイバーシティ、安全、品
質、R&D、労働衛生、社内制度、経営戦略、ステークホルダー理解、社内各部役割、プロ意識醸成、チームワーク、
自己理解、ビジネスマナー＆リテラシー

受講者数 男性：77、女性：28

総研修時間 17,325hr

基礎ビジネススキル研修

内容 管理社員に求められる資質を獲得することを目指す。自身および職場の育成ニーズに基づいて、受講時期や
受講要否を任意に選択。セルフリーダーシップ「七つの習慣」、会計・経営スキル「Apple
&
Orange」、ロジカルシ
ンキング、プロジェクトマネジメント 、対人スキル （※2020年度より開始）

受講者数 延べ380

総研修時間 9,803hr

新任管理社員研修

内容 トップからのメッセージ、役割認識、ストレングスファインダー

受講者数 男性：130、女性：21

総研修時間 1,163hr

新任ライン長研修

内容 役割意識、部下育成スキル、評価者訓練、労務管理、メンタルヘルス管理、コンプライアンス、ダイバーシ
ティ（LGBTなどの多様性の理解、ハラスメント、女性活躍等）

受講者数 男性：53、女性：0

総研修時間 795hr

＊新型コロナウィルスの影響により一部研修を2020年度に延期

グローバルビジネススキル研修

内容 異文化理解と実践、コミュニケーションスキル、自己表現、プレゼンテーション

受講者数 男性：20、女性：9

総研修時間 1,340hr

育児や介護などのライフイベントによる時間的制約の有無、国籍・民族・宗教の違いに関わらず、優秀な人材が能力
を発揮するために、ラインマネージャーのマネジメント能力向上が求められています。三井化学では、各層ライン長
研修にコーチング手法を採り入れ、各部門の中核をなすリーダー層に日々の業務活動における具体的変革行動を促
し、組織をより良い方向に導くためのリーダーシップ開発に注力しています。

※ ※

各層ライン長のリーダーシップ開発研修
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各研修の効果測定として、受講前後で受講者の360度評価を導入しています。また、毎年実施している「職場ストレ
ス調査」の結果と研修修了者の所属との相関分析を試みたところ、要因項目のひとつである「上司・同僚の支援」に
ついては改善傾向が確認できました。

各層ライン長のリーダーシップ開発研修受講者数実績（三井化学籍社員）

研修名 2019年度実績 累計

エグゼクティブコーチング（1on1）
（執行役員・部長向け）

5
男性：4
女性：1

51
（2013年度～）

リーダーシップ開発研修
（グループリーダー・課長向け）

40
男性：39
女性：1

266
（2013年度～）

リーダーシップ開発研修
（チームリーダー・係長向け）

105
男性：101
女性：4

258
（2016年度～）

従業員、家族、取引先、関係者の新型コロナウイルス感染リスクの低減、健康安全を第一に考え、テレワークや時差
出勤の実施、オンライン研修への移行検討を積極的に行っています。

研修内容を「自己完結型」「相互刺激型」「ティーチング」「ラーニング」の4象限に分け、期待される研修効果
を踏まえて、オンライン化、オンラインと対面のハイブリッド型、対面型、またコロナ禍においては延期の4種類
とする。
オンラインへの移行を決定した場合は、インプットは事前課題、対話を通じた相互刺激が必要なものはオンライン
研修の場で実現し、研修後はE-learningを利用した反復学習など、それぞれのツールの特性を活かした研修内容の
再設計を行う。

オンラインへ切り替えた研修実績

2018年度
事業所課長
リーダーシップ開発研修フォローアップ
2019年度
事業所課長・係長
リーダーシップ開発研修
2019年度
グローバルビジネススキル研修最終セッション
2020年度
総合職
新入社員研修

今後の予定

ニューノーマル時代の働き方への取り組み

オンライン研修への移行の考え方

既存の研修についてもオンライン化を検討・準備(1)
いかなる環境下においても成長のスピードを鈍化させないために、グループ・グローバルでの展開を視野に
入れ、2020年度オンラインラーニングのトライアルをグローバルにて実施

(2)
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評価・報酬

適切な評価に沿った処遇は、社員のモチベーションを高め、優秀な人材確保および育成、そして、当社グループの発
展に大きく関連する重要な制度であると考えています。

三井化学ではすべての階層において、年に1回、上司が目標設定面談を行うことを制度化しています。設定した目標
の達成度合いや行動評価などが報酬に反映されます。行動評価とは行動指針やコア・バリューをふまえた、ダイバー
シティや安全等の項目に関する行動を評価するものです。例えば女性活躍推進を始めとする多様な人材の受け入れ等
に関し、年度に発生した具体的な事由を5段階で評価しています。
目標設定面談では、単年度の業績目標だけでなく、短期的（3年以内）・長期的に経験したい業務や習得したいスキ
ルについて確認する「能力・キャリア開発面談」を併せて行っています。これにより、社員が主体的に自身のキャリ
アを考えることができます。また、上司は部下のキャリア観や強み・弱み、今後の目標を理解し、適切な支援が可能
となります。
また、2017年度より、目標設定から業績評価までの流れをタレントマネジメントシステム（Success
Factors）で管
理し、人材マネジメントの精度と効率の向上を図っています。システム上で上司・部下が目標やその達成状況を常時
アップデートでき、効果的な目標管理が可能、過去の情報が参照でき、各人について一貫した能力開発が行えるなど
のメリットを期待しています。

三井化学では、年に1度、すべての階層において上司が評価結果のフィードバック面談を行うことを制度化していま
す。面談では結果を伝えるだけではなく、育成の観点からも、向上すべきポイントや期待する行動等をしっかりと共
有しています。
なお、三井化学労働組合は、組合員のフィードバック面談実施率やフィードバックに対する納得度を調査していま
す。調査結果は労使で共有し、評価制度の適正運営に努めています。

評価結果のフィードバック面談実施率と納得度（三井化学籍の組合員）

  2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

前年度評価のフィードバック実施率 96% 98% 98% 94%

評価のフィードバックに対する納得度 89% 90% 86% 91%

人材マネジメント

マネジメントシステム 人材育成 評価・報酬

働きやすい職場環境 ダイバーシティ グローバル人材戦略

目標設定と業績評価

評価のフィードバック
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三井化学グループとしての評価の仕組みや考え方、設計等を整理した「グローバル評価ガイドライン」を2016年5月
に策定し、全グループ会社に配布しました。本ガイドラインはMBO（目標管理）とグローバルコアコンピテンシーの
二軸で構成されており、これに基づいて地域統括会社（米州、欧州、アジア太平洋、中国の四地域をそれぞれ統括）
の人事部門が、域内企業の評価制度構築・変更・運用を支援しています。
とりわけグローバルコアコンピテンシーは、当社グループのキータレントマネジメントにおける共通指標として採用
しており、各層ライン長のリーダーシップ開発研修に伴い実施する「360度フィードバック評価」も本コンピテン
シーに基づいています。
今後、グループ横断的に優秀人材を発掘、活用していくにあたり、その評価、育成のレベルアップは喫緊の課題と
なっています。グループ内で共通化した評価指標が広範かつ公正に適用されるよう、グループ各社との連携を深めて
いきます。

報酬については、グローバル化の進展に伴い、各国・地域の法律を遵守することはもちろんのこと、各国・地域の労
働市場の状況を鑑み、魅力的かつ競争力のある報酬水準・体系になるよう整備しています。
グループ従業員の約40%を占める三井化学の従業員の報酬については、外部調査機関の報酬データベースを活用し、
人材確保競争力のある水準となるよう定期的な見直しを行っています。報酬データベースにおいて、報酬のパーセン
タイルが当社の中期的な業績のパーセンタイルに相応した水準になるように検討・見直しを行うという考え方です。

グローバル評価ガイドライン

法定賃金の遵守、魅力的かつ競争力のある報酬水準の設定
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働きやすい職場環境

「人と社会を大切に」それは「三井化学グループの持続的成長」と「従業員の幸福と自己実現」を同時に、かつ高い
レベルで実現することを目指した「三井化学グループ人材マネジメント方針」の根幹となる考え方です。従業員一人
ひとりが、高い意欲を保ち、成果を発揮し続けるためにも、ワーク・ライフ・バランスを考慮した支援施策の重要性
は高まっています。

長期経営計画に掲げた、「2025年に営業利益2,000億円」等の高い目標を達成するためには、社員一人ひとりが
発想や仕事の取り組み方を変えるなど、これまで以上の大きなチャレンジに果敢に取り組んでいかなければな
りません。
社員の健康を確保し、生産性を高め、創造性の発揮を促していくため、経営トップ自らの強いリーダーシップ
の元、以下の課題達成を通して三井化学における働き方改革を推進することを宣言します。

1.
各月における超勤および休日労働時間の合計が80時間以上となる社員ゼロを目指します。

経営層、管理社員は、自らが意識改革し、率先してメリハリある働き方に努めます。
管理社員は、業務のプロセスの見直し、効率化、人員体制の見直しを行うとともに、労働時間管理の徹
底に努めます。
全社員は、労働時間の長さを評価する意識を捨て、所定労働時間内で成果をあげることを原則として職
務遂行にあたります。

2.
社員のワーク・ライフ・バランスの向上、生産性の向上、優秀人材の確保、非常時の事業継続力向上等の課
題を達成するため、テレワーク制度を活用します。

管理社員は、自ら率先してテレワーク制度を活用するとともに、テレワーク時における効果的な部下の
業務マネジメントについて考えます。
全社員は、どうすればテレワークで自身の担当職務を生産性高く遂行することができるかを考え、自ら
その環境整備を進めます。

人材マネジメント

マネジメントシステム 人材育成 評価・報酬

働きやすい職場環境 ダイバーシティ グローバル人材戦略

三井化学　働き方改革宣言
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当社は、各月における超勤および休日労働時間の合計が80時間以上となる社員をゼロにすることを目指しています。
近年は、超過勤務者が大幅に減少しています。

超過勤務時間80時間／月以上の社員数（三井化学籍社員）

通常、化学プラントは長期連続運転を行っていますが、生産への影響を最小化するとともに設備の安全を十分に確保
するため、一定の限られた期間に一斉に停止して補修や点検を行う定修と呼ばれる作業を行う必要があります。この
定修による特定時期への業務集中を避けるため、作業の見直し、人員の強化などに取り組んでいます。

従業員の時間外・休日労働時間の見える化を目的として、ライン長に部署毎および自部署の個人毎の時間外・休日労
働時間の実績を毎月共有しています。各ライン長は、他部署と自部署の時間外・休日労働時間の比較や、自部署内で
特定の個人に業務が集中していないか等の確認を実施することで、より働きやすい環境づくりに向けた改善に役立て
ています。毎月の超過勤務時間が80時間を超える社員が発生した場合は、人事部門が職場上司にヒアリングを行い、
一人ひとりの社員について原因の究明と改善に向けた具体的対策を検討・実行しています。

超勤削減のためのスキル研修を実施しています。一般社員向けには「タイムマネジメント研修」を実施し、仕事上の
習慣の見直し、スケジューリング、メール処理の具体的な方策を学びます。管理社員向けには「組織運営ワーク
ショップ研修」を実施し、効率的な組織運営の具体的な方策の習得と残業削減のためのプランニングを行います。

超過勤務削減

作業の見直し、人員の強化

時間外・休日労働時間の見える化

超勤削減のためのスキル研修
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当社は、育児や介護といったライフイベントに対応する休暇や休業、勤務時間、収入面の配慮について法定以上の制
度を整備し、その周知を図ってきました。
2019年には、これまでの「育児・介護等の事由による在宅勤務制度」を事由問わず利用できる「テレワーク制度」に
転換しました。また、失効した年次有給休暇（特別休暇）を入院だけでなく通院などの治療においても取得できるよ
うに制度の改定を行い、治療と就労の両立をより強力にサポートしています。制度、施策の一覧はこちら をご覧
ください。

主な制度・施策（三井化学単体）

育児休業取得率（三井化学籍社員）

その他の制度の利用状況についてはこちらをご覧ください。

当社は、子育て中の社員が、出産・育児休業からスムーズに職場に復帰し、高いモチベーションを保って働ける環境
を整えるべく、「職場復帰支援プログラム」を制度化しました。
このプログラムでは、産前休業前、育児休業中、育児休業復職後の各時期に実施する支援内容を明確化しました。休
業前には、本人・上司による二者面談を行い、業務の引き継ぎ、休業中の連絡手段、各種手続き等について確認しま
す。休業中にも、本人と上司とで面談を実施し、復職後の働き方のイメージ、職場の受入れ体制や担当業務内容につ
いて共有し、お互いに理解を深めます。また、復職後は各種制度の手続き等について説明と支援を行っています。
このように、出産・育児にともなう休業および復帰に対する不安から離職を選択することなく、キャリアを継続でき
るよう支援を行っています。

ワーク・ライフ・バランスを考慮した施策

育児休業からの職場復帰支援プログラム
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育児休業からの復職率（三井化学籍社員）

  2017年度 2018年度 2019年度

男性 97% 99% 100%

女性 100% 100% 100%

合計 98% 99% 100%

育児休業から復帰3年後の定着率（三井化学籍社員）

  2017年度 2018年度 2019年度

男性 91% 94% 83%

女性 96% 93% 93%

合計 92% 94% 86%

当社は、昇給・賞与等の処遇および昇格において育児・介護休業を理由に不利とならない仕組みを運用しています。
当社の評価制度では、出勤率に応じて年度評価の上限が決まります。ただし、育児・介護事由の休業者については、
評価対象期間の出勤率が一定基準以上の場合は評価上限を定めず、出勤期間中のパフォーマンスを公平に評価しま
す。一定基準の出勤率に満たない場合も、評価や昇格に不利益とならないよう無評価（No
Rating）扱いとしていま
す。

当社は、働き方変革として年次有給休暇（20日）の取得率アップを目指しています。社員の健康維持や心身のリフ
レッシュに向けて、以下を通じて休暇の取得が促進されるよう取り組んでいます。

長期休暇、連続休暇の計画的取得推奨
休日に挟まれた出勤日等を有給休暇取得サポート日として設定
職場別有給休暇取得率の集計と通知・指導
特定個人への業務集中の見直し
職場内のスケジュール共有化

育児介護休業者の評価取り扱い

有給休暇の取得率向上

働き方改革推進関係の施策
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有給休暇取得率（三井化学籍社員）

  2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 目標

一般社員 81% 79% 83% 86% ─

管理社員 56% 56% 62% 70% 70%

合計 70% 69% 74% 79% ─

当社は2019年に、月8回の上限付きでテレワーク勤務を制度化しています。
新型コロナウイルス感染拡大を鑑み、2020年2月末にテレワーク勤務の上限を一時的に撤廃し、3月4日より本社地区
は原則テレワークとしました。4月7日の日本政府の緊急事態宣言を踏まえ、当社社員への感染リスクを可能な限り低
減するとともに当社機能を維持するため、当社の当該期間中の勤務を次の通りとしました。また、5月25日の緊急事
態宣言解除以後も勤務等に関するガイドラインを設けています。今後は、ポストコロナの社会に向けて新しい働き方
を検討することにしています。

労働衛生　感染症対策

緊急事態宣言前（2020年3月4日～）

・本社地区は原則テレワーク

緊急事態宣言期間（2020年4月7日～）

・全社、原則テレワーク勤務
・国内外出張は禁止
・工場における感染防止対策の整備・周知
・業務に関連する社内外懇親会および会食は禁止

緊急事態宣言解除後（2020年5月25日～）

・テレワーク推奨（出社人数が50％以下になるように調整）
・不要不急の国内出張は禁止
・業務関連の社内外懇親会および会食は必要最小限に

当社は、労働協約において「企業グループ理念」の実現と「社員の幸福と自己実現」をともに達成することを労使共
通の目標と定め、建設的かつ安定した労使関係の構築に努めています。2025長計目標の達成に向けた経営課題の共有
と意見交換、生産性向上、従業員のワーク・ライフ・バランスの向上といったテーマについて、労使間で率直な議論
を行う場を重ね、社員一人ひとりが生きがい・働きがいを持つための基盤づくりを推進しています。なお、転居・転
勤を伴う異動にあたっては、原則として１ヵ月前までに本人に通知を行うルールを採用しています。

新型コロナウイルスへの対応

率直な対話と相互理解に基づく労使関係
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人事制度改定
賞与金額と配分
賃金増額改定
経営状況説明

当社はユニオンショップ制を採用しているため、労使で合意した労働協約において「労働組合への加入が認められて
いる従業員」は全員労働組合に加入しています。当社労働組合はすべての一般社員を代表しており、また、労使間の
交渉結果はすべての一般社員に無条件に適用されます。なお、管理社員などマネジメントレベル以上の社員は労使合
意により加入が認められておらず、管理社員も含めた従業員の組合員比率は54.5%です。
海外拠点においては、それぞれの労働関連法制と従業員の自由な意思に基づき労働組合を結成できるよう運営してお
り、これを制限する行為は一切行っていません。

主な労使協議テーマ（2019年度)
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嘱託社員

正社員
再雇用

無期嘱託・

パート

有期嘱託・

パート

完全週休2日制（土日）

祝日、年末年始（社休日）

年次有給休暇

（入社2年目から※ 20日 /年、半日単位で取得可※）

単身赴任帰宅休暇※

結婚休暇（連続8日）※

リフレッシュ休暇（連続2日 /年）※

看護休暇（有給※）

介護休暇（有給※）

育児休業（始めの5日間は有給※、

満3歳に達した日以後の年度末まで取得可※）

介護休業

（要支援状態でも取得可能※、1年まで取得可※）

特別休暇（有給、傷病・介護・育児・社会活動）※

配偶者海外転勤時休職※

社会活動休暇（有給）※

ワークライフバランスを考慮した施策一覧（三井化学単体）

休日・休暇・休業

Mitsui Chemicals Group ESG Report Appendix

◯

◯

◯

◯

◯

◯

◯

◯

◯

◯

◯

◯

◯

◯

◯

◯

◯

◯

◯

◯

◯

◯

◯

◯

◯

◯

◯

◯
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◯

◯

◯

◯

◯

◯

◯

◯

◯

◯

◯

◯

◯

◯

◯

嘱託社員

正社員
再雇用

無期嘱託・

パート

有期嘱託・

パート

短時間勤務措置（育児、介護）※

時間外労働の制限（育児、介護）

深夜業の制限（育児、介護）

会社託児所の設置※

フレックスタイム制（コアタイムなし）※

テレワーク※

勤務形態

◯

◯

◯

◯

◯

◯

◯

◯

◯

◯

◯

◯

◯

◯

◯

◯

◯

◯

◯

◯

◯

◯

◯

◯
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Mitsui Chemicals Group ESG Report Appendix

収入面

嘱託社員

正社員
再雇用

個別対応 個別対応

無期嘱託・

パート

有期嘱託・

パート

出産見舞金※

出産支援金※

育児休業援助金※

介護休業援助金※

ホームヘルパー利用料補助※

ベビーシッター利用料補助※

退職金※

持ち株会※ ◯

◯

◯

◯

◯

◯

◯

◯

◯ ◯

◯

◯

◯

◯

◯

◯

◯

※印は法定を超える施策
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ダイバーシティ

＊ Facebook
始めました！

当社グループは、社会と当社グループの持続可能な成長のためにダイバーシティが必須であるとの考えから、ダイ
バーシティをコアバリュー のひとつに位置づけています。ダイバーシティの推進は重要な経営戦略のひとつです。
多様な人材による多様な発想は、持続的成長の基盤となるイノベーションの源泉であると考えています。また、三井
化学グループ人権方針に掲げる人種、出身国、出身地域、社会的出身、出身階級、家系、宗教、障害、年齢、性別、
性的指向、性自認、家庭環境、婚姻の有無、組合加入、政治的見解、その他の差異に基づく差別の禁止を念頭に、多
様化する社員のキャリア意識や働き方に対する価値観の変化に対応すべく取り組むことで、コアバリューの具現化を
目指しています。

※ コアバリュー：
三井化学グループの全従業員の間で等しく共有し大切にする価値観「Diversity」「Challenge」「One
Team」

当社グループでは、2006年の「女性活躍推進チーム」設置以前より、女性社員のプラントへの配属や、女性総合職の
採用など、女性の力を積極的に事業に活かす努力をしてきました。過去10年間、女性が働き続けられる風土の醸成に
も力を入れ、着実な前進を遂げています。しかし、女性の採用比率が年ごとにばらつきがあることや、技術系女性の
応募者数・採用数が少ないこと、女性管理職比率が低いことは課題であると考えています。
2025長期経営目標では、女性管理職（課長級以上）比率10％以上（三井化学籍社員）を掲げています。現状で低い数
字となっているのは、全社員に占める女性の比率が少ないことが一因です。採用においては、技術系総合職、事務系
総合職、一般職（主に工場オペレーター）それぞれで状況が異なるため、各定期採用について女性比率の目標値を定
めて取り組んでいます。

人材マネジメント

マネジメントシステム 人材育成 評価・報酬

働きやすい職場環境 ダイバーシティ グローバル人材戦略

※

女性社員の活躍推進
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第三期女性活躍推進に関する行動計画（PDF：347KB）

女性の活躍に関する情報公開の件（PDF：192.9KB）

三井化学の女性活躍推進ロードマップ（PDF：575KB）

＊ 本サイトに掲載している定期採用実績は、その年度に入社した社員を集計したものです。よって、次年度の入社予定の社員数を
集計している「第三期女性活躍推進に関する行動計画」で示すデータとは数値が異なります。

三井化学は事業ポートフォリオ変革によるビジネスモデルの転換を目指しています。消費者に近い市場へのア
プローチには多様な価値観や感性に対する理解が求められるため、多様な人材が個性を失うことなく活躍でき
ることが必要であり、女性の活躍の場は広がると考えています。また、従来からあったテレワーク制度がコロ
ナ禍で積極的に利用されるようになっていることにより、育児や介護等の事情がある人にもより働きやすい環
境が整ってきています。これは、女性の登用の門戸が広がるきっかけにもなると考えています。これからも有
能な人材の採用・登用を促す施策に取り組んでいきます。

代表取締役
社長執行役員CEO　橋本　修

女性を含めた多様な人材が活躍する企業であることは三井化学グループの企業価値向上に必須であると思いま
す。そのためにも、経営課題としてより優先度を上げて取り組んでいくべきだと思っています。
ステークホルダー代表の社外取締役として経営の方向性を注視、助言していきます。

社外取締役　黒田
由貴子

＊ 三井化学では取締役会の多様性を確保する目的で、2006年より女性の取締役を1名以上置くよう努めています。

女性活躍に向けたトップメッセージ

社外取締役メッセージ
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女性社員比率（三井化学籍社員）

定期採用の女性比率（三井化学籍社員）

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 目標

事務系総合職 46% 47% 52% 40%

技術系総合職 11% 16% 16% 20%

一般職 3.2% 5.0% 11.4% 7%

当社は、日本で働く外国籍社員の採用を2005年に本格的に開始しました。
国内で働く外国籍社員に対し、専用の相談窓口を設け、仕事と生活を支援するとともに、外国籍社員も働きやすい会
社の実現と優秀な人材の確保を目指しています。

日本語学習支援
ビザ手続き支援
日常の問い合わせ対応（人事制度、施策、社則に関する問い合わせ）
日本で就労するにあたり必要な情報発信（英語、日本語）
インクルージョン勉強会実施（異文化理解促進）
人事申請関連マニュアル英文版の整備
外国籍社員職業生活相談への対応（各事業所に担当者を配置して実施）

外国籍（日本国籍外）社員数（三井化学籍社員）

2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

55人 57人 54人 54人

外国籍社員の活躍推進

外国籍社員への支援の具体例
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当社は、障害者雇用にあたって、法定雇用率の達成にとどまらず、障害者の方が組織の一員としての実感を持ち、ス
キルを積みながら生き生きと活躍できることを目指しています。
配属時には、配属する職場の業務内容だけでなく、環境やメンバーといった要素も考慮し、職場に人を合わせるので
はなく、その人に合った職場への配属を心掛けています。受入職場に対しては「障害理解教育」を実施するととも
に、採用後一定期間の「インキュベーション期間」（環境への適応・習熟支援期間）を設け、それぞれの障害特性に
あわせてスムーズに業務を開始してもらうための工夫を行っています。また、定着支援を目的とした定期的な面談を
行い、障害を持つ方と上司、双方から働く上での悩みや困りごとを聞き取ることで職場環境や働き方の改善に活か
し、安心して働けるよう努めています。
さらに、語学やOAスキル等の業務遂行に役立つ学習に補助金を出し支援しており、個人の特性に合わせたスキル
アップをサポートしています。また、障害者だけでなく、様々な個性・特性を持つ人々や病気治療を受けながら働く
人を受け入れる組織風土の醸成を目的とした「インクルージョン勉強会」を開催しています。この勉強会では、性的
マイノリティについて学んだり、障害や病気を抱える社員が講師となり障害や自身の経験について語る場を設けたり
しています。

2019年10月には、The
Valuable
500の加盟文書に署名しました。The
Valuable
500は、世界経済フォーラム年次総会
において発足した、障害者の活躍推進に取り組むイニシアチブです。障害者がビジネス、社会、経済にもたらす潜在
的な価値を発揮できるような改革をビジネスリーダーが起こすことを目的としています。


障害者雇用比率（三井化学籍社員）

働きやすい職場

三井化学に入社して驚いたのは、上下・役職問わず職場の方と話がしやすいということです。皆さん分け隔て
なく接して下さるので、わからないことも安心して聞くことができます。
私は現在入社4年目で、事務補助業
務を行っています。急な状況の変化に対応するのが不得手ですが、定型的・長期的に観測する集計作業等を切
り出していただいているので、落ち着いて業務ができます。業務量に余裕があるため、体調がよいときは些細
な業務改善、たとえば使いやすいテンプレートの作成や既存の資料を読みやすく修正する等の作業を行ってい
ます。職場のちょっとした“これがあると/できるといいな”のニーズに応えられる社員になりたいと思っていま
す。

2017年度入社（発達障害）

障害者社員の活躍推進

従業員の声
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事業拡大と大量採用世代の退職に伴う人員不足に対応し、また定年後も高い就労意欲を持った社員を活用するため、
定年退職者のうち希望する者に対しては再雇用制度による就労継続を要請し、経験豊富なシニア人材の活用を進めて
います。2018年度より、再雇用時の報酬条件の改善を行い、就業継続希望者の拡大を目指しています。

定年退職者再雇用率（三井化学籍社員）

2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

81.3% 76.7% 87.6% 85.5%

2017年度には全事業所のハラスメント窓口の担当者を集め、弁護士を招き人事担当者が知っておくべきLGBT知識に
関する勉強会を実施しました。また、全社員が受講する法令順守教育（e-ラーニング）の「ハラスメント」講座にセ
クハラ、パワハラに加え、性的指向による差別や嫌がらせの禁止を盛り込みました。2018年度からは「新任ライン長
研修」に「ダイバーシティセミナー」を設け、SOGI（Sexual
Orientation
Gender
Identity）ハラスメントや部下から
相談を受けた際にライン長が取るべき行動について教育をしています。2020年度からは新入社員教育の中で
もLGBTへの理解促進やSOGIハラについて触れ、LGBTに関わる基礎を学べる冊子を研修参加者全員に配布していま
す。
また、任意参加のイベントとして2019年度には同性愛者をテーマにした映画 の上映会を行い、参加者からは
「LGBTについて改めて考える良い機会となった」「身近な存在であることを実感できた」などの意見がありまし
た。

※ 上映映画：
「パレードへようこそ（原題：PRIDE）」　配給会社：セテラ・インターナショナル

2014年度から多文化チームの運営のためスキルを学ぶことを目的とする「グローバルビジネススキル研修」を行って
います。この研修は、海外赴任予定者や海外事業に従事する者のうち、多文化チームのマネジメントや多様な背景を
持つ相手との交渉等、海外と深く関わる業務に従事する者を対象にしており、毎年約30名が受講しています。ビジネ
ス上のコミュニケーションをテーマとした具体的なケーススタディを通して各国・地域の人々の宗教・文化・考え方
とその背景について学ぶことに加え、英語でのプレゼンテーション方法やミーティングのケーススタディなど語学力
の向上にも力を入れた研修です。また、2019年度は外部講師を招いて異文化交流を学ぶ任意参加のセミナーを開催
し、異文化コミュニケーションを楽しむコツやヒントについて学びました。

定年退職社員の活躍推進

LGBTへの対応

※

異文化理解促進
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当社では工場の生産技術系人材として女性を積極的に採用していますが、エンジニアとしての仕事と家庭の両立には
課題があります。昨今共働き世帯が増える中、この課題は女性だけではなく男性も含めた若手社員全般の課題である
と言えます。このため、女性だけでなく男性の生産技術系若手社員も対象として、多様な人材が活躍できる働き方や
キャリアの積み方を検討する研修を実施しました。この研修は同様の課題を抱える同業の住友化学株式会社様と合同
で行いました。

生産技術系総合職向け研修プログラム（PDF：316KB）

当社は1992年から四半世紀にわたり、製造現場のオペレーターとして女性を採用し、今後さらに工場での女性活躍を
推進していきます。2016年度は国内全工場でライン管理者を対象とし、女性活躍推進の社会的背景、企業や組織、個
人がすべきこと、当社の目的と行動計画について説明を実施しました。2017年度には、初めて女性オペレーターを受
け入れる職場に対し、女性活躍推進と女性部下のマネジメントをテーマとする研修を実施しました。また、2019年度
は全国の工場で働く女性オペレーターを本社に集め、キャリア意識の醸成やネットワーク作りを目的にした研修を実
施しました。

2019年度
女性オペレーター活躍支援　研修プログラム（PDF：522KB）

対馬ルリ子女性ライフクリニック銀座　理事長
対馬ルリ子医師の講義

ダイバーシティ推進に関連する研修、講演会

生産技術系総合職の働き方改革

女性オペレーター活躍支援

230



女性も長く働くことが当たり前になりましたが、女性には妊娠、出産や、更年期障害、女性に特有の病気など、働く
ことに困難を感じる時期もあります。それらを事前に知って予防することや、自身の体調変化とうまく付き合いなが
ら働き続けることを目的として、2017年度より「女性のキャリアと健康」と題した講演会を実施していま
す。2017年度には、婦人科医を招き、若手女性向け、ベテラン女性向けにそれぞれ、体調管理と更年期障害をテーマ
に開催しました。2018年度は女性特有のがんをテーマに、婦人科医を招き婦人科系のがん検診について学び、また、
罹患した社員の経験談を聞く機会を設けました。2019年度は本社にて当社産業医が総合検診結果の見方について講義
を行い、コレステロール、肝機能、糖質などの項目について健康を維持するための生活上の注意点を学びました。こ
の講義はウェブ会議システムを通じて他事業所にも配信し、学びの機会を提供しました。

当社は、管理職任用を目指す女性を対象としたマネジメント能力やモチベーションの向上を図る社外研修や、部長職
候補の女性を対象とした経営学習得や社外ネットワーク構築を目的とした社外研修に毎年10~20名程度を派遣してい
ます。社外の同クラスの女性ビジネスパーソンとの交流を通じ、ロールモデルとの出会いや自身のキャリアに対する
意識の変革につながっています。

異業種の女性管理職と共にマネジメントやリーダーシップを学ぶ

経団連主催の「女性管理職ステップアップ支援講座」に参加しました。４か月間
にわたって開催され、毎回、講義のあとに、グループ討議・発表を行いました。
「世界情勢からみたビジネス環境の在り方」、「成果を出すチームを作るための
リーダーとしての心構え」、「戦略的課題に取り組むときのアクションプランの
立て方」等、いずれも実践的なテーマであり、今の自分に必要なスキルを学ぶ好
機になりました。何より、同じようなライフステージを迎える異業種の女性の
方々と課題に取り組んだことで、様々な価値観を知り新たな気付きを得て、大変
に貴重な機会となりました。そして自分の考えを伝える大切さも改めて学びまし
た。この研修への参加を通じて、今後も情報交換できる人脈ができたことに心か
ら感謝しています。




知的財産部
情報調査グルー
プ
調査チームリーダー　小

島美香

女性のキャリアと健康

女性登用を目的とした社外研修への派遣

参加者の声
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2019年度実績（延べ参加人数：計835人）

テーマ 講師 対象

女性のキャリアと健康 当社産業医 従業員

働く女性の健康 社外有識者 工場オペレーター女性

不妊治療の知識 社外有識者
人事およびハラスメント窓口担当
者

女性活躍 ダイバーシティ担当者 管理社員(課長級)

SAP 社員 派遣社員

工場オペレーターのキャリア意識
の醸成

社外有識者 工場オペレーター女性

働き方改革と女性活躍 当社役員 従業員

生産技術職の働き方改革 社外有識者 従業員

働き方改革 社外有識者 従業員

残業 社外有識者 従業員

異文化コミュニケーション 社外有識者 従業員

LGBT理解（映画上映） ─ 従業員

世代間ギャップ 社外有識者 従業員

アンガーマネジメント 社外有識者 従業員

発達障害、うつ 社外有識者 従業員

多様な障害 社外有識者 従業員

各種能力開発（PCスキル、語学
等）

社外有識者 障害者の従業員

2018年度実績（延べ参加人数：計539人）

テーマ 講師 対象

クローン病 社員 従業員

LGBT 社外有識者 従業員

介護 社外有識者 ライン管理者

介護 社外有識者 従業員
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育児休業 社外有識者 従業員

女性のキャリアと健康 社外有識者 従業員

がん 社外有識者 従業員

男女間のコミュニケーション 社外有識者 従業員

女性活躍 ダイバーシティ担当者 管理社員(課長級)

業務効率化 社外有識者 一般社員

各種能力開発（PCスキル、語学
等）

社外有識者 障害者の従業員
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三井化学の女性活躍推進
～ロードマップ～

＜働きやすさ＞

・ いちはら・夢広場
（三井化学保育園）開園

・ 育児休業、始めの5日有給化

＜活躍＞

女性課長職誕生

・ 本社一般職 業務効率化プロジェクト

・ 育児休業からの職場復帰支援プログラム開始女性部長職誕生

・ イクボス企業同盟加盟

女性のキャリアと健康 講演会

・ 全工場において女性活躍推進セミナー

・ 工場技術系（女性オペレーター）研修

配偶者海外転勤時休職制度

・ 第2期 本社一般職 業務効率化プロジェクト

2019

両立のために使える制度の説明や、
職場復帰への期待を示す

女性特有の健康の悩みにアプローチ

男性社員の育休取得率
一気にUP

ベテラン女性社員
の力で業務効率化

全国の工場から集まりネットワーキング

・ 女性のキャリアと健康 講演会

婦人科検診の有用性
について学ぶ

・ 産休・育休・復職について学ぶ冊子を希望者全員配布

・ テレワーク制度導入 介護と育児目的のみで
認められていた在宅勤
務の適用拡大。働く場
所も制度を使える対象
も拡大。

・ 特別休暇制度改訂

使用せずに積み立てた
有給休暇を半日単位で
取得可能に。がん治療、
透析治療、不妊治療に
使うことが可能。

・ 新任ライン長研修においてダイバーシティセミナー

・ 淡輪社長 内閣府「輝く女性の活躍を加速する男性リーダーの会」賛同
2015

2016

2017

2018

女性活躍推進チーム発足

・ 在宅勤務制度

2015

2017

2018

2006

2005

2009

2012

2019

今
ま
で
の
取
り
組
み

今
後
の
取
り
組
み

目
標

2025長期経営計画

20152009 2025

2018

なでしこ銘柄選定くるみん取得くるみん取得くるみん取得

201620142014

名古屋市女性の活
躍推進企業認定

2012

女性管理職
（課長級以上）
比率

10％
以上

女性活躍推進法第１次行動計画
（2016年度～2017年度）

女性管理職（課長級以上）比率 2.5％

新卒女性採用比率 総合職（事務系）

一般職

40％

総合職（技術系） 15％

5％

2019

・ 橋本社長 内閣府「輝く女性の活躍
を加速する男性リーダーの会」賛同

2020

・生産技術系総合職の働き方改革を考える研修

工場で技術系総合職として働く男女のキャリ
アと働き方を考える研修

くるみん取得

2020 2020

準なでしこ銘柄選定

女性活躍推進法第3次行動計画

女性管理職（課長級以上）比率 ５％

新卒女性採用比率 総合職（事務系）

一般職

40％

総合職（技術系） 20％

７％

多様な働き方（テレワーク等）の定着と有給休暇取得率 70％

（2020年度～2021年度）

・ 社長メッセージ動画
作成

・ 男性の家事育児
参画推進

・ 事業部営業担当女
性向け研修実施

・ 部長層にアンコンシャ
スバイアスをテーマにした
勉強会

・ メンター制度導入
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グローバル人材戦略

グローバル人材戦略について

三井化学グループの連結従業員数は近年実施したM&Aなどにより約2万人（含む
嘱託）に増加し、うち海外従業員比率は約40%に至っています。事業領域も素材
の開発、製造、販売にとどまらず、お客様へのソリューション提供といった領域
にも拡大しています。当社グループで活躍する人材の国籍や専門性の多様性が大
きな広がりをみせる中、以前にも増してグループ・グローバルを意識した人材戦
略の実行が必要となっています。当社は2019年4月に「グローバル人材部」を新
設し、グループ・グローバルベースでの人材戦略の策定と展開を担うため
のCoE機能の強化を図っています。「グローバル人材部」の立ち上げから1年余り
の間に、タレントマネジメント、ポジションマネジメント、タレントディベロッ
プメントなどの観点を採り入れた「グループ・グローバル人材プラットフォー
ム」の整備を着実に進めてきました。三井化学グループがグローバル市場で価値
を生み出し続けるため、求められる人材の確保育成と効果的な配置をグループ・
グローバルで実現していきます。




常務執行役員　グローバル人
材部長　安藤
嘉規

1997年の三井化学発足以降、連結対象会社数は156社、連結従業員数は17,929人（2020年3月末、嘱託社員除く）、
海外売上高比率は45%へと拡大してきました。このような事業のグローバル化の進展に伴い、海外拠点運営やクロス
ボーダーM&AのPMIなど、人材マネジメントの領域においてもグローバルベースで仕組み構築に取り組んできまし
た。これらをさらに加速させるため、これまでのバーチャルHR組織から、恒久的なグローバル組織に発展させるた
めに、「グローバル人材部」を2019年4月に新設しました。これによりグループ・グローバルレベルでの効果的な人
材マネジメントの遂行および人材ガバナンスの強化を図り、グローバルな事業競争力の強化を図っていきます。同部
発足に伴い、グローバル本社にタレントマネジメント、人材育成、報酬・評価などの制度設計の機能を設置しまし
た。合わせて、2014年から継続する「HR
Development
Advisory
Committee（HRDAC）」（地域統括会社等の人事
を巻き込んだバーチャルなプロジェクト体制）のスキームを活用し、各種グローバル共通プログラムの企画、および
各地域への展開を加速しています。グローバルに統一すべき事と、各地域や個社毎に自由度を持って運営する事を再
定義し、グループ・グローバルレベルでの効果的な人材マネジメントの実現と、各地域や事業の成長を両立するよう
な人事組織を運営しています。

人材マネジメント

マネジメントシステム 人材育成 評価・報酬

働きやすい職場環境 ダイバーシティ グローバル人材戦略

担当役員メッセージ

グローバル人材マネジメント・戦略
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グループ・グローバル化とグローバルHRの変遷

グローバル人材マネジメントの全体像

次世代を担う経営者候補、および海外展開・M&Aなどにより増加する海外現地法人のマネジメントを行える人材の育
成は、当社グループにとって喫緊の課題となっています。これら人材の育成に向け、当社グループは「キータレント
マネジメント」の仕組みを導入し、2016年度から運用を開始しています。今後、この仕組みをさらに進化させ、当社
グループの成長をさせる人材の育成を推進していきます。

（1）｢キータレント」と「経営者候補」

全世界の当社グループ人材のうち、業績・コンピテンシー（資質要件）、潜在能力そして熱意において継続的に高い
レベルを示す者を「キータレント」として、この中より将来の経営者となりうる素質を持つ人材を「経営者候補」と
して選抜しています。

キータレントマネジメント 次世代を担う経営者候補の育成

キータレントマネジメントの概要
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（2）人材育成委員会

「キータレント」および「経営者候補」の選抜、育成計画の承認とその成果の確認を行う機関として人材育成委員会
を設置しています。人材育成委員会は、選抜された人材の職務経験をレビューし、「経営的視野」「事業再構築」
「新事業開発」「全社横断プロジェクト」「海外法人運営」の5つの視点より配置先を決定します。

キータレントマネジメントの仕組み

2019年度の進捗状況

全部門（事業・機能部門）における部門別人材育成委員会を開催。国内外関係会社を含むグループ全体から「キー
タレント」を選抜し、当該タレントの個別育成計画（配置・研修）策定を実施。
全役員参加による全社人材育成委員会を開催。部門別人材育成委員会にて選抜された「キータレント」の中から、
将来の経営陣幹部層候補である「経営者候補」を選抜し、当該タレントの個別育成計画（配置、研修）案を確認、
承認。その他（国内外関係会社を含む本社チームリーダー級相当ポジション以下）の「キータレント」についても
育成・配置の方向性を確認。
2019年度の事業戦略に基づく「戦略重要100ポジション」のサクセッションプラン改訂案を確認、承認。
組織の多様性強化の一環として、女性ライン管理職候補となる「キータレント」の個別育成計画を立案。
経営者候補の育成プロセスにおいて、客観・透明性を高めることを目的に、「キータレントマネジメントアセスメ
ント体系」を策定。
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今後の具体的計画

現在当社グループには約18,000のポジションがあり、そのうち海外をベースとするポジションは40%近くとなってい
ます。グローバルに拡大していく当社グループにおいて、グループ経営戦略と整合した組織および職務の設計を全体
で着実に実行していくため、グループ内におけるポジションの新設や廃止に関して基本的な理念や仕組み、手続きを
明確にし、共通化しました。また新たにグローバルグレードを導入し、グループ内のポジションを可視化します。こ
れにより、グループ全体での適材適所を実行し、国・地域を超えた異動の枠組みを構築することで、グループ内で
キャリアデベロップメントを促進していきます。

グローバルに事業を展開する会社で働く上で、国境を越えた新たなポジションへ
の異動の機会は非常に大きなチャンスです。私は2009年に三井化学グループに入
社して以来、3つの異なる国で勤務をしてきました。1つ目は新設されたばかりの
シンガポールのR&D拠点、2つ目は三井化学本社での新事業開発業務、3つ目は母
国であるドイツでの勤務経験です。それぞれの勤務地において、常に、その時々
の上司や同僚、日本の本社からのサポートを受け、自らの業務を遂行していくこ
とができました。私はグループ・グローバルでの適材適所の実現がグループの成
長に寄与すると信じています。




Chemicals
Europe
GmbH
New
Generation
Business
Development
Manager,
Health
Care
Division

Dominik
Jürgen-Lohmann

2025長期経営計画の実現に向け、グループ従業員の貢献意欲（エンゲージメント）は極めて大切だと考えています。
そこで、2018年6月に、三井化学グループ全従業員を対象に、個々人のエンゲージメントレベルを測り、その背景に
ある要因を調査するオンラインサーベイを実施しました。

「キータレント」から選抜された「経営者候補」の資質・動機・経験・コンピテンシーを踏まえた個別育成計画
（配置、研修）の見直し、実行。

(1)

新たに選抜された「キータレント」の個別育成計画の策定。(2)
国内外チームリーダー級「キータレント」の個別育成計画に基づく本部間キータレント育成ローテーションの実
行。

(3)

「戦略重要100ポジション」のサクセッションプラン策定。(4)
経営者候補に求められる人材要件の定義、および経営者候補の中長期的な育成の方向性を確認する能力開発プログ
ラム（キータレントマネジメントアセスメント）の導入。

(5)

グローバルポジションマネジメント　グループ全体での適切な人材配置

活動例　グローバルポジションマネジメントの実践

グローバル従業員エンゲージメント調査
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当社のグループ全従業員を対象としたエンゲージメント調査は初めての試みでしたが、87％の従業員が調査に回答し
ました。多くの示唆に富んだ意見が寄せられ、改めてグループ全体の人事課題に関する理解が進みました。調査を通
じて判明した当社グループの特徴は、安全文化が非常に強く、自主性や権限委譲を重んじているという点です。本調
査結果は、本社各部、および関係会社単位で解析が可能なため、各組織のリーダーと本社人事部門が協働し、個々の
部署に適した改善アクションプランを策定、エンゲージメントレベルを向上させるための具体的な方策に着手してい
ます。本社人事部門では、エンゲージメントスコアの向上に向けた優先領域を特定した結果、「経営陣」「キャリア
機会」「業績管理」について全社的な施策の立案・実行に取り組んでいます。「経営陣」に関しては、経営陣が従業
員に対してビジョンや戦略を明確に示し、双方のコミュニケーションの場を充実させることが第一歩だと考えていま
す。「キャリア機会」については、部署や会社の垣根を越えて新しい領域にチャレンジするといった柔軟なキャリア
機会やプロジェクト機会を増やしたり、学びの機会を提供したりしたいと考えています。また、「業績管理」につい
ては、評価を成長機会と捉え、上司との対話により個々の成長を促進する環境整備を進めていきます。
グループ全体のさらなるエンゲージメントレベル向上に向け、本調査は、2〜3年ごとに継続して実施していくことと
しています。

エンゲージメント要因スコア

三井化学グループの上位要因＝強みを持つ 3 領域

安全

47 ％

 

雇用主としてのブランド

39 ％

 

権限委譲 / 自律性

38 ％

三井化学グループの下位要因＝課題のある 3 領域

ラーニングおよび自己開発

22 ％

 

キャリア機会

18 ％

 

人材活用と配置

15 ％

三井化学でグループグローバルに活躍する経営者候補育成を目的に、経営基礎知識の獲得を目指すプログラムです。
世界各拠点の三井化学グループのキータレントが集い、ビジネススクールとの協働のもと、戦略的思考力、グローバ
ルリーダーシップスキル、アクションラーニングを含めた12日間計9カ月にわたるプログラムに取り組みま
す。2019年度は19名（うち日本語ネイティブは5割程度）が参加しました。

三井化学グループ各社リーダーのローカライゼーションを目的に、三井化学の戦略・文化の理解促進やリーダーシッ

グローバル研修

グローバルリーダーシップ研修

グローバルマネージャーセミナー
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プスキルの獲得を目指すプログラムです。世界各拠点の部長登用候補者が集い、ディスカッションを中心とした5日
間のプログラムに取り組みます。2019年度は20名（うち日本語ネイティブは2割程度）が参加しました。

次世代リーダーの育成を目的に、リーダーとしての役割理解や必要となる知識スキル習得を目指すプログラムです。
アジアパシフィック地区を中心に若手の選抜者が、ビジネスシミュレーションなど5日間のプログラムに取り組みま
す。2019年度は22名が参加しました。今後、その他の階層に対するプログラムについても検討を進め、実施を目指し
ます。

Mitsui Chemicals Competency Development Program

240



マネジメントシステム

三井化学グループは、当社の特長や強みを活かした取り組みこそが、社会課題解決に向けた効果的アプローチである
と考え、当社の技術や製品を活用して、次世代育成や災害支援などの社会貢献活動を展開しています。併せて、従業
員の自発的な社会貢献活動への参加を促す取り組みも行っています。また、地域社会に開かれた事業所を目指し、そ
れぞれの事業所が地域の方々とのコミュニケーションを大切にし、地域との共生に努めています。

三井化学グループは、継続的に

1. 化学技術を活用・進化させて、広く社会に貢献します。

2. 開かれた事業所を目指し、地域社会との共生を図ります。

3. 地球の将来を担う次世代の育成に役立つ活動を行います。

4. 地球環境を守るための活動を行います。

5. 国際的な交流や協力に積極的に取り組みます。

6. 社員ひとり一人が主体的に社会活動に参画できる企業風土をつくります。

社会活動

マネジメントシステム 科学実験教室「ふしぎ探検隊」 次世代育成

環境 従業員の社会活動参加支援 災害支援

地域との共生

方針・基本的な考え方

三井化学グループ社会活動方針

241



コーポレートコミュニケーション部担当役員が責任者です。
本社コーポレートコミュニケーション部が活動の年度計画を策定し実行しています。また、各事業所がコーポレート
コミュニケーション部と連携しながら、自主的かつ継続的に活動しています。
年に1回、コーポレートコミュニケーション部が当社各事業所および国内外関係会社に対して、社会活動実績調査を
行い、活動内容を確認しています。

体制・責任者
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科学実験教室「ふしぎ探検隊」

Copyright©2006-2020
Mitsui
Chemicals,
Inc.
All
Rights
Reserved.

科学実験教室「ふしぎ探検隊」は、社会活動方針の「3.
地球の将来を担う次世代の育成に役立つ活動を行います」に
則り、三井化学グループがグローバルに進めている活動のひとつです。
次世代を担う子どもたちに化学の楽しさと可能性を伝えたい、という思いから始まったこの活動は、2006年から各事
業所近隣の学校、夏休みのイベントやお祭りでの出前教室、工場・研究所見学時における開催など、様々な形態で実
施してきました。2019年度はのべ約5,000名の子どもたちに参加していただきました。

実験テーマについては、参加者の意見なども取り入れながら、本社・袖ケ浦センターのメンバーが主体となって開発
を行っています。また、本社担当部署が国内外の当社グループ各拠点で展開できるようにマニュアル化等の整備およ
び開催にあたってのサポートを行っています。また、外部の専門家の意見を取り入れ、家に帰ってからも化学につい
て考えられるリーフレットを作成しました。2020年度は実験後のアンケートも実施し、学校のニーズや課題に応えら
れる実験内容に改善していきます。

本活動について一般社団法人触媒学会より「平成27年度教育賞」、文部科学省より「平成27年度青少年の体験活動推
進企業表彰　審査委員会奨励賞（大企業部門）」を受賞しています。また文部科学省「土曜学習応援団」に登録し、
活動のすそ野を広げています。

一般社団法人触媒学会「平成27年度教育賞」

三井化学
子供向け科学実験教室の取組が評価され「触媒学会教育賞」を受賞

文部科学省より「平成27年度青少年の体験活動推進企業表彰
審査委員会奨励賞（大企業部門）」

社会活動

マネジメントシステム 科学実験教室「ふしぎ探検隊」 次世代育成

環境 従業員の社会活動参加支援 災害支援

地域との共生

アンケートはこちら
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三井化学（中国）管理有限公司は2010年に設立10週年を記念するため、社会貢献事業として安徽省の農村部にある老
朽化した小学校校舎の建て直し資金を寄付しました。学校の名前も「龍廟希望小学校」に改め、その後も支援を継続
しています。2018年度は、汲み取り式トイレを水洗式に改造するための資金を寄付し、10月10日に行われた竣工式
に参加しました。また、社員によるウレタン発泡とバルーンスライムの実験教室を開催しました。子どもたちは、液
体が固体に変化する様子を真剣な表情で見入っていて、化学の楽しさ・ふしぎを十分に体験できたようです。今後も
龍廟希望小学校との交流を通じて地域に貢献していきます。




2019年8月3日、4日の両日、科学技術館で開催された「夢・化学－21夏休み子ども実験ショー 」に参加・出展しま
した。当社のブースでは、当社製品のアブソートマー を用いたフィルムの実験を行い、240名の小学生がプラスチッ
クの性質を学びました。お湯や氷水につけたフィルムが伸びたり縮んだりする様子に子どもたちは釘付けになりまし
た。

※ 夢・化学－21
夏休み子ども化学実験ショー：
主に小学生とその保護者の方を対象とした化学実験体験イベントで、毎年夏休みに開催。
このイベントは、公益社団法人日本化
学会、公益社団法人化学工学会、公益社団法人新化学技術推進協会、一般社団法人日本化学工業協会の4団体で構成された「夢･
化学-21」委員会により実施されており、国内の有力化学会社が工夫を凝らした実験教室を提供している。

中国龍廟希望小学校での実験教室の開催

夏休みこども実験ショーに参加

※

®
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ふしぎ探検隊アイテムリスト

＊ 実験タイトル名は変更する場合があります

実験タイトル 内容

ウレタンむくむく実験

分野 化学反応

関連する当社グループ製品 イソシアネート、ポリオール

クッション材、枕や冷蔵庫などの断熱材に使用されているウレタンの発泡の様子
を見て、反応熱や硬さの違いを体感する。

スライム
・
自分で作るスライム
・
皆で作るジャンボスライム
・
光るスライム
・
スライムボール

分野 ポリマーの性質

「スライム」づくり（ポリビニールアルコールと水をホウ砂によって架橋させ
る)を通して､水が閉じ込められる原理や身の回りにあるゲルについて学ぶ。

偏光板で光実験
分野 光

携帯電話などに使用されている自然光を直線光に変える偏光板を使った万華鏡づ
くりを通して光の通り方を学ぶ。

クロマトアート
分野 吸着分離

水性ペンのインクにいろいろな色(色素)が混ざっていることを学ぶ。

プラ板
分野 ポリマーの性質

ポリスチレン板の熱収縮の性質を利用したオリジナルアクセサリーづくりを通し
て、プラスチックの性質や分別について学ぶ。

浮沈子をつくろう！
分野 浮力

ペットボトルとプラ製しょうゆ入れから浮沈子をつくり、浮力と圧力について学
ぶ。

紫キャベツで水溶液の性質を調
べよう！

分野 酸とアルカリ

紫キャベツから抽出したアントシアニンを使って、身近な液体の性質を調べ、酸
とアルカリについて学ぶ。

吸水性ポリマーで芳香剤を作ろ
う！

分野 ポリマーの性質

関連する当社グループ製品 不織布

紙おむつや園芸用品などで使用されている吸水性ポリマーを使った芳香剤づくり
を通して、水を保水する原理を学ぶ。

レインボータワーを作ろう！
分野 比重

濃度の異なる色水を試験管に注いでレインボータワーをつくることを通して、溶
液の比重について学ぶ。

冷え冷えルンルン♪
ヒエルン
をつくろう！

分野 溶解熱

関連する当社グループ製品 尿素

肥料や保湿クリームなどに使用されている尿素の溶解熱による吸熱の原理を学
ぶ。
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発泡入浴剤のしくみを知ろう！
分野 酸と塩の反応

重曹とクエン酸を使って発泡入浴剤をつくり、二酸化炭素が発生するしくみを学
ぶ。

酸性雨について知ろう！
分野 酸とアルカリ、酸化・還元

紫キャベツ抽出液によるpH測定とヨウ素脱色実験を通して、酸性雨の現象およ
び原因について学ぶ。

紙すきをしよう！

分野 紙、リサイクル

関連する当社グループ製品 アクリルアマイド

身近にある道具を使って、古紙からの紙の再生を体験してもらい、紙のつくり方
やリサイクルについて学ぶ。

プラスチックを溶かして小物を
作ろう！

分野 ポリマーの性質

関連する当社グループ製品 熱可塑性樹脂全般

グルーガンを使って樹脂を溶かし、小物をつくることを通して、熱で溶かして形
にしていく熱可塑性樹脂の性質について学ぶ。

キュッと縮むフィルムのふしぎ
を体験しよう！

分野 ポリマーの性質

関連する当社グループ製品 フィルム、PET等

包装材料として使用されているシュリンクフィルムを使ったオリジナルPETボト
ルづくりを通して、熱収縮の原理を学ぶ。

空気の力を見てみよう！
分野 流体力学

空気砲から出される空気の輪の観察を通して、空気抵抗について学ぶ。

松ぼっくりに雪をふらせよう！

分野 結晶

関連する当社グループ製品 尿素

尿素の水溶液を松ぼっくりに噴霧し乾燥する様子を観察することで、結晶の析出
について学ぶ。

ホタルのひかりをつくろう！
分野 酵素

ホタルからとれる酵素ルシフェラーゼを使った光（生物発光）と、ルミノールを
使った光（化学発光）をつくって、その違いを学ぶ。

油を吸着してみよう！

分野 ポリマーの性質

関連する当社グループ製品 タフネル

水と油が混ざったものから、油だけを吸着させる実験を通して、吸着材の原理と
使われ方、また油流出事故が環境にもたらす影響を学ぶ。

のびる？ちぢむ？きえる？！
ひみつのプラスチックの性質を
調べてみよう！

分野 ポリマーの性質

関連する当社グループ製品 アブソートマー

各種プラスチックフィルムを伸ばしたり、縮ませたり、溶かしたりすることで、
その性質を調べる。また、温度に対するポリマー（プラスチック）の変化につい
て学ぶ。

®

®
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次世代育成

次世代を担う若者や子どもたちに、科学に興味を持ってもらい、将来の科学技術を支える人材となってほしい。そん
な思いから様々な活動を実施しています。

三井化学は、世界最大規模のロボット競技大会「FIRST
LEGO
League
(FLL) 
2019-2020」の日本大会（2月16日開
催）に協賛し、ブース展示を行いました。3回目となる協賛は、「子どもたちにこれからの社会に求められる資質・
能力を育成する『STEM教育』、『アクティブラーニング』を取り入れながら、社会課題を解決する楽しさを経験す
る機会を提供する」という、大会の趣旨に賛同したものです。

当社ブースでは、FLL
2019-2020のテーマ「City
Shaper（建築と都市計画）」に合わせ、トンネル等のコンクリート
構造物の長寿命化に貢献するポリウレア樹脂「タフネスコート 」（三井化学産資株式会社が製造、販売）や、当社
製樹脂部品の採用で軽量化を実現したパワーアシストスーツ（パワーアシストインターナショナル株式会社
が製造、
販売）を展示しました。また、ふしぎ探検隊による濃度の異なる色水を試験管に注いでカラフルな水の層をつくり、
溶液の比重について学ぶ実験も行い、多くの子どもたちが立ち寄りました。建造物を長寿命化させる樹脂があること
や、液体は同じ体積でも濃さによって重さが違うことを学ぶことで、子どもたちの化学への興味喚起に役立てたもの
と考えています。

※ FIRST
LEGO
League
(FLL)：
米国のNPO法人FIRSTとレゴ社が主催する世界最大規模のロボット競技大会（日本大会はNPO法人青少年
科学技術振興会が主催）。現在世界98カ国以上で実施され、参加生徒数は32万人超。子どもたち2〜10人
でチームを組み、ロボット競技と大会テーマに基づく科学研究とそのプレゼンテーションを実施。各国大
会の上位チームは世界大会への出場権利を得る。







社会活動

マネジメントシステム 科学実験教室「ふしぎ探検隊」 次世代育成

環境 従業員の社会活動参加支援 災害支援

地域との共生

ロボット競技大会に協賛

※

®
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当社の実験を楽しむ子供たち ロボット競技

三井化学グループでは、各事業所や関係会社でインターンシップの受け入れを実施しています。
当社の関係会社であるサンメディカルでは、2018年度より滋賀県主催の『オール滋賀DEインターンシップ 』に参加
しています。県内在住の大学生を対象に企業の魅力を発信し、インターンシップを通じ学生の職業観を醸成すること
を主な目的としています。2019年度は8月から9月にかけて長浜バイオ大学より1名を受け入れ、14日間のインターン
シップを行いました。最終日は社内で報告会を開催し、学生目線から考えるサンメディカルの魅力やインターンシッ
プを通した学び・気づきについて報告していただきました。出席した社員も自らの仕事を振り返る良い機会となり、
刺激的な経験となりました。2020年度も継続実施します。

※ オール滋賀DEインターンシップ
：
滋賀県内企業および農業法人等の人材確保を図るため、企業の採用活動に関する相談や、企業情報の発信を行うとともに、「滋
賀インターンシップ推進協議会」による県域のインターンシップの推進により学生の職業観の醸成や県内企業等の理解を促進す
ることで、県内企業等への就職者の増加や就職におけるミスマッチの解消を図る。

2019年8月7日から3日間、教員の民間企業研修を実施しました。本研修は、財団法人　経済広報センター主催
で1983年にスタートしました。小・中学校、高等学校などの先生方を対象に、企業活動を実体験していただき、その
体験や見聞を未来を担う子どもたちへ伝えていただくことを目的としています。当社は、2006年度から毎年受け入れ
に協力しています。
今回は東京都内の小学校の先生10名を受け入れました。本社では当社グループの企業理念、ESGの経営への統合、レ
スポンシブル・ケア活動、人材育成について理解を深めていただいたほか、科学実験教室「ふしぎ探検隊」のデモン
ストレーションもご覧いただきました。市原工場では製造現場見学、三井化学技術研修センター
は体験型の研修を受

インターンシップ実習生受け入れ

※

教員の民間企業研修への協力
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講していただきました。技術研修センターでは、「体験・体感する」「気づいて考えさせる」ことの大切さなどにつ
いて、活発な意見交換を行いました。

技術研修センターでの研修
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環境

三井化学グループは環境と調和した共生社会の実現に向けて、様々な環境コミュニケーションを行っています。

三井化学グループはプラスチックを巡る課題に対し、プラスチック戦略と海洋プラスチックごみ問題への対応を通し
て資源循環を促進し、循環経済モデルを推進していくことを表明しています。海洋プラスチックごみ問題について
は、プラスチックが資源循環から外れてしまうことに起因しています。最も大切なことは、廃棄物を河川や海に流出
させないことです。

三井化学では、従来から事業所ごとに周辺の清掃活動を実施してきました。2019年度より、国内外の関係会社にも呼
びかけ、グループ全体の活動として、「クリーンアップキャラバン」をスタートしています。従来の清掃活動だけで
はなく、NPOや行政が主催するクリーンアップへの参加や、地域のイベントへの参加後に清掃活動をするなど、自発
的に参加できるようにしました。2019年度は、のべ3,670人が参加し、28,580kgのごみを回収しました。

三井化学グループ「クリーンアップキャラバン

本社での活動（神奈川県鵠沼海岸） シンガポール6社合同の活動（Pasir
Ris
Park）

社会活動

マネジメントシステム 科学実験教室「ふしぎ探検隊」 次世代育成

環境 従業員の社会活動参加支援 災害支援

地域との共生

三井化学グループ「クリーンアップキャラバン」
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Mitsui
Chemicals
Americaでの活動
（Bruce
Park
Woods
Road
Picnic
Area）

Mitsui
Chemicals
Chinaでの活動
（上海市
濱江森林公園海岸）

三井化学株式会社と三井化学産資株式会社は、世界自然遺産応援プロジェクトの第3弾として、公益財団法人知床財
団
（北海道斜里町）が主催する知床自然教室40周年を記念したツリーデッキを3基寄贈しました。

活動の紹介動画　4分18秒

知床財団は、日本初のナショナルトラスト運動である「しれとこ100平方メートル運動」発祥の地である世界遺産・
知床の地で、環境教育や普及啓発、野生生物の保護管理・調査研究、森づくりなど、知床の大自然を「知り・守り・
伝える」活動を行っています。そうした活動の一つとして、知床の大自然を次世代へ伝えるため、全国から集まった
子どもたちを対象に知床国立公園内の100平方メートル運動地で過ごす1週間の野外キャンプ「知床自然教室」
を1980年から実施しています。第1回以来、のべ1,900人以上の子どもたちが夏の知床の1週間を過ごしています。
知床自然教室40周年を記念して、三井化学グループは自然教室の舞台である「ポンホロの森」にツリーデッキを3基
寄贈しました。自然教室に参加した子供たちや自然教室卒業生、斜里町役場、知床財団など多くの方々ととも
に、2019年7月～10月の期間に製作し、仕上げは三井化学産資が提供する「木が呼吸でき木の香りが匂いたつ木材保
護塗料：ノンロット 」で塗装を施しました。

※ ノンロット 
：
木材が本来持つ通気性（調湿性）を最大限活かしながら、風雨をしのぐ超撥水性、耐UV性、防腐・防カビ・防虫性を有する安全
性の高い塗料。木の呼吸を妨げず、心地よい木の香りが感じられることから、多くの建築家・設計士、施主の皆さまから選ばれ
ている。

世界自然遺産応援プロジェクト第3弾 ～知床～
知床財団に「ノンロット 」ツリーデッキを寄贈®

®※

®
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三井化学アグロは、宮城県内の2か所で、小学生とともに「田んぼの生きもの調査」を実施しました。

大和町立鶴巣小学校の3年生が参加した田んぼの生きもの調査は、JAあさひな（宮城県黒川郡大和町）が主催し、文
部科学省が推進する地域学校協働活動の一環として、地域コーディネーター、教職員、JA全農の方々に三井化学アグ
ロの仙台支店等が協力して、2015年から毎年実施しています。
一方、仙台市立上愛子小学校、作並小学校、大倉小学校の3・4年生が参加した田んぼの生きもの調査は、元東北大学
サイエンスコーディネーターの石垣富一郎氏の呼びかけに応じ、三井化学アグロの仙台支店等が協力して初めて開催
されました。

鶴巣小学校
開催日：2019年6月11日
場所：宮城県黒川郡大和町

参加者数：35名

上愛子小学校、作並小学校、大倉小学校
開催日：2019年6月20日
場所：宮城県仙台市
参加者数：22名

三井化学アグロでは農薬を販売するだけではなく、農薬が使用された水田の生きものに及ぼす影響を調査し、製品の
改善や開発に役立てています。また、生きもの調査の結果をまとめた「鑑定書」を発行することで、多様な生きもの
が生息する水田で作られた米であることを証明し、地域の米の付加価値向上にも貢献しています。

三井化学アグロ「田んぼの生きもの調査」おうえん隊

「田んぼの生きもの調査」を小学生とともに実施
～生物多様性に配慮した米作り～

三井化学グループのアジアパシフィック地域5社 は、JTC
CorporationおよびNParks
Grow-A-Reef-Gardenのプロ
ジェクトに参画しました。このプロジェクトはシンガポールのSmall
Sister’s
Island沖に大規模な人工サンゴ礁用の構
造物（人工ノル）を敷設し、サンゴの保全活動を支援するものです。2018年10月18日に開催された同プロジェクト
の式典は盛大に行われ、シンガポール議会議長ほか、多くの寄付団体の代表者が出席し、当社グループも参加しまし
た。

※ 三井化学グループ
アジアパシフィック地域5社
：
Mitsui
Chemicals
Asia
Pacific,
Ltd.,
Mitsui
Phenols
Singapore
Pte.
Ltd.,
Mitsui
Elastomers
Singapore
Pte
Ltd,
Mitsui
Chemicals
Singapore
R&D
Centre
Pte.
Ltd.,
Prime
Evolue
Singapore
Pte.
Ltd.

「田んぼの生きもの調査」生物多様性についての教育機会提供

シンガポール政府に寄付、サンゴの保全を支援

※
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写真提供:
JTC
Corporation
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従業員の社会活動参加支援

三井化学は、従業員が社会課題を意識し、自発的に社会に貢献する人材となるための支援を行っています。

2007年11月より、従業員の給与や賞与から本人希望の金額を控除して、社会的な活動をしている団体への寄付基金を
積み立てる「ちびっとワンコイン」を始めました。会員有志で構成する「ちびっとワンコイン運営委員会」において
重点支援活動分野を定めており、同委員会で寄付先団体の審査・決定を行っています。

2019年10月時点で、会員は733名で、2019年度の積み立て基金は約370万円です。
2019年度は、ちびっとワンコインから320万円と会社からのマッチングギフト とを
合わせて、合計640万円を16の社会活動団体に寄付しました。
また、台風15号・19号
に伴う豪雨災害への支援として、積み立て基金から85万円を寄付しました。

※ マッチングギフト：
従業員が社会・環境団体などへ寄付を行う場合に、企業が同額の寄付を追加することで、従
業員の社会貢献活動を支援する制度。

社会活動

マネジメントシステム 科学実験教室「ふしぎ探検隊」 次世代育成

環境 従業員の社会活動参加支援 災害支援

地域との共生

ちびっとワンコイン

重点支援活動分野

次世代育成・子どもの命を守る活動1

障害者支援、難病患者に資する活動2

医療・災害体制整備に資する活動3

地球環境を守るための活動4

※
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2019年度寄付先団体

団体名称 (順不同)
重点支援
活動分野

実績 (年)

認定NPO法人　国際連合世界食糧計画WFP協会 ① 2008-2019

認定NPO法人　世界の子どもにワクチンを
日本委員会 ① 2008-2019

NPO法人　サクセスみらい科学機構 ① 2011-2019

認定NPO法人　難病のこども支援全国ネットワーク ①
② 2009-2019

公益財団法人　日本補助犬協会 ② 2008-2019

NPO法人　全国骨髄バンク推進連絡協議会 ② 2008、2010-2019

NPO法人　救急ヘリ病院ネットワーク ③ 2010-2019

NPO法人　チーム・レスキュー ④ 2012-2019

NPO法人　アジア失明予防の会 ② 2013、2016-2019

認定NPO法人　国境なき医師団日本 ③ 2014-2019

一般社団法人　JEAN ④ 2015-2019

公益社団法人　チャンス・フォー・チルドレン ① 2017-2019

認定NPO法人　かものはしプロジェクト ① 2015,
2018-2019

NPO法人　5years ② 2018-2019

認定NPO法人　ピースウィンズ
・ジャパン ①
③ 2009,
2012-2017,
2019

認定NPO法人　エフ・オー・イー・ジャパン（通称：FoE
Japan） ④ 新規

2014年度からは、健康経営の一環として、寄付先である国連WFPが開催するチャリティーウォークイベント
「WFPウォーク・ザ・ワールド」に労使で参加し、従業員が世界の飢餓問題に関心を持つ機会を設けています。
また、ファミリーデーに従業員やその家族、同じビルで働く方々に対して、寄付先である公益財団法人
日本補助犬協
会から「補助犬」について紹介していただき、「誰一人取り残さない」社会に関心を持つ機会を設けました。
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当社は、2008年8月から社会的な活動に参加する社員を支援するために、年間2日以内まで休暇（有給）を取得できる
社会活動休暇制度を導入しました。2019年度の取得実績は88件でした。
さらに、2011年からは災害活動支援などが目的の社会活動について、年間8日以内の特別休暇の取得を可能としまし
た。

社会活動休暇制度
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災害支援

三井化学グループは、万が一災害が発生した場合に、自治体やNPO等と連携し、被災地のニーズにより近く、迅速な
災害支援が行えるような体制を追求しています。また、新しい復興支援として、被災地との共創を深めるアクション
を模索しています。

当社の災害支援活動は、地震などの大規模災害発生時に、被災者に必要とされる当社製品があれば届けて活かしたい
という社員の発案から始まりました。2009年度に岩国大竹工場（山口県）と茂原分工場（千葉県）の東西2拠点に支
援物資を保管する倉庫を設置し、自治体や連携先 
等からの要請に応じて各工場から被災地へ迅速に配送できる体
制となっています。それぞれの倉庫には、ウレタンマットレス（避難所となる体育館の床に敷くクッション材）、
ターピーシート（水害、土砂災害時の養生）、エア・ざぶとん （避難所での座布団）などを備蓄しています。
2019年度は、九州北部大雨、台風15号、台風19
号および大雨に伴う災害の被災地等に支援物資を提供しました。ま
た、台風15号、19号および大雨に伴う災害の被災者の皆様および被災地の支援のため、日本赤十字社を通じて義援
金500万円を寄付しました。さらに、新型コロナウイルス対策の支援として、中国赤十字基金会を通じ義援金100万元
（約1,600万円）を寄付しました。

※1 連携先：
特定非営利活動法人チームレスキュー
特定非営利活動法人ピースウィンズ・ジャパン

※2 エア・ざぶとん：
和弘プラスチック工業株式会社
が、東日本大震災の被災者の声から開発した、枕・ざぶとん・マットレス代わりとなるエア・
クッション。避難所の堅い床・寒さから体を守るほか、ストロー1本でクッション性を調整可能。当社関係会社のプライムポリ
マー社のポリエチレン「エボリュー 」製で、環境にやさしく、耐荷重にすぐれている。

NPOにより避難所に届けられた物資




NPOにより避難所に運ばれるターピーシート

社会活動

マネジメントシステム 科学実験教室「ふしぎ探検隊」 次世代育成

環境 従業員の社会活動参加支援 災害支援

地域との共生

災害支援物資

※1

※2

®
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九州北部大雨

提供先 連携先 支援内容

杵藤地区広域市町村圏
組合消防本部白石消防署大町分署

国交省九州地方整備局
博多港湾・空港整備事務所

・
タフネル オイルブロッ
ター （22箱）他

佐賀県杵島郡大町町

・
総合福祉保健センター
・
大町町公民館

SEMA
特定非営利活動法人A-
PADジャパン

・
ウレタンマットレス（200枚）
・
ターピーシート（200枚）

グリーンコープ若宮物流センター
（武雄市の被災住宅）

NPO法人　チーム・レス
キュー

・
ウレタンマットレス（100枚）

台風15号

提供先 連携先 支援内容

千葉県鋸南小学校
館山市役所

SEMA
特定非営利活動法人ピース
ウィンズ・ジャパン

・
ターピーシート（99枚）

市原市中央消防署 市原市 ・
ターピーシート（100枚）

台風19号および大雨に伴う災害

提供先 連携先 支援内容

市原市中央消防署 市原市 ・
ターピーシート（150枚）

三井化学は、当社を含めた民間企業 
17社および非営利組織 
6団体とともに、民間主導の緊急災害対応アライア
ンス「
SEMA（シーマ、Social
Emergency
Management
Alliance）
」を設立しました。これは日本国内の大規模自
然災害発生時に、民間企業とNPOの連携により企業が持つ物資・サービス等の支援をワンストップで提供する仕組み
です。東日本大震災等では、自治体自体が被災し、被害状況や支援の取りまとめが困難になるケースも見られまし
た。「SEMA」は、企業やNPOの垣根を越えた組織として、自然災害が日本社会や被災者に与えるインパクトを最小
限に食い止め、早期復興を促すことを目指しています。
「SEMA」は、平時から加盟企業・団体が持つ物資・サービス等をリスト化し、災害発生時にはリストをもとに各社
が行う支援をパッケージ化して迅速に被災地にお届けします。また、公共機関との情報交換と支援の連携を図り、支
援の漏れや無駄を減らし、被災自治体の負担を削減することを目指します。

SEMA
を通じた連携先（2020年1月24日現在、企業53社、市民団体6団体）

※1 民間企業：
アスクル株式会社、旭化成株式会社、FSX株式会社、オイシックスドット大地株式会社、キリン株式会社、グンゼ株式会社、サ
ラヤ株式会社、株式会社JGマーケティング、ジョンソン・エンド・ジョンソン日本法人グループ、
スターフェスティバル株式会

2019年度 災害支援物資提供

®

®

日本初の民間主導による緊急災害対応アライアンス「SEMA」を設立

※1 ※2

258



社、株式会社スノーピーク、西濃運輸株式会社、株式会社西武プロパティーズ、ソフトバンク株式会社、日本航空株式会社、株
式会社ハート引越センター、株式会社ファミリーマート、株式会社ブイキューブ、ヤフー株式会社、ロート製薬株式会社
他

※2 非営利組織：
特定非営利活動法人アジアパシフィックアライアンス・ジャパン、特定非営利活動法人ADRA
Japan、特定非営利活動法人災害人
道医療支援会、公益社団法人Civic
Force、特定非営利活動法人ピースウィンズ・ジャパン、被災地NGO協働センター

東日本大震災から5年が経過した2016年、三井化学グループは南三陸町を支援してきた企業4社と新たな企業1社の
計5社で「Discover
the
Future
南三陸」という共創活動を立ち上げました。これは、町のリクエストである「町の誇
りを感じられる、町と企業が連携した産業の創出」を目指した活動です。
町の方々に歴史・文化、震災を振り返っていただいた上で、誇りを持った町の姿、その実現に必要なこと、そしてそ
こで各企業ができることについて、本業・製品の視点、企業/NGO連携の観点、Build
back
better の考え等をふまえ
ながら議論を重ねました。そして、町の特徴である「森・里・海・ヒト」というキーワードに沿って、各企業の強み
を活かした未来共創型アクションを町に提案しました。
2019年度は、4社13名で南三陸を訪問し、「Refine
the
Future
南三陸」をテーマに地域の持続可能性を考えるツアー
を行い、各企業が共創できることを探究しました。そして、地域の方とともに具現化に向け動き出しました。今後も
南三陸の2030年の姿から導かれる具体的なアクションについて議論していきます。この活動を復興支援の新しい在り
方として、共創型のアクションを町の方々、連携企業とともに進めていきます。

※ Build
back
better：
災害の発生後の復興段階において、次の災害発生に備えて、より災害に対して強靱な地域づくりを行うという「より良い復興」
の考え方。

2018【ショート版】Create
The
Future
南三陸

2018【ロング版】Create
The
Future
南三陸

東日本大震災　新しい復興支援を目指して

※
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地域との共生

三井化学グループは、各事業所において、事業を正常かつ安定的に運営していくためには地域の皆様との密接な関係
に基づく信頼関係が重要であると考え、地域の皆様とのコミュニケーションの機会を設けています。

当社の各事業所において、近隣住民の方々をお招きして意見交換会や見学会を実施しています。意見交換会では、工
場概要、環境保全活動、安全への取り組み、社会貢献活動などをご紹介し、近隣住民の皆様からは日頃感じているこ
とや工場への要望などをお話しいただき活発な議論が行われました。皆様からのご意見・ご要望を事業所運営に反映
していきたいと思います。
また、イベントの開催や地域行事への積極的な参加などにより、双方の理解がいっそう深まるよう努めています。

意見交換会および見学会の例

市原工場

実施日 対象の方々 内容

2019年9月15日 近隣の皆様

秋祭り
・科学実験教室「ふしぎ探検隊」実施
・ステージでの催事
・キッズコーナー（遊具等）

2019年11月20日 近隣の婦人会の皆様
・工場概要説明
・工場見学

2019年11月28日 近隣町会役員の皆様
・安全、環境の取り組み紹介
・工場見学
・意見交換会

社会活動

マネジメントシステム 科学実験教室「ふしぎ探検隊」 次世代育成

環境 従業員の社会活動参加支援 災害支援

地域との共生

各事業所の地域コミュニケーション推進
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茂原分工場

実施日 対象の方々 内容

2019年9月28日 近隣自治会役員の皆様
ふれあいパーク2019
・
各種ステージショー
・
意見交換会

2019年11月18日 近隣自治会役員の皆様
・
工場概要説明
・
工場、技術研修センター見学
・
意見交換会（環境保全や保安防災の取り組み等）

名古屋工場

実施日 対象の方々 内容

2019年8月23日 近隣地区子ども会の皆様
・
工場見学
・
科学実験教室「ふしぎ探検隊」実施

2019年10月26日 近隣地区の皆様 ・
秋まつり

2019年11月29日 近隣学区役員の皆様 ・
工場見学

大阪工場

実施日 対象の方々 内容

2019年5月28日 近隣自治会の皆様

・
工場概要説明
・
環境保全・保安防災への取り組み等説明
・
工場見学
・
意見交換会

2019年10月～11月
（計7回）

近隣小学校の皆様
・
工場概要説明
・
消防施設見学、工場見学
・
簡単な科学実験体験

2020年2月6日 地域行政、各種団体の皆様

レスポンシブル・ケア地域対話
・
工場概要説明
・
レスポンシブル・ケアの取り組み説明
・
工場見学
・
意見交換会
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岩国大竹工場

実施日 対象の方々 内容

2019年7月10日
近隣の自治会長、
自主防災組織の責任者

・
工場概要説明
・
保安防災の取り組み等説明
・
工場見学
・
意見交換会

2019年8月～12月
（計4回）

近隣小学校の皆様 ・
科学実験教室「ふしぎ探検隊」実施

2019年11月17日 近隣地区の皆様 ・
秋まつり

大牟田工場

実施日 対象の方々 内容

2019年10月18日
近隣地域自治体関係者の皆
様

・
工場概要と社会貢献活動の紹介
・
自然災害への対策紹介
・
工場での技術研修内容の説明と体験
・
意見交換会

2019年10月～11月 近隣小学校の皆様 ・
科学実験教室「ふしぎ探検隊」実施

袖ケ浦センター

実施日 対象の方々 内容

2019年8月8日
近隣自治会、近隣企業、市
役所の皆様

・
納涼祭

2020年2月18日 近隣自治会役員の皆様
・
センター紹介・見学
・
科学実験教室「ふしぎ探検隊」実施
・
意見交換会
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市原工場
近隣地区クリーンアップ活動

茂原分工場
意見交換会

名古屋工場
意見交換会

大阪工場
少年軟式野球大会の開催




岩国大竹工場
意見交換会




大牟田工場
オオタムフェスタ

袖ケ浦センター
意見交換会

263



環境

Input⇒Outputデータ詳細（2019年度）


集計範囲 2016 2017 2018 2019

GHG排出量(Scope1)
/
千t

三井化学 3,700 3,570 3,450 3,550

国内関係会社 310 270 110 70

海外関係会社 250 260 220 160

グローバル 4,260 4,100 3,780 3,780

GHG排出量(Scope2)
/
千t

三井化学 740 750 720 610

国内関係会社 170 180 160 140

海外関係会社 550 550 560 540

グローバル 1,460 1,480 1,440 1,290

GHG排出量(Scope1,
Scope2)
/
千t グローバル 5,730 5,580 5,220 5,060

GHG排出量(Scope3)
/
千t 三井化学 10,710 11,080 11,694 ─

GHG排出量の売上高当たりの原単位
/
t・億
円

グローバル 472 420 352 378

GHG排出量の削減率(フル稼働ベース、2005年
度比)
/
％

三井化学 22.6 24.5 27.3 27.7

集計範囲 2016 2017 2018 2019

三井化学 78.3 76.2 75.1 75.5

国内関係会社 4.1 4.2 3.9 3.5

ESGパフォーマンスデータ

環境 社会 ガバナンス

GHG・エネルギー

GHG

-1

エネルギー
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エネルギー消費量
/
PJ
海外関係会社 14.3 14.6 13.9 10.3

グローバル 96.7 94.9 92.9 89.3

エネルギー原単位指数(2009年度=100) 三井化学 94.0 93.4 94.6 94.9

エネルギー原単位
5年平均低減率
/
％ 三井化学 1.4 1.3 △0.3 △0.4

集計範囲 2016 2017 2018 2019

廃棄物等発生量
/
千t

三井化学 131.8 125.8 127.1 117.6

国内関係会社 ─ 54.0 50.1 48.4

海外関係会社 ─ 56.0 58.6 47.3

グローバル ─ 235.7 235.8 213.3

有害廃棄物
/
千t 三井化学 ─ 1.2 1.3 0.7

工場排出廃棄物量
/
千t

三井化学 82.3 94.9 102.0 92.1

国内関係会社 35.0 34.3 32.4 31.8

海外関係会社 39.9 42.9 47.2 34.7

グローバル 157.2 172.1 181.7 158.6

集計範囲 2016 2017 2018 2019

外部再資源化量
/
千t

三井化学 54.3 61.4 68.0 60.9

国内関係会社 31.5 31.1 28.8 27.5

海外関係会社 31.3 32.3 34.7 24.3

グローバル 117.1 124.8 131.7 112.7

再資源化率
/
％
国内 73.1 71.6 72.1 71.4

海外 78.4 75.3 73.5 69.9

集計範囲 2016 2017 2018 2019

産業廃棄物

リサイクル

埋立処分
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埋立処分量
/
千t

三井化学 0.6 0.5 0.4 0.4

国内関係会社 0.1 0.1 0.1 0.2

海外関係会社 0.2 0.1 0.2 0.2

グローバル 0.9 0.7 0.7 0.8

産業廃棄物最終処分率
/
%

国内 0.4 0.3 0.3 0.4

海外 0.4 0.3 0.4 0.5

グローバル 0.4 0.3 0.3 0.4

集計範囲 2016 2017 2018 2019

PRTR法対象物質排出量
/
t 三井化学 789 766 816 768

集計範囲 2016 2017 2018 2019

揮発性有機化合物（VOC）排出量
/
t

三井化学 1,676 1,574 1,621 1,579

国内関係会社 408 395 350 405

海外関係会社 84 62 64 58

グローバル 2,168 2,031 2,035 2,042

NOx排出量
/
t

三井化学 2,588 2,311 2,110 2,311

国内関係会社 303 295 253 108

海外関係会社 456 203 195 254

グローバル 3,348 2,809 2,558 2,673

SOx排出量
/
t

三井化学 261 273 223 368

国内関係会社 135 131 97 42

海外関係会社 25 41 67 62

グローバル 422 444 387 472

三井化学 128 114 101 88

国内関係会社 22 18 13 7

PRTR法対象物質

大気
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ばいじん排出量
/
t
海外関係会社 27 30 90 60

グローバル 176 162 204 155

有害大気汚染物質排出量
/
t 三井化学 14 15 13 15

フロン類排出量
/
t

三井化学 3 4 5 8

国内関係会社 0 0 0 0

海外関係会社 4 11 10 2

グローバル 7 15 15 10

  集計範囲 2016 2017 2018 2019

取水量
計
(上水道水、地下水、工業用水、海
水)
/
百万m

三井化学 474.3 460.4 507.1 492.7

国内関係会社 23.7 21.6 20.1 19.9

海外関係会社 11.4 11.8 11.4 3.4

グローバル 509.5 493.8 538.6 516.1

上水道水
/
百万m

三井化学 0.7 0.8 0.8 0.8

国内関係会社 0.3 0.3 0.3 0.3

海外関係会社 0.5 0.6 0.5 0.4

グローバル 1.5 1.7 1.6 1.5

地下水
/
百万m

三井化学 0.6 0.6 0.7 0.6

国内関係会社 2.6 2.5 1.0 1.2

海外関係会社 0.2 0.2 0.2 0.0

グローバル 3.4 3.3 1.8 1.8

工業用水
/
百万m

三井化学 76.1 83.5 83.0 81.9

国内関係会社 12.1 10.3 9.7 9.3

海外関係会社 11.1 11.0 10.7 3.0

グローバル 99.3 104.8 103.4 94.1

三井化学 396.9 375.5 422.7 409.5

水

効率的な水利用

3

3

3

3
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海水
/
百万m
国内関係会社 8.8 8.4 9.1 9.2

海外関係会社 0.0 0.0 0.0 0.0

グローバル 405.7 384.0 431.8 418.7

リサイクル量
/
百万m

三井化学 1,747.9 1,692.4 1,667.1 1,686.2

国内関係会社 101.0 101.2 100.9 101.5

海外関係会社 34.0 39.0 40.0 36.9

グローバル 1,882.9 1,832.6 1,808.1 1,824.5

リサイクル率
/
％

国内 78.8 78.8 77.0 77.7

海外 74.8 76.8 77.8 91.5

グローバル 78.7 78.8 77.0 78.0

放流水量
/
百万m

三井化学 457.5 436.6 491.3 473.8

国内関係会社 23.0 21.4 19.8 19.6

海外関係会社 4.7 4.8 4.8 1.2

グローバル 485.2 462.9 515.9 494.6

水消費量
/
百万m

三井化学 16.8 23.8 15.9 18.9

国内関係会社 0.7 0.2 0.3 0.3

海外関係会社 6.7 7.0 6.6 2.2

グローバル 24.3 30.9 22.8 21.4

  集計範囲 2016 2017 2018 2019

COD,
BOD排出量
/
t

三井化学 849 889 888 884

国内関係会社 75 68 72 68

海外関係会社 1,927 2,944 2,601 1,676

グローバル 2,851 3,901 3,561 2,628

全窒素排出量
/
t 三井化学 866 1,053 1,138 1,269

全リン排出量
/
t 三井化学 40 33 41 27

3

3

3

3

水質汚濁物質
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  集計範囲 2016 2017 2018 2019

環境保全コスト(投資額)
/
億円

三井化学

9 13 19 19

環境保全コスト(費用額)
/
億円 220 212 217 222

環境保全対策に伴う経済効果
/
億円 14 13 12 11

  集計範囲 2016 2017 2018 2019

Blue
Value 
製品売上高比率
/
％ グローバル 17 17 16 18

  集計範囲 2016 2017 2018 2019

環境事故
/
件 グローバル 0 0 0 0

環境法令違反
/
件 グローバル 0 0 0 0

購入原料量
/
千t

三井化学 4,936 5,122 4,721 4,597

国内関係会社 515 534 519 477

海外関係会社 2,749 2,809 2,432 1,520

グローバル 8,200 8,465 7,672 6,594

購入材料量
/
千t

三井化学 22 25 22 24

国内関係会社 20 20 23 18

海外関係会社 88 89 77 25

グローバル 130 134 122 66

製品出荷量
/
千t

三井化学 5,126 5,189 4,789 4,573

国内関係会社 579 575 537 539

海外関係会社 2,867 3,009 2,775 1,530

グローバル 8,572 8,773 8,100 6,642

環境貢献の見える化

®

その他
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INPUT⇒OUTPUTデータ詳細（2019年度）

三井化学㈱三井化学グループ

国内関係会社 海外関係会社

三
井
化
学
グ
ル
ー
プ

エネルギー

INPUT OUTPUT

購入原料(千t) 6,594

エネルギー消費量(PJ) 89.3

製品等

大気への排出

産業廃棄物

排水

6,642

原材料

水資源

購入材料(千t) 66

上水道水

取水量(百万m3)

1.5

地下水 1.8

工業用水 94.1

1,824.5

海水

（リサイクル量(百万m3)）

418.7

製品出荷量(千t)

GHG(千t) 5,060

  Scope1 3,780

  Scope2 1,290

フロン類(t) 10

NOx(t) 2,673

SOx(t) 472

有害大気汚染物質(t) 15

VOC(t) 2,042

ばいじん(t) 155

COD、BOD(t) 2,628

全窒素(t) 1,269

全リン(t) 27

放流水量(百万m3)

排水処理量(百万m3)

494.6

52.2

工場排出廃棄物量(千t) 158.6

外部再資源化量(千t) 112.7

外部埋立処分量(千t) 0.8

516.1

三
井
化
学
㈱

エネルギー

INPUT OUTPUT

購入原料(千t) 4,597

エネルギー消費量(PJ) 75.5

製品等

大気への排出

産業廃棄物

排水

4,573

原材料

水資源

購入材料(千t) 24

上水道水

取水量(百万m3)

0.8

地下水 0.6

工業用水 81.9

1,686.2

海水

（リサイクル量(百万m3)）

409.5

製品出荷量(千t)

フロン類(t) 8

NOx(t) 2,311

SOx(t) 368

有害大気汚染物質(t) 15

VOC(t) 1,579

ばいじん(t) 88

COD、BOD(t) 884

全窒素(t) 1,269

全リン(t) 27

放流水量(百万m3)

排水処理量(百万m3)

473.8

52.2

工場排出廃棄物量(千t) 92.1

外部再資源化量(千t) 60.9

外部埋立処分量(千t) 0.4

492.7

国
内
関
係
会
社

エネルギー

INPUT OUTPUT

購入原料(千t) 477

エネルギー消費量(PJ) 3.5

製品等

大気への排出

産業廃棄物

排水

539

原材料

水資源

購入材料(千t) 18

上水道水

取水量(百万m3)

0.3

地下水 1.2

工業用水 9.3

101.5

海水

（リサイクル量(百万m3)）

9.2

製品出荷量(千t)

フロン類(t) 0

NOx(t) 108

SOx(t) 42

VOC(t) 405

ばいじん(t) 7

COD、BOD(t) 68

19.6放流水量(百万m3)

工場排出廃棄物量(千t) 31.8

外部再資源化量(千t) 27.5

外部埋立処分量(千t) 0.2

19.9

海
外
関
係
会
社

エネルギー

INPUT OUTPUT

購入原料(千t) 1,520

エネルギー消費量(PJ) 10.3

製品等

大気への排出

産業廃棄物

排水

1,530

原材料

水資源

購入材料(千t) 25

上水道水

取水量(百万m3)

0.4

地下水 0.0

工業用水 3.0

36.9

海水

（リサイクル量(百万m3)）

0.0

製品出荷量(千t)

フロン類(t) 2

NOx(t) 254

SOx(t) 62

VOC(t) 58

ばいじん(t) 60

COD、BOD(t) 1,676 

1.2放流水量(百万m3)

工場排出廃棄物量(千t) 34.7

外部再資源化量(千t) 24.3

外部埋立処分量(千t) 0.2

3.4

Mitsui Chemicals Group  ESG Report Appendix

   Scope1 3,550

   Scope2 610

GHG(千t) 4,160

  Scope1 70

  Scope2 140

GHG(千t) 210

  Scope1 160

  Scope2 540

GHG(千t) 700
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1967年に操業を開始しました。工場中央にエチレンプラントを配置し、

各種の樹脂や化成品などの誘導品を生産するわが国における代表的な総

合石油化学工場で、当社石油化学品、基礎化学品の中核工場として活発

な生産活動を展開しています。

https://www.mitsuichem.com/jp/corporate/group/domestic_02.htm

1957年に天然ガスを原料とした化学産業を展開させるために操業を開始

しました。現在製造している製品は高機能製品に特化しています。

また、2006年に教育研修施設「技術研修センター」が設立され、当社技

術伝承の拠点となっています。

https://www.mitsuichem.com/jp/corporate/group/domestic_08.htm

茂原分工場市原工場

1951年に日本で初めて独自技術による塩化ビニ－ル樹脂の製造を開始

しました。現在は、電子・情報材料製品を中心とした生産拠点へと大き

く変貌を遂げ、代表的な製品にIC製造プロセステープや、太陽電池封止

シートなどがあります。

https://www.mitsuichem.com/jp/corporate/group/domestic_03.htm

日本でも有数の工業地帯である「堺泉北臨海工業地区」に位置しています。

10万トン級のタンカーが入港できる大型桟橋を持ち、製品、原料輸送の

ほぼ半分に船を利用するなど、操業および物流にすぐれた立地を活かした

生産活動を行っています。

https://www.mitsuichem.com/jp/corporate/group/domestic_04.htm

名古屋工場 大阪工場

エネルギー

INPUT OUTPUT INPUT OUTPUT

INPUT OUTPUT

購入原料(千t) 1,734

エネルギー消費量(千GJ)27,977

大気への排出

産業廃棄物

排水

1,758 

原材料

水資源

購入材料(千t) 6.8

上水道水

取水量(千m3)

0

地下水 142

工業用水 21,390

384,902

海水

（リサイクル量(千m3)）

324,480

製品出荷量(千t)

GHG(千t) 1,395

フロン類(t) 1.6

NOx(t) 868.1

SOx(t) 254.4

有害大気汚染物質(t) 1.5

VOC(t) 349.5

ばいじん(t) 36.0

COD、BOD(t) 65.6

全窒素(t) 21.2

全リン(t) 1.8

放流水量(千m3)

排水処理量(千m3)

329,952

6,027

工場排出廃棄物量(千t) 16.1

外部再資源化量(千t) 15.7

外部埋立処分量(千t) 0.0

346,012

製品等

市
原
工
場

エネルギー

購入原料(千t) 50

エネルギー消費量(千GJ) 713

大気への排出

産業廃棄物

排水

49

原材料

水資源

購入材料(千t) 3.4

上水道水

取水量(千m3)

3

地下水 0

工業用水 1,600

5,930

海水

（リサイクル量(千m3)）

0

製品出荷量(千t)

GHG(千t) 34

フロン類(t) 0.1

NOx(t) 3.6

SOx(t) 0.0

有害大気汚染物質(t) 0.2

VOC(t) 5.3

ばいじん(t) 0.1

COD、BOD(t) 0.0

全窒素(t) 0.0

全リン(t) 0.0

放流水量(千m3)

排水処理量(千m3)

2,122

0

工場排出廃棄物量(千t) 6.9

外部再資源化量(千t) 4.2

外部埋立処分量(千t) 0.0

1,603

製品等

名
古
屋
工
場

エネルギー

購入原料(千t) 2,131

エネルギー消費量(千GJ)30,985

大気への排出

産業廃棄物

排水

2,034

原材料

水資源

購入材料(千t) 2.1

上水道水

取水量(千m3)

58

地下水 0

工業用水 21,966

788,138

海水

（リサイクル量(千m3)）

55,696

製品出荷量(千t)

GHG(千t) 1,674

フロン類(t) 4.8

NOx(t) 706.4

SOx(t) 26.5

有害大気汚染物質(t) 8.9

VOC(t) 112.0

ばいじん(t) 9.5

COD、BOD(t) 265.9

全窒素(t) 571.4

全リン(t) 5.9

放流水量(千m3)

排水処理量(千m3)

64,315

10,153

工場排出廃棄物量(千t) 10.5

外部再資源化量(千t) 4.3

外部埋立処分量(千t) 0.1

77,720

製品等

大
阪
工
場

エネルギー

INPUT OUTPUT

購入原料(千t) 52

エネルギー消費量(千GJ) 748

大気への排出

産業廃棄物

排水

48

原材料

水資源

購入材料(千t) 1.2

上水道水

取水量(千m3)

13

地下水 429

工業用水 384

30,500

海水

（リサイクル量(千m3)）

0

製品出荷量(千t)

GHG(千t) 38

フロン類(t) 0.0

NOx(t) 18.8

SOx(t) 0.0

有害大気汚染物質(t) 0.0

VOC(t) 15.8

ばいじん(t) 0.1

COD、BOD(t) 6.7

全窒素(t) 3.2

全リン(t) 2.1

放流水量(千m3)

排水処理量(千m3)

648

405

工場排出廃棄物量(千t) 1.6

外部再資源化量(千t) 0.4

外部埋立処分量(千t) 0.0

825

製品等

茂
原
分
工
場

Mitsui Chemicals Group  ESG Report Appendix
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1958年4月に日本で最初の総合石油化学工場として操業を開始しまし

た。ポリエステル繊維の原料となるPTAと、ペットボトルの原料となる

PET樹脂を生産しており、その規模は国内最大級を誇ります。

https://www.mitsuichem.com/jp/corporate/group/domestic_05.htm

1912年（明治45年）に操業を開始し、三井鉱山のコークス炉副生物をベー

スに、昭和30年代まで石炭コンビナートとして活躍しました。現在は、

有機合成技術を活かし、機能化学品を中心に生産するファインケミカル

の中核工場となっています。

https://www.mitsuichem.com/jp/corporate/group/domestic_06.htm

大牟田工場岩国大竹工場

研究開発拠点として、関係会社を含め約1,000名の研究者が集結して

います。より快適な社会を目指して、新技術・新材料の創出を行って

います。

https://www.mitsuichem.com/jp/corporate/group/domestic_07.htm

袖ケ浦センター（研究所）

エネルギー

購入原料(千t) 370

エネルギー消費量(千GJ)7,809

大気への排出

産業廃棄物

排水

436

原材料

水資源

購入材料(千t) 1.9

上水道水

取水量(千m3)

117

地下水 0

工業用水 29,876

281,708

海水

（リサイクル量(千m3)）

29,336

製品出荷量(千t)

GHG(千t) 529

フロン類(t) 0.5

NOx(t) 206.0

SOx(t) 82.5

有害大気汚染物質(t) 3.8

VOC(t) 656.5

ばいじん(t) 18.1

COD、BOD(t) 206.8

全窒素(t) 34.5

全リン(t) 10.4

放流水量(千m3)

排水処理量(千m3)

58,950

15,852

工場排出廃棄物量(千t) 5.5

外部再資源化量(千t) 5.4

外部埋立処分量(千t) 0.0

59,329

製品等

岩
国
大
竹
工
場

エネルギー

購入原料(千t) 0

エネルギー消費量(千GJ) 228

大気への排出

産業廃棄物

排水

0

原材料

水資源

購入材料(千t) 0

上水道水

取水量(千m3)

59

地下水 22

工業用水 0

47

海水

（リサイクル量(千m3)）

0

製品出荷量(千t)

GHG(千t) 11

フロン類(t) 0.0

NOx(t) 0.0

SOx(t) 0.0

有害大気汚染物質(t) 0.0

VOC(t) 0.0

ばいじん(t) 0.0

COD、BOD(t) 0.3

全窒素(t) 0.3

全リン(t) 0.0

放流水量(千m3)

排水処理量(千m3)

67

67

工場排出廃棄物量(千t) 0.9

外部再資源化量(千t) 0.4

外部埋立処分量(千t) 0.0

81

製品等

エネルギー

購入原料(千t) 261

エネルギー消費量(千GJ) 7,028

大気への排出

産業廃棄物

排水

248

原材料

水資源

購入材料(千t) 8.2

上水道水

取水量(千m3)

518

地下水 0

工業用水 6,648

194,958

海水

（リサイクル量(千m3)）

0

製品出荷量(千t)

GHG(千t) 471

フロン類(t) 0.7

NOx(t) 508.0

SOx(t) 5.0

有害大気汚染物質(t) 0.5

VOC(t) 440.0

ばいじん(t) 24.0

COD、BOD(t) 339.0

全窒素(t) 638.0

全リン(t) 6.5

放流水量(千m3)

排水処理量(千m3)

17,787

19,723

工場排出廃棄物量(千t) 50.5

外部再資源化量(千t) 30.4

外部埋立処分量(千t) 0.2

7,166

製品等

大
牟
田
工
場

袖
ケ
浦
セ
ン
タ
ー

INPUT OUTPUT

INPUT OUTPUT

INPUT OUTPUT
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社会

  集計範囲 2016 2017 2018 2019

従業員数
グローバル 13,423 17,277 17,743 17,979

三井化学 6,516 6,541 6,670 6,773

  集計範囲 2016 2017 2018 2019

従業員比率
/
％ グローバル

日本 67.0 57.5 57.0 57

中国 5.6 6.6 6.6 5

アジア 8.8 9.7 9.8 11

欧州 8.2 17.0 17.5 18

北中南
米

10.3 9.2 9.1 9

その他 0.1 0.0 0.0 0

  集計範囲 2016 2017 2018 2019

従業員数 三井化学

男性 5,709 5,720 5,827 5,892

女性
807

(12.4%)
821

(12.6%)
843

(12.6%)
881

(13.0%)

計 6,516 6,541 6,670 6,773

  集計範囲 2016 2017 2018 2019

ESGパフォーマンスデータ

環境 社会 ガバナンス

従業員の状況

※

地域

ジェンダー

※

年齢
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平均年齢
/
歳 三井化学

男性 ─ 42.3 41.9 41.8

女性 ─ 44.6 44.5 44.0

計 ─ 42.5 42.2 42.1

従業員数 三井化学

10代
(18歳
以上)

86 116 136 114

20代 940 1,015 1,112 1,201

30代 1,082 1,128 1,204 1,243

40代 2,451 2,254 2,079 1,928

50代以上 1,957 2,028 2,139 2,287

計 6,516 6,541 6,670 6,773

  集計範囲 2016 2017 2018 2019

日本国籍以外の従業員数 三井化学 55 57 54 54

  集計範囲 2016 2017 2018 2019

障害者雇用比率
/
％ 三井化学 2.3 2.3 2.4 2.3

  集計範囲 2016 2017 2018 2019

管理職数 三井化学

男
性 2,748 2,777 2,801 2,815

女
性 197
(6.7%) 223
(7.4%) 234
(7.7%) 247（8.1%)

計 2,945 3,000 3,035 3,062

管理職数
(課長級以
上)

三井化学

男
性 1,558 1,561 1,543 1,530

女
性 35
(2.2%) 43
(2.7%) 46
(2.9%) 47（3.0%)

計 1,593 1,604 1,589 1,577

管理職数
(部長級以

男
性 401 400 402 423

女

※

※

国籍

※

障害者

※

管理職

※

※

※ 274



上)
三井化学

性 4
(1.0%) 5
(1.2%) 6
(1.5%) 6（1.4%)

計 405 405 408 429

新規管理職（課長級
以上）登用数

三井化学

男
性 92 100 84 91

女
性 7
(7.1%) 9
(8.3%) 5
(5.6%) 3（3.2%)

計 99 109 89 94

集計範囲 2016 2017 2018 2019

組合員比率
/
％ 三井化学 47.1 53.7 54.0 54.5

集計範囲 2016 2017 2018 2019

平均勤続年数
/
年

三井化学

男性 19.7 19.2 18.8 18.9

女性 21.1 21.1 21.1 20.4

計 19.9 19.5 19.1 19.1

総離職率
/
％ 三井化学

男性 ─ 4.75 3.68 3.10

女性 ─ 2.42 3.29 2.80

計 ─ 4.46 3.63 3.06

総離職者数 三井化学

男性 ─ ─ 218 186

女性 ─ ─ 28 25

計 ─ ─ 246 211

自発的離職率
/
％

三井化学

男性 0.91 0.91 0.86 1.07

女性 1.46 0.85 1.76 1.23

計 0.98 0.90 0.97 1.09

自発的離職者数 三井化学

男性 ─ ─ 51 64

女性 ─ ─ 15 11

計 ─ ─ 66 75

※

組合員

※

働きやすい職場環境

勤続・離職

※

※

※

※

※
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定年退職者再雇
用率
/
％

三井化学 81.3 76.7 87.6 85.5

集計範囲 2016 2017 2018 2019

超過勤務時間
80hr
/
月
以上の社員数

三井化学

一般社員 216 100 22 33

管理社員 120 67 36 21

計 336
(5.2%)
167

(2.6%)
58
(0.9%)

54
(0.8%)

平均残業時間
/
hr・月 三井化学 21.4 21.4 21.1 20.9

平均残業時間（法定労
働時間基準）
/
hr・月

三井化学 
（交代勤務者を
除く）

─ 0.5 1.9 1.1

集計範囲 2016 2017 2018 2019

有給休暇取得率
/
％ 三井化学

一般社員 81 79 83 86

管理社員 56 56 62 70

計 70 69 74 79

有給休暇平均取得日数
/
日

三井化学 計 ─ ─ 14.8 15.8

集計範囲 2016 2017 2018 2019

育児休業取得者数 三井化学

男
性 62 71 89 85

女
性 16 17 13 15

計 78 88 102 100

育児休業取得率
/
％ 三井化学

男
性 39 40 56 48

女
性 100 100 100 100

計 45 45 59 52

育児休業平均取得日数
/
日 三井化学 男 ─ ─ 8.0 13.2

※

超過勤務

※

-1 ※

-1

※

有給休暇

※

※

育児

※

※

※
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性

育児休業からの復職率
/
％ 三井化学

男
性 ─ 97 99 100

女
性 ─ 100 100 100

計 ─ 98 99 100

育児休業から復帰3年後の定着率
/
％

三井化学

男
性 ─ 91 94 83

女
性 ─ 96 93 93

計 ─ 92 94 86

育児のための短時間勤務措置利用
者数

三井化学

男
性 2 3 1 4

女
性 88 91 85 88

計 90 94 86 92

  集計範囲 2016 2017 2018 2019

介護休業取得者数 三井化学 0 0 0 1

介護のための短時間勤務措置利用者数 三井化学 1 1 0 1

  集計範囲 2017 2018 2019

採用数 三井化学

男性 298 333 250

女性 35
(11%) 46
(12%) 61（19.6%)

定期採用 202 267 245

中途採用 131 112 66

計 333 379 311

  集計範囲 2017 2018 2019

男性 12 10 14

※

※

※

介護

※

※

採用

※

定期採用
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事務系総合職 三井化学 女性 10
(46%) 9
(47%) 15（52%)

計 22 19 29

技術系総合職 三井化学

男性 49 73 64

女性 6
(11%) 14
(16%) 12（16%)

計 55 87 76

一般職 三井化学

男性 121 153 124

女性 4
(3.2%) 8
(5.0%) 16（11.4%)

計 125 161 140

  集計範囲 2017 2018 2019

事務系総合職 三井化学

男性 35 41 22

女性 2
(5.4%) 8
(16%) 6（21%)

計 37 49 28

技術系総合職 三井化学

男性 52 35 10

女性 7
(12%) 3
(7.9%) 1（9.1%)

計 59 38 11

一般職 三井化学

男性 29 21 16

女性 6
(17%) 4
(16%) 11（41%)

計 35 25 27

  集計範囲 2017 2018 2019

社員一人当たりの研修時間
/
hr
三井化学

15 34 27

社員一人当たりの研修費用
/
百万円 0.29 0.27 0.20

  集計範囲 2016 2017 2018 2019

※

※

※

中途採用

※

※

※

人材育成

※

評価
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前年度評価のフィードバック実施率
/
%

三井化学籍組合員

96 98 98 94

評価のフィードバックに対する納得度
/
％

89 90 86 91

  集計範囲 2016 2017 2018 2019

重大事故
/
件 グローバル 0 0 1 0

異常現象・事故
/
件

三井化学 4 4 7 15

国内関係会社 0 0 4 2

海外関係会社 0 2 0 1

グローバル 4 6 11 17

重視する労働災害の度数率

三井化学 0.15 0.42 0.19 0.00

国内関係会社 0.48 0.14 0.29 0.83

工事協力会社 0.27 0.13 0.51 0.25

海外関係会社 0.21 0.00 0.51 0.62

グローバル 0.23 0.24 0.33 0.31

  集計範囲 2017 2018 2019

生活習慣病平均有所見率（男性）
/
％

三井化学 9.6 9.7 10.2

疾病休業強度率 三井化学 0.60 0.78 0.87

メンタル不調休業強度率 三井化学 0.34 0.45 0.56

喫煙率
/
％ 三井化学 25.7 24.2 23.7

有害物質リスクアセスメント実施率
/
％

三井化学 100 100 100

安全・保安

労働衛生

※

※

※

※

プロダクトスチュワードシップ
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  集計範囲 2017 2018 2019

製品のリスク評価実施率
/
％ 三井化学 36 100 100

最新の安全性情報提供率
/
％ 三井化学 100 100 100

法令違反
/
件 三井化学 0 0 0

  集計範囲 2017 2018 2019

PL事故
/
件 グローバル 0 0 0

品質に関わる重大な法令違反
/
件 グローバル 0 0 0

  集計範囲 2017 2018 2019

物流における重視する労働災害
/
件 グローバル 2 2 0

物流における重大事故
/
件 グローバル 0 0 0

顧客流出トラブル発生率
/
ppm グローバル 42 70 60

法令違反
/
件 グローバル 0 0 0

  集計範囲 2017 2018 2019

持続可能な調達率
/
％ 三井化学 39 44 44

  集計範囲 2016 2017 2018 2019

社会貢献支出額
/
百万円 グローバル 142 152 214 246

社会活動休暇取得
/
件 三井化学 162 118 123 88

製品とサービスの品質

物流

持続可能な調達

社会活動

※
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  集計範囲 2016 2017 2018 2019

Rose
Value 製品売上高比率
/
％ グローバル 14 14 13 16

※ 三井化学籍社員

社会貢献の見える化

®
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ガバナンス

  集計範囲 2016 2017 2018 2019

取締役数 三井化学

男性 7 7 7 6

女性 1
(12.5%) 1
(12.5%) 1
(12.5%) 2
(25.0%)

独立社外取締
役 3 3 3 3

計 8 8 8 8

  集計範囲 2016 2017 2018 2019

役員報酬の総額
/
百万円

三井化学

取締役
(社外取締役を除く) 340 360 371 369

うち、淡輪
敏 ─ (112) (117) (111)

監査役
(社外監査役を除く) 63 64 64 64

社外役員 67 72 75 78

計 470 496 509 511

  集計範囲 2016 2017 2018 2019

重大な法令・ルール違反
/
件
グローバ
ル

0 1 0 1

リスクホットライン運用実績
/
件
グローバ
ル

12 13 17 26

公正取引委員会など関係官庁からの排除勧告
/
件 国内 0 0 0 0

ESGパフォーマンスデータ

環境 社会 ガバナンス

取締役

役員報酬

コンプライアンス
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不祥事などによる操業・営業停止
/
件 国内 0 0 0 1

コンプライアンスに関わる事故・事件で刑事告発
/
件

国内 0 0 0 0

価格カルテルによる摘発
/
件 海外 0 0 0 0

贈賄による摘発
/
件 海外 0 0 0 0

その他による摘発
/
件 海外 0 0 0 0

  集計範囲 2016 2017 2018 2019

政治寄付
/
百万円 三井化学 3.36 3.45 3.32 3.26

その他
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GRIスタンダード内容索引

100シリーズ (共通) 200シリーズ (経済項目) 300シリーズ (環境項目) 400シリーズ (社会項目)

GRI 102: 一般開示事項 2016

1. 組織のプロフィール

102-1  組織の名称

該当箇所

会社概要

102-2  活動、ブランド、製品、サービス

該当箇所

会社概要
事業・製品

102-3  本社の所在地

該当箇所

会社概要

102-4  事業所の所在地

該当箇所

国内拠点
国内関係会社
海外関係会社

102-5  所有形態および法人格

該当箇所

会社概要

102-6  参入市場

該当箇所

未来の社会に貢献する5つの事業領域
事業・製品
財務データハイライト＞セグメントデータ

ガイドライン対照表

100シリーズ (共通)
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有価証券報告書

102-7  組織の規模

該当箇所

会社概要
財務データハイライト＞業績推移
有価証券報告書
INPUT⇒OUTPUT

 備考

国内拠点
国内関係会社
海外関係会社

102-8  従業員およびその他の労働者に関する情報

該当箇所

ESGパフォーマンスデータ＞社会

102-9  サプライチェーン

該当箇所

持続可能な調達

102-10  組織およびそのサプライチェーンに関する重大な変化

該当箇所

該当する事例はありませんでした。

102-11  予防原則または予防的アプローチ

該当箇所

重要課題と取り組み
プロダクトスチュワードシップ

102-12  外部イニシアティブ

該当箇所

イニシアティブの支持

102-13  団体の会員資格

該当箇所

イニシアティブの支持

2. 戦略

102-14  上級意思決定者の声明

該当箇所

CEOメッセージ

102-15  重要なインパクト、リスク、機会 285



該当箇所

重要課題と取り組み
気候変動・プラスチック問題
Blue Value  / Rose Value
リスク・コンプライアンス

3. 倫理と誠実性

102-16  価値観、理念、行動基準・規範

該当箇所

企業グループ理念・将来像
行動指針

102-17  倫理に関する助言および懸念のための制度

該当箇所

リスク防止対策

4. ガバナンス

102-18  ガバナンス構造

該当箇所

コーポレート・ガバナンス
サステナビリティマネジメント

102-19  権限移譲

該当箇所

コーポレート・ガバナンス
サステナビリティマネジメント

102-20  経済、環境、社会項目に関する役員レベルの責任

該当箇所

サステナビリティマネジメント

102-21  経済、環境、社会項目に関するステークホルダーとの協議

該当箇所

─

 備考

サステナビリティマネジメント

102-22  最高ガバナンス機関およびその委員会の構成

該当箇所

コーポレート・ガバナンス

® ®
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102-23  最高ガバナンス機関の議長

該当箇所

コーポレート・ガバナンス報告書

 備考

コーポレート・ガバナンス
役員一覧

102-24  最高ガバナンス機関の指名と選出

該当箇所

コーポレート・ガバナンスガイドライン

102-25  利益相反

該当箇所

コーポレート・ガバナンス

102-26  目的、価値観、戦略の設定における最高ガバナンス機関の役割

該当箇所

サステナビリティマネジメント

102-27  最高ガバナンス機関の集合的知見

該当箇所

リスク・コンプライアンス マネジメント＞コンプライアンス教育

102-28  最高ガバナンス機関のパフォーマンスの評価

該当箇所

─

 備考

サステナビリティマネジメント

102-29  経済、環境、社会へのインパクトの特定とマネジメント

該当箇所

サステナビリティマネジメント

102-30  リスクマネジメント・プロセスの有効性

該当箇所

サステナビリティマネジメント
リスク・コンプライアンス

102-31  経済、環境、社会項目のレビュー

該当箇所

サステナビリティマネジメント

102-32  サステナビリティ報告における最高ガバナンス機関の役割
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該当箇所

─

102-33  重大な懸念事項の伝達

該当箇所

リスク・コンプライアンス マネジメント
サステナビリティマネジメント

102-34  伝達された重大な懸念事項の性質と総数

該当箇所

─

102-35  報酬方針

該当箇所

コーポレート・ガバナンス
有価証券報告書
コーポレート・ガバナンス報告書

102-36  報酬の決定プロセス

該当箇所

コーポレート・ガバナンス
有価証券報告書
コーポレート・ガバナンス報告書

102-37  報酬に関するステークホルダーの関与

該当箇所

─

102-38  年間報酬総額の比率

該当箇所

三井化学においては、13.72

102-39  年間報酬総額比率の増加率

該当箇所

三井化学においては、0.93

5. ステークホルダー・エンゲージメント

102-40  ステークホルダー・グループのリスト

該当箇所 288



ステークホルダー

102-41  団体交渉協定

該当箇所

─

 備考

ESGパフォーマンスデータ＞社会

102-42  ステークホルダーの特定および選定

該当箇所

ステークホルダー

102-43  ステークホルダー・エンゲージメントへのアプローチ方法

該当箇所

ステークホルダー

102-44  提起された重要な項目および懸念

該当箇所

─

 備考

リスク防止対策
重大事故防止

6. 報告実務

102-45  連結財務諸表の対象になっている事業体

該当箇所

有価証券報告書

102-46  報告書の内容および項目の該当範囲の確定

該当箇所

編集方針

102-47  マテリアルな項目のリスト

該当箇所

2025長期経営計画　環境・社会軸目標
重要課題と取り組み

102-48  情報の再記述

該当箇所

該当する事例はありませんでした。

102-49  報告における変更

289



該当箇所

該当する事例はありませんでした。

102-50  報告期間

該当箇所

編集方針

102-51  前回発行した報告書の日付

該当箇所

編集方針

102-52  報告サイクル

該当箇所

編集方針

102-53  報告書に関する質問の窓口

該当箇所

お問い合わせ

102-54  GRIスタンダードに準拠した報告であることの主張

該当箇所

─

102-55  GRI内容索引

該当箇所

GRIスタンダード内容索引

102-56  外部保証

該当箇所

編集方針

GRI 103: マネジメント手法 2016

103-1  マテリアルな項目とその該当範囲の説明

該当箇所

2025長期経営計画　環境・社会軸目標
重要課題と取り組み

103-2  マネジメント手法とその要素 290



該当箇所

各ページの「マネジメントシステム」をご覧ください。

三井化学グループのサステナビリティ
リスク・コンプライアンス
レスポンシブル・ケア
社会とのエンゲージメント

103-3  マネジメント手法の評価

該当箇所

サステナビリティマネジメント
2025長期経営計画　環境・社会軸目標

GRI 201: 経済パフォーマンス 2016

201-1  創出、分配した直接的経済価値

該当箇所

有価証券報告書

201-2  気候変動による財務上の影響、その他のリスクと機会

該当箇所

TCFD提言への対応
気候変動に関する情報（CDP）

201-3  確定給付型年金制度の負担、その他の退職金制度

該当箇所

有価証券報告書

201-4  政府から受けた資金援助

該当箇所

有価証券報告書

GRI 202: 地域経済での存在感 2016

202-1  地域最低賃金に対する標準新人給与の比率 (男女別)

該当箇所

─

 備考

評価・報酬

200シリーズ (経済項目)
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202-2  地域コミュニティから採用した上級管理職の割合

該当箇所

─

 備考

人材育成

GRI 203: 間接的な経済的インパクト 2016

203-1  インフラ投資および支援サービス

該当箇所

災害支援

203-2  著しい間接的な経済的インパクト

該当箇所

─

GRI 204: 調達慣行 2016

204-1  地元サプライヤーへの支出の割合

該当箇所

─

GRI 205: 腐敗防止 2016

205-1  腐敗に関するリスク評価を行っている事業所

該当箇所

─

 備考

贈収賄防止

腐敗防止の観点では、トランスペアレンシー等の情報もふまえ、19カ国を対象
として一次スクリーニングを行った。そのうち8カ国はリスクがあるかもしれ
ないと判断し、今後情報収集を行う予定。

205-2  腐敗防止の方針や手順に関するコミュニケーションと研修

該当箇所

─

 備考

コンプライアンス教育
贈収賄防止

M&Aや新規取引先の選定については、業務関連法規制の対応はもちろん、
コンサルタントや法律アドバイザーなどに、国連グローバル・コンパクト署
名をふまえた検討を依頼している。M&Aにおけるデューディリについても
法務デューディリにおいて、各国の法規制状況をふまえた検討を実施してい 292



る。
新興国での製造拠点の運営については、様々な許認可などを含め、不正リス
クが高いと考えられることから、業務運営全般について、特に内部統制室に
よる監査を実施している。

205-3  確定した腐敗事例と実施した措置

該当箇所

該当する事例はありませんでした。

ESGパフォーマンスデータ＞ガバナンス

GRI 206: 反競争的行為 2016

206-1  反競争的行為、反トラスト、独占的慣行により受けた法的措置

該当箇所

法的措置を受ける事例はありませんでした。

ESGパフォーマンスデータ＞ガバナンス

GRI 301: 原材料 2016

301-1  使用原材料の重量または体積

該当箇所

INPUT⇒OUTPUT 

301-2  使用したリサイクル材料

該当箇所

─

301-3  再生利用された製品と梱包材

該当箇所

─

GRI 302: エネルギー 2016

302-1  組織内のエネルギー消費量

該当箇所

300シリーズ (環境項目)
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GHG・エネルギー
ESGパフォーマンスデータ＞環境
気候変動に関する情報（CDP）

302-2  組織外のエネルギー消費量

該当箇所

GHG・エネルギー
気候変動に関する情報（CDP）

302-3  エネルギー原単位

該当箇所

GHG・エネルギー
ESGパフォーマンスデータ＞環境

302-4  エネルギー消費量の削減

該当箇所

GHG・エネルギー
ESGパフォーマンスデータ＞環境
気候変動に関する情報（CDP）

302-5  製品およびサービスのエネルギー必要量の削減

該当箇所

Blue Value  / Rose Value
GHG・エネルギー
気候変動に関する情報（CDP）

GRI 303: 水と廃水 2018

303-1  共有資源としての水との相互作用

該当箇所

水
水に関する情報（CDP）

303-2  排水に関連するインパクトのマネジメント

該当箇所

水
水に関する情報（CDP）

303-3  取水

該当箇所

® ®
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水
ESGパフォーマンスデータ＞環境
水に関する情報（CDP）

303-4  排水

該当箇所

水
ESGパフォーマンスデータ＞環境
水に関する情報（CDP）

303-5  水消費

該当箇所

水
ESGパフォーマンスデータ＞環境
水に関する情報（CDP）

GRI 304: 生物多様性 2016

304-1  保護地域および保護地域ではないが生物多様性価値の高い地域、もしくはそれらの隣接地域に所有、賃借、管理し
ている事業サイト

該当箇所

生物多様性

304-2  活動、製品、サービスが生物多様性に与える著しいインパクト

該当箇所

生物多様性

304-3  生息地の保護・復元

該当箇所

生物多様性

304-4  事業の影響を受ける地域に生息するIUCNレッドリストならびに国内保全種リスト対象の生物種

該当箇所

生物多様性

GRI 305: 大気への排出 2016

305-1  直接的な温室効果ガス (GHG) 排出量 (スコープ1)

該当箇所 295



GHG・エネルギー
ESGパフォーマンスデータ＞環境
気候変動に関する情報（CDP）

305-2  間接的な温室効果ガス (GHG) 排出量 (スコープ2)

該当箇所

GHG・エネルギー
ESGパフォーマンスデータ＞環境
気候変動に関する情報（CDP）

305-3  その他の間接的な温室効果ガス (GHG) 排出量 (スコープ3)

該当箇所

GHG・エネルギー
気候変動に関する情報（CDP）

305-4  温室効果ガス (GHG) 排出原単位

該当箇所

GHG・エネルギー
ESGパフォーマンスデータ＞環境
気候変動に関する情報（CDP）

305-5  温室効果ガス (GHG) 排出量の削減

該当箇所

GHG・エネルギー
ESGパフォーマンスデータ＞環境
気候変動に関する情報（CDP）

305-6  オゾン層破壊物質 (ODS) の排出量

該当箇所

INPUT⇒OUTPUT
ESGパフォーマンスデータ＞環境

305-7  窒素酸化物 (NOx)、硫黄酸化物 (SOx)、およびその他の重大な大気排出物

該当箇所

環境負荷物質
INPUT⇒OUTPUT
ESGパフォーマンスデータ＞環境

GRI 306: 排水および廃棄物 2016

306-1  排水の水質および排出先
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該当箇所

水
INPUT⇒OUTPUT
ESGパフォーマンスデータ＞環境

306-2  種類別および処分方法別の廃棄物

該当箇所

産業廃棄物
INPUT⇒OUTPUT
ESGパフォーマンスデータ＞環境

三井化学単体の廃棄物等発生量117.6千tのうち、725.1tが有害廃棄物。

306-3  重大な漏出

該当箇所

重大な漏出はありませんでした。

306-4  有害廃棄物の輸送

該当箇所

情報が入手困難: この情報は現時点では集計していません。

306-5  排水や表面流水によって影響を受ける水域

該当箇所

水

GRI 307: 環境コンプライアンス 2016

307-1  環境法規制の違反

該当箇所

ESGパフォーマンスデータ＞環境
環境会計・コンプライアンス

GRI 308: サプライヤーの環境面のアセスメント 2016

308-1  環境基準により選定した新規サプライヤー

該当箇所

─

 備考

取引先評価と改善支援

308-2  サプライチェーンにおけるマイナスの環境インパクトと実施した措置
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該当箇所

取引先評価と改善支援

GRI 401: 雇用 2016

401-1  従業員の新規雇用と離職

該当箇所

人材マネジメント＞マネジメントシステム
ESGパフォーマンスデータ＞社会

401-2  正社員には支給され、非正規社員には支給されない手当

該当箇所

働きやすい職場環境

401-3  育児休暇

該当箇所

ESGパフォーマンスデータ＞社会
働きやすい職場環境

GRI 402: 労使関係 2016

402-1  事業上の変更に関する最低通知期間

該当箇所

率直な対話と相互理解に基づく労使関係

GRI 403: 労働安全衛生 2018

403-1  労働安全衛生マネジメントシステム

該当箇所

レスポンシブル・ケア マネジメント＞マネジメントシステム
安全・保安＞マネジメントシステム
労働衛生＞マネジメントシステム

403-2  危険性（ハザード）の特定、リスク評価、事故調査

該当箇所

400シリーズ (社会項目)
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安全・保安＞重大事故防止
プロダクトスチュワードシップ＞安全な製品の提供
労働衛生＞有害物質ばく露防止

403-3  労働衛生サービス

該当箇所

安全・保安＞重大事故防止
プロダクトスチュワードシップ＞安全な製品の提供
労働衛生＞有害物質ばく露防止

403-4  労働安全衛生における労働者の参加、協議、コミュニケーション

該当箇所

安全・保安＞マネジメントシステム
労働衛生＞マネジメントシステム

403-5  労働安全衛生に関する労働者研修

該当箇所

安全・保安＞研修
安全・保安＞訓練
プロダクトスチュワードシップ＞教育
労働衛生＞健康経営

403-6  労働者の健康増進

該当箇所

労働衛生＞健康経営

403-7  ビジネス上の関係で直接結びついた労働安全衛生の影響の防止と緩和

該当箇所

安全・保安＞重大事故防止
プロダクトスチュワードシップ＞安全な製品の提供
労働衛生＞有害物質ばく露防止

403-8  労働安全衛生マネジメントシステムの対象となる労働者

該当箇所

安全・保安＞マネジメントシステム
労働衛生＞マネジメントシステム

403-9  労働関連の傷害

該当箇所

安全・保安＞事故・労働災害

 備考

従業員の業務上の死亡事故は過去3年間ありません。
請負業者の死亡事故が過去3年間に1件発生。
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403-10  労働関連の疾病・体調不良

該当箇所

─

GRI 404: 研修と教育 2016

404-1  従業員一人あたりの年間平均研修時間

該当箇所

ESGパフォーマンスデータ＞社会
研修
人材育成

404-2  従業員スキル向上プログラムおよび移行支援プログラム

該当箇所

人材育成

404-3  業績とキャリア開発に関して定期的なレビューを受けている従業員の割合

該当箇所

評価・報酬
ESGパフォーマンスデータ＞社会

GRI 405: ダイバーシティと機会均等 2016

405-1  ガバナンス機関および従業員のダイバーシティ

該当箇所

コーポレート・ガバナンス
ダイバーシティ
ESGパフォーマンスデータ＞社会
ESGパフォーマンスデータ＞ガバナンス

405-2  基本給と報酬総額の男女比

該当箇所

─

GRI 406: 非差別 2016

406-1  差別事例と実施した救済措置
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該当箇所

該当する事例はありませんでした。

GRI 407: 結社の自由と団体交渉 2016

407-1  結社の自由や団体交渉の権利がリスクにさらされる可能性のある事業所およびサプライヤー

該当箇所

─

 備考

三井化学グループ持続可能な調達ガイドライン  に記載の内容をお取引先に
要請している。

取引先評価と改善支援

GRI 408: 児童労働 2016

408-1  児童労働事例に関して著しいリスクがある事業所およびサプライヤー

該当箇所

─

 備考

三井化学グループ持続可能な調達ガイドライン  に記載の内容をお取引先に
要請している。

取引先評価と改善支援

GRI 409: 強制労働 2016

409-1  強制労働事例に関して著しいリスクがある事業所およびサプライヤー

該当箇所

─

 備考

三井化学グループ持続可能な調達ガイドライン  に記載の内容をお取引先に
要請している。

取引先評価と改善支援

GRI 410: 保安慣行 2016

410-1  人権方針や手順について研修を受けた保安要員

該当箇所

─

 備考

人権の尊重

GRI 411: 先住民族の権利 2016

411-1  先住民族の権利を侵害した事例
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該当箇所

─

GRI 412: 人権アセスメント 2016

412-1  人権レビューやインパクト評価の対象とした事業所

該当箇所

─

 備考

人権の尊重

人権リスクについて、1次スクリーニングを行った対象は19カ国。

412-2  人権方針や手順に関する従業員研修

該当箇所

─

 備考

社内における人権への配慮

ダイバーシティ

412-3  人権条項を含むもしくは人権スクリーニングを受けた重要な投資協定および契約

該当箇所

─

 備考

投資における人権への配慮

GRI 413: 地域コミュニティ 2016

413-1  地域コミュニティとのエンゲージメント、インパクト評価、開発プログラムを実施した事業所

該当箇所

─

 備考

社会活動

413-2  地域コミュニティに著しいマイナスのインパクト (顕在的、潜在的) を及ぼす事業所

該当箇所

─

 備考

重大事故防止

GRI 414: サプライヤーの社会面のアセスメント 2016

414-1  社会的基準により選定した新規サプライヤー

該当箇所

─

 備考

取引先評価と改善支援

414-2  サプライチェーンにおけるマイナスの社会的インパクトと実施した措置
302



該当箇所

取引先評価と改善支援

GRI 415: 公共政策 2016

415-1  政治献金

該当箇所

ESGパフォーマンスデータ＞ガバナンス

GRI 416: 顧客の安全衛生 2016

416-1  製品およびサービスのカテゴリーに対する安全衛生インパクトの評価

該当箇所

─

 備考

プロダクトスチュワードシップ
製品とサービスの品質

416-2  製品およびサービスの安全衛生インパクトに関する違反事例

該当箇所

プロダクトスチュワードシップ
製品とサービスの品質
ESGパフォーマンスデータ＞社会

三井化学単体で罰金または処罰の対象になった規制違反の事例はありませんでした。

GRI 417: マーケティングとラベリング 2016

417-1  製品およびサービスの情報とラベリングに関する要求事項

該当箇所

Blue Value  / Rose Value
プロダクトスチュワードシップ
製品とサービスの品質
物流

417-2  製品およびサービスの情報とラベリングに関する違反事例

該当箇所

プロダクトスチュワードシップ
製品とサービスの品質
ESGパフォーマンスデータ＞社会

三井化学単体で罰金または処罰の対象になった規制違反の事例はありませんでした。

® ®
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417-3  マーケティング・コミュニケーションに関する違反事例

該当箇所

該当する事例はありませんでした。

GRI 418: 顧客プライバシー 2016

418-1  顧客プライバシーの侵害および顧客データの紛失に関して具体化した不服申立

該当箇所

該当する事例はありませんでした。

GRI 419: 社会経済面のコンプライアンス 2016

419-1  社会経済分野の法規制違反

該当箇所

当社子会社である下関三井化学株式会社が高圧ガス製造設備で発生させた複数の漏洩事案に関し、2019年8月5日付で山口県よ
り高圧ガス保安法に基づく行政処分を受けました。
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ESG投資インデックス

三井化学グループは、社会と当社グループの持続可能な発展を目指した取り組みが評価され、下記のESG投資イン
デックスに採用されました。（2020年9月時点）

DJSI（Dow Jones Sustainability Index） は、米国のS&P Dow Jones Indices社によ
る世界の代表的なESG投資指数です。経済・環境・社会の側面から企業の持続可能性
（サステナビリティ）を評価し、総合的にすぐれた企業が選定されます。DJSI
Asia/Pacificは、アジア・太平洋地域の主要企業約600社が対象で、2019年度は148社
が選定されました。

FTSE4Good Global Index は、ロンドン証券取引所グループのFTSE Russell社が作成
する株価指数で、環境、社会、ガバナンス（ESG）の対応にすぐれた企業のパフォー
マンスを反映しています。

FTSE Blossom Japan Index は環境、社会、ガバナンス（ESG）の対応にすぐれた日
本企業のパフォーマンスを反映する株式指数で、国際的に高く評価されている
FTSE4Goodに沿ったESG 基準が採用されています。また、業種ニュートラルとなる
よう設計されています。
なお、この指数は年金積立金管理運用独立行政法人（GPIF）のESG指数に選定され
ています。

MSCI ESG Leaders Index は、MSCIのESGリサーチに基づいて構築され、様々
なESGリスクを包括的に市場ポートフォリオに反映したESG総合型指数です。各業種
においてESG 評価が相対的に高い企業で構成されます。

社外評価

DJSI Asia/Pacific

FTSE4Good Index Series

FTSE Blossom Japan Index

MSCI ESG Leaders Index
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MSCIジャパンESGセレクト･リーダーズ指数 は、MSCIのESGリサーチに基づいて構
築され、様々なESGリスクを包括的に市場ポートフォリオに反映したESG総合型指数
です。各業種においてESG 評価が相対的に高い企業で構成されます。
なお、この指数は年金積立金管理運用独立行政法人（GPIF）のESG指数に選定されて
います。

MSCI日本株女性活躍指数（WIN） は、女性活躍推進法により開示される女性雇用に
関するデータに基づき、各業種から性別多様性スコアが高く、女性活躍への取り組み
を推進している企業で構成されています。
なお、この指数は年金積立金管理運用独立行政法人（GPIF）のESG指数に選定されて
います。

SOMPOアセットマネジメント社のサステナブル運用 は、ESG評価が高い企業に幅広
く投資する、年金基金・機関投資家向けの責任投資プロダクトです。調査会社によ
るESG評価を重視して投資銘柄を独自に設定した「SOMPOサステナビリティ・イン
デックス」に基づいて保有ウエイトを決定する長期投資志向の運用を行っています。

その他の主な社外評価

当社は、米国のS&P Global社とスイスのRobecoSAM社による世界の代表的なサステ
ナビリティ格付け「RobecoSAM Sustainability Award 2020」において、世界の主要
な化学企業108社のうち評価スコアが上位15％以上、かつ前年度からスコアが最も向
上した企業として「Industry Mover」に選定されました。S&P Global社
とRobecoSAM社は毎年、世界の企業を対象に経済・環境・社会の観点で企業のサス
テナビリティを評価し、The Sustainability Yearbook を発行し、その中で「Industry
Mover」を発表しています。今回は約4700社が評価を受け、当社を含めて61業
界55社が「Industry Mover」に選定されました。

三井化学 S&P Global社とRobecoSAM社のサステナビリティ格付「RobecoSAM Sust
ainability Award 2020」で「Industry Mover」に選定

MSCIジャパンESGセレクト・リーダーズ指数

MSCI日本株女性活躍指数（WIN）

SOMPOサステナビリティ・インデックス

「RobecoSAM Sustainability Award 2020」で「Industry Mover」に選定
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当社は、EcoVadis社 のサステナビリティ評価において、3年連続で「ゴールド」に格
付けされました。「ゴールド」には、全評価対象の上位5%という高い評価を受けた
企業が認定されます。評価は、「環境」、「労働と人権」、「倫理」、「持続可能な
資材調達」の4つのテーマで包括的に行われ、当社は、「環境」と「労働と人権」に
おいて特に高い評価を受けました。（認定期間は2021年3月まで）
EcoVadis社は、国際的なサステナビリティ規格に基づいた独自基準によって団体・企
業のサステナビリティを評価する、信頼性の高い共同プラットフォームを提供してい
ます。これまでに世界160カ国、200業種、65,000社以上の評価を行っており、
約300のグローバル企業がサプライチェーン管理のためにこのプラットフォームを使
用しています。

三井化学 3年連続 EcoVadis社のサステナビリティ評価で「ゴールド」に格付け

当社は、女性活躍推進に優れた企業として経済産業省および東京証券取引所より、令
和元年度「凖なでしこ銘柄」に選定されました。経済産業省は東京証券取引所と共同
で、女性活躍推進に優れた上場企業を「なでしこ銘柄」、「凖なでしこ銘柄」として
選定しています。令和元年度は、東京証券取引所の全上場企業約3,600社から、企業
価値向上を実現するためのダイバーシティ経営に必要とされる取り組みとその開示状
況について評価が行われ、業種毎に46社を「なでしこ銘柄」、20社を「準なでしこ銘
柄」として選定しています。

令和元年度「凖なでしこ銘柄」に選定

ダイバーシティ

当社は、中立的な第三者としての立場からEコマースや各種ウェブサイトの客観的な
評価・比較を行うモーニングスター株式会社による第1回「Gomez ESGサイトランキ
ング2020」において、ESGサイト最優秀企業に選出されました。「Gomez ESGサイ
トランキング 」は、世界的なサステナビリティへの関心やESG投資の拡大を背景
に、上場企業がインターネット上で株主・投資家を含む様々なステークホルダーに向
けた広報活動を行うためのウェブサイト（ESGサイト）の使いやすさや情報の充実度
を評価することを目的として実施され、調査対象118社中、当社は総合第4位を獲得し
ました。

THE INCLUSION OF MITSUI CHEMICALS, INC. IN ANY MSCI INDEX, AND THE USE OF MSCI LOGOS, TRADEMARKS, SERVICE MARKS OR INDEX NAMES HEREIN, DO NOT
CONSTITUTE A SPONSORSHIP, ENDORSEMENT OR PROMOTION OF MITSUI CHEMICALS, INC. BY MSCI OR ANY OF ITS AFFILIATES. THE MSCI INDEXES ARE THE EXCLUSIVE
PROPERTY OF MSCI. MSCI AND THE MSCI INDEX NAMES AND LOGOS ARE TRADEMARKS OR SERVICE MARKS OF MSCI OR ITS AFFILIATES.

EcoVadisのサステナビリティ評価で「ゴールド」に格付け

令和元年度「凖なでしこ銘柄」に選定

モーニングスター社「Gomez ESGサイトランキング 2020」にて「ESGサイト最優秀企業」に選定

307



三井化学のサステナビリティサイトは、社会と当社グループの持続可能な発展に向けた取り組みをステークホルダー
の皆様に理解していただくことを目的として、経営の3軸（経済・環境・社会）のうち、主に環境および社会に関する
取り組みを掲載しています。ウェブサイトの特性を活かし、方針や体制、活動内容、数値データなどの情報を網羅的
に掲載するよう努めています。また、毎年10月時点のサステナビリティサイトのPDF版を該当年度の三井化学グ
ループ ESGレポートとしてアーカイブしています。

※ 当社グループの目指す中長期的な価値創造に関する活動をご理解いただくために、経営3軸の戦略および実績の統
合的な報告を目指した三井化学レポートを発行していますので合わせてご参照ください。

三井化学㈱

三井化学㈱（市原工場、市原工場茂原分工場、名古屋工場、大阪工場、岩国大竹工場、大牟田工場、袖ケ浦センター）

国内関係会社

編集方針

「三井化学グループ　ESGレポート2020」について

報告範囲

三井化学グループを基本とし、それ以外の場合は本文に記載しました。なお、環境データの集計範囲は次の通りで
す。

環境データ集計サイト（順不同）

三井化学東セロ㈱（茨城工場、茨城工場　古河製造部、浜松工場、勝田工場、安城工場、名古屋工場※1）
作新工業㈱
三井化学産資㈱（埼玉事業所、大竹事業所※1）
三井化学サンアロイ㈱
ジャパンコンポジット㈱（清水工場）
三井化学エムシー㈱（本社・清水工場、柏原工場、関東製造課※3）
サンレックス工業㈱
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海外関係会社

PT. MCNS Polyurethanes Indonesia
P.T. PETnesia Resindo
Mitsui Elastomers Singapore Pte. Ltd.
Mitsui Phenols Singapore Pte. Ltd.
Cosmo Scientex（M）Sdn. Bhd.
MCNS Polyurethanes Malaysia Sdn Bhd
Thai Mitsui Specialty Chemicals Co., Ltd.
Mitsui Hygiene Materials（Thailand）Co., Ltd.
Grand Siam Composites Co., Ltd.
Mitsui Prime Advanced Composites India, Pvt.Ltd.
張家港保税区三井允拓複合材料有限公司
天津天寰ポリウレタン有限公司（天津工場、蘇州工場）
三井化学複合塑料（中山）有限公司
佛山三井化学SKCポリウレタン有限公司
Anderson Development Company
Advanced Composites, Inc.（オハイオ工場、テネシー工場） 
Advanced Composites Mexicana, S.A. de C.V.
三井化学不織布（天津）有限公司
三井化学功能複合塑料（上海）有限公司

㈱東洋ビューティサプライ
サンメディカル㈱
山本化成㈱（八尾工場、大牟田工場※2）
三井化学アグロ㈱※3（農業化学研究所・生産技術部（野洲）、農業化学研究所（茂原）、生産技術部（大牟田）※1）
宇都宮化成工業㈱（船岡工場、新城工場、宇都宮工場、鳥栖工場）
北海道三井化学㈱
下関三井化学㈱
三井化学SKCポリウレタン㈱（名古屋工場※1、徳山工場）
ＭＴアクアポリマー㈱（茂原工場※1）
大阪石油化学㈱（泉北工業所※1）
日本アルキルアルミ㈱（大阪工場※1）
千葉ケミカル製造有限責任事業組合（市原装置※1※3）
日本エポキシ樹脂製造㈱（市原工場※1）
日本エボリュー㈱（市原工場※1）
㈱プライムポリマー（市原工場※1、大阪工場※1、自動車材研究所※1、産包材研究所※1※3）
三井･ケマーズ フロロプロダクツ㈱（千葉工場※1※4）
大正エム・ティ・シ－㈱※1

三井化学ファイン㈱（大牟田センター※1）
三西開発㈱※1

三井・ダウ・ポリケミカル㈱（千葉工場※1※4、大竹工場※1※4）
㈱三井化学分析センター（市原事業所※1、名古屋事業所※1、大阪事業所※1、岩国事業所※1、大牟田事業所※1、構造解析研
究部※1、材料物性研究部※1）
㈱三井化学オペレーションサービス（市原事業所※1、名古屋事業所※1、大阪事業所※1、岩国大竹事業所※1、大牟田事業所
※1）
㈱エムシー・ビジネスサポート（千葉支店※1、大阪支店※1、岩国支店※1、大牟田支店※1）
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※1 三井化学㈱の事業所内に所在するため、三井化学㈱のデータに含まれる。

※2 GHGおよびエネルギーのデータのみ、三井化学㈱のデータに含まれる。

※3 GHG・エネルギー以外の環境データの集計範囲には含まれない。

※4 GHG・エネルギーのデータの集計範囲には含まれない。

※GHGおよびエネルギーについては、記載サイト以外の国内非製造拠点も集計に含んでいる。

各種ESGデータについて、毎年、第三者認証を取得しています。

気候変動に関する第三者検証報告書 

ESG情報に関する第三者検証報告書 

報告期間

2019年度（2019年4月～2020年3月）
ただし、一部についてはそれ以外の期間の活動も含んでいます。

報告サイクル、前回発行した報告書の日付

年次、2019年10月

参考にしたガイドライン

GRIサステナビリティ・レポーティング・スタンダード

GRIスタンダード内容索引

気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD） TCFD

提言への対応

外部保証
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